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 平成 30 年度における業務の実績に関する評価報告書（案） 

国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する事項 

１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅰ－１ １ 総合的事項 

（１）研究者等の意見を取り入れた業務運営 

 （２）第一線級の研究者の配置による審査・評価機能の強化 

 （３）学術研究の多様性の確保等 

当該事業実施に 

係る根拠 

独立行政法人日本学術振興会法第 13 条、第 15 条

第 6号、第 9号 

業務に関連する

政策・施策 

 関連する政策評価・

行政事業レビュー 

 

 

２．主要な経年データ 

 ①主要なアウトプット（アウトカム）情報   

 

 

②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報） 

指標等 達成目標 
前中期目標期

間最終年度値 
３０年度 １年度 ２年度 ３年度 ４年度  ３０年度 １年度 ２年度 ３年度 ４年度 

        

  
決算額（千円） 469,094     

  

  
従事人員数（人） 4     

  

注１）決算額は「１ 総合的事項」の支出額を記載。 

注２）従事人員数については「１ 総合的事項」の事業担当者数を計上（重複を含む）。 
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３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己点検評価、外部評価委員による評価及び主務大臣による評価 

 
中期目標 中期計画 年度計画 主な評価指標 

法人の業務実績・自己点検評価 外部評価委員に

よる評価 
主務大臣による評価 

業務実績 自己点検評価 

 我が国の学術

振興の中核機関

として、研究者の

活動を安定的・継

続的に支援する

役割を十分に果

たすため、研究者

を中心とする幅

広い関係者の意

見を取り入れる

とともに、研究者

の自由な発想と

研究の多様性、長

期的視点、継続性

等の学術研究の

特性に基づき、挑

戦性、総合性、融

合性及び国際性

の観点を踏まえ

た業務運営を行

う。 

 

 

    

 

評定 B 評定 B 評定 B 

＜評定に至った理由＞ 

平成 30 年度における中期

計画の実施状況について

は、中期計画通り、中期目

標に向かって順調に実績

を上げており、評定を Bと

する。 

 

＜B 評定の根拠＞ 

・評議員会を２回開催する

等、これらを通して、研究

者の意見を取り入れた業

務運営が図られた。 

・学術システム研究センタ

ーでは男女比のバランス、

所属機関の形態、地域的な

バランス等、多様な研究員

を配置し基礎研究や人材

育成の在り方などについ

て事業改善の提言･助言や

業務運営を適切に行って

いる。 

また、特に集中的に審議

が必要な重要な課題等に

ついてワーキンググルー

プ等を開催し研究者の視

点に立ち積極的に検討を

行った。 

・学術研究の多様性の確保

や、学術研究の現代的要請

を踏まえた業務運営を行

うという目標達成に向け

た取組が着実に行われて

いる。 

・振興会諸事業における女

性研究者の参画や支援に

係る現状分析と具体的方

＜評定に至った理由

＞ 

平成 30 年度におけ

る中期計画の実施状

況については、中期

計画通り、中期目標

に向かって順調に実

績を上げていると言

えることから、自己

点検評価に記載の内

容で適切な評価が行

われていると認めら

れ、評定を Bとする。 

 

＜指摘事項、業務運

営上の課題及び改善

方策＞ 

・さまざまな形で研

究者の声を反映させ

るための努力が行わ

れていることは評価

できるが、従前のや

り方から変更した場

合などには思わぬ問

題点が出てくること

もあると考えられる

ので、これまで以上

に注意深く見守って

ほしい。 

 

＜その他事項＞ 

― 

＜評定に至った理由＞ 

中期計画に定められたとお

り、概ね着実に業務が実施さ

れたと認められるため。 

 

＜今後の課題・指摘事項＞ 

引き続き、評議員会等を活

用して、より一層研究者の知

見を取り入れるとともに、エ

ビデンスに基づいて分析・検

証し、業務運営状況を改善し

ていくことを期待する。 

 

＜その他事項＞ 

－ 
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策の検討がなされている。 

 

 （１）研究者等の

意見を取り入れ

た業務運営 

学術の振興を

目的とする振興

会の事業の特性

に配慮し、評議員

会や学術研究に

対する高い識見

を持つ学識経験

者の意見を反映

させるとともに、

学術研究を実際

に行う研究者の

意見を取り入れ

ることにより、研

究者コミュニテ

ィの信頼を得つ

つ、効果的な業務

運営を行う。 

（１）研究者等の意

見を取り入れた業務

運営 

研究者の自由な発

想に基づく学術研究

の成果は、人類社会

共通の知的資産とし

て文化的価値を形成

するものであり、学

問領域を限定せず、

分野の性格に応じた

適切な支援方法によ

り、幅広くバランス

をとって振興する必

要がある。特に、長

期にわたる試行錯誤

を必要とする知的創

造活動としての基礎

研究への支援や、将

来の学術研究を担う

優秀な研究者の養成

について十分配慮す

る必要がある。この

ため、学術研究を実

際に行う研究者の意

見を取り入れた業務

運営を行う。 

業務運営に関する

重要事項を諮問する

ための評議員会につ

いては、各界・各層

からの学識経験者で

構成し、定期的に開

催する。事業実施に

当たっては、評議員

会等での幅広く高い

識見に基づく審議及

び意見を参考とし、

効果的に成果が上が

（１）研究者等の意

見を取り入れた業務

運営 

学術研究を実際に

行う研究者を含めた

各界の学識経験者か

ら成る評議員会を平

成 30 年度中に２回

開催する。評議員会

では、年度計画、予

算案等の重要事項や

各事業の実施状況を

審議することによ

り、学術研究の特性

を踏まえ、研究者の

意見を取り入れた業

務運営を図る。 

また、学術研究に

対する特に高い見識

を有する学識経験者

を学術顧問に委嘱

し、振興会の業務に

関する特定の事項に

ついて、専門的な助

言を求める。 

【評価指標】 

１－１ 研究者等の

意見聴取状況（評議

員会の開催実績等を

参考に判断） 

 

 

【目標水準の考え

方】 

１－１ 研究者等の

意見を取り入れる機

会を確保し、業務運

営に適切に反映され

たか、評議員会の開

催実績や学識経験者

からの意見聴取実績

及びそれら意見を踏

まえた業務運営状況

を参考に判断する。 

 

【評議員会】 

・評議員は、理事長の諮問に応じ、学術界、産業界、大

学等を代表する学識経験者で構成されており、学術研究

支援に関する政策にも通じたメンバーを含んでいる。 

・評議員会は平成 30年 10 月 2日及び平成 31 年 3月 26

日に開催した。 

・評議員会では、平成 31年度計画、平成 31年度予算案、

若手研究者支援の進捗状況、学術研究の多様性の確保等

を踏まえた業務運営状況の報告、事業に係る男女共同参

画推進に向けた検討状況、日本学術振興会の学術国際活

動に関する基本方針（JSPS 国際戦略）等について審議

した。 

・評議員会の議事要録は外部 HP で公開している。 

 

●平成 30年度評議員（第 8 期） 

石川 冬木 
京都大学大学院生命科学研究科 教

授、日本学術会議第二部長 

大野 英男 
東北大学 総長、日本学術会議第三

部長 

五神 真  東京大学 総長 

小林 喜光 経済同友会 代表幹事 

榊原 定征 

（H30.5.30 まで） 
日本経済団体連合会 会長 

佐藤 岩夫 
東京大学社会科学研究所 教授、日本

学術会議第一部長 

K.J.シャフナー 西南学院大学 学長 

永田 恭介 筑波大学 学長 

中西 宏明 

（H30.6.14～） 
日本経済団体連合会 会長 

原山 優子 
前総合科学技術・イノベーション会

議 議員、東北大学名誉教授 

日比谷 潤子 国際基督教大学 学長 

平野 眞一 
上海交通大学 講席教授、平野材料創

新研究所 所長 

村田 治 関西学院大学 学長 

室伏 きみ子 お茶の水女子大学 学長 

森 重文 京都大学高等研究院 院長 

山極 壽一 京都大学 総長、日本学術会議 会長 

 

（１）研究者等の意見を取

り入れた業務運営 

補助評定：b 

＜補助評定に至った理由

＞ 

平成 30 年度における中期

計画の実施状況について

は、中期計画通り、中期目

標に向かって順調に実績

を上げていると言えるこ

とから、補助評定を bとす

る。 

 

（b 評定の根拠） 

以下の評価指標に対する

自己評価に記載のとおり、

評議員会を 2 回、学術顧問

会議を 1 回開催し、これら

を通して、研究者の意見を

取り入れた業務運営が図

られ、計画通りに実施され

た。 

 

（各評価指標等に対する

自己評価） 

・評価指標である１－１に

ついては、学術研究を行う

研究者を含めた評議員会

を 2 回、学術顧問会議を 1

回開催するなど、学識経験

者から意見聴取を行った。

また、評議員会で年度計画

等の重要事項を審議する

ことにより、研究者の意見

を取り入れた業務運営が

図られたと言えることか

ら、計画通りに実施された

と判断する。 

 

（１）研究者等の意

見を取り入れた業務

運営 

補助評定：b 

＜補助評定に至った

理由＞ 

自己点検評価に記載

の内容で示された通

り、中期計画通り概

ね着実に業務が実施

されたと認められる

ため。 

 

（１）研究者等の意見を取り

入れた業務運営 

補助評定：b 

＜補助評定に至った理由＞ 

中期計画に定められたとお

り、概ね着実に業務が実施さ

れたと認められるため。 

 

＜今後の課題・指摘事項＞ 

― 

 

＜その他事項＞ 

－ 
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るよう業務運営に反

映させる。 

 

【学術顧問】 

・学術の振興に係る諸課題について、理事長をはじめ役

員や事業担当が必要に応じて各学術顧問と個別に意見

交換を行うとともに、平成 30年 6月 14 日に学術顧問会

議を開催し、学術研究に特に高い識見を持つ立場からの

専門的な助言を聴取した。例えば、国際戦略のあり方や

若手研究者の支援のあり方についての助言をいただい

た。 

・新規の学術顧問の就任依頼については必要性を検討し

たうえで行った。 

 

●平成 30年度学術顧問 

吉川 弘之 （学術最高顧問）科学技術振興機
構特別顧問 

佐藤 禎一 （学術特別顧問）元ユネスコ日
本政府代表部特命全権大使 

浅島  誠 帝京大学特任教授 

飯野 正子 津田塾大学名誉教授 

大隅 良典 東京工業大学栄誉教授 

郷 通子 
 

名古屋大学理事 

小林  誠 高エネルギー加速器研究機構
特別栄誉教授 

佐々木 毅 国土緑化推進機構理事長 

長尾  真 
（H31.2.28 まで） 

京都大学名誉教授 

野依 良治 科学技術振興機構研究開発戦略
センター長 

星  元紀 
（H31.2.28 まで） 

東京工業大学名誉教授 

本庶 佑 
（H31.3.1～） 

京都大学高等研究院副院長、特別
教授 

  

 

 

 （２）第一線級の

研究者の配置に

よる審査・評価機

能の強化 

学術システム

研究センターに

第一線級の研究

者を配置し、事業

の実施に必要な

調査・研究機能や

審査・評価業務に

係 る 機 能 を 充

実・強化する。ま

た、新たな課題へ

（２）第一線級の研

究者の配置による審

査・評価機能の強化 

学術システム研究

センターに第一線級

の研究者を配置し、

学問領域の専門的な

知見に基づき、学術

振興策や学術動向に

関する調査・研究、

事業における審査・

評価業務、業務全般

に対する提案・助言

等を行う。特に、新

（２）第一線級の研

究者の配置による審

査・評価機能の強化 

学術システム研究

センターに第一線級

の研究者を所長、副

所長、相談役、主任

研究員及び専門研究

員として配置するこ

とにより、人文学、

社会科学から自然科

学に至る全ての学問

領域をカバーする体

制を整備する。その

【評価指標】 

１－２ 学術システ

ム研究センターによ

る各種事業への提

案・助言の状況（有

識者の意見を踏まえ

判断） 

 

【目標水準の考え

方】 

１－２ 第一線級の

研究者の知見を生か

した、各種事業への

提案・助言が行われ

【学術システム研究センター】 

■学術システム研究センターの体制 

・9 つの専門調査班（人文学、社会科学、数物系科学、

化学、工学系科学、情報学、生物系科学、農学・環境学、

医歯薬学）を置くことにより、すべての研究分野に研究

員を配置し、すべての学問領域をカバーしている。 

研究員の選考にあたっては、科研費に応募可能な研究

機関の長に推薦依頼を行うとともに本会の産学協力事

業の各委員会にも推薦依頼している。独立行政法人や民

間の研究機関を含む組織から人材を選任している。選考

の際には前任者と同一の機関からの選任を行わないよ

うにするとともに、国・公・私立大学及び大学共同利用

機関、産業界の研究機関等、組織形態のバランス、地域

的バランス、男女比バランスに配慮している。また、選

（２）第一線級の研究者の

配置による審査・評価機能

の強化 

補助評定：a 

＜補助評定に至った理由

＞ 

平成 30 年度における中期

計画における所期の目標

を上回る成果が得られて

いると認められることか

ら、補助評定を a とする。 

 

（a 評定の根拠） 

・すべての研究分野に非常

（２）第一線級の研

究者の配置による審

査・評価機能の強化 

補助評定：a 

＜補助評定に至った

理由＞ 

自己点検評価に記載

の内容で示された通

り、中期計画を上回

る業務の進捗が認め

られるため。 

一方、新規研究員に

ついて、地域バラン

スや男女比について

（２）第一線級の研究者の配

置による審査・評価機能の強

化 

補助評定：a 

＜補助評定に至った理由＞ 

評価すべき実績の欄に示す

とおり、中期計画に定められ

た以上の業務の進捗が認めら

れるため。 

 

＜評価すべき実績＞ 

全ての学問領域をカバーす

るとともに、組織形態や地

域・男女比バランスにも配慮
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の提案・助言を機

動的な運営体制

の下で行う。 

たな課題への提案・

助言を機動的な運営

体制の下で行うよう

努める。 

同センターの組織

運営に当たっては、

運営委員会における

高い識見に基づく審

議及び意見を参考と

し、その際、各種事

業への提案・助言が

適切に行われたかに

ついても、同委員会

において意見を得

る。 

さらに、同センタ

ーの業務内容の透明

性の向上を図る観点

から、同センターの

活動について分かり

やすく積極的な情報

発信を行う。 

上で、学術振興策や

学術動向に関する調

査・研究、事業にお

ける審査・評価業務、

業務全般に対する提

案・助言等を行う。 

重要でかつ継続的

に審議が必要な課題

に対し、必要に応じ

てワーキンググルー

プやタスクフォース

を設置し、機動的に

対応する。特に、新

たな課題への提案・

助言を機動的な運営

体制の下で行うよう

努めるとともに、各

種事業への提案・助

言が適切に行われた

かについて、運営委

員会において意見を

得る。 

さらに、事業におけ

る審査・評価等のプ

ロセス等を含め、同

センターの活動につ

いて分かりやすく積

極的な情報発信を行

う。 

 

たか、有識者の意見

を踏まえ判断する。 

 

考過程において外部の学識経験者に意見を聴取するこ

とにより第一線で活躍中の研究者を確保している。 

 

 

所長（1 人） 佐藤 勝彦 
副所長（3人） 盛山 和夫 

西村 いくこ 
永原 裕子 

相談役（2人） 村松 岐夫 
勝木 元也 

・主任研究員 20 人 

・専門研究員 108 人 

 計 128 人（うち、独法等：2名、民間：1 名） 

 

・平成 30年度に就任した新規研究員 44名は、所属機関

の形態や地域的なバランスに配慮しつつ、特に男女比の

バランスを勘案し、女性研究員19名、研究員全体で15％

になり、前年度より女性研究員 3 名減となった。（平成

28 年度は、女性研究員 22 名、研究員全体で 18％） 

 

 

勤の任期付研究員を配置

し、すべての学問領域をカ

バーしている。 

 

・研究員の選考にあたって

は、研究機関の長等からの

推薦に基づき、さらに外部

の学識経験者に意見を伺

うことにより、第一線で活

躍中の研究者を選考して

いることは高く評価でき

る。 

 

・国・公・私立大学、大学

共同利用機関のみならず、

独立行政法人や民間の研

究機関を含む幅広い人材

を選任し、大学等からの研

究員とは研究経歴や立場

が異なる研究員も配置す

ることにより、学術研究に

おける基礎研究や人材育

成の在り方などについて

の多様な視点からの意見

を活かし、事業改善の提

言･助言や業務運営を行っ

ている。さらに、新規研究

員の選考にあたっては、男

女比のバランス、所属機関

の形態、地域的なバランス

等、多様性の確保に配慮

し、研究員の選考基準につ

いては、運営委員会での検

討後公開するなど、透明性

の強化に努めていること

は高く評価できる。 

特に副所長 3人のうち 2

人が女性であることは特

筆に値する。 

 

 

も考慮して選任され

ていることは好まし

い。若干、女性の比

率が下がったようで

あるが、大きな変化

ではないと考えられ

る。 

 

した体制整備を行うことによ

り、多種多様な第一線級の研

究者の知見を取り入れている

点は評価できる。 

また、平成 30年 3 月に設置

された科研費改革タスクフォ

ースにおいて、科研費の応募

件数増加の実態と要因を探る

とともに、審査システム改革

2018 の検証を行い、審査負担

の軽減を含む科研費制度の更

なる改善に関する検討を行っ

たこと、また、検討結果を「科

研費改革推進タスクフォース

における議論のまとめ」とし

て報告を行ったことも評価で

きる。 

 

＜今後の課題・指摘事項＞ 

― 

 

＜その他事項＞ 

日本の学術界における女性

比率の向上の観点から、学術

システム研究センターのよう

に幅広い研究分野の研究者を

要する組織においては、新規

研究員の任用に際し、研究者

としての実力に加え、より積

極的に女性を任用することを

強く意識して進めることが望

まれる。 

科学研究費助成事業におい

て約 7,000 名の審査員による

約 10万件の審査自体が、我が

国の研究状況を分析できる最

大かつ最先端の場でもある。

第一線級の研究者による審査

システム改革 2018 の検証作

業を継続して行い、今回の改

革の理念がさらに浸透するよ
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う不断の努力を期待する。 

 

     ■会議開催実績 

・学術システム研究センターに以下の会議等を設置し、

これらの会議の議論を踏まえて「学術研究の助成等」、

「国際的な共同研究等の促進」及び「研究者の養成」の

各事業について提案・助言等を行うとともに、各事業の

審査・評価業務に専門的な見地から関与した。 

・また、単なる提案・助言にとどまらず、各事業への実

装の状況から、各種会議において再度検証を行い更なる

事業改善に繋げる PDCA サイクルを絶えず回しよりよい

審査・評価制度へ継続的に取り組んでいる。 

 

＞主任研究員会議：20回（原則月 2回） 

＞専門調査班会議：108 回（月 1回・1 専門調査班、9

班がそれぞれ実施） 

＞科学研究費事業改善のためのワーキンググルー

プ：10 回 

【主な検討事項】 

・審査における研究業績欄の取扱いについて、研

究計画調書の研究業績欄の書かせ方や取扱い

について検討を行い、平成 31 年度公募に導入

した。 

・「国際共同研究強化（B)」の公募及び審査方式

の見直しを行った。具体的には平成 30 年度か

ら公募を開始した「国際共同研究強化（B)」に

ついて、審査等の状況を踏まえて検討を行い、

公募内容、審査方式、評定基準等の見直しを行

った。 

 

＞特別研究員等審査システム改善のためのワーキン

ググループ：10 回 

【主な検討事項】 

・特別研究員事業の審査方針について検討を行い、

変更内容を平成 32 年度（2020 年度）採用分の募

集要項に反映した。 

・特別研究員－CPD（国際競争力強化研究員）の創

設に向けて、制度設計、審査方針の策定につい

て検討を行った。 

・若手研究者海外挑戦プログラムについて多様な

ニーズに応えるため、募集機会を年２回に増や

すことを検討し、申請書の簡略化も検討を行っ

た。 

＞審査委員等選考支援システム合同タスクフォー

ス：4回 

近年より増大している研究員の業務量を軽減す

・定期的に開催される主任

研究員会議や専門調査班

会議のほか、特に集中的に

審議が必要な重要な課題

について検討を行うため、

科学研究費事業及び特別

研究員事業でワーキング

グループを開催するとと

もに、短期的・集中的に審

議が必要な特定の課題に

対して意見をとりまとめ、

提言するためのタスクフ

ォースを年間15回開催し、

研究者の視点に立ち、以下

のような検討を極めて積

極的に行った。これは、科

研費やその他の事業の透

明性、公平性の確保に大き

く貢献しており、新たな課

題等に柔軟に対応し、第一

線級の研究者が学術研究

に対する真摯な議論を行

う学術システム研究セン

ターならではのものとし

て、極めて高く評価でき

る。 

 

・科研費の審査における研

究業績欄の取扱いについ

て、研究計画調書の研究業

績欄の書かせ方や取扱いに

ついて検討を行う等、事業

の改善に係る提案や、特別

研究員制度における新たな

制度の設計・申請書の改善

に対する適切な助言を行っ

たことは高く評価できる。 
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べく、主な業務である審査委員候補者等選考におい

て、研究員が判断を行う際、その判断を支援するた

めのシステムを開発し導入できるかを検討するた

め、学術システム研究センターと学術情報分析セン

ター双方の研究員からなる合同タスクフォースを

平成 30 年 7 月に設置し、検討の結果、平成 30 年度

はまず科研費の特別推進研究及び基盤研究(S)の審

査意見書作成候補者の選考の際に参考となる研究

者のリストを作成した。 

＞科研費改革推進タスクフォース：11回（特に多い） 

科研費審査システム改革 2018 が本格始動して 1

年目の審査が終了し、新たなシステムによる応募及

び審査等の検証、改善すべき点の迅速な対応、増加

し続ける応募件数への対応を課題とし、科研費改革

推進タスクフォースを平成 30 年 3 月に設置。応募

件数増加の実態と要因を探るとともに、審査システ

ム改革 2018 の検証を行い、審査負担の軽減を含む

科研費制度の更なる改善に関する検討を行った。検

討結果を「科研費改革推進タスクフォースにおける

議論のまとめ」として文部科学省科学技術・学術審

議会学術分科会研究費部会科学研究費審査部会科

研費改革に関する作業部会（第 15 回）において報

告を行った。 

・近年の科研費の応募数増

大に伴う研究員の負担の

軽減と業務の質の担保の

双方の課題に対し、センタ

ー機能の効率化と質の向

上に貢献したことは、高く

評価できる。 

 

 

 

 

 

 

・近年の科研費の応募数増

大に伴う審査員の負担お

よび審査コスト増への対

応は、最近の科研費制度が

直面する新たな課題であ

り、一朝一夕には解決でき

ない困難な課題であるが、

そのような困難な課題に

対して検討結果を報告書

にまとめ、文部科学省に提

案したことは高く評価で

きる。 

 

 

     ■運営委員会の実施 

・センターの運営及び業務実施に関する方針等を策定す

るにあたって、多様な視点からの意見を反映できるよう

に審議を行った（平成 30年度は 3 回開催）。運営委員会

では、所長及び副所長の人事、学術動向調査のあり方、

さらにはセンター業務の透明性、センターによる各種事

業への提案・助言の適切性について審議を行った。その

審議結果をもとに、業務の改善に取り組むとともに、研

究員の選考を含むセンター全体の体制整備にも反映さ

せるなど、外部有識者による適切な意見を参考にする体

制を整備した。平成 30 年度に科研費の申請書の検討に

おいて「研究業績リスト」の記載を「研究遂行能力」の

記載に変更するセンターの提案・助言に対して、運営委

員会において、適切な提案であった旨の意見を得るな

・運営委員会については外

部有識者のみから構成さ

れる諮問会議として機能

向上を図りつつ、その審

議・意見を参考に学術研究

動向調査の充実化や各種

事業への提案・助言の適切

性の検討や、センター活動

の積極的な情報発信の実

施など、外部有識者による

適切な意見を業務改善に

繋げる体制の強化に取り

組んでいることは高く評

価できる。 
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ど、センターが適切な業務運営を行っている旨、有識者

の意見を得た。 

 

●運営委員会名簿（平成 31 年 3 月現在） 

小倉 和夫 独立行政法人国際交流基金顧問 

栗原 和枝 東北大学未来科学技術共同研究センタ
ー教授 

榊 裕之 豊田工業大学学長 

佐々木 毅 
（委員長） 

公益社団法人国土緑化推進機構理事長 

田井 一郎 株式会社東芝 元取締役・代表執行役 

高柳 雄一 多摩六都科学館長・元ＮＨＫ部外解説
委員 

田代 和生 慶應義塾大学名誉教授 

八田 英二 同志社大学経済学部教授 

宮嶌 和男 金沢工業大学産学連携室教授 

山本 正幸 自然科学研究機構基礎生物学研究所所
長 

吉野 彰 旭化成株式会社顧問 

  

 

 

     ■事業における審査・評価等のプロセス等のウェブサイ

トによる情報発信 

・センター業務の具体的な内容についてはウェブサイト

において図表を用いて公表しており、業務の内容ごと

（審査委員の選考業務や審査の検証業務等）に整理し、

そのプロセスについても可能な限り公表している。 

https://www.jsps.go.jp/j-center/gyoumu_jyosei.html  

 

審査の検証業務に関する記述は以下のとおり。 

科研費審査の検証 

 

学術システム研究センターにおいては、審査の質を高め

るため、審査終了後、審査の検証を行い、その結果を翌

年度の審査委員の選考に適切に反映しています。 

 

具体的な作業内容 

 

審査区分ごとに、複数の研究員を割り当て、専門的見地

から、審査内容一つ一つについて下記のように検証を行

います。 

(1)審査結果の内容について、評点や審査意見が未記入な

どの不備がないか、利益誘導が行われていないか、「審査

の手引き」で示した基準・方法等に基づいた審査が行わ

れているか、他の審査委員の判断に役に立ち審査を行っ

ているか等について検証を行う。 

・図表を用いて審査・評価

等の各業務について詳細

のプロセスまで示すこと

により、分かりやすい情報

発信となるよう改善した

ことは高く評価できる。 

  

8



 
 

(2)各専門調査班会議において、検証結果を合議する。 

(3)各専門調査班での検証結果について、主任研究員会議

において検討、対応等を決定する。 
 

     ■説明会の実施 

・平成 31 年 4 月就任の研究員に係る候補者の推薦を大

学等の関係各研究機関へ依頼するにあたり、東京におい

て説明会を実施した。 

・学術システム研究センターの活動について、研究者等

からの一層の理解と協力を得るため大学や学会等で事

業説明・意見交換会を実施した（平成 30年度 6回）。ま

た、センター研究員には所属する研究機関や、所属学会

等で個別説明を行うよう依頼しており、センターの活動

に対する理解だけでなく、科学研究費助成事業、特別研

究員事業などの振興会事業についても広く周知を図る

よう努めている。 

 

・センターの活動に関する

事業説明等（6 回）も着実

に行われるなど、研究者等

からの一層の理解と協力

を得られるよう努めてい

る。また、審査・評価業務

のプロセス等、センターの

活動について、国民に分か

りやすい形で情報発信に

努めており、積極的に情報

発信に取り組んでいると

評価できる。 

 

  

     ■リーフレットの配付 

・審査・評価業務に関するプロセス等センターの活動を

イメージしやすい言葉や視覚に訴え理解しやすい図で

示すとともに、主任・専門研究員経験者から研究員とし

ての現場の体験についてのコメントを掲載するなど、活

動内容を分かりやすくしたリーフレットを配付した。 

・リーフレットに研究員の

体験を掲載することは、セ

ンターの活動の透明性及

び信頼性を高める手段と

して有効な情報発信の方

法であり、高く評価でき

る。 

 

  

      （各評価指標等に対する

自己評価） 

・評価指標である１－２に

ついては、第一線級の研究

者から構成されるセンタ

ー研究員による主任研究

員会議、専門研究班会議、

各種ワーキンググループ、

及び各種タスクフォース

における検討・議論を経て

各種事業に対する提案・助

言が行われた。これらの提

案・助言に対し、有識者か

ら構成される運営委員会

に於いて、提案・助言の適

切性を評価する意見を得

ており高く評価できる。 
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 （３）学術研究の

多様性の確保等 

年齢や性別、分

野、機関にかかわ

らず研究者が自

らの能力を発揮

できるよう多様

性を確保すると

ともに、研究の長

期的視点、継続性

等を踏まえて事

業を推進する。ま

た、学術研究の現

代的要請である

挑戦性、総合性、

融合性及び国際

性の観点を踏ま

えた業務運営を

行う。 

（３）学術研究の多

様性の確保等 

研究者が、年齢、

性別、分野、機関に

かかわらず自らの能

力を発揮することが

できるよう、事業の

推進に当たっては、

学術研究の多様性を

確保するとともに、

学術研究が無限の発

展可能性を有してい

ることを踏まえ、長

期的視点を加えた継

続的かつ着実な支援

に努める。また、学

術研究の現代的要請

である挑戦性、総合

性、融合性及び国際

性の観点を踏まえた

支援を行うととも

に、我が国として途

絶えさせてはならな

い学問分野の継承な

どに配慮する。 

幅広い分野等への

支援や女性研究者の

参画促進、学術研究

の現代的要請を踏ま

えた業務運営が適切

になされているか、

評議員会において意

見を得る。 

また、振興会の諸

事業における女性研

究者の参画や支援の

状況について、男女

共同参画推進委員会

において検証し、必

要な改善方策を検討

（３）学術研究の多

様性の確保等 

各事業において多

様な分野、研究機関

等を支援対象とする

ことを募集の段階か

ら周知するとともに

多様な審査委員を確

保する。また、審査

区分の大括り化や制

度改善などにより、

学術研究の現代的要

請である挑戦性、総

合性、融合性及び国

際性の観点を踏まえ

た支援を行うととも

に、我が国として途

絶えさせてはならな

い学問分野の継承に

配慮する。平成 30

年度中に開催する評

議員会において、各

事業の実施状況を審

議し、学術研究の多

様性や挑戦性等が確

保されているか確認

する。 

加えて、振興会の

諸事業における女性

研究者の参画や支援

の状況について、男

女共同参画推進委員

会において検証し、

必要な改善方策に向

けた検討を行う。 

【評価指標】 

１－３ 学術研究の

多様性の確保と現代

的要請を踏まえた業

務運営状況（有識者

の意見を踏まえ判

断） 

 

【目標水準の考え

方】 

１－３ 学術研究の

多様性を確保する観

点から、幅広い分野

等への支援や女性研

究者の参画を促進す

るとともに、学術研

究の現代的要請を踏

まえた業務運営が行

われているか、有識

者の意見を踏まえ判

断する。 

【学術研究の多様性の確保等】 

・中期目標に定められた、学術研究の多様性の確保や、

学術研究の現代的要請である挑戦性、総合性、融合性及

び国際性の観点を踏まえた業務運営の状況について明

らかにするため、「学術研究の多様性の確保等を踏まえ

た業務運営状況の報告」を初めての試みとして取りまと

め、平成 31 年 3 月 26 日の評議員会において報告した。

本報告書は、平成 30 年度を含む最近 5 年間を中心とし

て振興会の諸事業の実施状況を取りまとめたもので、学

術研究の多様性の確保に係る状況として、事業に参画す

る者等の多様性に係る状況を男女別、年齢別、研究分野

別、研究機関別に示した。また、学術研究の現代的要請

を踏まえた業務運営状況として、挑戦性、総合性、融合

性及び国際性の各観点から、取組実績等を取りまとめ

た。 

・評議員会では、学術研究の多様性の確保や、学術研究

の現代的要請である挑戦性、総合性、融合性及び国際性

という「観点から振興会の諸事業の状況を取りまとめた

初めての試みである本報告書より、当該目標達成に向け

た取組が行われていることについては確認できた」との

意見を得た。 

 一方で、本報告書に対して、データから見える課題に

ついての自己分析がなされてないとの指摘や、学術研究

の多様性の確保については国際的な観点も重要との指

摘があった。これらの観点を踏まえた業務運営状況につ

いて確認するためには、振興会の活動について事業横断

的に把握するための情報及びその分析が重要であり、情

報基盤を充実するとともに、エビデンスに基づいた業務

計画ならびに業務運営状況に照らし合わせた成果につ

いての分析を行い、業務運営状況の報告の一層の充実を

図ることを望むとの今後の方向性が示された。 

（３）学術研究の多様性の

確保等 

補助評定：b 

＜補助評定に至った理由

＞ 

平成 30 年度における中期

計画の実施状況について

は、中期計画通りに実績を

上げていると言えること

から、補助評定をbとする。 

 

（b 評定の根拠） 

・左記の通り、評議員会に

おいて、学術研究の多様性

の確保や、学術研究の現代

的要請を踏まえた業務運

営を行うという目標達成

に向けた取組が行われて

いることが確認された。 

・今後は、情報基盤を充実

するとともに、エビデンス

に基づいた分析を行い、業

務運営状況の報告の一層

の充実を図ることが課題

である。 

・学術分野における男女共

同参画の推進の観点から

は、男女共同参画推進委員

会の下に作業部会を設置

し、振興会事業における女

性研究者の参画や支援に

係る現状分析と具体的方

策の検討がなされており、

計画通り進捗している。 

 

 

（各評価指標等に対する

自己評価） 

・評価指標である１－３に

ついては、学識経験者から

（３）学術研究の多

様性の確保等 

補助評定：b 

＜補助評定に至った

理由＞ 

自己点検評価に記載

の内容で示された通

り、中期計画通り概

ね着実に業務が実施

されたと認められる

ため。 

挑戦性、総合性、融

合性及び国際性とい

う観点について、エ

ビデンスに基づいて

点検し、業務計画を

立てようとする姿勢

は評価できる。 

（３）学術研究の多様性の確

保等 

補助評定：b 

＜補助評定に至った理由＞ 

中期計画に定められたとお

り、概ね着実に業務が実施さ

れたと認められるため。 

 

＜今後の課題・指摘事項＞ 

引き続き、エビデンスに基

づいて分析・検証し、業務運

営状況を改善していくことを

期待する。 

 

＜その他事項＞ 

学術研究の多様性の確保は

一過性の方策で実現できるも

のではないため、引き続き、

様々な課題に対して深層から

解析することにより、変化に

対応しつつ、普遍性を確保し

ていくことを期待する。 
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する。 構成される評議員会にお

いて、目標達成に向けた取

組が行われているとの意

見を得た。 

 

    【男女共同参画の推進】 

・平成 30年 9月 14 日に第四回男女共同参画推進委員会

を開催した。同委員会においては、振興会事業における

男女共同参画の推進に向けた具体的な方策を検討し、振

興会事業に係る男女共同参画推進計画を策定するため

の作業部会を設置した。作業部会は平成 30 年 10 月 30

日、平成 30 年 11 月 16 日、平成 31 年 1 月 18 日に開催

し、男女共同参画推進計画原案の策定に向けて、有識者

からのヒアリングや、振興会の諸事業における女性研究

者の参画や支援の状況に係る現状分析、男女共同参画推

進に向けた具体的方策についての検討を行った。 

 

・女性研究者の参画を促進するため、審査会の委員等の

選考の際には、分野等を勘案しつつ、女性研究者の割合

にも配慮した総合的な判断を行った。 

 

  H29 年度 H30 年度 

女性審査委員比率 16.3% 17.9% 

（内訳）   

特別研究員等審査会 19.3% 17.4% 

科研費審査委員会（※） 15.6% 18.1% 

※研究活動スタート支援を除く 

（参考）日本における女性研究者の割合 16.2％ 

総務省統計局科学技術研究調査 

（平成 30 年 3月 31 日現在）  

 

 

 

 

 

  

        

 

４．その他参考情報 

特になし 
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１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅰ－２ ２ 世界レベルの多様な知の創造 

（１）科学研究費助成事業の充実・強化に資する取組の推進 

（２）研究の国際化と国際的な共同研究等の推進 

（３）学術の応用に関する研究等の実施 

当該事業実施に 

係る根拠 

独立行政法人日本学術振興会法第 15 条第 1 号、

第 3号、第 4号、第 18条 

業務に関連する

政策・施策 

 関連する政策評価・

行政事業レビュー 

 

当該項目の重要度、

難易度 

 

 

【重要度：高】【難易度：高】 

世界レベルの多様な知の創造を目的とした研究支援業務は、学術の振興を目的とする資金配分機関としての根幹をなすものであり、我が国の研究者が国内外で学術研究を先導していくための取組として極め

て重要である。また、その実施に当たっては、膨大な研究課題の中から極めて効果的かつ効率的な手法により、短期間で公正性、透明性を確保した審査を行い、優れた研究課題を選定することや、前例のな

い国際共同研究への新たな支援枠組みの導入に際しては、相手国との間で、異なる諸制度の調整を行い、研究者にとって使いやすい仕組みを構築する必要があることから難易度は高い。 

参考ＵＲＬ 科学研究費助成事業 http://www.jsps.go.jp/j-grantsinaid/index.html 

二国間交流事業 http://www.jsps.go.jp/j-bilat/bilat.html 

日独共同大学院プログラム http://www.jsps.go.jp/j-jg_externship/index.html 

国際共同研究事業 http://www.jsps.go.jp/j-bottom/index.html  

研究拠点形成事業 http://www.jsps.go.jp/j-c2c/index.html  

課題設定による先導的人文学・社会科学研究推進事業 http://www.jsps.go.jp/kadai/index.html   

 

２．主要な経年データ 

 ①主要なアウトプット（アウトカム）情報   

 

 

②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報） 

指標等 達成目標 
前中期目標期

間実績等 
３０年度 １年度 ２年度 ３年度 ４年度  ３０年度 １年度 ２年度 ３年度 ４年度 

関連指標    

決算額（千円） 231,037,989     

科学技術の状況に係る

総合的意識調査（文部

科学省科学技術・学術

政策研究所）における

科研費に関する調査

（※）結果 

－ 5.6 5.3     

  

  

事後評価を行う科研費

の研究種目において、

期待どおり、あるいは

それ以上の成果を上げ

た課題の割合 

－ 73％ 70％     

  

従事人員数（人） 62     
 

 

二国間共同研究・セミ

ナーのうち、次のステ

ージとなる共同研究に

結び付いた発展的な成

果を出したと研究者自

身が評価する共同研究

及びセミナーの割合 

－ 75％ 78%    
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 事後評価を行う国際的

な共同研究等を支援す

る事業において、想定

どおり、あるいはそれ

以上の成果を上げた課

題の割合 

－ 84％ 92.9％      

 

注１）決算額は「２ 世界レベルの多様な知の創造（１）学術研究の助成」の支出額を記載。 

注２）従事人員数については「２ 世界レベルの多様な知の創造」の事業担当者数を計上（重複を含む）。 

  

（※）「科学研究費助成事業は、研究者が新たな課題を積極的に探索し、挑戦することに十分に寄与していると思いますか」という

質問 
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３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己点検評価、外部評価委員による評価及び主務大臣による評価 

 
中期目標 中期計画 年度計画 主な評価指標 

法人の業務実績・自己点検評価 外部評価委員に

よる評価 
主務大臣による評価 

業務実績 自己点検評価 

 我が国が世界

の学術研究を先

導していくため、

研究者の自由な

発想に基づく独

創的・先駆的な研

究を支援するこ

とにより、研究者

が世界レベルの

多様な知を創造

できる環境を創

出する。 

学術研究を支援す

る我が国唯一の資金

配分機関として、研

究者が世界レベルの

多様な知を創造でき

る環境を創出するた

め、科学研究費助成

事業を確実に実施す

るとともに、研究の

国際化と国際的な共

同研究等を推進す

る。 

  

 

 

 

 

 

 

 

＜主要な業務実績＞ 

 

 

 

評定 A 評定 A 評定 A 

＜評定に至った理由＞ 

平成 30年度における中

期計画の実施状況につ

いては、下記の理由に

より、中期計画を上回

って履行し、中期目標

を上回るペースで実績

を上げていると言える

ことから評定を A とす

る。 

 

（A 評定の根拠） 

・科研費の審査業務に

ついては、文部科学省

が定める基本的考え

方・役割分担に基づき

着実に実施されてお

り、かつ、近年応募件

数が増大し、膨大な応

募研究課題を受け付け

ている中においても、

計画通りに審査を実施

することで、研究者が

研究を早期に開始する

ことができるよう交付

内定を発出している点

は高く評価できる。ま

た、公正かつ適切な審

査制度を構築するとと

もに、審査システム改

革後には、改革の実効

性・有効性を検証する

とともに改善を行った

結果、審査委員の審査

負担軽減に繋げてい

る。評価業務について

は、科学研究費委員会

＜評定に至った理由

＞ 

平成 30 年度におけ

る中期計画の実施状

況については、以下

に示すように、中期

計画を上回って履行

し、中期目標を上回

るペースで実績を上

げていると言えるこ

とから評定を A とす

る。 

 

・科研費の審査・評

価業務ともに、応募

件数が増大している

中においても、公正

かつ適切な審査制度

を拡充しつつ、計画

通りに業務を実施し

ている。拡大する一

方の通常の科研費業

務に加えて、科研費

審査システムの改革

に伴うたゆまない見

直しを行い、審査委

員の審査負担軽減な

ど積極的な見直しを

行っていることは高

く評価できる。科研

費に対する信頼が維

持されているのも、

これらの実績に基づ

くものであると評価

できる。 

 

・科研費で得られた

＜評定に至った理由＞ 

評価すべき実績の欄に示す

とおり、中期計画に定められた

以上の業務の進捗が認められ

るため。 

 

＜評価すべき実績＞ 

科研費事業の充実・強化に資

する取組として下記取組を講

じている点が評価できる。 

・科研費事業において応募研究

課題数が年々増加しているに

もかかわらず、スケジュールど

おり応募・審査・交付業務を円

滑に実施していること 

・審査員 1人当たりの審査件数

を低減するなど、審査員の負担

を軽減する取組 

・同一の研究課題の審査を行っ

ている他の審査員と大きく異

なる評価をしているケースな

どについて、評点の適切性につ

いて検討するなど、公正な審査

が行われるための改善策 

・研究者が海外渡航により研究

を断念することがないよう、海

外渡航時における科研費の中

断・再開を認めるなど、研究者

の利便性の向上を図る取組 

・研究終了後の公開情報の更な

る充実に向け、研究成果報告書

などの様式を見直すなど、国民

の理解促進に資するための取

組 

 

研究の国際化と国際的な共

同研究等の推進に資する取組
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に置かれた各部会にお

いて、それぞれの研究

種目の目的・性格に応

じ、厳正に実施してい

る。 

また、応募手続きの利

便性向上や審査負担軽

減のため、紙媒体書類

の電子化や新たな制度

の導入、システムの連

携など積極的な改善を

図っている。 

以上のとおり、審査・

評価業務の充実、募集

業務・交付業務の円滑

な実施について、質の

高い業務実績を上げて

おり、これらの活動は、

極めて高く評価でき

る。 

・科研費で得られた成

果の効率的な情報発信

のため、科学研究費助

成事業データベース

（KAKEN）や広報誌を活

用し、国民に対し広く

情報を公開しているこ

とは高く評価できる。 

 

・国際的な共同研究等

を推進するため、二国

間交流事業を着実に実

行し、研究・研究者の

ニーズに対応する形で

多様な国との共同研究

及びセミナーを実施し

たこと、また、国際共

同研究事業の審査業務

についてはリードエー

ジェンシー方式を試行

的に導入しながらも、

成果を国民に対して

広く公開しており、

情報発信が着実に行

われている。 

 

・国際的な共同研究

等を推進するため、

二国間交流事業、研

究拠点形成事業等を

着実に実施してお

り、多国間交流およ

び多国間との共同研

究・セミナー・研究

者交流、研究交流拠

点の構築がされてい

る。特に国際共同研

究の審査において、

リードエージェンシ

ー方式審査が試行的

に導入され、すでに

採択課題が決定され

ていることは評価さ

れる。 

 

＜指摘事項、業務運

営上の課題及び改善

方策＞ 

・国際的な共同研究

をさらに推進すべ

く、中華人民共和国

NSFC と新たに国際

共同研究事業を開始

する方向で協議が開

始された。これに際

して、政治色が強い

ことで国際的に懸念

されている「一帯一

路」政策に密接に関

連した国際共同事業

が提案された場合、

日本学術振興会およ

として、下記取組を講じている

点が評価できる。 

・国際共同研究事業において、

リードエージェンシー方式に

よる審査を試行的に導入し、当

初の想定を大幅に超えた申請

について、期日までに審査を完

了するなど、国際共同研究のさ

らなる推進が期待される取組 

 

＜今後の課題・指摘事項＞ 

科研費の応募研究課題数が

年々増加している中、審査に係

る負担軽減を図るとともに、質

的発展を目指して不断の見直

しを継続することを期待する。 

また、戦略的に重要な諸外国

との覚書に基づく交流を、引き

続き着実に実施していくこと

を期待する。 

さらに、課題設定による先導

的人文学・社会科学研究推進事

業について、終了した研究テー

マは、先導的な共同研究事例と

して積極的に研究者等に成果

発信していく必要があること

から、引き続きホームページへ

の掲載やセミナー・シンポジウ

ムの開催等により、情報発信に

取り組んでほしい。 

また、人文学・社会科学分野

のサイクルタイム、研究開始か

ら結論を導き、その結果をフィ

ードバックして検証していく

ための時間が非常に長いので、

無理に短期間で評価を出そう

とするのではなく、人文学・社

会科学の特性を踏まえた評価

システムを確立することを期

待する。 

あわせて、人文学・社会科学
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当初の予定どおりに採

択課題を決定したこと

は高く評価できる。 

研究拠点形成事業にお

いては、多国間交流の

枠組みによる共同研

究・セミナー・研究者

交流を行い、研究交流

拠点の構築や若手研究

者の育成を図るなど、

業務を着実に実施して

いる。 

以上のとおり、国際的

な共同研究等を総合的

に推進したことは高く

評価できる。 

び文部科学省がどの

ように対応すべきか

の検討を前もって進

めておくことを強く

推奨する。 

 

・日本学術振興会の

国際事業への予算が

漸減傾向にあること

が懸念される。わが

国の国際化が叫ばれ

て幾久しいが、これ

からも国際共同研究

等のより一層の充実

が望まれる。 

 

・研究成果が科学研

究費助成事業データ

ベース（KAKEN）で一

元管理されているこ

とは、大変有用なの

で、産業界との連携

のみならず、JST や

NEDO との新テーマ

発掘にもつながって

いるはずなので、そ

の利用実態を調べる

ことは意味がある。 

 

＜その他事項＞ 

― 

 

データインフラストラクチャ

ー構築推進事業については、拠

点機関及び国立情報学研究所

と緊密に連携し、より幅広い分

野横断的なデータカタログの

整備、データ寄託を円滑に推進

するためのガイドラインの策

定などのデータ利用環境の向

上に資する取組を実施するこ

とで、人文学・社会科学におけ

るデータの共有・利用を促進さ

せることを期待する。 

 

＜その他事項＞ 

科研費電子申請システム（審

査システム）と researchmap 及

び科学研究費助成事業データ

ベース（KAKEN）との連携機能

強化、研究分担者承諾手続きの

電子化、海外渡航時における科

研費の中断・再開制度の平成 31

年度からの導入などの制度改

革は、研究者の立場に立ったサ

ービスを提供するもので評価

できる。 

科学研究費助成事業データ

ベース（KAKEN）は、科学ジャ

ーナリストなど、研究情報を探

す側にとっても有用である。 

試行的に開始されたリード

エージェンシー方式による審

査により、どのようなメリッ

ト・デメリットがあったかも検

証しつつ、本格的な実施を進め

てほしい。 

人文学・社会科学データイン

フラストラクチャー構築推進

事業については、我が国の学術

研究において重要な意味をも

つと考えられるので、利用促進

を図るための方策など、具体的
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な取組が行われることを期待

する。特に、当該事業の認知度

を高めるための工夫を検討し

てほしい。 

 （１）科学研究費

助 成 事 業 の 充

実・強化に資する

取組の推進 

科学研究費助

成事業（科研費事

業）により、人文

学、社会科学、自

然科学の各学問

分野の独創的・先

駆的な学術研究

に対する幅広い

助成を行い、創造

的で優れた学術

研究の発展に寄

与する。科研費事

業は、科学研究費

補助金事業及び

学術研究助成基

金事業（文部科学

大臣が財務大臣

と協議して定め

る基金運用方針

に規定する事業）

により実施する。

その際、国の事業

としての一体性

を確保し、それぞ

れの研究種目に

応じて長期的観

点や国際的な観

点も考慮して審

査・評価業務を適

切、公正に行うと

ともに、研究の進

（１）科学研究費助

成事業の充実・強化

に資する取組の推進  

科学研究費助成事

業（科研費事業）に

ついては、科学研究

費補助金事業及び学

術研究助成基金事業

により実施する。事

業の実施に当たって

は、文部科学省が定

める基本的考え方・

役割分担に基づき、

以下により、滞りな

く確実に実施する。 

・科研費事業の配分

審査、研究評価等を

行うために、学術研

究に対する高い識見

を有する者で構成す

る科学研究費委員会

を置く。 

・科研費事業の交付

等の手続きに関する

業務は、文部科学省

が定めた規程、通知

に従って行う。 

・科学研究費委員会

において、科研費事

業の毎年度の審査方

針等を、文部科学省

科学技術・学術審議

会が示す審査の基本

的考え方を踏まえて

決定する。 

（１）科学研究費助

成事業の充実・強化

に資する取組の推進 

科学研究費助成事

業（科研費事業）に

ついては、科学研究

費補助金事業及び学

術研究助成基金事業

により実施する。事

業の実施に当たって

は、文部科学省が定

める基本的考え方・

役割分担に基づき、

以下により、滞りな

く確実に実施する。

また、文部科学省が

直接業務を行ってい

る新学術領域研究に

ついて、文部科学省

との連携の下、振興

会への一元化を行う

ための体制の整備へ

向けた検討を行う。 

【評価指標】 

２－１ 科研費の審

査・評価の公正性、

透明性（有識者の意

見を踏まえ判断） 

 

２－２ 科研費の交

付処理状況（Ｂ水

準：ヒアリング審査

等の必要な研究課題

を除き４月上旬に交

付内定を通知） 

 

 

【関連指標】 

２－Ａ 科学技術の

状況に係る総合的意

識調査（文部科学省

科学技術・学術政策

研究所）における科

研費に関する調査

（※）結果 

（※）「科学研究費助

成事業は、研究者が

新たな課題を積極的

に探索し、挑戦する

ことに十分に寄与し

ていると思います

か」という質問 

 

２－Ｂ 事後評価を

行う科研費の研究種

目において、期待ど

おり、あるいはそれ

以上の成果を上げた

・科学研究費助成事業（科研費）の実施に当たっては、

文部科学省が定める基本的考え方・役割分担に基づき、

以下のとおり滞りなく確実に実施した。また、文部科学

省が直接公募・審査に係る業務を行っている新学術領域

研究については、現在文部科学省にて見直し中であり、

見直された新たな種目について、日本学術振興会に対し

スムーズに移管が行えるよう文部科学省と連携の上、検

討を行った。 

 

・科研費改革は、①審査システムの見直し、②研究種目・

枠組みの見直し、③柔軟かつ適正な研究費使用の促進の

三つの取組を柱として推進し、これまで挑戦的研究等の

研究種目の見直しを行うとともに、平成 30年度助成（平

成 29年 9月公募）からは新たな審査システムを導入して

いる。①審査システムの見直しでは、変化する学術動向

に対応し、競争的環境の下で優れた研究課題を見出せる

ことができるよう、審査区分及び審査方式の見直しを行

った。具体的には、「分科細目」表を廃止し、より大括り

化した新たな「審査区分表」を適用するとともに、同一

の審査委員による書面審査と合議審査を実施する「総合

審査」方式及び同一の審査委員が 2 段階にわたり書面審

査を実施する「2 段階書面審査」方式を導入した。 

②研究種目・枠組みの見直しでは、「挑戦的研究」の創設

（平成 29年度公募～）、「特別推進研究」の複数回受給を

原則不可、「若手研究（A）」を基盤研究へ統合、「若手研

究」の応募要件を年齢（39 歳以下）から博士号取得後 8

年未満とする（平成 30年度公募～）等の見直しを行った。 

平成30年度は前述の科研費改革の個々の内容に関する詳

細な検証を行うため、学術システム研究センターを中心

に「科研費改革推進タスクフォース」を設置し、新たに

導入した審査システムや種目の見直し等に係る分析・検

証や、文部科学省の審議会より検討要請のあった応募件

数の増加への対応に関する検討を行った。タスクフォー

スでは、公募・審査に係る膨大なデータから新たな審査

システムの有効性や種目の見直しの影響、応募件数増加

（１）科学研究費助成

事業の充実・強化に資

する取組の推進 

補助評定：s 

＜補助評定に至った理

由＞ 

平成 30年度における中

期計画の実施状況につ

いては、下記の理由に

より、中期計画を質的

に上回って履行し、中

期目標を上回るペース

で実績を上げていると

言えることから評定を

sとする。 

 

（s 評定の根拠） 

・科学研究費助成事業

（科研費）業務につい

ては、中期計画に記載

されている事項（科研

費委員会の開催や透明

性の高い審査・評価シ

ステムの構築、研究費

の交付）を着実に実施

するのみならず、並行

して、新たな制度設計

を行うなど科研費制度

の不断の見直し・改善

を以下のとおり行って

いる。 

 

・現在見直しが進めら

れている新学術領域研

究について、移管に向

（１）科学研究費助

成事業の充実・強化

に資する取組の推進 

補助評定：s 

＜補助評定に至った

理由＞ 

平成 30 年度におけ

る中期計画の実施状

況については以下に

示すように、中期計

画を量的及び質的に

上回る業務の進捗が

認められるため。 

 

・審査業務について

は、中期計画に記載

されている事項（科

研費委員会の開催、

審査の質的充実、透

明性の高い審査・評

価システムの構築、

研究費の円滑な交付

等）が着実に実施さ

れていることが高く

評価される。 

 とりわけ、約10万

件の膨大な応募課題

に対しても、約5ヶ月

の短期間で計画通り

に審査を実施し、大

半の研究課題につい

て4月当初から研究

を開始できるように

交付内定を通知した

ことは特筆される。 

（１）科学研究費助成事業の充

実・強化に資する取組の推進 

補助評定：s 

＜補助評定に至った理由＞ 

評価すべき実績の欄に示す

通り、中期計画に定められた以

上の業務の顕著な進捗が認め

られるため。 

 

①審査・評価の充実 

科研費の公募・審査業務にお

いては、応募研究課題数が年々

増加し、特に基盤研究（Ｃ）に

おいては前年度比 8%の増加が

みられた中、計画通りのスケジ

ュールで交付内定通知を出し

ており、極めて迅速かつ円滑・

適切に審査業務が実施された

と認められる。また、学術シス

テム研究センターを中心に設

置した「科研費改革推進タスク

フォース」において、応募件数

の増加への対応について検討

を行い、平成 31 年度科研費（平

成 30年 9月公募）の審査より、

審査委員1人当たりの審査件数

の上限を低減するなど、審査員

の負担を軽減する取組が積極

的に講じられていることは高

く評価できる。 

審査にあたって、平成 29 年

度科研費の審査から引き続き、

審査の手引並びに説明会にお

いて、審査に当たっての姿勢を

説明するなどピアレビューに
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捗状況に応じた

柔軟な運用を確

保しつつ早期の

交付に努める。 

科 研 費 の 公

募・審査の在り方

を抜本的に見直

した科研費審査

システム改革に

ついて、研究者コ

ミュニティにお

ける新たな審査

システムの理解

向上に資する取

組を行いその定

着を図りつつ、課

題等の把握に努

める。また、中期

目標期間中に新

たな審査システ

ムの評価を行い、

その結果を踏ま

えて必要な改善

に取り組む。 

科研費事業の

うち、文部科学省

が直接業務を行

っている新学術

領域研究につい

て、業務 

の効率化と研究

者の利便性の向

上を図る観点か

ら、中期目標期間

中に振興会への

業務の一元化を

行うための体制

を整備する。 

文部科学省が直接

業務を行っている新

学術領域研究につい

て、文部科学省との

連携の下、振興会へ

の一元化を行うため

の体制の整備を図

る。 

 

① 審査・評価の充

実 

学術システム研究

センター等の機能を

活用し、公正な審査

委員の選考、透明性

の高い審査・評価シ

ステムの構築を行

う。 

公募に当たって

は、科学研究費委員

会において決定した

審査方針等につい

て、研究者等が応募

前に確認できるよう

広く公表する。 

審査・評価に当た

っては、科学研究費

委員会に置かれた各

部会において、それ

ぞれの研究種目の目

的・性格に応じ、厳

正に実施する。 

科研費審査システ

ム改革については、

新たな審査システム

の理解向上を図るた

め、審査委員等研究

者に向けた説明会

等、普及活動を実施

する。また、審査等

を通じて新たな審査

課題の割合 

 

 

【目標水準の考え

方】 

２－１ 資金配分機

関として公正性、透

明性を確保した適切

な審査等が行われた

か、有識者の意見を

踏まえ判断する。 

 

２－２ 交付処理の

迅速性を確保する観

点から、ヒアリング

審査等の必要な研究

課題を除き４月上旬

に交付内定を通知す

ることを達成水準と

する。 

 

２－Ａ 卓越した研

究成果が持続的に生

み出されるための環

境の整備状況を把握

するため、当該指標

について毎年度確認

を行うとともに、平

成 28 年度調査にお

ける実績（指数 5.6

（※））を基準とした

状況変化を評価にお

いて考慮する。 

（※）指数 5.5 以上

で、最も高い水準で

ある「状況に問題は

ない」とされる。 

 

２－Ｂ 独創的・先駆

的な学術研究への支

援状況を把握するた

の実態と要因を分析し、各種目の在り方や審査負担の軽

減方策を含む科研費制度の更なる改善に向けた検討を行

った。タスクフォースの検討結果は報告書としてとりま

とめ、文部科学省科学技術・学術審議会研究費部会等に

対し、改善事項として報告した。また、審査負担軽減方

策については、平成 31年度助成の審査にも反映させた。 

 

・振興会の科研費担当職員に対し、科研費制度の沿革・

改善など基本事項への理解を深めること、また、職務に

対する意識向上を図ることを目的として、職員勉強会を 2

回開催した。「科研費をとりまく環境及び諸問題」「科研

費の使い勝手の向上について」と題し、各回 40名程度の

参加があり、今後の開催についても検討を行っている。 

 

けた課題を着実に洗い

出している。 

・応募件数の増加やそ

れに伴う審査負担の増

加といった、科研費事

業における課題に対

し、タスクフォースを

設置することで、自ら

分析、検証、改善を行

い、その結果を文部科

学省科学技術・学術審

議会学術分科会研究費

部会等に対し報告した

ことは、今後の科研費

改革の進め方の検討や

科研費制度を改善して

いく上で大変重要なこ

とであり、高く評価で

きる。 

・平成 30 年度において

初めて開催した職員勉

強会（2回実施）におい

て、科研費に携わる振

興会職員に対しても、

科研費制度への正しい

理解や職務に対する意

識向上を積極的に図っ

たことは高く評価でき

る。 

 

・上記のように膨大

な件数の審査、評価、

交付を滞りなく進め

たことに加え、学術

研究のさらなる発展

を図るべく科研費制

度の不断の見直しに

取り組み、以下の改

善を行ったことを高

く評価する。 

１）審査委員一人当

たりの審査件数の上

限を低減して個々の

審査委員の負担を軽

減してより充実した

審査を促した。 

２）審査システムに

research map および

科研費助成事業デー

タベースとの連携を

強化して審査の利便

向上を図った。 

３）研究活動スター

ト支援の基金化に向

けて電子申請システ

ムを改修した。 

４）学術システム研

究センターによっ

て、前年度の膨大な

審査内容の検証を実

施し、審査の評点の

適切性を検証して、

公正で透明性の高い

審査制度への改善を

図った。 

５）審査システム改

革の検証および科研

費制度のさらなる改

善に向け科研費改革

推進タスクフォース

よる科研費の審査がより健全

に機能するよう努めており、そ

うした取組が、新たに導入した

総合審査、2 段階書面審査にお

いて、他の審査委員の評価結果

を参考に再評価する仕組みを

機能させることにつながって

いると認められる。 

また、同一の研究課題の審査

を行っている他の審査委員と

大きく異なる評価をしている

ケースなどについて、評点の適

切性について検討するなど、公

正な審査が行われるための改

善策を積極的に講じていると

認められる。 

評価業務については、中期計

画に定められた取組を着実に

実施していると認められる。 

  

②助成業務の円滑な実施 

募集事業（公募）においては、

例年英語版の公募要領等は日

本語版より 2～3 週間遅れて公

表していたが、平成 30 年度に

おいては研究計画調書の様式

等について日本語版と同日に

公表するなど、外国人研究者の

利便性向上を図るための取組

を着実に実施していると認め

られる。また、平成 31 年度科

研費の審査（平成 30 年 9 月公

募）においては、科研費電子申

請システム（審査システム）に

research map及び科学研究費助

成事業データベース（KAKEN）

との連携機能を設けることで

審査の利便性を向上させる取

組を進めたと認められる。 

また、交付業務においては、

応募研究課題数が年々増加し

 ① 審査・評価の充実 

学術システム研究セ

ンター等の機能を活

用して以下の業務を

実施し、科学研究費

委員会において、そ

の公正性、透明性に

ついての意見を得

る。 

 

（ⅰ）審査業務 

・文部科学省科学技

 

【審査・評価の充実】 

■審査業務 

（審査業務） 

・10 月 3 日に科学研究費委員会を開催し、文部科学省科

学技術・学術審議会が示す「独立行政法人日本学術振興

会が行う科学研究費助成事業の審査の基本的考え方」に

基づき、「科学研究費助成事業における審査及び評価に関

する規程」の一部を改正した。さらに学術システム研究

センターにおいて、審査システムの更なる改善を図るた

め、基盤研究等の評定要素に関して、研究計画調書の研

究業績欄等の見直しに合わせ評定基準を見直したことに

 

【審査業務】 

・審査業務については、

文部科学省が定める基

本的考え方を踏まえ、

適切な審査方針等を決

定し、着実に審査が実

施されている。 

・科研費の審査は、約

10 万件の膨大な応募研

究課題を受け付け、応

募件数が増加し続けて
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システムの課題等を

把握し、中期目標期

間中に新たな審査シ

ステムの評価を行っ

た上で、その結果を

踏まえた必要な改善

に取り組む。 

審査・評価につい

ては、科学研究費委

員会において、その

公正性、透明性につ

いての意見を得る。 

術・学術審議会が示

す「審査の基本的考

え方」を踏まえ、学

術研究に対する高い

識見を有する者で構

成する科学研究費委

員会において、科研

費事業の審査方針等

を決定し、審査を行

う。 

・審査委員について

は、専門的見地から、

より適切な審査委員

を選考するため、学

術システム研究セン

ターの機能を活用し

て選考を行うととも

に、審査終了後に検

証を行い、審査委員

の選考や審査体制の

改善につなげる。加

えて、新たな 

審査システムに対応

する具体的な公表方

法について透明性・

公正性を念頭に検討

する。 

・新たな審査システ

ムについて、幹事説

明会や審査の手引等

を通じて審査委員の

理解向上を図る。ま

た、新たな審査シス

テムのさらなる改善

を行うため、審査委

員に対するアンケー

トや審査会での意見

交換等を通じて課題

等の把握に努める。 

 

 

め、当該指標につい

て毎年度確認を行う

とともに、前中期目

標期間における実績

（平成 25～28 年度

の評価において、期

待どおり、あるいは

それ以上の成果を上

げたと評価された課

題の割合：73％）を

基準とした状況変化

を評価において考慮

する。 

 

 

よって、応募者から提案があった、創造性・挑戦性に富

んだ優れた研究課題を適切に採択できるよう、改善を図

った。 

・具体的には、平成 31 年度の新規応募研究課題約 10 万

件のうち、約 8 万 3 千件については、平成 30 年 11 月の

応募締切後、平成 30 年 12 月上旬から平成 31 年 3月中旬

にかけて、4 月当初から研究を開始することが可能となる

よう審査を行い、前年どおり平成 31 年 4 月 1 日 に交付

内定通知を発出した。基盤研究(B)、(C)、若手研究につ

いては、同一の審査委員が２段階にわたり、書面審査を

行い採否を決定する審査方式「２段階書面審査」を実施

した（審査委員約 6,000 名）。基盤研究(A)については、

書面審査及び合議審査(審査委員約 500 名)を同一の審査

委員が行い、審査委員相互の議論を通じて採択候補研究

課題を選定する審査方式「総合審査」で配分審査のため

の小委員会を延べ 81 回実施し、約 26,000 件の採択を行

った。 

・国際共同研究加速基金については、平成 30 年度助成分

として、国際共同研究加速基金（帰国発展研究）につい

ても基盤研究等と同様のスケジュールで、公募を実施し、

より大きい区分で審査を行うことから、審査意見書を活

用し、専門性も配慮しつつ、書面審査及び合議審査を同

一の審査委員が行い、11 件を採択し、平成 31 年 3 月 18

日に交付内定通知を発出した。 

・平成 30年度に国際共同研究加速基金（国際共同研究強

化（B）が新設されたことに伴い、文部科学省科学技術・

学術審議会が示す「独立行政法人日本学術振興会が行う

科学研究費助成事業の審査の基本的考え方」を踏まえ、

国際科学研究費委員会において 5月 17日に「科学研究費

助成事業「国際共同研究加速基金（国際共同研究強化（A・

B））」審査要項」を決定し、5 月 18日に公表した。国際共

同研究加速基金（国際共同研究強化（A））について、平

成 30 年度の新規応募研究課題 505 件について、平成 30

年 10 月上旬から平成 31 年 1 月上旬にかけて同じ審査委

員による書面審査及び合議審査（審査委員約 100 名。小

委員会に設定した審査グループを 13 回開催）を実施し、

162 件の採択を行い、平成 31 年 1 月 30 日に交付内定通知

を発出した。国際共同研究加速基金（国際共同研究強化

（B））について、4 月 2 日に公募要領を公開し、新規応募

研究課題 2,335 件について、平成 30 年 6 月下旬から平成

30 年 9 月中旬にかけて同じ審査委員による書面審査及び

いる中でも、11 月から

3月の約5ヶ月という短

期間で約 7,000 名にも

及ぶ審査委員がピアレ

ビューにより優れた研

究課題を選定してい

る。 

・基盤研究（A）（B）（C）

若手研究については、

書面審査から採択課題

選定に至る一連の配分

審査を 1,397 回（1,316

の審査グループと81の

小委員会）実施した。

膨大な件数の中から優

れた研究課題を迅速に

選定し、前年度どおり

のスケジュールで交付

内定通知を発出するこ

とで、研究者が研究を

継続的かつ早期に開始

することができるよ

う、着実に審査を実施

していることは高く評

価できる。 

・平成 30 年度科研費か

ら創設された国際共同

研究強化（B）及びその

他の研究種目において

も、迅速に審査を実施

し、研究者が研究を早

期に開始できるよう交

付内定通知を発出して

いる。 

 

 

 

 

 

 

 

を立ち上げて検討を

行った。 

 

ているにもかかわらず、ほぼ全

ての採択課題について4月 1日

に交付内定を通知するなど、募

集業務・交付業務を円滑に実施

していることは高く評価でき

る。 

加えて、研究者が海外渡航に

より研究を断念することがな

いよう、海外渡航時における科

研費の中断・再開を認めるため

の制度改善を図り、平成 31 年

度からの導入に向けて、あらか

じめ研究者に周知を行うこと

で研究活動の活性化に資する

取組を行ったと認められる。 

  

③研究成果の適切な把握 

研究成果の把握・公表につい

ては、平成 30 年度における

KAKEN からの研究成果報告書の

ダウンロード数が前年度比約

1.7 倍の約 235 万回と大幅に増

えたことは、科研費における研

究成果に対する社会の関心の

高さを示していると考えられ

るが、平成 29 年度に終了した

研究課題の研究成果報告書等

をKAKENにおいて着実に公開す

ることで、研究成果について把

握するとともに社会還元を行

ったと認められる。また、研究

終了後の公開情報の更なる充

実に向け、研究成果報告書など

の様式を見直すなど、研究の概

要やその学術的価値などにつ

いて国民の理解促進に資する

ための取組を行ったと認めら

れる。 

さらに、「オープンアクセス

化」について公募要領で周知す

るとともに、実績報告書に記載
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 合議審査（審査委員約 500 名。小委員会に設定した審査

グループを 77 回開催）を実施し、234 件の採択を行い、

平成 30 年 10 月 9 日に交付内定通知を発出した。また、

補正予算が措置されたことに伴い、23 件の課題について

追加採択を行い平成31年 2月 7日に速やかに交付内定通

知を発出した。 

・特別推進研究及び基盤研究（S）については「総合審査」

にて実施しているが、支援規模等を踏まえて、より総合

的な観点からの審査を実施するため、書面審査後に、ヒ

アリング審査を経て、合議審査を実施した。また、専門

性も配慮し、審査意見書（特別推進研究については海外

レフェリーも含む）を活用した。 

・基盤研究（B・C）（特設分野研究）、挑戦的研究（開拓・

萌芽）については、総合審査を引き続き実施した。 

また、応募件数が多い場合にはプレスクリーニング（事

前の選考）を実施した。 

・平成 29 年度に創設された若手研究（B）における独立

基盤形成支援（試行）について、6 月 1 日に公募要領を公

開し、7 月 19 日の科学研究費委員会において 66件の採択

を行い、8月 10 日に交付内定通知を発出した。 

・奨励研究については、審査区分毎に同一の審査委員が

書面審査を２回行い採否を決定する「２段階書面審査」

を引き続き実施した。 

・研究成果公開促進費については、小委員会において、

書面審査を行った上で、同一の審査委員による合議審査

を 7回実施し、採択を行った。 

 

（審査委員の選考） 

・審査委員の選考に当たっては、学術システム研究セン

ター研究員が審査委員候補者データベース（平成 30 年度

において約 5,700 名の新規登録者を加え、登録者数は

102,000 名以上に充実）を活用し、専門的見地から適切な

審査委員を選考した。具体的には、学術システム研究セ

ンターの研究員によって、審査に問題があった審査委員

の特定や有意義な審査コメントを付した審査委員の選考

を行うなど前年度の審査を検証（※）した上で選考した。 

※平成 30年度科研費の審査の検証 

実施時期：平成 30年 2月～5 月 

実施件数：約 37 万件 

 

・審査に当たって第一段審査結果の評点が割れている研

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・審査委員の選考にあ

する科研費論文についてはオ

ープンアクセス化の状況につ

いても併せて報告を受けるな

ど、世界的な動向を踏まえた対

応を行っていると認められる。 

広報誌等については、科学コ

ミュニケーターを起用し、研究

成果をわかりやすく紹介する

とともに、執筆研究者の連絡先

を併記するなどホームページ

等での公開方法を工夫し、継続

的な情報発信、広報普及活動を

行ったと認められる。 

 

＜今後の課題・指摘事項＞ 

平成 30 年度科研費（平成 29

年 9 月公募）から適用した新た

な審査システムについて、すで

に検証作業に着手し更なる改

善に努めるなど、科研費改革の

着実な実施に向けた取組が認

められる。応募研究課題数が

年々増加している中、審査に係

る負担軽減を図るとともに、質

的発展を目指して不断の見直

しを継続することを期待する。 

 

＜その他事項＞ 

審査システムの大きな改革

である審査区分と審査方式の

見直しについて、その効果等は

短期間では評価しえないもの

であるため、今後、しかるべき

時期に今回の改革による評

価・検証を行うことを期待す

る。 
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究課題については、第二段審査において慎重に審議する

よう審査委員に依頼するなど、公正な審査が行われるよ

う努めている。さらに、学術システム研究センターで行

う審査の検証時においても、同一の研究課題の審査を行

っている他の審査委員と大きく異なる評価をしているケ

ースなどについて、評点の適切性についても検証してお

り、少数意見の妥当性に係る目配りを行っている。 

なお、7 月及び 10 月に開催された科学研究費委員会に

おいて平成 30年度科研費の審査結果の総括を行い、文部

科学省の審議会においても報告した後、ホームページで

公表した。 

●「審査に係る総括」 

https://www.jsps.go.jp/j-grantsinaid/01_seido/03_shinsa/data/h30/h30_shinsa_soukatsu.pdf 

 

また、審査委員名簿についても、審査終了後にホーム

ページ上で公表することとしており、全ての審査委員の

任期が満了した研究種目について名簿を公表し、透明性

の高い審査システムの構築を図った。 

●審査委員名簿 

https://www.jsps.go.jp/j-grantsinaid/14_kouho/meibo.html 

 

（新たな審査システムの理解向上） 

・審査を担当する審査委員の公平かつ公正な審査に資す

るため、審査の手引を作成した。平成 28 年度科研費の審

査から引き続き、審査委員と応募者が審査に臨むに当た

っての姿勢を示した「科学研究費助成事業（科研費）の

審査について」を手引及び審査システム画面に示すこと

により、ピアレビューによる科研費の審査がより健全に

機能するよう改善を図った他、平成 29年度科研費の審査

から引き続き、審査の手引並びに幹事説明会において審

査にあたっての姿勢を説明し、科研費の審査方式につい

て、審査委員への周知を徹底した。また、基盤研究（A）

において、採択課題における審査結果の所見の公開に向

けて、審査委員への作成依頼、作成にあたっての留意点

を周知するとともに、システムの改修等を行った。 

 

 

 

 

 

（新たな審査システムの改善） 

たっては、審査委員候

補者データベースの新

規登録者数を着実に充

実するとともに（登録

者総数 102,507(対前年

度 5.6%増)） 、約 37

万件にも及ぶ前年度の

審査を検証した上で、

学術システム研究セン

ター研究員の参画を得

て、適切な審査委員を

選考しており、また、

審査の評点についても

検証を行うなど公正で

透明性の高い審査制度

となっている。 

7 月及び 10 月に開催さ

れた科学研究費委員会

において、平成 30 年度

科研費の審査結果の総

括を計画通り行ってい

る。 
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・科研費審査システム改革後、近年続いている応募件数

の増加とそれに伴う審査負担の増加に対して、公正な審

査を引き続き実施し、科研費審査システム改革の実効

性・有効性の検証と、さらなる改善を念頭に、学術シス

テム研究センターにおいて、科研費改革推進タスクフォ

ースを立ち上げ、審査負担軽減について検討・改善を行

い、報告書を取りまとめた。この報告書の内容を踏まえ、

改善を行った結果、平成 31 年度科研費の審査より、2 段

階書面審査における 1 人あたりの審査件数の上限を従前

の 150 件から 100 件に低減した。また、基盤研究(A)にお

ける1委員会当たりの審査件数の上限を従来の60件から

50 件に低減した。さらに、審査負担軽減への対応に必須

となる審査委員候補の拡充を図るための検討を行った。 

 

 

 

 

・科研費審査システム改革の検証や改善のため、審査会

での意見交換や審査委員に対するアンケート等の実施に

より、審査委員からの新たな科研費の審査方式等に対す

る意見を把握した。総合審査については、「広い見地から

個々の研究計画の学術的メリットを評価することに合議

審査が有効に機能した」との意見が多く、また、2段階書

面審査については、アンケートより約 9 割の審査委員か

ら、2段階の書面審査による審査方式は適切であったとの

回答が得られており、改革によって、他の審査委員の評

価結果を参考に再評価する仕組みを機能させることがで

きた。 

 

 

 

・全ての審査委員の任

期が満了した種目につ

いて速やかに審査委員

名簿を公表することで

透明性の高い審査シス

テムの構築を図ってい

る。 

 

 

 

・審査では、平成 28年

度科研費の審査から引

き続き、審査委員と応

募者が審査に臨むに当

たっての姿勢を示した

「科学研究費助成事業

（科研費）の審査につ

いて」を手引及び審査

システム画面に示すこ

とにより、ピアレビュ

ーによる科研費の審査

がより健全に機能する

よう改善を図っている

こと、平成 29 年度科研

費の審査から引き続

き、審査マニュアルに

おいて、学術的な意義

に基づいて審査を実施

するよう、審査委員へ

の周知を徹底すること

で、理解向上を図った。

また、新たに基盤研究

（A）の採択課題におけ

る審査結果の所見を公

開するにあたって着実

に準備を行い、体制を

整備した。 

 

・科研費審査システム

改革後、改革の実効

性・有効性を検証する
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ため、科研費改革推進

タスクフォースでの検

討結果をもとに改善を

行った結果、審査委員 1

人あたりの審査件数の

上限を低減し、審査委

員の審査負担軽減を行

ったことは高く評価で

きる。 

また、更なる審査負担

軽減に対応するため、

今後の課題を把握でき

たことは、科研費制度

の改善を進めるにあた

り大変重要である。 

・審査会での意見交換

やアンケート等及び学

術システム研究センタ

ー研究員の検証によ

り、新たな審査システ

ムである総合審査、2 

段階書面審査とも有効

に機能していることが

確認された。また、他

の審査委員の評価結果

を参考に再評価する仕

組みが機能しているこ

とからも、審査の質の

向上が図られていると

考えられる。 

 

以上より、公正で透明

性の高い審査制度を着

実に整備している点は

大変高く評価できる。 

 

  

 

 （ⅱ）評価業務 

・特別推進研究及び

基盤研究（S）につい

ては研究進捗評価、

研究成果公開促進費

 

 

■評価業務 

（研究進捗評価の実施） 

・科学研究費委員会において、「特別推進研究」及び「基

盤研究（S）」については、これまでの研究成果、研究組

織の適切性、研究費の使用、研究目的の達成見込みとい

【評価業務】 

・「特別推進研究」、「基

盤研究（S）」の研究進

捗評価及び研究成果の

検証は適切に実施され
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（国際情報発信強

化）については中間

評価を実施する。ま

たその評価結果につ

いては、ホームペー

ジにおいて広く公開

する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

った当該研究課題の研究の進捗状況を把握し、当該研究

の今後の発展に資するため、現地調査・ヒアリング・書

面・合議による研究進捗評価（106 件）、及び研究成果の

検証（96件）を行った。 

なお、研究進捗評価及び研究成果の検証結果について

は、平成 31 年 1 月 16 日、2月 14 日にホームページに広

く公開するとともに、研究進捗評価結果を平成 31年度科

研費の配分審査に活用した。 

 

 

●研究進捗評価の実施状況 

部会名 研究種目 

研究進捗評

価・追跡評価の

別の内容 

委員会

開催 

実績 

実施課

題数 

審査・評

価 第 一

部会 

特別推進

研究 
研究進捗評価

（現地調査） 

H30 年 

5～9 月 
13 件 

研究進捗評価 
H30 年 

8～9 月 
14 件 

研究進捗評価

（検証） 

H30 年 

8～9 月 
14 件 

   

審査・評

価 第 二

部会 

基盤研究

（S） 
研究進捗評価 

H30 年 

7～9 月 
79 件 

研究進捗評価

（検証） 

H30 年 

7～9 月 
82 件 

    

計 202 件 

・特別推進研究 

https://www.jsps.go.jp/j-grantsinaid/25_tokusui/hyouka_30.html 

・基盤研究（S） 

https://www.jsps.go.jp/j-grantsinaid/12_kiban/cg_hyouka30.html  

 

（中間評価の実施） 

・研究成果公開促進費（国際情報発信強化）について、

平成 27 年度より新たに中間評価を導入し、5 年間の内約

を行った継続事業課題のうち 3 年目の課題について、ヒ

アリング等による評価を実施した。なお、評価結果をホ

ームページにおいて公開している。加えて、中間評価を

受けた課題を発展させる目的で、助成期間最終年度にお

いて平成 31 年度科研費に応募がなされた場合は、中間評

価結果を科研費の配分審査に活用した。 

●平成 30年度中間評価実施件数：12 件 

・研究成果公開促進費（国際情報発信強化） 

http://www.jsps.go.jp/j-grantsinaid/13_seika/index.html 

 

ている。評価結果につ

いてはホームページに

おいて広く公開されて

おり、また、評価を受

けた研究者がその後に

科研費へ応募する際の

配分審査においても活

用されており、着実に

業務が実施されてい

る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・「研究成果公開促進費

（国際情報発信強化）」

についても、平成 27年

度より新たに中間評価

を導入しヒアリング等

による評価を適切に実

施している。なお、評

価結果についてはホー
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ムページにおいて公開

するとともに、中間評

価を受けた課題を発展

させる目的で助成期間

最終年度において平成

31 年度科研費に応募す

る際の配分審査におい

ても活用されており、

高く評価できる。 

 

 

  

 

② 助成業務の円滑

な実施 

科学研究費補助金

事業及び学術研究助

成基金事業の特性に

配慮しつつ、研究費

が有効に活用される

よう早期交付に努め

る。特に、採否に関

する通知は、ヒアリ

ング審査等の実施が

必要な研究課題を除

き、４月上旬までに

迅速かつ確実に行

う。 

 研究費の交付に当

たっては、研究の進

捗状況に応じて前倒

して使用することや

次年度以降に使用す

ること等を可能とす

るなど、弾力的に運

用する。 

② 助成業務の円滑

な実施 

（ⅰ）募集業務（公

募） 

・公募に当たっては、

科学研究費委員会に

おいて 決定した審

査方針等について、

研究者等が応募前に

確認できるよう広く

公表・説明等を行い、

研究計画調書の様式

や公募要領を研究者

等が迅速に入手でき

るようにする（外国

人研究者の利便性向

上を図るための英語

版の公募要領等の作

成を含む）。 

・研究機関からの要

望に応じて、全国各

地で説明会を行い、

制度の改善等に係る

正しい理解の促進を

図る。 

・応募者の利便性向

上のため、応募書類

に つ い て 、

researchmap との連

携を開始する。 

 

 

【助成業務の円滑な実施】 

 

■募集業務（公募） 

・平成 31 年度公募に関する情報について、9 月作成の日

本語版の公募要領等に加え、英語版の公募要領等も作成

し、併せてホームページで公表することにより、研究計

画調書の様式などの情報を研究者等が迅速に入手できる

ようにした。 

 なお、例年英語版の公募要領等は日本語版の公募要領

等より２～３週間後に公表をしていたが、研究計画調書

の様式及び記入要領については日本語版の公募要領と同

日に公表した。 

・11 月上旬の基盤研究等の応募受付期限前に研究者等が

審査方針等の内容を確認できるよう10月3日に科学研究

費委員会において審査方針等を決定後、10 月 5 日に公表

した。 

・研究活動スタート支援については、平成 31 年 3月 1 日

より公募を開始し、英語版の公募要領等を 3月 22日に提

供開始した。 

 

・説明会の実施 

大学等の研究機関等への事業説明について、科研費改革

の概要、平成 31 年度公募内容の変更点として、研究計画

調書及び評定要素の変更や研究者倫理の遵守、応募件数

の増加に対する研究機関への留意事項周知等を説明の目

的として、文部科学省と共催で「公募要領等説明会」を 9

月 6日に東京大学、9 月 13 日に関西学院大学で開催した。

また、制度の改善や公募の内容等に係る正しい理解の促

進を図るため、機関等からの要望に応じて全国各地で個

別説明会を開催した（54回）。 

【助成業務の円滑な実

施】 

 

・日本語版の公募要領

等に加え、英語版の公

募要領等も作成し公表

しており、日本の研究

機関に所属している外

国人研究者が応募する

際の利便性の向上を着

実に図っており着実に

業務を実施している。 

・応募受付期限の約 1

ヶ月前に科学研究費委

員会を開催し、審査方

針を決定後、研究者等

が確認できるよう応募

受付期限の 1 ヶ月前に

公表しており、研究者

の申請準備の便宜の向

上や、透明性を確保し

ていることは高く評価

できる。 

 

 

 

・大学等の研究機関等

に対して全国で実施し

ている科研費の事業説

明会（56 回実施）にお
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・researchmap との連携 

「競争的資金における使用ルール等の統一について（平

成 27 年 3 月 31 日競争的資金に関する関係府省連絡会申

し合わせ ）」により、研究者等に researchmap への登録

及び入力等を促すこと等が求められていることを踏ま

え、平成 30 年度研究活動スタート支援の公募において、

科研費電子申請システム（応募システム）に、応募書類

に researchmap の掲載情報を取り込む機能を設けた。当

該公募の終了後、同機能の利用状況等を踏まえ、また、

研究計画調書の業績欄の見直しに合わせ検討した結果、

平成31年度公募においては、科研費電子申請システム（審

査システム）に researchmap を連携させることとし、併

せて科学研究費助成事業データベース（KAKEN）との連携

機能を設けることで、審査委員が審査の際、審査システ

ム上のリンクからresearchmap及びKAKENにアクセスし、

その掲載情報を必要に応じて参照できることとした。 

 

・応募時の研究分担者承諾手続きについては紙媒体にて

行っていたが、全ての研究種目において電子化した。 

 

いて、新審査システム

について説明するとと

もに、交付決定後の各

種手続きや公募要領等

の説明を行うことによ

り、制度の正しい理解

の促進を積極的に図っ

ており、高く評価でき

る。科研費改革の趣

旨・目的等について、

学界・研究者をはじめ

とした多くの方々の理

解の促進を着実に図っ

ている。 

 

 

 

・研究計画調書の業績

欄の見直しに合わせ、

科研費電子申請システ

ム（審査システム）に

researchmap だけでな

く科学研究費助成事業

データベース（KAKEN）

との連携機能を設ける

ことで、審査委員の利

便性等の向上を図った

ことは高く評価でき

る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

・研究分担者承諾書の

電子化に伴い、応募者

の利便性等が向上し

た。 
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 （ⅱ）交付業務 

・科学研究費委員会

の審査結果及び文部

科学省からの通知に

基づき、研究費が有

効に活用されるよう

平成 30 年度課題に

係る交付業務を迅速

に行う。 

・採否に関する通知

は、ヒアリング審査

等の実施が必要な研

究課題を除き、４月

上旬までに行う。 

・研究費の交付に当

たっては、研究費の

前倒し使用や次年度

使用を活用し、研究

計画等の進捗状況に

応じた弾力的な運用

を行う。 

・平成 29 年度に補

助事業期間が終了す

る課題に係る額の確

定、並びに平成 30 

年度に継続する基金

事業の課題に係る状

況の確認及び国庫債

務負担行為を適用し 

ている特別推進研究

の課題に係る額の確

認を行う。 

・研究者 ・研究機関

が作成する各種様式

に関し、関係規程を

改正することによ

り、印刷物での提出

を不要とし、研究

者・研究機関の利便

性向上を図る。 

 

 

■交付業務 

・平成 30年度科学研究費助成事業について、科学研究費

委員会等の審査結果及び文部科学省からの通知に基づ

き、下記のとおり研究種目の交付業務を迅速に行った。 

 

●交付内定通知の日程 

研究種目 交付内定日 

・基盤研究（A・B・C）、若手研究の新規研究

課題及び継続研究課題、新学術領域研究の継

続の研究領域に係る新規研究課題及び継続

研究課題 

4 月 1日 

・特別推進研究、基盤研究（S）、挑戦的研究

（開拓）、研究活動スタート支援及び特定奨

励費の継続研究課題 

 

・研究成果公開促進費（研究成果公開発表、

国際情報発信強化、学術図書、データベース）

の新規事業課題及び継続事業課題 

 

・奨励研究の新規研究課題  

特別研究員奨励費の新規研究課題及び継続

研究課題 

4 月 25 日 

特別推進研究の新規研究課題 4 月 23 日 

基盤研究（S）の新規研究課題 6 月 11 日 

新学術領域研究の新規の研究領域 6 月 29 日 

挑戦的研究（開拓・萌芽）の新規研究課題 6 月 29 日 

特別研究員奨励費の新規研究課題 7 月 1日 

基盤研究（B・C）「特設分野研究」の新規研

究課題 

7 月 18 日 

特別研究員奨励費の新規研究課題 7 月 25 日 

研究活動スタート支援の新規研究課題 8 月 24 日 

若手独立基盤形成支援（試行）の新規研究課

題 

8 月 10 日 

特別研究員奨励費の新規研究課題 10 月 1 日 

国際共同研究加速基金（国際共同研究強化

（Ｂ）） 

10 月 9 日 

特別研究員奨励費の新規研究課題 10 月 12 日 

特別研究員奨励費の新規研究課題 11 月 9 日 

特別研究員奨励費の新規研究課題 1 月 1日 

国際共同研究加速基金（国際共同研究強化

（Ａ）） 

1 月 30 日 

国際共同研究加速基金（帰国発展研究） 3 月 18 日 

※4月上旬より後に交付内定通知を発している種目は「ヒアリング

審査等を行っている」「公募や応募の時期が異なる」などの種目で

ある。 

・ヒアリングを実施するなど研究種目にふさわしい審査

を実施している特別推進研究や基盤研究（S）、新しい審

査方式の試行的な取組を行っている基盤研究（B・C）（特

設分野研究）、公募・審査の時期を別途設定している研究

活動スタート支援等を除き、基盤研究、若手研究の不採

択となった応募者のうち希望者に対し、総合評点、おお

よその順位、評定要素毎の平均点、不十分と評価された

項目など第一段審査の結果について、平成 30 年 4 月 20

日に電子申請システムにおいて開示を行った。 

【交付業務】 

・科学研究費委員会の

審査結果に基づき、大

部分の研究種目につい

て、年度当初の 4 月 1

日付で交付内定通知を

発出している。書面審

査だけでなくヒアリン

グ審査も行っている研

究種目についても、交

付業務を迅速に行って

いる。 

・大部分の研究種目に

ついて、計画通り、4月

20 日に電子申請システ

ムを活用して速やかに

審査結果を開示してお

り、迅速に業務を行っ

ていることは評価でき

る。 

・科研費（補助金分）

の繰越や調整金による

前倒し使用・次年度使

用、科研費（基金分）

の前倒し使用・次年度

使用が増加する中（平

成 25年度を基準とした

増加率 繰越：約 1.5

倍、調整金（次年度使

用）：約 4.3 倍、調整金

（前倒し使用）：約 2.8

倍、科研費（基金分）

前倒し使用：約 1.5 倍、

科研費（基金分）次年

度使用：約 1.4 倍）研

究者の研究計画等の進

捗状況に応じて弾力的

に研究費を使用できる

よう対応したことは高

く評価できる。 
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（制度改善による弾力的な運用） 

・科研費（補助金分）については、従前通り繰越手続に

より次年度に研究費を繰越しており、平成 31 年度に繰越

す研究課題は約 2,500 件であった。 

・平成 25年度から科学研究費補助金に「調整金」の枠を

設け、補助金分の対象研究種目において前倒し使用や繰

越事由に該当しない研究課題について次年度使用を可能

とする制度改革を行い、平成 30 年度はのべ 213 件の研究

課題の前倒し使用、418 件の研究課題の次年度使用の承認

を行うなど、研究等の進捗状況に応じて弾力的に経費の

執行ができるようにした。 

・学術研究助成基金を基に執行している科研費（基金分）

については、前倒し使用（平成 30 年度申請実績約 1,000

件）や次年度使用（平成 30 年度に次年度使用した研究課

題は約 34,700 件）等の年度にとらわれない弾力的な運用

を行った。 

・若手研究者等が海外渡航によって科研費での研究を断

念することなく、帰国後の研究費を保障できるよう海外

渡航時における科研費の中断・再開制度の平成 31年度の

導入に向けて検討を行い、平成 31年 3月 6日に研究者及

び研究機関に向けて制度導入を周知した。 

・平成 31年度からの研究活動スタート支援の基金化に伴

い、電子申請システムの改修などスムーズな移行に向け

ての準備を行い、平成 31 年 1 月 10 日に研究者及び研究

機関に向けて周知するとともに、基金化導入に伴う留意

事項も併せて通知した。 

 

（額の確定及び状況の確認） 

・平成 30年度に提出された科学研究費助成事業に係る実

績報告書（約 40,000 件（うち基金分約 18,900 件））を 5

月31日までに提出を受け、8月24日に額の確定を行った。 

・平成 30年度に継続した科研費（基金分）の課題につい

ては、5 月 31 日までに実施状況報告書の提出を受け、約

42,800 件（平成 23 年度採択分約 4件、平成 24 年度採択

分約 20 件、平成 25年度採択分約 100 件、平成 26年度採

択分約 700 件、平成 27 年度採択分約 5,600 件、平成 28

年度採択分約17,200件、平成29年度採択分約19,200件）

について状況の確認を行った。 

・国庫債務負担行為が導入された特別推進研究の平成 30

年度に継続する課題については、5 月 31 日までに実績報

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・科学研究費助成事業

は、これまでも、平成

23 年度から一部種目に

基金化を導入したほ

か、海外渡航時におけ

る科研費の中断・再開

制度の平成 31年度から

の導入及び研究活動ス

タート支援の基金化に

向けた準備を着実に実

施、体制を整備し、常

に他の競争的資金制度

に先がけて制度改善を

行い、多くの研究活動

の活性化や研究費の効

率化、研究者の負担軽

減が図られている。 
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告書の提出を受け、額の確認を行った。 

 

（各種様式の電子化） 

・交付内定後の各種様式の提出方法について、電子申請

システムに対応した様式の紙媒体による提出を不要とし

た。 

・平成 30年度に新設された「国際共同研究加速基金（国

際共同研究強化（B））」について、交付内定後の研究分担

者承諾手続きを電子化した。 

 

 

 

 

・実績報告書及び実施

状況報告書の提出件数

が年々増加している

中、実績報告書に基づ

く額の確定処理を円滑

に行っていることは高

く評価できる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・科研費の交付業務を、

電子申請システムによ

り着実に実施してい

る。また、様式の紙媒

体による提出を不要と

したこと及び研究分担

者承諾手続きを電子化

したことにより、研究

者、研究機関の負担軽

減に寄与している。 

科研費は、現時点にお

いても、学術研究の特

性を踏まえた、非常に

効率的・効果的な助成

制度となっているが、

学術研究の更なる発展

を図るべく不断の見直

し等を行っており、高

く評価できると考え

る。 

29



 
 

 

  

 

 

 

（ⅲ）学術研究助成

基金の管理及び運用 

・基金管理委員会に

おいて定めた運用方

式に基づき、流動性

の確保と収益の向上

に努めつつ、安全か

つ安定的な基金の運

用を行う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【学術研究助成基金の管理及び運用】 

・学術研究助成基金については、「独立行政法人日本学術

振興会における学術研究助成基金の運用に関する取扱要

項」（平成 21 年度制定）に基づき、安全性の確保を最優

先としつつ、流動性の確保や収益性の向上に留意した管

理及び運用を行った。 

具体的には、助成金の交付時期及び交付額を考慮した

上で、運用期間、運用額及び金融商品を設定して流動性

を確保するとともに、金融庁の指定する格付け機関のう

ち、2社以上から高い格付けを受けた金融機関を選定する

ことにより、安全性を確保した。また、これら複数の金

融機関から引合いを行い、運用利回りのより高い金融商

品を選ぶことにより、競争性の確保及び運用収益の向上

に努めた。 

 

【学術研究助成基金の

管理及び運用】 

・学術研究助成基金に

ついては、安全性の確

保を最優先としつつ、

運用期間、運用額及び

金融商品を設定して流

動性を確保するととも

に、複数の金融機関か

ら引き合いを行い、収

益性の向上に留意し、

着実な管理及び運用を

行っている。 

 

 

 

 

 

  ③ 研究成果の適切

な把握 

科研費事業の研究

課題の研究成果につ

いて適切に把握する

とともに、産業界や

他の研究機関等にお

いて活用できるよう

ホームページ等にお

いて広く公開する。 

③ 研究成果の適切

な把握 

（ⅰ）研究成果の把

握・公表 

平成 30 年度に受

理した研究課題の研

究実績の概要・研究

成果報告書を科学研

究費助成事業データ

ベース（KAKEN）に速

やかに公開する。 

 

 【研究成果の適切な把握及び社会還元・普及】 

■研究成果の把握・公表 

平成29年度に終了した研究課題の研究実績の概要及び

研究成果報告書について、KAKEN により公開した。平成

30 年度において、KAKEN において PDF ファイルで公開し

ている研究成果報告書のダウンロード数は、昨年度比で、

約 1.7 倍の約 235 万回と大幅に増加している。 

・「研究成果の発信」に関し、現在、学術雑誌等では、近

年の ICT（情報通信技術）の発展に伴い、インターネット

を通じて無料で自由に論文にアクセスできる「オープン

アクセス」化の流れが世界的に拡大していることを踏ま

え、公募要領で周知するとともに、「実績報告書（研究実

績報告書）」で報告する科研費論文については、オープン

アクセス化の状況についても併せて報告を受けた。 

※研究実績（実施状況）報告書で平成 30 年度中に報告さ

れた科研費論文数に占めるオープンアクセス化した

（予定含む）論文数の割合 約 31.3%（約 5万 5千件） 

 

 

・平成 30年 6月末に各研究機関の研究成果報告書の提出

が予定されている課題の一覧を電子申請システムで確認

できる方法を通知するなどにより、適切な提出を求め、

平成 31 年 3 月末時点で、けがや病気等の特段の理由があ

る課題を除き、約 23,500 件全てについて提出を受けた。 

【研究成果の適切な把

握及び社会還元・普

及】・KAKEN について、

研究成果報告書のダウ

ンロード数の大幅な増

加は KAKEN を通じた研

究成果の社会還元・普

及等が着実に行われて

いると評価できる。 

・世界的に進んでいる

「オープンアクセス」

化の動向を踏まえ、科

研費としても公募要領

で周知するとともに、

「実績報告書（研究実

績報告書）」において、

その実績を把握してい

ることは高く評価でき

る。 
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・ 科研費の研究開始時における公開情報の充実につい

て、平成 31 年度からの科学研究費助成事業データベース

（KAKEN）への研究概要の公表に向けて交付申請書の様式

を見直し、新たに「研究概要」欄を設けることとした。

また、科研費の研究終了後における公開情報の充実につ

いて、研究成果報告書の様式を見直し、新たに「研究成

果の学術的意義や社会的意義」欄を設け、研究成果をよ

り分かりやすく説明した内容を含めることとした。 

更に、「KAKEN の使い方」を KAKEN に掲載し、国民がより

KAKEN を利用しやすくなるよう改善を図った。 

 

・「科研費 100 周年記念シンポジウム」を平成 30年 11 月

5 日に東京大学本郷キャンパス安田講堂にて開催した。 

 

 

 

・平成 29 年度に終了し

た研究課題の研究成果

報告書について、国民

へ研究成果を還元する

という観点から、報告

が可能な全ての研究課

題について提出させて

おり、着実に業務を実

施した。 

 

・国民が科研費におい

てどのような研究が行

われているか、また、

研究成果が生み出され

たかを知ることができ

るよう、分かりやすい

形での情報提供を行う

よう改善した点は評価

できる。 

 

 

 

 

 

・100 周年シンポジウム

において学術研究の重

要性及び科研費の意義

を改めて認識する機会

を設けた。 

   （ⅱ）広報誌等 

「科研費 NEWS」、

エッセイ「私と科研

費」、研究費の規模が

大きい研究課題の概

要を記した「我が国

における学術研究課

題の最前線」等、最

近の科研費による成

果や科研費への期待

 ■広報誌等 

・「科研費 NEWS」（四半期ごとに発行）について、学術シ

ステム研究センターの専門研究員による推薦に基づき、

主任研究員会議において掲載候補者を選考した上で、科

学コミュニケーターを起用して作成した。また、執筆研

究者の連絡先を掲載し、興味を持った読者がコンタクト

を取ることができるようにした。紹介した研究成果につ

いては、科研費ホームページのトップページに写真付き

で目立つように表示し、注目度を上げるよう取り組んだ。

さらに、科研費による助成を受けた研究者に、科研費に

 

・「科研費 NEWS」につい

ては、学術システム研

究センターの機能の活

用や科学コミュニケー

ターの起用により、研

究成果を分かりやすく

紹介するとともに、執

筆者の連絡先掲載やホ

ームページにおける公
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等をホームページに

掲載し、科研費の情

報発信・広報普及活

動を行う。 

 

関する意見・期待等をエッセイ「私と科研費」として執

筆してもらい、科研費ホームページに掲載するなど、科

研費にかかる一層の情報発信・広報普及活動を行った。 

・「科研費 NEWS」に掲載した「科研費からの成果展開事例」

は科研費ホームページにも公開しているが、このページ

に、文部科学省の「科研費による研究成果展開」のホー

ムページのリンクを貼り、国民がより多くの科研費の研

究成果に触れることができるようにした。 

●科研費 NEWS 

https://www.jsps.go.jp/j-grantsinaid/22_letter/index.html  

●私と科研費 

https://www.jsps.go.jp/j-grantsinaid/29_essay/index.html 

●学術研究課題の最前線 

http://www.jsps.go.jp/j-grantsinaid/30_front/index.html 

・特別推進研究、新学術領域研究（研究領域提案型）、基

盤研究(S)の新規採択研究課題の研究概要を取りまとめ

た「我が国における学術研究課題の最前線」を平成 30年

12 月に作成し、科研費ホームページで平成 31 年 1月に公

開した。 

 

 

開方法を工夫してお

り、科研費に関する継

続的な情報発信や広報

普及活動に着実に取り

組んでいる。 

 

（各評価指標等に対す

る自己評価） 

・評価指標である２－

１については、外部有

識者で構成する科学研

究費委員会において平

成 30年度の応募・採択

件数、審査の組織、方

法、経過等について総

括を行い、審査・評価

の公正性・透明性が確

保されていることが確

認された。また、各年

度の審査終了後に行う

審査の検証において

も、審査の中で利害関

係や利益誘導が行われ

ていないか等を確認し

ており、様々な形で審

査・評価の公平性・透

明性を確認できる仕組

みを構築している点は

高く評価できる。 

 

・評価指標である２－

２については、中期目

標に定められた水準に

て交付処理を行うだけ

ではなく、迅速かつ正

確に約 10万件の新規応

募課題を処理している

ことや毎年の応募、審

査、交付業務を行う傍

ら、科研費の審査シス

テムに係る不断の見直
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しや改善を図っている

点は高く評価できる。 

・関連指標である２－

Ａについては、平成 30

年度の科学技術の状況

に係る総合的意識調査

指数は 5.3 であり、「ほ

ぼ問題はない」との評

価を得ている。 

・関連指標である２－

Ｂについては 70％であ

った。今後も推移を確

認しつつ、研究成果が

一層生み出されるよ

う、引き続き制度改善

を行っていくこととす

る。 

 

 

 

 （２）研究の国際

化と国際的な共

同研究等の推進 

国を越えた学

術研究を振興す

る観点から、学術

研究を支援する

事業における国

際性を高めると

ともに、国際的な

共同研究等を支

援する。 

特に、諸外国の

学術振興機関と

のマッチングフ

ァンドによる国

際共同研究につ

いては、世界レベ

ル の 研 究 を 円

滑・確実に支援す

る新たな枠組み

（２）研究の国際化

と国際的な共同研究

等の推進 

我が国の研究水準

の向上や国際競争力

の強化を一層進める

ため、以下の取組を

行い、国際的な共同

研究等を総合的に推

進する。 

・諸外国の学術振興

機関との協定等に基

づき、又は新興国等

の新たなニーズに対

応し、二国間の共同

研究やセミナー・シ

ンポジウムの開催を

支援する。 

・海外の学術振興機

関との連携の下、我

が国の大学等の優れ

（２）研究の国際化

と国際的な共同研究

等の推進 

我が国の研究水準

の向上や国際競争力

の強化を一層進める

ため、以下の取組を

行い、国際的な共同

研究等を総合的に推

進する。 

① 諸外国との二国

間交流の支援 

諸外国の学術振興

機関との協定等に基

づき、共同研究やセ

ミナーの開催、研究

者交流を支援する。

加えて、多様な国と

の交流ニーズに応え

るため、国交のある

全ての国・地域を対

【評価指標】 

２－３ 国際共同研

究における新たな枠

組みの導入による申

請・審査過程の効率

化・国際 

化（有識者の意見を

踏まえ判断） 

 

【関連指標】 

２－Ｃ 二国間共同

研究・セミナーのう

ち、次のステージと

なる共同研究に結び

付いた発展的な成果

を出したと研究者自

身が評価する共同研

究及びセミナーの割

合 

 

２－Ｄ 事後評価を

【諸外国との二国間交流の支援】 

■二国間交流事業 

●協定等に基づく共同研究・セミナー・研究者交流 

我が国の研究水準の向上、国際競争力の強化を一層進

めるため、諸外国の学術振興機関との協定等に基づき実

施される二国間交流事業においては、34 か国、46機関と

の協定等に基づき、下記のとおり実施した。 

平成 28 年度に覚書を締結したリトアニア（RCL）及び

英国（Royal Society）は平成 29 年度に共同研究の募集

を行い、平成 30 年度に新規でそれぞれ 2 件・5 件を実施

した。また、ブラジル（CAPES）は平成 29 年度に募集を

再開し、2 件の共同研究枠のところ、22 件の申請を受け

付け平成 30 年度に 2件を実施した。 

＞共同研究：361 件・セミナー：41 件 

派遣交流総数：1,576 人 

受入交流総人数：1,235 人 

＞研究者交流：17人(派遣：3人、受入：14人) 

＞申請・採択実績（平成 30 年度実施分） 

 申請 
件数 

採択数 採択率 

共同研究・ 
セミナー 

1,101 件 216 件 19.6％ 

研究者交流派遣 12 件 3 人 25.0％ 

（２）研究の国際化と

国際的な共同研究等の

推進 

補助評定：a 

＜補助評定に至った理

由＞ 

平成 30年度における中

期計画の実施状況につ

いては、下記の理由に

より、中期計画を上回

って履行し、中期目標

を上回るペースで実績

を上げていると言える

ことから評定を a とす

る。 

 

（a 評定の根拠） 

【諸外国との二国間交

流の支援】 

・二国間交流事業では、

研究者のニーズや諸外

（２）研究の国際化と

国際的な共同研究等

の推進 

補助評定：a 

＜補助評定に至った

理由＞ 

平成 30 年度における

中期計画の実施状況

については、以下に示

すように、自己点検評

価に記載の内容で示

された通り、中期計画

を上回る業務の進捗

が認められるため。 

 

・諸外国の学術振興機

関との協定に基づく

２国間交流事業とし

て、共同研究（361 件）、

共同セミナー（41件）、

研究者交流（17 人）が

（２）研究の国際化と国際的

な共同研究等の推進 

補助評定：a 

＜補助評定に至った理由＞ 

評価すべき実績の欄に示すと

おり、中期計画に定められた

以上の業務の進捗が認められ

るため。 

 

＜評価すべき実績＞ 

 国際共同研究事業におい

て、リードエージェンシー方

式による審査を試行的に導入

し、特に、英国との国際共同

研究プログラムでは、当初の

想定を大幅に超えた申請があ

ったが、英国側に柔軟に協力

して無事に審査を終えるよう

努力し、期日までに審査を完

了したことは高く評価でき

る。 
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を検討・調整し、

中期目標期間の

早期に導入する。 

 

た研究者が海外の研

究者と協力して行う

共同研究を推進す

る。その際、相手国

対応機関と審査を分

担し、審査を一方の

機関で行うリードエ

ージェンシー方式に

よる新たな枠組みを

検討し、平成 30年度

中に導入する。 

・先端研究分野にお

ける世界的水準の研

究交流拠点の形成や

アジア・アフリカ地

域における諸課題解

決に資する中核的な

研究交流拠点の形成

を推進する。 

・科研費事業のうち

国際共同研究加速基

金において、国を越

えた学術研究を支援

する。 

また、学術研究を

支援する事業におい

て、研究の国際性を

高めるための取組を

検討し、実施する。 

これらの事業の実

施に当たっては、国

際事業委員会等にお

いて、審査の公正

性・透明性を確保し、

厳正な審査を行う。

また、国際共同研究

における新たな枠組

みについては、その

導入による申請・審

査過程の効率化・国

際化が図られたかに

象としたオープンパ

ートナーシップ共同

研究・セミナーを着

実に実施する。その

際、各国の研究水

準・研究ニーズや外

交的観点等、学術に

関する国際 

交流の必要性に配慮

しつつ、円滑に実施

する。 

また、大学院教育

の国際化及び博士課

程における若手研究

者の育成のため、ド

イツ研究振興協会

（DFG）と協力し、日

独の大学が大学院に

おける教育研究を共

同で行う日独共同大

学院プログラムを実

施する。 

行う国際的な共同研

究等を支援する事業

において、想定どお

り、あるいはそれ以

上の成果を上げた課

題の割合 

 

【目標水準の考え

方】 

２－３ 英語での申

請に加え、相手国対

応機関と審査を分担

することにより、審

査過程の効率化・国

際化が図られたか、

有識者の意見を踏ま

え判断する。 

 

２－Ｃ 国際的な共

同研究の促進と国を

越えた優れた学術研

究への支援状況を把

握するため、当該指

標について毎年度確

認を行うとともに、

前中期目標期間にお

ける事業実施後のア

ンケート調査結果

（平成 25～28 年度

の調査において、研

究成果の発展予定、

別事業への申請予

定、相手国側とのネ

ットワークの形成・

拡大、研究者の育成

等の点で進展がある

と評価された共同研

究及びセミナーの割

合：75％）を基準と

した状況変化を評価

において考慮する。 

 

●オープンパートナーシップ共同研究・セミナー 

協定等に基づく二国間交流事業を実施している国以外と

の交流に対する研究現場からのニーズにも幅広く応える

ため、我が国と国交のある全ての国（台湾及びパレスチ

ナについてはこれに準じて取り扱う）を対象に、下記の

とおり実施した。 

＞共同研究・セミナー：97 件 

派遣交流総数：450 人 

受入交流総人数：84 人 

●オープンパートナーシップ申請・採択実績（平成 30年

度実施分） 

 申請件数 採択数 採択率 

共同研究・ 
セミナー 

237 件 51 件 21.5％ 

上記採択数のうち、協定等に基づく交流を平成 30年度

実施していない国との交流は 25 か国・42 件（下表参照）

であり、研究現場からの多様な国との交流ニーズに幅広

く対応出来た。 

●オープンパートナーシップ採択内訳（交流相手国・地

域） 

 共同研究 セミナー 

協定等に基づ
く交流の募集
を平成 30 年
度実施してい
ない国 
(共同研究:22
か国・37 件、
セミナー: 5
か国・5件） 

カザフスタン、カンボジ
ア、スリランカ、ネパー
ル、ブータン、マレーシ
ア、ミャンマー、モンゴ
ル、台湾、ガーナ、オー
ストラリア、アイスラン
ド、オランダ、スイス、
スペイン、ノルウェー、
フィンランド、ベラルー
シ、アラブ首長国連邦、
ボリビア、ホンジュラ
ス、米国 

イ ン ド ネ
シ ア 、 台
湾、英国、
カナダ、米
国 

協定等に基づ
く交流の募集
を平成 30 年
度実施してい
る国(共同研
究:6 か国・9
件） 

シンガポール、中国、イ
タリア、ドイツ、英国、
ブラジル 

 

 

■日独共同大学院プログラム 

・平成 30年度実施件数：2 件 

 

国の学術振興機関との

関係に配慮して、継続

的な見直しを行いなが

ら学術国際交流を進め

ており評価できる。 

 

 

 

 

実施され、さらに協定

を結んでいない国と

の交流も多数支援し

ていることは高く評

価される。また、国際

共同研究教育パート

ナーシッププログラ

ム等の国際共同プロ

グラムへの支援も順

調に行われている。 

 

・欧州との社会科学分

野に限定した国際共

同プログラムも順調

で、新たに３件の新規

課題が採択されたこ

とも評価できる。 

 

・特筆される事項は、

ドイツ DFG および英国

UKRI との提携によっ

て試行的に開始され

たリードエージェン

シー方式による審査

で、試行錯誤ながら期

待通りに採択課題が

決定されたことは高

く評価できる。特に、

英国との国際共同研

究プログラムでは、当

初の想定を大幅に超

えた申請があった（採

択率約 6％）ことはこ

の新審査方式が有効

であることを示して

いる。 

 

・中華人民共和国 NSFC

と新たに国際共同研

究事業を開始する方

向で協議が開始され

また、これらの取組により、

他の主要国学術振興機関との

国際共同研究のさらなる推進

も期待され、実際に中国や欧

州と新しい共同研究の枠組み

が構築されつつあることから

も、学術研究活動のグローバ

ルな展開に対応するととも

に、共同研究支援のネットワ

ークを一層推進するものとし

て、高く評価できる。 

 

＜今後の課題・指摘事項＞ 

戦略的に重要な諸外国との

覚書に基づく交流を、引き続

き着実に実施していくこと。 

 

＜その他事項＞ 

主要国学術振興機関との国

際共同研究事業が、着実に進

展していると確認できた。こ

のような活動の成果は目に見

える形では表れにくいため、

成果を可視化するための工夫

を期待する。 
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ついての意見を得

る。 

 

２－Ｄ 国を越えた

優れた学術研究への

支援状況を把握する

ため、当該指標につ

いて毎年度確認を行

うとともに、前中期

目標期間における実

績（平成 25～28 年

度の評価において、

想定どおり、あるい

はそれ以上の成果を

上げたと評価された

課題の割合：84％）

を基準とした状況変

化を評価において考

慮する。 

 

た。今後の展開が大い

に期待される。 

 

・国際研究拠点形成事

業において、研究を進

める上でのネットワ

ークの確立、また、ア

ジア・アフリカ地域特

有の問題解決をめざ

す基盤形成事業が進

展していることが評

価される。 

 

   ② 国際的な共同研

究の推進 

海外の学術振興機

関との連携の下、我

が国の大学等の優れ

た研究者が海外の研

究者と協力して行う

国際共同研究事業を

実施する。平成 30 

年度は、ドイツ研究

振興協会（DFG）、英

国研究会議（RCUK）

との間で審査をどち

らか一方の機関で行

うリードエージェン

シー方式による新た

な枠組みを試行的に

導入する。 

科研費事業のうち

国際共同研究加速基

金においては、他の

科研費同様に文部科

学省が定める基本的

 【国際的な共同研究の推進】 

■欧州との社会科学分野における国際共同研究プログラ

ム（ORA プログラム） 

・欧州 4 か国の主要な学術振興機関である、フランス国

立研究機構（ANR）、ドイツ研究振興協会（DFG）、英国社

会科学研究会議（ESRC）、オランダ科学研究機構（NWO）

が共同で実施する、社会科学分野における多国間国際共

同研究事業を実施した（平成 30 年度支援件数：5 件）ほ

か、平成 32 年（2019）度の新たな公募に向けて協議を開

始した。 

 

■国際共同研究教育パートナーシッププログラム（PIRE

プログラム） 

・米国国立科学財団 NSF と連携して行う国際共同研究事

業を実施した。（平成 30年度支援件数：2 件） 

 

■スイスとの国際共同研究プログラム（JRPs） 

・スイス科学財団（SNSF）と連携して行う国際共同研究

事業を実施した。（平成 30 年度支援件数：4件）。 

・平成 31年度採択に向けて、SNSF が実施した予備審査を

通過した申請について本審査を実施し、来年度に実施す

る合同審査パネルに向けて日本側の書面審査を完了し

た。 

【国際的な共同研究の

推進】 

・国際共同研究におい

て、現在採択している

課題を滞りなく支援し

たほか、リードエージ

ェンシー方式による審

査を試行的に導入し、

先方との交渉を含めた

マネジメントをしなが

ら、当初の予定通りに

採択課題を決定したこ

とは高く評価できる。

特に、英国との国際共

同研究プログラムで

は、厳しい公募・審査

スケジュールの下、当

初の想定を大幅に超え

た申請があった（採択

率約 6％）ことにより、

リードを取った英国側

に大幅な作業の遅れや

審査手順等の変更があ
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考え方・分担に基づ

き、国際的な学術研

究を支援する。平成

30 年度は、国際共同

研究の基盤の構築や

更なる強化を図るた

め、国際共同研究強

化（B）を新たに創設

する。 

また、若手研究者

が真に国際的な視野

を持つリーダーとし

て活躍できるよう、

志を同じくした研究

者との交流や相互連

携の強化を図る機会

として JSPS-LEADSN

ET（リーズネット）

事業研究交流会を開

催する。 

 

 

■国際化学研究協力事業（ICC プログラム） 

・平成 26 年度採択課題の終了を受けて、平成 30 年度に

事後評価を実施した。 

●事後評価の実施･公表実績 

実施課題数 評価結果 

2 A: 当初設定された研究計
画の達成度は想定以上で
あった。／1 課題 
B: 当初設定された研究計
画は概ね達成された。／1
課題 

 

 

■リードエージェンシー方式の試行的導入 

・ドイツ（DFG）及び英国（UKリサーチ・イノベーション

（UKRI））との間でリードエージェンシー方式を試行的に

導入し、新たな国際共同研究を実施すべく協議を行った。

また、新たな審査スキームの導入にあたり、国際事業委

員会に新たに専門委員を設置し専門分野別の合同審査パ

ネルの実施に向けた準備を行ったほか、学術システム研

究センターの協力を得て実際の応募状況を見ながら専門

委員の選考を行った。 

 

■ドイツとの国際共同研究プログラム（JRPs-LEAD with 

DFG） 

・DFG と連携して行う国際共同研究事業の公募（対象分

野：Geoscience）を行い、25 件の応募から 9 件を採択し

た。なお、審査については前述したリードエージェンシ

ー方式を採用し、ドイツ側のリードの元、書面審査はド

イツ側のみで行い、合議審査は双方の審査委員による合

同審査パネルで実施した。 

 

■英国との国際共同研究プログラム（JRPs-LEAD with 

UKRI） 

・UKRI と連携して行う国際共同研究事業の公募（対象分

野：生命科学、環境科学分野）を行い、169 件の応募から

10 件を採択した。なお、審査については前述したリード

エージェンシー方式を採用し、英国側のリードの元、書

面審査及び合議審査とも、双方の審査委員による審査を

実施した。 

 

■中国との国際共同研究プログラム（JRPs with NSFC）（仮

称） 

ったにもかかわらず、

日本人書面審査員及び

合議審査に参画する委

員に関して、英国側に

柔軟に協力して無事に

審査を終えるよう努力

し、期日までに審査を

完了したことは極めて

高く評価できる。 

これらの取組により、

他の主要国学術振興機

関との国際共同研究の

さらなる推進も期待さ

れ、実際に中国や欧州

と新しい共同研究の枠

組みが構築されつつあ

ることからも、学術研

究活動のグローバルな

展開に対応するととも

に、共同研究支援のネ

ットワークを一層推進

するものとして、高く

評価できる。 
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・新しく本会と中国国家自然科学基金委員会（NSFC）と

の間で国際共同研究事業を開始することについて先方か

ら提案があり、来年度の公募に向けて募集分野等の具体

的内容について検討及び調整を行った。 

 

■国際共同研究加速基金 

平成 30 年度に国際共同研究加速基金（国際共同研究強化

（B）が新設されたことに伴い、文部科学省科学技術・学

術審議会が示す「独立行政法人日本学術振興会が行う科

学研究費助成事業の審査の基本的考え方」を踏まえ、国

際科学研究費委員会において 5月 17 日に「科学研究費助

成事業「国際共同研究加速基金（国際共同研究強化（A・

B））」審査要項」を決定し、5 月 18日に公表した。国際共

同研究加速基金（国際共同研究強化（A））について、平

成 30 年度の新規応募研究課題 505 件について、平成 30

年 10 月上旬から平成 31 年 1 月上旬にかけて同じ審査委

員による書面審査及び合議審査（審査委員約 100 名。小

委員会に設定した審査グループを 13 回開催）を実施し、

162 件の採択を行い、平成 31 年 1 月 30 日に交付内定通知

を発出した。国際共同研究加速基金（国際共同研究強化

（B））について、4 月 2 日に公募要領を公開し、新規応募

研究課題 2,335 件について、平成 30 年 6 月下旬から平成

30 年 9 月中旬にかけて同じ審査委員による書面審査及び

合議審査（審査委員約 500 名。小委員会に設定した審査

グループを 77 回開催）を実施し、234 件の採択を行い、

平成 30 年 10 月 9 日に交付内定通知を発出した。また、

補正予算が措置されたことに伴い、23 件の課題について

追加採択を行い平成31年 2月 7日に速やかに交付内定通

知を発出した。（再掲） 

国際共同研究加速基金（国際共同研究強化（B））につい

て、審査終了後には審査委員からの意見をまとめ、次年

度公募・審査に向けて対応案を検討した。 

 

■JSPS-LEADSNET（ﾘｰｽﾞﾈｯﾄ）の開催 

これまで、国際共同研究強化（平成 30年度から国際共同

研究強化（A）に改称）の研究代表者を対象として開催し

ていた JSPS-LEADSNET（ﾘｰｽﾞﾈｯﾄ）事業研究交流会につい

て、平成30年度から新たに創設した国際共同研究強化（B）

の研究代表者及び研究分担者、平成 31年度新規採用の海

外特別研究員まで対象を拡大した。平成 31 年 3 月 11 日

～3 月 12 日に JSPS-LEADSNET（ﾘｰｽﾞﾈｯﾄ）事業研究交流会

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

平成 30年度科研費から

創設された国際共同研

究強化（B）について、

円滑な交付を実施する

とともに、次年度に向

けての課題を早急に把

握し、改善点を検討し

たことは高く評価でき

る。 
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を開催し、国際的な研究活動を展開する上で必要となる

ノウハウ等の共有を図る等、真に国際的な視野を持つリ

ーダーとして活躍できるよう、志を同じくした研究者と

の交流や相互連携の強化を図る機会を提供するととも

に、国際共同研究の進め方等について情報交換を行うこ

とができた。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・平成 30 年度より対象

者を広げ、JSPS-LEADSN

ET（ﾘｰｽﾞﾈｯﾄ）事業研究

交流会を開催し、国際

的な研究活動を展開す

るためのノウハウ等を

共有する等して国際共

同研究の強化に資する

取り組みを行ったこと

は高く評価できる。 

 

 

 

 

 

 

   ③ 研究交流拠点の

形成支援 

先端的又は地域共

通課題の解決に資す

る研究分野におい

て、世界的水準又は

地域における中核的

な研究交流拠点の構

築を図る研究拠点形

成事業を実施する。

また、日中韓の学術

振興機関との協定等

に基づき、アジアに

おける世界的水準の

 【研究教育拠点の形成支援】 

■研究拠点形成事業 

（A. 先端拠点形成型） 

・先端的かつ国際的に重要な研究課題について、米英独

仏等の 31か国・地域との間で 17 機関 37課題を実施し、

日本と複数の交流相手国との多国間交流の枠組みで共同

研究・セミナー・研究者交流を行った。 

・また、各課題において、院生を含む若手研究者の海外

発表やセミナーの実施をはじめとした若手研究者を育成

した。 

・採択 3 年目の課題に対する中間評価を実施した。また、

支援期間を終了した課題に対し、事後評価を実施した。 

●中間評価の実施･公表実績 

 実施課題数 評価結果 

中間評価 6 B：想定どおりの成果

【研究教育拠点の形成

支援】 

・研究拠点形成事業で、

国際的に競争の激しい

先端研究分野及び地域

共通課題の解決に資す

る研究分野において多

国間交流の枠組みによ

る共同研究・セミナ

ー・研究者交流を着実

に実施していること

は、研究交流拠点の構

築や若手研究者の育成

を図る観点から評価で

  

38



 
 

研究拠点の構築を図

る日中韓フォーサイ

ト事業を実施する。 

これらの事業の実

施に当たっては、国

際事業委員会等にお

いて、審査の公正

性・透明性を確保し、

厳正な審査を行う。 

 

をあげつつあり、現行
の努力を継続するこ
とによって目標の達
成が概ね期待できる
／4課題 
 
C: ある程度の成果を
あげつつあるが、目標
達成のためには一層
の努力が必要である
／2課題 

中間評価結果： 

http://www.jsps.go.jp/j-c2c/hyouka_a.html 

 

●事後評価の実施・公表実績 

 実施課題数 評価結果 

事後評価 8 A：想定以上の成果をあげ
ており、当初の目標は達
成された／2 課題 
 
B：想定どおりの成果をあ
げており、当初の目標は
達成された／6課題 

事後評価結果： 

https://www.jsps.go.jp/j-c2c/hyouka_a.html 

 

●交流国・地域数：31 か国（29 年度：29 か国） 

アルゼンチン、イタリア、インド、インドネシア、英

国、オーストラリア、オランダ、カナダ、韓国、シン

ガポール、スイス、スウェーデン、タイ、台湾、中国、 

チリ、デンマーク、ドイツ、ニュージーランド、ハン

ガリー、フィリピン、フィンランド、ブラジル、フラ

ンス、米国、ベトナム、 

ベルギー、ポーランド、マレーシア、ラオス、ロシア 

 

●申請採択状況（平成 31年度募集分） 

事業のニーズが高い中、国際事業委員会において、課題

の先端性・重要性やネットワークの構築等多角的な視点

から選考を実施した。 

 申請 
件数 

採択数 
（予定数含む） 

採択率 

研究拠点形
成事業 
（A. 先端拠
点形成型） 

52 件 8 件 15.4％ 

 

（B. アジア・アフリカ学術基盤形成型） 

・アジア・アフリカ地域の問題解決に資する研究課題に

ついて、34か国・地域との間で 27機関 34 課題を実施し、

日本と複数の交流相手国との多国間交流の枠組みで共同

きる。 

 

 

（各評価指標等に対す

る自己評価） 

・評価指標である２－

３について、国際共同

研究事業でリードエー

ジェンシー方式による

新たな枠組みに基づく

審査をドイツ、英国の

２か国を対象に実施

し、スケジュールどお

りに採択課題決定にま

で至ったことは、高く

評価できる。 

 

・関連指標２－Ｃにつ

いて、前期中期目標期

間を上回る 78％の課題

で発展的な成果を出し

たと研究者自身が評価

したことは評価でき

る。 

 

・関連指標２－Ｄにつ

いて、前中期目標期間

を上回る 92.9％の課題

で想定どおりあるいは

それ以上の成果を上げ

ていることは評価でき

る。 
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研究・セミナー・研究者交流を行った。 

・本事業に採択された研究交流課題については支援期間

終了後にアンケートを実施した結果、拠点機関から申請

時の目標を達成でき、今後も相手国研究者との交流を継

続・発展するとの回答を得る等、我が国及び相手国の拠

点形成に寄与したことを確認した。 

 

●交流国・地域数：34か国（29 年度：34 か国） 

アルジェリア、イスラエル、インド、インドネシア、

ウガンダ、ウズベキスタン、エジプト、エチオピア、

ガーナ、韓国、カンボジア、ケニア、コンゴ民主共和

国、ザンビア、シンガポール、スーダン、スリランカ、

タイ、台湾、タンザニア、中国、ナイジェリア、バン

グラデシュ、フィリピン、ブータン、ブルネイ、ベト

ナム、ボツワナ、マレーシア、南アフリカ、ミャンマ

ー、モザンビーク、モンゴル、ラオス 

 

●申請採択状況（平成 31年度募集分） 

事業のニーズが高い中、国際事業委員会において課題の

重要性・必要性やネットワークの構築等多角的な視点か

ら選考を実施した。 

 申請 
件数 

採択数 
（予定数含む） 

採択率 

研究拠点形成
事業 
（B. アジア・
アフリカ学術
基盤形成型） 

74 件 10 件 13.5％ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

     【審査・評価業務】 

（審査業務） 

・公募事業は国際事業委員会等において利害関係者の取

扱いに厳正を期しつつ、書面審査及び合議審査（ヒアリ

ング審査を含む）を競争的な環境の下で行った。 
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＞審査委員に審査の手引等を配布して、審査基準及び

評価方法等を明確に示し、併せて利害関係者の取り

扱いについても周知し、公平で公正な審査体制を維

持した。 

＞書面審査員の名簿は任期終了後に、合議審査を行う

国際事業委員会委員の名簿は年度終了後にホームペ

ージで公開するとともに、審査方針や審査方法も公

開し、審査の透明性確保に努めた。 

＞研究課題の審査に当たり第一段審査結果の評点が割

れている研究課題については、第二段審査において

慎重な審議を審査委員に依頼するなど、公正な審査

が行われるよう努めた。 

＞審査の公正性の向上を一層図るべく、学術システム

研究センターを活用して書面審査結果の分析・検証

を行った。評点分布において他の審査委員と乖離の

見られる審査委員については、審査意見の妥当性を

慎重に検討すると共に、有意義な審査意見を付した

審査委員は顕彰するなどして、その結果を翌年度の

書面審査員選考に反映させた。 

 

（評価業務） 

・上述のとおり、「研究拠点形成事業（A.先端拠点形成

型）」、「日中韓フォーサイト事業」、「国際化学研究協力事

業（ICC プログラム）」、「日独共同大学院プログラム」の

4 事業において、事業の成果及び効果を把握するため、採

択を終了した課題に対する事後評価を実施したほか、「研

究拠点形成事業（A.先端拠点形成型）」「日中韓フォーサ

イト事業」及び「日独共同大学院プログラム」において

は採択 3 年目の課題に対して、事業の進捗状況等を確認

し、適切な助言を行うとともに、その課題を継続すべき

かどうかを判断するため中間評価を実施した。事後評価、

中間評価いずれの結果も報告書とともにホームページに

公開した。 

 

 

 （３）学術の応用

に関する研究等

の実施 

様 々 な 学 術

的・社会的要請に

応えるとともに、

（３）学術の応用に

関する研究等の実施 

様々な学術的・社

会的要請に応えるた

めに、国の審議会等

による報告等を踏ま

（３）学術の応用に

関する研究等の実施 

課題設定による先

導的人文学・社会科

学研究推進事業にお

いて、平成 24 年７

【評価指標】 

２－４ 学術の応用

に関する研究におけ

る適切な課題設定に

向けた取組状況（有

識者から 

【課題設定による先導的人文学・社会科学研究推進事業】 

以下の 3 つのプログラムを実施した。 

■実社会対応プログラム（平成 25～27 年、27～30 年、30

年～2021 年） 

・平成 27 年度に採択し、既に開始している 11 件、及び

平成25年度に採択し研究期間の延長が認められた1件の

（３）学術の応用に関

する研究等の実施 

補助評定：b 

＜補助評定に至った理

由＞ 

平成 30年度の業務が中

（３）学術の応用に関

する研究等の実施 

補助評定：b 

＜補助評定に至った

理由＞ 

平成 30 年度における

（３）学術の応用に関する研

究等の実施 

補助評定：b 

＜補助評定に至った理由＞ 

中期計画に定められたとお

り、概ね着実に業務が実施さ
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我が国の学術及

び社会の発展や

社会的問題の解

決につながるよ

うな学術研究等

を行う。 

えつつ、学術の発展

や社会問題の解決に

つながるような学術

研究等を行う。 

 

・課題設定による先

導的人文学・社会科

学研究推進事業 

文部科学省科学技

術・学術審議会学術

分科会「リスク社会

の克服と知的社会の

成熟に向けた人文学

及び社会科学の振興

について（報告）」を

踏まえ、先導的な人

文学・社会科学研究

を推進する。 

事業の実施に当た

っては、委員会を設

けて課題を設定する

とともに、研究の進

捗状況等について評

価する。様々な学術

的・社会的要請に応

える課題設定に向け

た取組として、有識

者から意見聴取や情

報収集等を行う。ま

た、ホームページへ

の掲載やセミナー・

シンポジウムの開催

等により、広く研究

成果を発信する。 

人文学・社会科学

のデータの共有、利

活用を促進するオー

ルジャパンの基盤の

構築を推進する。 

月の文部科学省科学

技術・学術審議会学

術分科会報告「リス

ク社会の克服と知的

社会の成熟に向けた

人文学及び社会科学

の振興について」を

踏まえ、「領域開拓プ

ログラム」、「実社会

対応プログラム」及

び「グローバル展開

プログラム」による

共同研究を推進し、

先導的な人文学・社

会科学研究を推進す

る。併せて平成 30 

年度より「人文学・

社会科学データイン

フラストラクチャー

構築プログラム」を

実施する。 

平成 30 年度は、

平成 29 年度までに

採択された「領域開

拓プログラム」、「実

社会対応プログラ

ム」及び「グローバ

ル展開プログラム」

の研究テーマのフォ

ローアップを行う。

また、平成 27 年度

に採択された「実社

会対応プログラム」

の研究評価を行い、 

評価結果に基づき研

究期間の延長の可否

を決定するととも

に、同プログラムの

新規課題の設定に当

たっては、様々な学

術的・社会的要請に

の意見聴取実績等を

参考に判断） 

 

【目標水準の考え

方】 

２－４ 様々な学術

的・社会的要請に応

えた課題設定に向け

た取組が行われた

か、有識者からの意

見聴取実績や情報収

集の取組等を参考に

判断する。 

研究テーマについては、委託業務実績報告書により研究

の進捗状況を確認するなどのフォローアップを行い、社

会的貢献に向けた共同研究を推進した。 

－課題設定型研究テーマ：2 件 

－公募型研究テーマ：10件 

・上記 12件の研究テーマの研究期間が最終年度のため、

研究評価を実施した。研究成果の状況について、事業委

員会及び部会において有識者による評価を行い、12 件中、

A が 8件、Bが 4件と判断された。 

・上記 12件中、研究期間の延長申請のあった 5 件につい

て、新規公募と並行して延長審査を行い、十分な成果が

ありかつ研究を継続する価値があるかどうか審査した結

果、延長採択はせず新規での採択を優先した。 

・平成 30 年度新規採択については、平成 29 年度に外部

有識者の意見を踏まえ設定した課題である、研究テーマ

公募型 4 つ（世代間衡平性・持続可能性・社会安全性等

の倫理的観点を考慮した政策設計のための実践的研究、

LGBT および性的少数者をめぐる社会的ダイバーシティの

実現に関する研究、人口減少社会における多様な文化の

共生をめざすコミュニティの再構築及び忘却に関する学

際的研究と社会対応基盤の構築）の課題について、研究

テーマを公募し、審査要項に基づき外部有識者による公

正な審査を経て、67 件中 8 件の研究テーマを採択し支援

を開始した。 

－研究テーマ設定型研究テーマ：無し 

－研究テーマ公募型研究テーマ：8件 

 

■ グローバル展開プログラム（平成 25～28 年、平成 28

～31 年（2019 年）） 

・平成 28年度に採択し、既に開始している 7件の研究テ

ーマについては、委託業務実績報告書により研究の進捗

状況を確認するなどのフォローアップを行い、人文学・

社会科学の様々な分野を対象とした国際共同研究を推進

した。 

－課題設定型研究テーマ：1 件 

－公募型研究テーマ：6件 

 

 

■ 領域開拓プログラム（平成 26～29 年、平成 29～2020

年） 

・平成 29 年度に採択し、既に開始している 12 件の研究

期計画どおり実施さ

れ、中期目標に向かっ

て順調に実績を上げて

いると言えることか

ら、評定を b とする。 

 

（b 評定の根拠） 

・課題設定による先導

的人文学・社会科学研

究推進事業では、平成

30 年度は 3 プログラム

のフォローアップを行

うとともに、「実社会対

応プログラム」におい

て、研究テーマの新規

採択審査に加え、延長

審査を着実に実施して

いる。また、事業の効

果的な成果普及とプレ

ゼンス向上のために、

研究成果の概要、異分

野間での研究プロジェ

クト運営の好事例・課

題点、研究成果の波及

効果等について広く情

報発信を行っており、

着実に事業を実施して

いる。 

・人文学・社会科学デ

ータインフラストラク

チャー構築推進事業で

は、専門的知見を有す

る者で構成する人文

学・社会科学データイ

ンフラストラクチャー

構築推進センターを設

置し、本事業の中心機

関である振興会と各拠

点機関とで緊密な連携

を図り、事業を円滑か

つ着実に推進した。 

中期計画の実施状況

については、以下に示

すように、自己点検評

価に記載の内容で示

された通り、中期計画

通り概ね着実に業務

が実施されたと認め

られるため。 

 

・計画通りに研究テー

マの新規採択および

延長審査が実施され、

円滑な運営がなされ

た。 

 

・人文学・社会科学デ

ータインフラストラ

クチャー構築推進セ

ンターが設置され、日

本学術振興会と各拠

点機関とで緊密な連

携を図って諸事業の

円滑な推進に貢献し

たことが評価される。 

 

・先導的人文学・社会

科学研究推進事業の

実社会対応プログラ

ムなどが着実に実施

されている。 

 

・上記事業の成果の周

知普及を図り、事業の

プレゼンスを向上さ

せるべく、その内容を

ホームページに掲載

するとともに、シンポ

ジウムを開催し、さら

に分野横断的なデー

タカタログの作成に

も着手するなど、人文

れたと認められるため。 

 

＜今後の課題・指摘事項＞ 

課題設定による先導的人文

学・社会科学研究推進事業に

ついては、様々な学術的・社

会的要請を踏まえて課題を設

定して、共同研究を推進した。

終了した研究テーマは、先導

的な共同研究事例として積極

的に研究者等に成果発信して

いく必要があることから、引

き続きホームページへの掲載

やセミナー・シンポジウムの

開催等により、情報発信に取

り組んでほしい。 

また、人文学・社会科学分

野のサイクルタイム、研究開

始から結論を導き、その結果

をフィードバックして検証し

ていくための時間が非常に長

いので、無理に短期間で評価

を出そうとするのではなく、

人文学・社会科学の特性を踏

まえた評価システムを確立す

ることを期待する。 

人文学・社会科学データイ

ンフラストラクチャー構築推

進事業については、拠点機関

及び国立情報学研究所と緊密

に連携し、より幅広い分野横

断的なデータカタログの整

備、データ寄託を円滑に推進

するためのガイドラインの策

定などのデータ利用環境の向

上に資する取組を実施するこ

とで、人文学・社会科学にお

けるデータの共有・利用を促

進させることを期待する。 

 

＜その他事項＞ 
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応える課題を設定す

るために、有識者か

らの意見聴取等を行

う。プログラムの実

施に当たっては、専

門家による公正な審

査体制を整備し、透

明性・信頼性の確保

及び適切かつ円滑な

運営を図るととも

に、情報の公開に努

める。さらに、研究

成果についてシンポ

ジウムの開催等によ

り情報発信を行う。 

「人文学・社会科

学データインフラス

トラクチャー構築プ

ログラム」の推進に

当たっては、委員会

を設置しプログラム

の適切かつ円滑な運

営を図り、併せてポ

ータルサイトの運営

に向けた予備的調査

に着手する。また、

データのアーカイブ

化等を担う機関を選

定し、アーカイブ機

能の強化等を図る。 

テーマについては、委託業務実績報告書により研究の進

捗状況を確認するなどのフォローアップを行い、諸学の

密接な連携や総合性を視野に入れた共同研究を推進し

た。 

－課題設定型研究テーマ：無し 

－公募型研究テーマ：12件 

 

また、3 つのプログラムに共通して、以下の取組を行った。 

・各プログラムの実施に当たっては、専門家による公正

な審査を実施するため事業委員会及び各プログラム毎に

部会を設置し、透明性・信頼性の確保及び適切かつ円滑

な運営を図るとともに、外部有識者に加え学術システム

研究センターの知見を活用するため、同センター研究員

を委員に任命している。 

・公募要領等の審査に係る基本的な情報の他、各プログ

ラムの採択研究テーマの研究概要及び概要図についてホ

ームページで情報を公開した。 

・円滑な事業実施の観点から、複数年の委託契約を締結

し、研究費の年度間繰越を認め、研究の進捗状況に応じ

て研究費を執行できる弾力的な経費執行の促進に努め

た。 

・本事業の効果的な成果の周知普及・プレゼンス向上の

ため、平成 30 年度より新たに平成 29 年度に研究期間が

終了した領域開拓プログラムの研究成果の概要、異分野

間での研究プロジェクト運営の好事例・課題点・工夫し

た点、研究成果の波及効果等についてホームページに掲

載し、より広範囲かつ長期的に周知普及を図るために研

究成果等を発信した。 

その他、科学技術・学術審議会 学術分科会 人文学・

社会科学振興の在り方に関するワーキンググループにお

いて、振興会における本事業の概要や実績等について報

告した。なお、「人文学・社会科学が先導する未来社会の

共創に向けて（審議まとめ）」（平成 30年 12 月 14 日 科

学技術・学術審議会 学術分科会 人文学・社会科学振

興の在り方に関するワーキンググループ）においては、

課題設定による先導的人文学・社会科学研究推進事業に

おける研究支援は、一定の成果を上げてきていると記載

されるとともに、今後の人文学・社会科学の現代的役割

を踏まえた人文学・社会科学の研究支援の在り方につい

て新たな問題提起がなされている。このような人文学・

社会科学の振興に関する動向を踏まえ、事業の今後の進

 

 

 

（各評価指標等に対す

る自己評価） 

・評価指標である２－

４については、３プロ

グラムにおいて、設定

された課題に対して採

択された研究テーマの

フォローアップを行う

とともに、「実社会対応

プログラム」において、

設定された課題に対す

る研究テーマの新規採

択審査に加え、延長審

査を行うことで着実に

実施している。 

学・社会科学分野の研

究の推進に努めたこ

とが高く評価される。 

 

 

人文学・社会科学データイ

ンフラストラクチャー構築推

進事業については、日本の学

術研究において重要な意味を

もつと考えられるので、利用

促進を図るための方策など、

具体的な取組が行われること

を期待する。特に、当該事業

の認知度を高めるための工夫

を検討してほしい。 

43



 
 

め方等を検討している。また、人文学・社会科学の学術

研究における評価に関して、今後の検討が求められる課

題としてあげられており､振興会としては引き続き動向

を注視していく。 

 

【人文学・社会科学データインフラストラクチャー構築

推進事業】 

・平成 30年度から本事業を新規に開始し、事業の実施に

当たっては「人文学・社会科学データインフラストラク

チャー構築推進センター」を設置した。 

・運営委員会及び必要な事項等を調査審議する 4 つの作

業部会を設置し事業を運営した。 

・人文学・社会科学分野における学術的調査データの現

状について、日本国内の研究機関に所属する研究者を対

象に調査データの概要や保管状況等の基本的情報を調査

し、今後の事業展開のための基礎資料として取りまとめ

た。 

・社会科学系データのアーカイブ化等を担う拠点機関と

して、大学等の研究所等を対象に公募を行い、4機関を選

定し事業を推進するとともに、分野横断的なデータカタ

ログの作成等に向けて、予備的調査において調査予定で

あった技術的項目等について、必要な項目のリストアッ

プを行い、国立情報学研究所と連携体制を構築し、さら

に振興会・拠点機関・国立情報学研究所の三者でデータ

インフラストラクチャー構築の取組状況の共有やデータ

カタログの作成等に必要な技術的項目の検討を実施し

た。 

・7 月及び 10 月にシンポジウムを開催し、人文学・社会

科学系研究者等を対象に、本事業の目的・意義を発信し

た。 

         

 

 

４．その他参考情報 

○日本の論文に占める科研費が関与する論文の状況 

 （1996 年-1998 年） （2001 年-2003 年） （2006 年-2008 年） （2011 年-2013 年） 

日本の論文に占める科研費が関与する論文

（Wos-KAKEN 論文）の件数 
23,800 30,940 37,393 40,157 

日本のTOP10％補正論文に占める科研費が関与

する論文（Wos-KAKEN 論文）の件数 
2,630 3,141 3,695 3,893 

 

 （1996 年-1998 年平均） （2001 年-2003 年平均） （2006 年-2008 年平均） （2011 年-2013 年） 
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日本の論文に占める科研費が関与する論文

（Wos-KAKEN 論文）の割合 
36.0％ 41.5％ 49.0％ 52.0% 

日本のTOP10％補正論文に占める科研費が関与

する論文（Wos-KAKEN 論文）の割合 
52.1％ 55.6％ 61.5％ 60.4% 

※出典：「論文データベース（Web of Science）と科学研究費助成事業データベース（KAKEN）の連結による我が国の論文産出構造の分析」追加資料 

（文部科学省科学技術・学術政策研究所） 
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１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅰ－３ ３ 知の開拓に挑戦する次世代の研究者の養成 

（１）自立して研究に専念できる環境の確保 

（２）国際舞台で活躍する研究者の養成 

（３）研究者の顕彰・研さん機会の提供 

（４）研究者のキャリアパスの提示 

当該事業実施に 

係る根拠 

独立行政法人日本学術振興会法第 15 条第 2号、

第 3 号 

業務に関連する

政策・施策 

 関連する政策評価・

行政事業レビュー 

 

当該項目の重要度、

難易度 

【重要度：高】 

次世代の研究者の養成に係る業務は、学術の振興を目的とする資金配分機関として、研究支援業務と並んで根幹をなすものであり、将来にわたり我が国の学術研究の水準を高めていくための取組として重要

であるため。 

参考ＵＲＬ 特別研究員事業 https://www.jsps.go.jp/j-pd/index.html 

海外特別研究員事業 https://www.jsps.go.jp/j-ab/index.html  

若手研究者海外挑戦プログラム https://www.jsps.go.jp/j-abc/index.html 

国際的な活躍が期待できる研究者の育成事業 

 https://www.jsps.go.jp/j-kokusaikatsuyaku/index.html 

頭脳循環を加速する戦略的国際研究ネットワーク推進プログラム 

 https://www.jsps.go.jp/j-zunoujunkan3/index.html  

外国人研究者招へい事業（外国人特別研究員） https://www.jsps.go.jp/j-fellow/index.html  

外国人研究者招へい事業（外国人招へい研究者） https://www.jsps.go.jp/j-inv/index.html  

論文博士号取得希望者に対する支援事業 https://www.jsps.go.jp/j-ronpaku/index.html  

サイエンス・ダイアログ https://www.jsps.go.jp/j-sdialogue/index.html  

日本学術振興会賞 https://www.jsps.go.jp/jsps-prize/index.html  

日本学術振興会育志賞 https://www.jsps.go.jp/j-ikushi-prize/index.html  

国際生物学賞 https://www.jsps.go.jp/j-biol/index.html 

野口英世アフリカ賞 https://www.jsps.go.jp/j-noguchiafrica/index.html 

HOPE ミーティング https://www.jsps.go.jp/hope/index.html 

ノーベル・プライズ・ダイアログ https://www.jsps.go.jp/j-nobel_prize_dialogue/index.html 

先端科学シンポジウム https://www.jsps.go.jp/j-bilat/fos/index.html 

リンダウ・ノーベル賞受賞者会議派遣事業 https://www.jsps.go.jp/j-lindau/index.html 

卓越研究員事業 https://www.jsps.go.jp/j-le/index.html  

 

２．主要な経年データ 

 ①主要なアウトプット（アウトカム）情報   

 

 

②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報） 

指標等 
達成目

標 

前中期目標期

間実績等 
３０年度 １年度 ２年度 ３年度 ４年度  ３０年度 １年度 ２年度 ３年度 ４年度 

評価指標          

特別研究員及び海外特別研

究員採用者への支援に対す

る評価（Ｂ水準：アンケート

調査により肯定的評価を得

た割合が 80％程度） 

80％程度  
97.4% 

94.9% 
   

 

 

 

 

  

決算額（千円） 23,469,021     
  

特別研究員及び海外特別研

究員の受入先の評価（Ｂ水

準：アンケート調査により

肯定的評価を得た割合が

80％程度） 

80％程度  
92.8% 

100.0% 
      従事人員数（人） 30     

外国人研究者を受け入れた

研究機関における研究環境
75％程度 76.8％ 89.4%       
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の国際化状況（Ｂ水準：受入

研究者へのアンケート調査

により肯定的評価を得た割

合が 75％程度） 

若手研究者

への国際的

な研さん機

会の提供に

係る取組状

況（Ｂ水準：

振興会が実

施するシン

ポジウム等

参加者への

アンケート

調査により

肯定的評価

を得た割合

が 95％程

度） 

HOPE ミーテ

ィング 

95％程度 91～100％ 

100%       

ノーベル・プ

ライズ・ダイ

アログ 

96.8%       

先端科学シン

ポジウム 
96％       

関連指標    

特別研究員

事業及び海

外特別研究

員事業にお

ける採用終

了後の就職

状況 

 

5 年経過後 

1 段：PD 

2 段：海特 

－ 
91.6％ 

94.2％ 

86.2％ 

91.9％ 
    

  

 

 

10 年経過後 

（DC） 
－ 88.5 84.3％     

  

  

 
 

注１）決算額は「３ 知の開拓に挑戦する次世代の研究者の養成」の支出額を記載。 

注２）従事人員数については「３ 知の開拓に挑戦する次世代の研究者の養成」の事業担当者数を計上（重複を含む）。 
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３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己点検評価、外部評価委員による評価及び主務大臣による評価 

 
中期目標 中期計画 年度計画 主な評価指標 

法人の業務実績・自己点検評価 外部評価委員に

よる評価 
主務大臣による評価 

業務実績 自己点検評価 

 将来にわたり我

が国の学術研究の

水準を高めていく

ため、国際的な頭

脳循環を踏まえな

がら、若手研究者

が自立して研究に

専念できるよう支

援を充実するとと

もに、優れた研究

者の顕彰や国際的

な研さんの機会を

提供すること等に

より、国や分野に

とらわれず知の開

拓に挑戦する研究

者を養成する。 

国や分野にとらわ

れず知の開拓に挑戦

する研究者を養成す

るため、優れた若手

研究者に対する経済

的支援や海外で研さ

んを積むことができ

る環境の整備等に取

り組む。 

事業を実施するに

当たっては、第一線

で活躍する若手研究

者も含む人材育成企

画委員会を置き、人

材育成に係る諸課題

について検討を行

う。 

  ＜主要な業務実績＞ 

■人材育成企画委員会 

平成 30 年度は人材育成企画委員会を 1 回開催し、前年度

に同委員会で纏められた「特別研究員事業に関する検討

の取りまとめ」を踏まえ、平成 30年度において実施した

特別研究員事業の改善事項等を報告した。 

 

評定 B 評定 B 評定 B 

＜評定に至った理由＞ 

平成 30 年度における中

期計画の実施状況につい

ては、中期計画通り、中

期目標に向かって順調に

実績を上げており、評定

を B とする。 

 

 

（B 評定の根拠） 

・特別研究員事業の募

集、審査、採用に係る一

連の業務を採用計画に基

づき円滑に実施したほ

か、更なる制度改善にも

積極的に取り組んでい

る。 

・優れた若手研究者が積

極的に海外で研さんする

機会を推進する取組、外

国人研究者招へいの取組

においても制度改善を行

いつつ計画的かつ継続的

に事業を実施している。 

・研究者の顕彰、研さん

機会の提供及び研究者の

キャリアパスの提示につ

いても、中期計画に沿っ

て適切に事業を実施して

いる。 

以上のことから、平成 30

年度の業務は中期目標に

向かって計画どおりに遂

行されたと評価すること

ができる。 

 

＜評定に至った理由

＞ 

平成 30 年度におけ

る中期計画の実施状

況については、中期

計画通り、中期目標

に向かって順調に実

績を上げていると言

えることから、自己

点検評価に記載の内

容で適切な評価が行

われていると認めら

れ、評定を B とする。 

 

＜指摘事項、業務運

営上の課題及び改善

方策＞ 

― 

 

＜その他事項＞ 

・特別研究員事業

は、若手研究者育成

の中核となる基盤事

業。大学改革を目指

し各大学で開始する

卓越大学院事業など

により研究の重点化

が進むことが考えら

れる中、あまり日の

あたらない研究領域

の学生や若手研究者

にも配慮した支援を

お願いしたい。 

 

・特別研究員事業の

膨大な業務をスケジ

＜評定に至った理由＞ 

中期計画に定められたとお

り、概ね着実に業務が実施さ

れたと認められるため。 

 

＜評価すべき実績＞ 

限られたスケジュールの中

で、業務を着実に実施すると

ともに、研究者のニーズを踏

まえて更なる制度改善を実施

している点は評価できる。 

 

＜今後の課題・指摘事項＞ 

特別研究員事業を中心とす

る人材育成事業について、人

材育成企画委員会における議

論等を踏まえ、引き続き制度

改善に取り組んでほしい。若

手研究者が自立して研究に専

念できるよう、引き続き、研

究者のニーズを踏まえた更な

る制度改善に努めることを期

待する。 

 

＜その他事項＞ 

特別研究員事業において、

採用見込証明書発行時期を早

期化したほか、自治体の保育

所申請担当者等に向けて特別

研究員制度についての説明文

書を作成するなど、行政サー

ビスの利用しやすさに向けた

取組についても評価できる。 
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ュールの中で円滑に

進めたことには敬意

を払うが、特別研究

員（特にＰＤ）の採用

率が低迷しており、

ある程度の採用数を

確保するためにも引

き続き予算の獲得に

努めていただきた

い。 

 

・特別研究員―CPD

の創設を目指した取

り組みは高く評価す

ることができる。 

 

・特別研究員の事業

内容の検討・見直し

は評価できる。 

 

・若手にとっては、

海外での研究の経験

は、研究力の向上の

大きな機会であるの

で、海外特別研究員

や若手研究者海外挑

戦プログラム等の派

遣終了者が派遣期間

中にどの程度レベル

アップをしたかを引

き続き評価し、今後

のよりよい仕組づく

りを図ってほしい。 

 

・外国人研究者招へ

い事業について、平

成 30 年度地域別受

入実績を見ると、北

米が相対的に低いよ

うに思われるので、

招へい人数を増やす
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方策を検討すること

も必要ではないか。 

 

・日本学術振興会

賞、日本学術振興会

育志賞の受賞者のそ

の後について引き続

き把握して欲しい。 

 

・卓越研究員事業

は、民間の事業への

参画は十分とは言え

ないので、引き続き

アンケート結果など

をフィードバックし

て制度の改善を図っ

てほしい。 

 

・ノーベル賞受賞者

との HOPE ミーティ

ングやノーベル・プ

ライズ・ダイアログ

など、ノーベル賞に

関係したイベントが

盛大に行われ、次世

代研究者の育成に寄

与している。これら

のイベントには、ノ

ーベル賞にとどまら

ず、猿橋賞や京都賞

の受賞者等、様々な

分野の有識者が参加

しており、引き続き

事業の推進に当たっ

ては多様性の確保に

努めていただきた

い。 

 

 （１）自立して研

究に専念できる環

境の確保 

（１）自立して研究

に専念できる環境の

確保 

（１）自立して研

究に専念できる環

境の確保 

【評価指標】 

３－１ 特別研究員及

び海外特別研究員採

【大学院博士（後期）課程学生や博士の学位を有する者

等への支援】 

■特別研究員事業 

（１）自立して研究に専

念できる環境の確保 

補助評定：a 

（１）自立して研究

に専念できる環境の

確保 

（１）自立して研究に専念で

きる環境の確保 

補助評定：a 
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若手研究者に対

し、自由な発想の

下に主体的に研究

課題等を選びなが

ら研究に専念する

機会を与えるた

め、目的や対象者

に応じた多様な方

法により、研究を

奨励するための資

金を支給する「特

別研究員事業」を

計画的・継続的に

実施する。事業の

実施に当たって

は、国内外の関連

事業にも留意し、

事業に係る申請・

採用動向や採用者

を巡る環境の変化

等を随時把握する

とともに、必要に

応じて、採用者の

処遇改善や制度改

善等の対応を行

う。 

大学院博士課程

（後期）学生又は博

士の学位を有する者

等で優れた研究能力

を有し、我が国の大

学その他の研究機関

で研究に専念する若

手研究者を「特別研

究員」として採用し、

研究奨励金を支給す

る。 

博士の学位を有す

る者で特に優れた研

究能力を有する者に

ついては、世界レベ

ルでの活躍を期待し

て、能力に応じた処

遇を確保する。 

対象者に応じた多

様な採用区分を設

け、採用計画を毎年

度整備し、幅広い研

究分野における優れ

た若手研究者を計画

的・継続的に採用す

る。 

また、学術研究分

野における男女共同

参画を進めるため、

出産・育児に配慮し

た取組を推進する。 

大学院博士課程

（後期）学生又は

博士の学位を有す

る者等で優れた研

究能力を有し、我

が国の大学その他

の研究機関で研究

に専念する若手研

究者を「特別研究

員-DC」「特別研究

員-PD」として採用

し、研究奨励金を

支給する。また、世

界最高水準の研究

能力を有する若手

研究者を養成・確

保するため、PD 採

用者のうち、特に

優れた者を「特別

研究員-SPD」とし

て採用し、研究奨

励金を支給する。 

学術研究分野に

おける男女共同参

画を推進する観点

も踏まえ、出産・育

児により研究を中

断し、研究現場復

帰を希望する優れ

た若手研究者を

「 特 別 研 究 員 -

RPD」として採用

し、研究奨励金を

支給する。特別研

究員の出産・育児

に伴う採用の中断

及び延長の取扱い

を実施する。また、

出産育児による中

断期間中も短時間

の研究を行うこと

用者への支援に対す

る評価（Ｂ水準：アン

ケート調査により肯

定的評価を得た割合

が 80％程度） 

 

３－２ 特別研究員及

び海外特別研究員の

受入先の評価（Ｂ水

準：アンケート調査に

より肯定的評価を得

た割合が 80％程度） 

 

 

【関連指標】 

３－Ａ 特別研究員事

業及び海外特別研究

員事業における採用

終了後の就職状況 

 

【目標水準の考え方】 

３－１ 特別研究員事

業及び海外特別研究

員事業について、採用

者のニーズを踏まえ

てさらなる制度改善

を図る観点から、現状

の支援に関するアン

ケート調査を実施し、

80％程度の肯定的評

価を得ることを達成

水準とする。 

 

３－２ 特別研究員及

び海外特別研究員の

受入先に対し、特別研

究員及び海外特別研

究員の活動状況に関

するアンケート調査

を実施し、80％程度の

肯定的評価を得るこ

・採用計画に基づき下表のとおり特別研究員を採用し、

若手研究者の育成・支援を行った。また、出産・育児によ

り研究を中断した研究者に対して、研究復帰を支援する

ため、RPD として採用し、研究奨励金を支給した。 

 

●特別研究員の採用状況 

（単位：人） 

資格 

平成29

年度か

らの継

続者数 

平成30

年度新

規採用

者数 

中途辞

退者数 

採用

期間

満了

者数 

次年

度へ

の継

続者

数 

SPD 26 18 10 10 24 

PD 559 333 171 187 534 

DC1 1,334 695 80 624 1,325 

DC2 899 1,096 286 800 909 

RPD 136 73 27 41 141 

合計 2,954 2,215 574 1,662 2,933 

－SPD：PD 申請者のうち、特に優れた者 

－PD：博士の学位取得者等 

－DC1：博士課程（後期）第 1年次に在籍する者等 

－DC2：博士課程（後期）第 2年次以上に在籍する者等 

－RPD：出産・育児により研究活動を中断した者 

－審査を受けた際の資格により集計 

－中途辞退者数は、平成 31 年 3月 31 日現在の数 

－育志賞受賞による採用者を含む 

※中途辞退者数の約 9割が就職を理由に辞退 

 

●特別研究員の平成 31年度(2019 年度)採用分申請者数 

（単位：人）  

 PD DC1 DC2 RPD 合計 

申請者数 2,070 3,604 5,513 299 11,486 

 

（男女共同参画を進めるための取組） 

・特別研究員事業において、出産・育児の際に採用を中断

しその期間分延長できる制度や、研究再開準備支援とし

て採用中断期間中に短時間の研究を継続できるよう、研

究奨励金の半額を支給する制度を実施した。これらの取

組により、女性研究者の活躍促進を図った。 

●出産・育児に伴う中断及び延長の取扱数 

（単位：人） 

資格等 中断・延長者数 
うち研究再開準備支援 

取得者数（※） 

SPD,PD,DC 50 20 

RPD 28 16 

合計 78 36 

※中断期間中に研究奨励金の半額を支給 

 

・平成 30年度採用分を含む過去 5年間の特別研究員の申

請・採用状況について、男女別の人数をホームページで

＜補助評定に至った理由

＞ 

平成 30 年度における中

期計画の実施状況につい

ては、下記の理由により、

中期計画を上回って履行

し、中期目標を上回るペ

ースで実績を上げている

と言えることから、評定

を a とする。 

 

（a 評定の根拠） 

特別研究員事業の募集、

審査、採用に係る一連の

膨大な業務を、限られた

スケジュールの中で採用

計画に基づき円滑に実施

した。特に、PD・DC の申

請受付（6 月）から第 1次

採用内定者の決定までは

4 ヶ月の短期間であり、

業務の迅速な遂行は優秀

な若手研究者の確保に資

するものとして高く評価

できる。このほか、出産・

育児に伴う採用期間の中

断・延長や研究再開準備

支援など、男女共同参画

の推進を見据えた採用後

の支援も着実に行った。 

加えて、審査方針の見直

しや、PD 申請時における

研究機関移動要件の簡素

化、人材育成企画委員会

の提言を踏まえ採用見込

証明書発行時期の早期化

を実現したことは、更な

る制度改善を着実に進め

たものとして高く評価で

きる。 

また、「特別研究員－CPD」

補助評定：a 

＜補助評定に至った

理由＞ 

自己点検評価に記載

の内容で示された通

り、中期計画を上回

る業務の進捗が認め

られるため。 

 

＜補助評定に至った理由＞ 

評価すべき実績の欄に示す

とおり、中期計画に定められ

た以上の業務の進捗が認めら

れるため。 

 

＜評価すべき実績＞ 

・限られたスケジュールの中

で、業務を着実に実施しつ

つ、PD 申請時における研究機

関移動要件の簡素化、採用見

込証明書発行時期の早期化

等を実現し、優秀な若手研究

者の確保に資する改善を実

施した。 

・2019 年度の新規事業である

「特別研究員－CPD（国際競争

力強化研究員事業）」につい

て、予算編成後の限られた期

間で、2019 年度から採用・海

外派遣できる仕組みを構築

し、募集要項作成等の準備を

推進した。 

・３－１及び３－２の評価指

標が中期目標に定められた

水準を大きく上回る成果が

得られている。 

 

＜今後の課題・指摘事項＞ 

・特別研究員事業を中心とす

る人材育成事業について、人

材育成企画委員会における議

論等を踏まえ、引き続き制度

改善に取り組んでほしい。 

・採用活動のルールの見直し

が進んでいることを踏まえ、

博士号取得者の増加の施策

としてもより有効な事業と

なるよう、状況に応じた運用

改善等について継続的な工

夫に期待したい。 
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で、中断後の研究

の再開が円滑に図

れるよう、中断期

間中に研究奨励金

の半額を支給する

取扱いを実施す

る。 

とを達成水準とする。 

 

３－Ａ 事業による支

援の結果、優秀な学術

の研究者の養成に寄

与したかを把握する

ため、当該指標につい

て毎年度確認を行う

とともに、平成 28 年

度の状況（５年経 

過後特別研究員-PD 

は 91.6％、５年経過後

海 外 特 別研 究 員は

94.2％、10 年経過後

特 別 研 究 員 -DC は

88.5％）を基準とした

状況変化を評価にお

いて考慮する。 

公表し、女性研究者の申請・採用実績を領域別に明確に

示すことにより、女性研究者が積極的に申請できるよう

にした。 

・女性研究者の比率を将来的に高められるよう、募集要

項説明会等において、学術研究分野における男女共同参

画を進める観点から、女性研究者の申請を奨励している

旨を説明し、RPD の趣旨や実施状況を周知するとともに、

PD、DC も含む各資格・領域別の女性研究者の申請・採用

状況、特別研究員採用中の出産･育児に伴う中断･延長の

取扱等について紹介した。 

・特別研究員-RPD 研究交流会について、分野を超えた研

究交流・情報交換を目的として、平成 29 年度 RPD 採用者

を対象に明治記念館で開催した（開催日：平成 30年 7 月

10 日）。開催にあたっては、秋篠宮妃殿下の御臨席を賜る

とともに、常勤の研究者となった RPD 経験者等も参加し、

参加者全員が「他の RPD と意見交換できたことが有効で

あった」とアンケートで回答した。 

 

●平成 30年度採用分申請者数・採用者数に占める女性比

率 

資格 申請者 採用者 

PD（SPD を含む） 26.9％ 23.3％ 

DC1 24.2％ 24.9％ 

DC2 26.3％ 23.1％ 

RPD 94.6％ 90.4％ 

  

の創設に向けた取組は、

優れた若手研究者に世界

レベルでの活躍を促すた

めの新たな施策を中期計

画の初年度から積極的に

推し進めたものとして高

く評価できる。 

なお、主たる評価指標で

ある「特別研究員採用者

への支援に対する評価」

及び「特別研究員の受入

先の評価」では、いずれ

も中期目標に定められた

水準を大きく上回る実績

を上げており、特別研究

員事業が採用者及び受入

先の双方から極めて高い

評価を得ていることが分

かる。 

 

（各評価指標等に対する

自己評価） 

・評価指標である３－１

については中期目標に定

められた水準（80％程度）

を大きく上回る 97.4％

であった。 

・評価指標である３－２

については中期目標に定

められた水準（80％程度）

を大きく上回る 92.8％

であった。 

・関連指標である３－A

については、５年経過後

特別研究員-PD の就職状

況は 86.2％、10年経過後

特別研究員-DC の就職状

況は 84.3％となってい

る。中期目標の基準とな

っている平成 28 年度の

状況（５年経過後特別研

 

＜その他事項＞ 

次世代研究者の養成におい

て、特別研究員事業の役割は

大きいため、同事業が着実に

運営されていることは評価で

きる。引き続き、同事業の量

的・質的発展を期待する。 

また、採用見込証明書発行

時期を早期化したほか、自治

体の保育所申請担当者等に向

けて特別研究員制度について

の説明文書を作成するなど、

行政サービスの利用しやすさ

に配慮した取組についても評

価できる。今後も現場からの

要望を反映した制度改善が重

要である。 
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究員-PD は 91.6％、10 

年経過後特別研究員-DC 

は 88.5％））よりもやや

低くなっているのは、好

調な経済環境を背景に、

博士号取得者のキャリア

パスが多様化しているこ

との表れであると考えら

れる。 

 

  

 

①審査の適切な実施 

特別研究員の選考

に当たっては、我が

国の第一線の研究者

を審査委員とする特

別研究員等審査会を

設置し、審査の独立

性、公正性、透明性

を確保しつつ、厳正

に審査を実施する。 

若手研究者の挑戦

性・創造性に富んだ

研究を促すよう、平

成 30 年度より新た

な審査区分を導入し

て審査を実施する。

若手研究者の主体性

を重視し、目的や対

象者層に応じた審査

方針を整備するとと

もに、審査方針等を

ホームページ等で公

開する。 

審査委員は、学術

システム研究センタ

ーからの推薦に基づ

き、理事長が選考す

る。 

① 審査の適切な

実施 

審査の独立性を

確保する観点か

ら、我が国の第一

線の研究者を審査

委員とする「特別

研究員等審査会」

を設置し、審査方

針に基づき、書面

審査に加え面接審

査を効果的に活用

して審査を実施す

る。 

若手研究者の挑

戦性・創造性に富

んだ研究を促すよ

う、平成 30 年度よ

り新たな審査区分

を導入する。若手

研究者の主体性を

重視し、目的や対

象者層に応じた審

査方針等を整備す

るとともに、書面

審査の基準及び評

価方法の書面審査

委員への周知、面

接終了後の合議審

査により、公正か

つ精度の高い審査

◆審査の適切な実施 

・平成 31 年度(2019 年度)採用分の特別研究員等の選考

については、学術システム研究センターでの検討を経て

平成 30 年 2 月に定めた新たな審査区分を用い、審査方針

に基づいて書面審査、合議審査及び面接審査を効果的に

活用して適切な審査を実施した。 

具体的には、1万 1千人を超える申請者について、255 の

審査グループ（延べ約 1,500 名の審査員）による書面審

査を行った上、「特別研究員等審査会」を 3 回（計 16 日

間）開催し延べ 19の区分別部会による合議審査、延べ 37

の区分別部会による面接審査を行い、平成 30 年 10 月 12

日に PD 及び DC の第 1 次採用内定、平成 31 年 1 月 10 日

に PD 及び DC の第 2 次採用内定と SPD の採用内定を該当

者に対して通知した。（RPD については、これより早く平

成 30年 8月 3日に採用内定を通知した。） 

・学術システム研究センターに設置したワーキンググル

ープにおける審議を踏まえ、各事業の対象者層に対応し

た審査における評価の考え方をより明確化して分かりや

すく審査の手引に記述した。 

・審査委員に対して、審査の手引等を配布して書面審査

の基準や利害関係者の取扱いについて明記して周知し

た。また、研究機関移動要件（後述）に係る審査方法を明

確化し分かりやすく審査の手引に記述し、精度の高い審

査を実施した。 

・平成 31年(2019 年度)度採用分 PD の選考に際しては、

研究者の流動性の向上のため、採用後の所属研究機関は

博士課程在学時から移動することを申請資格（特例措置

有り）とし、審査委員にもその確認を慎重に行うように

周知し、資格審査を実施した（平成 27年度採用分までは

研究室移動）。 
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を実施する。また、

審査の透明性を確

保する観点から、

審査方針等をホー

ムページ等で公開

する。 

審査委員の選考

について、専門的

見地から、より適

切な審査委員を選

考するため、学術

システム研究セン

ターが候補者名簿

案を作成する。 

書面審査の不採択

者に対し、その詳

細な評価結果を開

示する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

●博士の学位を取得した研究機関以外の場で研究する者

（平成 30年度採用分） 

資格 
新規採用者数（育志賞受

賞に伴う採用者を除く） 

博士の学位を取得した研究機

関以外の場で研究する者の数 
割合 

SPD 18 人 18 人 100.0％ 

PD 330 人 330 人 100.0％ 

合計 348 人 348 人 100.0％ 

・学術システム研究センターに設置したワーキンググル

ープにおいて、特別研究員の募集要項や審査方針等につ

いて検討を行った。また、審査方針や審査方法、書面審査

セット等をホームページ上で公開した。 

https://www.jsps.go.jp/j-pd/pd_sinsa-set.html 

・審査方針や審査方法をホームページ上で公開し、審査

の透明性の確保に努めた。選考結果については、第一次

選考（書類選考）の不採択者に、特別研究員等審査会にお

ける各審査項目の評価及び当該領域におけるおおよその

順位を通知している。なお、採用者については振興会の

ホームページ上で氏名、研究課題名、受入研究機関等を

公開している。 

https://www.jsps.go.jp/j-pd/pd_houhou.html 

・「特別研究員等審査会」の委員（59 名）、専門委員（約

1,800 名）については、学術システム研究センター研究員

が審査委員候補者データベースを活用して候補者名簿案

を作成した。 

なお、センターの推薦の段階から、選考基準にあるとお

り、選考の過程においては、各分野の申請状況や候補者

の所属機関のバランスに配慮し、適切な人材を選定する

こと等を前提としながら、女性研究者の登用にも配慮し

た。（平成 30 年度審査委員女性比率：17.4%） 

・第１次選考（書類選考）で不採択となった申請者に対し

て、個別審査項目の評価、総合評価の T スコアや不採用

者の中のおおよその順位を開示した。 

 

 

  

 

②事業の評価と改善 

採用期間終了後の

就職状況調査や、採

用者への支援に関す

る調査、採用者受入

先への研究活動に関

する調査を実施し、

学術システム研究セ

ンター等の機能を活

② 事業の評価と

改善 

特別研究員採用

期間終了後の進路

状況等の調査を行

い、研究奨励金支

給の効果等につい

て確認する。また、

調査結果をホーム

 

 

◆事業の評価と改善 

（進路状況調査等） 

・採用期間終了後の進路状況調査を実施し、常勤の研究

職への就職状況を通じて事業の効果を確認した。また、

進路状況調査の結果は、ホームページ等で「就職状況調

査」として国民に判りやすい形で公表した。 

https://www.jsps.go.jp/j-pd/pd_syusyoku.html 

 

●PD、DC の常勤の研究職への就職状況 
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用しつつ、事業の実

施状況や支給の効果

等について評価・検

証を行う。その際、

採用者への支援に関

する調査及び採用者

の受入先への研究活

動に関する調査につ

いては、それぞれ

80％程度の肯定的評

価を得る。 

また、これらの評

価・検証結果を活か

し、学術システム研

究センターや人材育

成企画委員会等での

議論を踏まえ、事業

趣旨に留意しなが

ら、必要に応じ、運

用上又は制度上の改

善を図る。 

ページ等で国民に

分かりやすい形で

公表する。 

特別研究員等審

査会の審査結果に

ついて、学術シス

テム研究センター

の機能を活用しつ

つ検証を行い、審

査委員の選考や審

査体制等の改善に

反映させる。 

「特別研究員-

SPD」については、

研究の進捗状況等

について評価を行

い、その結果を本

人に通知する。 

事業趣旨に留意

しながら、若手研

究者の実態等を踏

まえつつ、必要に

応じて事業内容の

検討・見直しを行

う。改善・見直し内

容については十分

な周知期間、経過

措置を講じた上

で、募集要項等に

反映させ、ホーム

ページへの掲載、

説明会の開催等を

行い、広く周知す

る。また、採用者へ

の支援に関する調

査、採用者受入先

への研究活動に関

する調査を実施

し、それぞれ 80％

程度の肯定的評価

を得る。 

 

平成 28 年度 
DC PD 

終了 5 年後 終了 10 年後 終了 5 年後 終了 10 年後 

常勤の研究職 75.1% 88.5% 91.6% 92.2% 

ポスドクフェロー 9.1% 1.5% 2.3% 0.5% 

非常勤の研究職 2.5% 1.0% 2.0% 1.9% 

非研究職 11.8% 8.6% 3.8% 4.3% 

学生 0.5% 0.1% - - 

無職等 1.0% 0.2% 0.3% 1.1% 

 

平成 30 年度 
DC PD 

終了 5 年後 終了 10 年後 終了 5 年後 終了 10 年後 

常勤の研究職 69.6% 84.3% 86.2% 90.9% 

ポスドクフェロー 8.4% 1.2% 2.8% 1.4% 

非常勤の研究職 2.5% 1.1% 2.6% 1.9% 

非研究職 18.0% 13.2% 8.3% 5.3% 

学生 0.8% 0.0% - - 

無職等 0.7% 0.2% 0.0% 0.5% 

 

・平成 30 年度若手研究者を対象とした賞において、以下

のとおり特別研究員採用経験者が受賞した。 

●特別研究員採用経験者の受賞実績 

（単位：人） 

賞の名称 
特別研究員採用経験者の 
受賞者数（全受賞者数） 

平成 30 年度文部科学大臣表彰
若手科学者賞 

64（99） 

第 15 回日本学士院学術奨励賞 2（6） 

第 15 回日本学術振興会賞 14（25） 

第 9回日本学術振興会育志賞 18（18） 

 

（審査結果の検証） 

・特別研究員等審査会の審査結果について、学術システ

ム研究センターにおいて評点分布や審査意見の適切性等

について分析・検証、合議を行い、問題のあった審査委員

は翌年度に継続して委嘱しない等、翌年度の審査委員候

補者の選考に反映させた。 

また、審査区分毎の申請者数の状況を確認し、審査委員

の配置や審査委員数の調整を行う等の審査体制の改善を

行うとともに、有意義な審査コメントを残した審査委員

137 名を選考し表彰した。 

 

（特別研究員 SPD の評価） 
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・特別研究員-SPD については、学術システム研究センタ

ーにおいて、中間評価（1 年目終了後：研究発表会を開

催し、評価を担当するセンター研究員との質疑応答を踏

まえて研究状況等を検証、2 年目終了後：SPD 本人の自

己評価及び受入研究者が作成した評価書を基に研究状況

等を検証）、事後評価（採用終了後：SPD 本人の自己評価

及び受入研究者が作成した評価書を基に採用期間全体の

研究状況等を検証）を行い、その評価結果について、本人

に対して通知した。 

 

（事業内容の検討・見直し） 

・平成 29年度に人材育成企画委員会において作成された

「特別研究員事業に関する検討のまとめ」からの提言を

受け、特別研究員が子弟の保育所入所をはじめとする行

政サービス等を享受しやすくなるよう、以下の制度改善

を行った。 

＞自治体の保育所申請担当者等に向けて特別研究員制度

についての説明文書を作成し、学振のウェブサイトに掲

載した。 

＞保育所への入所申込み等の手続きを早めに行えるよ

う、採用内定者に対する採用見込証明書の発行可能時期

を 2 ヶ月程度早期化した。 

 

・学術システム研究センターに設置したワーキンググル

ープにおいて、特別研究員事業の趣旨に留意しながら、

募集要項や審査方法等について検討・見直しを行った。 

具体的な対応は下記のとおりである。 

＞PD の審査方針について、既存の研究を発展させるの

か新たな研究課題に挑戦するのか不明確であり、審

査員に誤解される表現がある、とのワーキンググル

ープでの意見を踏まえ、審査方針を一部変更した。 

＞「特別研究員-ＰＤ申請資格審査要項」において、特

別研究員等審査会が、受入研究機関および受入研究

者の選定について、実質的な研究機関移動の判定を

行うことを定めていたが、特別研究員等審査会の審

査員からの見直しの要望を踏まえ、ワーキンググル

ープで検討し、「特別研究員-ＰＤ申請資格審査要項」

を一部改正した。 

 

・学位取得後間もない優れた若手研究者に、国内にも所

属機関を持ちつつ海外の研究機関で長期間（原則３年間）
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に渡り主体的に研究課題を選んで研究に専念する機会を

与える「特別研究員-CPD（国際競争力強化研究員）」の創

設に向けて、募集要項作成等の準備を進めた。 

 

●特別研究員等審査システム改善のためのワーキンググ

ループの開催実績 

開催日 議事内容 

H30 年 

4 月 20 日 

・平成 30 年度の検討事項について 

・特別研究員－ＲＰＤ書面審査の手引について 

H30 年 

5 月 18 日 

・特別研究員等書面審査の手引について 

・特別研究員－ＲＰＤ合議審査および追加書面 

審査の手引について 

・平成 29 年度に実施した審査に係る検証結果 

の周知について 

・平成 30 年度特別研究員－ＳＰＤ研究発表会 

の開催について 

H30 年 

6 月 15 日 

・平成 30 年度特別研究員等審査会について 

・特別研究員等合議審査等の手引について 

・平成 31 年度（2019 年度）採用分特別研究員 

等の申請状況について 

・特別研究員－ＲＰＤの支援対象について 

H30 年 

7 月 20 日 

・特別研究員等面接審査の手引について 

 

H30 年 

9 月 20 日 

・平成 30 年度特別研究員等審査の検証及び平 

成 31 年度審査委員の選考について 

・若手研究者海外挑戦プログラム書面審査・合 

議審査の手引について 

・ERC との協力による特別研究員の海外渡航支 

援事業について 

H30 年 

11 月 16 日 

・第 3回特別研究員等審査会（SPD 面接審査） 

への陪席について 

・若手研究者海外挑戦プログラム 平成 31 年度

（2019 年度）採用分（第 2回募集）について 

・若手研究者海外挑戦プログラム 平成 32 年度

（2020 年度）採用分に係る選考について 

・特別研究員 平成 32 年度（2020 年度）採用分 

募集要項について 

・海外特別研究員 平成 32 年度（2020 年度）採

用分募集要項について 

H30 年 

12 月 21 日 

・特別研究員等審査会での意見について 

・特別研究員 平成 32 年度（2020 年度）採用分 

募集要項について 

・海外特別研究員 平成 32 年度（2020 年度）採

用分募集要項について 

H31 年 

1 月 18 日 

・平成 31 年度特別研究員事業等予算案の概要 

・平成 31 年度（30 年度分）特別研究員－ＳＰＤ

評価について 

H31 年 

2 月 15 日 

・特別研究員-CPD（国際競争力強化研究員）に 

ついて 

・平成 32 年度（2020 年度）採用分若手研究者 

海外挑戦プログラムの審査方針について 

H31 年 

3 月 1 日 

・特別研究員－CPD（国際競争力強化研究員） 

平成 31 年度（2019 年度）採用分募集要項等 

について 

・若手研究者海外挑戦プログラム平成 32 年度

（2020 年度）採用分募集要項について 

・平成 30 年度のまとめと次年度検討事項につ 
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いて 
 

  

 

③募集・採用業務の

円滑な実施 

研究奨励金につい

ては、独立行政法人

日本学生支援機構の

奨学金との重複支給

を防止するための取

組を引き続き行う。 

③ 募集・採用業務

の円滑な実施 

研究奨励金につ

いては、独立行政

法人日本学生支援

機構の奨学金との

重複受給を防止す

るため、募集要項

等に重複受給を禁

ずる旨を掲載する

とともに、採用内

定者情報を同機構

に提供し、重複チ

ェック等を行う。 

特別研究員事業

等についての説明

会を開催し、事業

内容等の周知を図

る。 

 

 

◆募集・採用業務の円滑な実施 

・特別研究員に支給する研究奨励金については、「独立行

政法人日本学術振興会の主要な事務及び事業の改廃に関

する勧告の方向性」における指摘事項を踏まえた見直し

案（平成 18年 12 月 15 日文部科学省）に基づき、独立行

政法人日本学生支援機構の奨学金との重複受給を防止す

るため、平成 19 年度に整えた同機構とのチェック体制に

従い、平成 20年度から採用内定者情報を同機構に提供し

重複チェックを行っている。本取組は平成 30 年度におい

ても引き続き実施した。 

・制度について広く周知を図るための説明会や、平成 31

年度(2019 年度)採用分および平成 32 年度(2020 年度)採

用分の募集に係る申請書作成について各機関の事務担当

者に注意点を広く周知するための説明会を実施した。な

お、説明会においては、女性研究者からの申請を促進す

るため、特別研究員の出産・育児による採用期間中の「中

断」及び「研究再開準備支援」の取扱についての説明や、

出産・育児による研究中断後に、円滑に研究現場に復帰

することを支援する RPD 制度の周知に努めた。 

●平成 30年度の説明会開催実績：8回 

開催大学等 

平成 31 年度(2019 年度)採用分 
麻布大学、茨城大学、信州大学、埼玉大学、名古

屋大学 
平成 32 年度(2020 年度)採用分 

東洋大学、上智大学、大阪大学 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

         

 （２）国際舞台で

活躍する研究者の

養成 

国際舞台で活躍

する世界レベルの

研究者を養成する

ため、目的や対象

者に応じた多様な

方法により、「海外

特別研究員事業」

等、優れた若手研

究者を海外に派遣

する取組を計画

的・継続的に実施

する。事業の実施

（２）国際舞台で活

躍する研究者の養成 

若手研究者を海外

に派遣する取組を計

画的・継続的に実施

する。また、様々な

キャリアステージに

ある優れた外国人研

究者を招へいする取

組を実施することに

より、国内の大学等

研究機関における研

究環境の国際化を支

援する。 

各種事業における

（２）国際舞台で

活躍する研究者の

養成 

国際舞台で活躍

できる世界レベル

の研究者を育成す

るため、若手研究

者個人の海外派遣

とともに、研究機

関の国際研究戦略

に沿った組織的な

研究者海外派遣な

ど、若手研究者を

海外に派遣する取

組を計画的・継続

【評価指標】 

３－１ 特別研究員及

び海外特別研究員採

用者への支援に対す

る評価（Ｂ水準：アン

ケート調査により肯

定的評価を得た割合

が 80％程度） 

 

３－２ 特別研究員及

び海外特別研究員の

受入先の評価（Ｂ水

準：アンケート調査に

より肯定的評価を得

た割合が 80％程度） 

 （２）国際舞台で活躍す

る研究者の養成 

補助評定：b 

＜補助評定に至った理由

＞ 

平成 30 年度の業務が中

期計画どおり実施され、

中期目標に向かって順調

に実績を上げていると言

えることから、評定を b

とする。 

 

（b 評定の根拠） 

海外特別研究員事業や

若手研究者海外挑戦プロ

（２）国際舞台で活

躍する研究者の養成 

補助評定：b 

＜補助評定に至った

理由＞ 

自己点検評価に記載

の内容で示された通

り、中期計画通り概

ね着実に業務が実施

されたと認められる

ため。 

 

 

（２）国際舞台で活躍する研

究者の養成 

補助評定：b 

＜補助評定に至った理由＞ 

中期計画に定められたとお

り、概ね着実に業務が実施さ

れたと認められるため。 

 

＜今後の課題・指摘事項＞ 

若手研究者育成のための海

外派遣について、引き続き着

実に実施していくこと。 

 

＜その他事項＞ 

海外特別研究員事業におい
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に当たっては、国

内外の関連事業に

も留意し、事業に

係る申請・採用動

向や採用者を巡る

環境の変化等を随

時把握するととも

に、必要に応じて、

採用者の処遇改善

や制度改善等の対

応を行う。また、目

的やキャリアステ

ージに応じた優れ

た外国人研究者の

招へいや研究者の

交流を 

行い、国際的な頭

脳循環の中で若手

研究者の研究環境

の国際化を図る。 

選考審査は、特別研

究員等審査会又は国

際事業委員会におい

て、審査の独立性、

公正性、透明性を確

保しつつ、厳正に実

施する。 

的に実施する。 

また、国内の大

学等研究機関にお

ける研究環境の国

際化を支援するた

め、様々なキャリ

アステージにある

優れた外国人研究

者を招へいする。 

各種事業におけ

る選考審査は、特

別研究員等審査会

等において、審査

の独立性、公正性、

透明性を確保しつ

つ、厳正に実施す

る。 

 

３－３ 外国人研究者

を受け入れた研究機

関における研究環境

の国際化状況（Ｂ水

準：受入研究者へのア

ンケート調査により

肯定的評価を得た割

合が 75％程度） 

 

【関連指標】 

３－Ａ 特別研究員事

業及び海外特別研究

員事業における採用

終了後の就職状況 

 

【目標水準の考え方】 

３－１ 特別研究員事

業及び海外特別研究

員事業について、採用

者のニーズを踏まえ

てさらなる制度改善

を図る観点から、現状

の支援に関するアン

ケート調査を実施し、

80％程度の肯定的評

価を得ることを達成

水準とする。 

 

３－２ 特別研究員及

び海外特別研究員の

受入先に対し、特別研

究員及び海外特別研

究員の活動状況に関

するアンケート調査

を実施し、80％程度の

肯定的評価を得るこ

とを達成水準とする。 

 

３－３ 国際的な頭脳

循環の中で、外国人研

グラム等、優れた若手研

究者が積極的に海外で研

鑽する機会を推進する取

組みを計画的かつ継続的

に実施している。また、

若手研究者海外挑戦プロ

グラムの募集を従来の年

1 回から年 2 回に増やし

つつ申請書類の簡略化や

審査期間短縮の検討を進

めたことや、「頭脳循環を

加速する戦略的国際研究

ネットワーク推進プログ

ラム」の内容を見直しつ

つ採択事業を円滑に継続

させたことは、申請・採

用動向等の変化に応じて

適切な制度改善を行った

ものと言える。 

また、外国人研究者招

へいの取組においても、

目的やキャリアステージ

に応じた様々なプログラ

ムを用意して複数回の募

集を行うと共に、英語版

FAQ の整備など研究者や

受入研究機関が事業を有

効かつ適切に実施するた

めの環境整備を進め、国

内の大学等研究機関にお

ける研究環境の国際化支

援を着実に実施した。 

以上のことから、平成

30 年度の業務は中期目

標に向かって計画どおり

に遂行されたと評価する

ことができる。 

 

（各評価指標等に対する

自己評価） 

・評価指標である３－１

て、申請時において常勤・非

常勤の別を問わないこととし

たり、若手研究者海外挑戦プ

ログラムの募集を従来の年１

回から年２回に増やすなど、

門戸を広げる工夫をしている

点も評価できる。 
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究者の受入れによっ

て受入機関の研究環

境の国際化を図る観

点から、前中期目標期

間における事業実施

後のアンケート調査

の結果（平成 25～28 

年度実績：76.8％）を

踏まえ、75％程度の肯

定的評価を得ること

を達成水準とする。 

 

３－Ａ 事業による支

援の結果、優秀な学術

の研究者の養成に寄

与したかを把握する

ため、当該指標につい

て毎年度確認を行う

とともに、平成 28 年

度の状況（5 年経 

過後特別研究員-PD 

は 91.6％、5年経過後

海 外 特 別研 究 員は

94.2％、10 年経過後

特 別 研 究 員 -DC は

88.5％）を基準とした

状況変化を評価にお

いて考慮する。 

については中期目標に定

められた水準（80％程度）

を大きく上回る 94.9％

であった。 

・評価指標である３－２

については中期目標に定

められた水準（80％程度）

を大きく上回る 100.0％

であった。 

・評価指標である３－３

については中期目標に定

められた水準（75％程度）

を上回る 89.4%％であっ

た。 

 

・関連指標である３－A

については、5 年経過後

海外特別研究員の就職状

況は 91.9％であり、中期

目標に定められた基準

（平成 28 年度の状況（5

年経過後海外特別研究員

は 94.2％））からわずか

に減少した。 
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  ① 若手研究者の海

外派遣 

我が国の大学等学

術研究機関に所属す

る常勤の研究者や博

士の学位を有する者

の中から優れた若手

研究者を「海外特別

研究員」として採用

し、海外の特定の大

学等研究機関におい

て長期間研究に専念

させるため、滞在費

等を支給する。また、

採用期間終了後の就

職状況調査や、採用

者への支援に関する

調査、採用者受入先

への研究活動に関す

る調査を実施し、学

術システム研究セン

ター等の機能を活用

しつつ、事業の実施

状況や支給の効果等

について必要に応じ

て評価・検証を行う。

その際、採用者への

支援に関する調査及

び採用者の受入先へ

の研究活動に関する

調査については、そ

れぞれ 80％程度の

肯定的評価を得る。

また、これらの評価・

検証結果を活かし、

学術システム研究セ

ンターや人材育成企

画委員会等での議論

を踏まえ、事業の趣

旨に留意しながら、

必要に応じ、運用上

① 若手研究者の

海外派遣 

（ⅰ）海外特別研

究員 

海外の大学等研

究機関に優れた若

手研究者を派遣す

る海外特別研究員

事業に係る募集・

審査・採用業務を

円滑に実施する。 

また、学術研究

分野における男女

共同参画を推進す

る観点を踏まえ、

結婚・出産・育児・

看護・介護のライ

フイベントによる

研究中断等を経た

優れた若手研究者

を海外の大学等研

究機関に派遣する

海外特別研究員-

RRA 事業に係る募

集・審査・採用業務

を円滑に実施す

る。 

両事業について

は、採用期間終了

後の就職状況調査

を行い、調査結果

をホームページ等

で国民に分かりや

すい形で公表す

る。また、採用者へ

の支援に関する調

査、採用者受入先

への研究活動に関

する調査を実施

し、それぞれ 80％

程度の肯定的評価

 【若手研究者の海外派遣（個人支援）】 

■海外特別研究員事業 

（執行業務） 

・平成 30 年度は、平成 31 年度採用分の選考・審査業務

を行う一方、平成 30 年度新規採用者・継続採用者合計 394

名（うち新規 180 名）に対する資金支給業務を適切かつ

効率的に実施した。 

 

・希望者に対して、出産・育児に伴う採用の中断及び延長

の取扱いの手続きを行った。（平成 30 年度実績：8名）ま

た、病気により研究に専念することが困難な者病気を理

由とする採用の中断及び延長の取扱いの手続きも行っ

た。（平成 30 年度実績：1 名） 

 

 

（審査業務） 

・特別研究員等審査会（委員 59名、専門委員約 1,800 名）

を設け、専門的見地から書面審査、合議審査及び面接審

査により選考を行った。 

 

・審査の公正性・透明性を確保するため、審査会委員の選

考については、学術システム研究センターが作成する審

査員候補者データベース等を活用して、各分野の申請状

況、候補者の所属機関のバランス及び女性研究者の登用

等に配慮しつつ適切に行った（平成 30年度審査委員女性

比率：17.4%）。 

また、書面審査、面接審査における審査の基準や、利害

関係者の取扱いについて明記した手引を委員に対して配

布し、審査に厳格を期した。 

なお、学術システム研究センターに設置されたワーキ

ンググループでの検討を踏まえ、募集要項や書面、合議、

面接の各段階での審査方法の見直し等を図ることによ

り、公正で透明性の高い選考・審査体制の整備に継続的

に取り組んだ。 

選考結果については、第一次選考の不合格者に、特別研

究員等審査会における各審査項目の評価及び当該領域に

おけるおおよその順位を通知した。なお、採用者につい

ては、振興会のウェブサイト上で氏名等を公開した。 

採用者一覧： 

https://www.jsps.go.jp/j-ab/ab_list.html 
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又は制度上の改善を

図る。 

我が国の大学院に

在籍する博士後期課

程学生の中から海外

に挑戦する優れた若

手研究者を採用し、

海外の研究者と共同

して研究に従事する

機会を提供するた

め、滞在費等を支給

する。 

頭脳循環により優

れた研究者の育成を

図るため、研究機関

の国際研究戦略に沿

って、若手研究者を

海外へ派遣し、派遣

先の研究機関と行う

世界水準の国際共同

研究に携わり、様々

な課題に挑戦する機

会を提供する大学等

研究機関の支援等を

行う。 

を得る。 

 

・特別研究員等審査会の審査結果について、学術システ

ム研究センターの研究員が分析・検証を行い、翌年度の

審査委員候補者の選考に反映させた。また、書面合議審

査に役立つ審査コメントの例を書面審査の手引に掲載す

るとともに、書面合議審査に役立つ有意義な審査コメン

トを残した審査員を選考し表彰した。 

 

 

（募集業務） 

・平成 30年度には、平成 32 年度(2020 年度)採用分海外

特別研究員の募集と併せて、平成 32 年度(2020 年度)採

用分海外特別研究員-RRA 事業の募集を行った。 

 

・平成 32年度（2020 年度）採用分募集要項より、申請時

において常勤・非常勤の別を問わないこととし、単に我

が国の大学等学術研究機関への所属状況を問う形式へと

変更した。 

 

・募集要項、申請書、審査方針、書面審査セット、申請・

採用状況、採用者一覧及び特別研究員等審査会委員の氏

名・所属等について、振興会ウェブサイトを通じて、広く

一般に公開し、申請者が迅速に入手できるようにしてい

る。 

 

・平成 25年度に申請書の作成から提出まで完結させる電

子申請システムを運用に移し、平成 30年度においては、

さらに、申請者及び事務担当者の利便性を考慮し、使い

やすいよう改修を行った。 

・併せて、電子申請システムの体験版や簡易版操作手引

を整備しているほか、専用のコールセンターを引き続き

設置し、申請者が円滑に申請できるよう図った。 

募集要項（海外特別研究員事業）： 

https://www.jsps.go.jp/j-ab/ab_sin.html 

募集要項（海外特別研究員－RRA 事業）： 

https://www.jsps.go.jp/j-ab/rra_sin.html 

選考方法（審査方針等）・審査会委員の氏名等： 

https://www.jsps.go.jp/j-ab/ab_houhou.html 

申請・採用状況： 

https://www.jsps.go.jp/j-ab/ab_shinsei.html 

採用者一覧： 

https://www.jsps.go.jp/j-ab/ab_list.html 
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書面審査セット： 

https://www.jsps.go.jp/j-ab/ab_sinsa-set.html 

 

・特別研究員事業と併せて海外特別研究員事業の制度に

ついて広く周知を図るための説明や平成 32 年度(2020 年

度)採用分の募集に係る申請書作成について各機関の事

務担当者に注意点を広く周知するための説明会を実施し

た。 

 

●特別研究員事業等説明会実績：8回（平成 30年度） 

開催大学等 

平成 31 年度(2019 年度)採用分 
麻布大学、茨城大学、信州大学、埼玉大学、名古

屋大学 
平成 32 年度(2020 年度)採用分 

東洋大学、上智大学、大阪大学 

 

 

 

（就職状況調査） 

・平成 30 年度に海外特別研究員（平成 27 年度採用者）

の採用終了後の就職状況調査を実施した。また、調査結

果をウェブサイト上で公表する準備を行った。 

 

●平成 27年度採用者の採用期間終了後の就職状況 

（集計中） 

区分 人数 割合 

常勤の研究職（国内） 69人 41％ 

常勤の研究職（海外） 26人 15％ 

非常勤の研究職 4人 2％ 

ポストドクター（国内） 7人 4％ 

ポストドクター（海外） 54人 32％ 

非研究職 10人 6％ 

計 170人 － 

 

 

・採用期間終了後 1 年、5 年及び 10年経過した者を対象

とした就職状況等の追跡調査を実施し、事業の効果を検

証した。また、調査結果をウェブサイト上で公表する準

備を行った。 

 

●海外特別研究員の常勤の研究職への就職状況 

区分 割合 

5 年経過後（平成 22 年度採用者） 91.9％ 
 

   （ⅱ）若手研究者

海外挑戦プログラ

 ■若手研究者海外挑戦プログラム 

（審査業務・募集業務） 
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ム 

海外という新た

な環境へ挑戦する

優秀な博士後期課

程学生を海外の大

学等研究機関に派

遣する「若手研究

者海外挑戦プログ

ラム」に係る募集・

審査・採用業務を

円滑に実施する。 

 

・博士後期課程学生が積極的に海外での研究に従事でき

るよう支援するため、平成 29年度に新たに創設した「若

手研究者海外挑戦プログラム」について、平成 30年度初

頭に募集を開始した平成 31 年度採用分の審査業務を 10

～11 月の限られた期間内に迅速かつ適切に行い、12 月に

は採用結果を開示した。また、これと並行して、申請希望

者の多様なニーズに応えるため、平成 31 年度採用分の第

2回募集に係る要項を作成し、平成 31年 2月に公開した。

当該募集要項の作成にあたっては、第 1 回募集時と比較

して申請書類を簡略化し、より簡易に申請できるように

した。 

また、平成 32年度採用分の募集に向けて、審査の合理

化・迅速化について検討した。 

 

 

（採用手続き） 

・平成 30 年度採用分については、採用後の手続きを簡潔

に記した手引を新たに準備すると同時に、各種手続き様

式一式を準備した。手引及び様式を準備するに当たって

は、採用者の負担を可能な限り減らすため、簡易な手続

き方法となるよう努めた。平成 31 年度採用分について

は、30 年度採用分で問合せがあった部分や分かりにくい

表現を適宜改め、全般的に手引及び様式の見直しを行っ

た上で、採用手続きを行った。また、手引及び様式は振興

会ウェブサイトで公開し、容易に入手できるよう工夫に

努めた。 

 

（執行業務） 

・平成 30 年度は、平成 31 年度採用分の選考・審査業務

を行う一方、平成 30 年度採用分合計 144 名に対する資金

支給業務を適切かつ効率的に実施した。 

・特に、類似の例のないベンチフィーの支払いに当たっ

ては、受入機関によって異なる請求内容を丁寧に確認し、

適切な支給か否かを見極めた上で、事例を収集・分析し

つつ適切な執行に努めた。 

 

■海外渡航を促進するための取組 

・特別研究員を対象としてスイス及びインドの大学等研

究機関の研究者と共同研究する機会を提供する「若手研

究者交流事業」を引き続き実施した。平成 30 年度は国際

事業委員会による選考を経て、13 名の特別研究員がスイ
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スに、2 名の特別研究員がインドに渡航した。 

 

 

 

 

・ERC（European Research Council（欧州研究会議））と

協力し、引き続き「ERC との協力による特別研究員の海

外渡航支援事業」を実施した。 

・平成 31 年度分の募集については、平成 31 年 2 月に特

別研究員の受入れを希望する ERC 研究費支援を受けてい

る研究者の情報を特別研究員に提供するとともに、オン

ラインシステムにて申込受付を開始した。また、渡航希

望者が受入研究者と円滑に連絡が取り合えるよう、振興

会から受入研究者宛に事業趣旨や特別研究員事業の説明

を記載した英文レターを準備し、振興会ウェブサイトで

公開している。 

 

   （ⅲ）国際的な活

躍が期待できる研

究者の育成事業 

頭脳循環により

優れた研究者の育

成を図るため、「国

際的な活躍が期待

できる研究者の育

成事業」において、

研究機関の国際研

究戦略に沿って、

若手研究者の海外

派遣及び研究者の

招へいを実施し、

派遣先の研究機関

と行う世界水準の

国際共同研究に携

わり、様々な課題

に挑戦する機会を

提供する大学等研

究機関の支援等を

行う。終了した事

業について事後評

価を行うととも

 【若手研究者の組織的な海外派遣（組織支援）】 

■国際的な活躍が期待できる研究者の育成事業 

（交付業務） 

・「頭脳循環を加速する戦略的国際研究ネットワーク推進

プログラム」として平成 28 年度に採択した 12 事業と平

成 29年度に採択した 12事業の計 24 事業について、平成

29 年度行政事業レビュー公開プロセスの結果を踏まえ、

平成 30 年度から、人材育成に重きを置いた事業内容に見

直しを図った上で「国際的な活躍が期待できる研究者の

育成事業」として事業を継続させ、事業の実施に必要な

補助金を交付した。 

・事業実施機関からの問合せに対してこれまでの回答状

況を網羅的に確認しつつ、事業を取り巻く周辺環境を考

慮した上で最適な回答を提示した。また、事業実施機関

から申請のあった事業計画の変更承認手続について、事

業が円滑に実施されるよう迅速かつ的確に処理した。 

・そのほか、事業実施機関に対して実地調査を実施し、事

業の進捗状況を把握するとともに、補助金の執行状況に

ついて確認し、所要の指導を行った。 

 

■頭脳循環を加速する戦略的国際研究ネットワーク推進

プログラム 

（評価業務） 

・平成 27 年度に採択された 12 事業について、国際事業
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に、前年度に交付

した補助金につい

て、補助事業者か

ら提出される実績

報告書の確認や、

必要に応じて行う

現地調査等によ

り、額の確定を行

う。 

 

公募に関する情報

や報告書等につい

ては、ホームペー

ジを通じて広く公

開する。 

委員会及び当該委員会の下に設置された分野別の審査・

評価部会（人社系、理工系、生物系、総合系の 4部会。計

67 名の委員で構成）において、書面評価及び合議評価に

よる事後評価を実施した。その結果、若手研究者の人材

育成が国際共同研究と有機的に連携して実施され、事業

終了後も、海外の研究機関等との研究ネットワークの継

続が見込まれるなど、4 段階評価の総合的評価で 5 事業

が「4」（高く評価できる）、7 事業が「3」（概ね高く評価

できる）の評価を得た。事後評価結果については、事業実

施機関に速やかに通知するとともに、審査・評価部会の

委員名簿と併せてホームページで公開した。 

 

（交付業務） 

・平成 27年度から 29 年度までに採択された 36事業に交

付した平成 29年度補助金について、事業実施機関から提

出された実績報告書等の書類の審査及び必要に応じて事

業実施機関への現地調査を行い、事業に要する経費か否

か厳格に精査した上で交付した補助金の額の確定を実施

した。 

 

  ② 外国人研究者の

招へい  

内外の研究者が我

が国の大学等研究機

関で切磋琢磨する国

際的な研究環境を創

出し、若手研究者の

養成等に資するた

め、優秀な若手研究

者や世界的研究業績

を有する著名研究者

等、様々なキャリア

ステージにある優れ

た外国人研究者招へ

いのための取組を推

進し、我が国の研究

機関の研究環境の国

際化について、75％

程度の受入研究者か

らの肯定的評価を得

る。また、外国人研

② 外国人研究者

の招へい 

（ⅰ）外国人研究

者招へい事業 

様々なキャリア

ステージにある優

れた外国人研究者

を招へいするため

の事業を実施す

る。 

「外国人特別研究

員」では、多様な国

からの研究者の招

へいを着実に図

る。とりわけ、海外

対応機関との連携

及び海外研究連絡

センターを通じた

積極的な広報活動

等を通じて、優秀

な若手研究者の確

 【諸外国の優秀な研究者の招へい】 

 

■外国人研究者招へい事業（外国人特別研究員、外国人

招へい研究者） 

（募集・審査業務等） 

・招へいの目的や外国人研究者のキャリアステージに合

わせることができるよう、複数のプログラムにより事業

を構成し、国内公募と海外対応機関からの推薦により申

請を受け付けた。 

・英語版を含むリーフレットを作成し、海外研究連絡セ

ンターによる事業説明の際に広く配布している。 

・外国人研究者の招へい計画を十分に検討できるよう、

英語版を含む募集要項を来日時期の 1 年前に作成、公開

した。また、様々な計画に対応できるよう、年複数回に分

けて募集した。 

・平成 30 年度は、これまで一部紙媒体での提出を求めて

いた申請手続きを不要とし、すべて電子申請システムで

行えるようにすることにより、申請受付の効率化及び受

入研究機関の負担軽減を図った。 

・平成 30年度は募集要項とともに審査区分表等を作成、

公開することにより、申請者に対する選考方法の透明性
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究者招へい事業につ

いては、事業の質を

より高める観点から

の検証を行う。 

加えて、招へいし

た外国人研究者の協

力を得て、我が国の

将来を担う高校生に

科学や国際社会への

関心を深める機会を

提供する。 

保に努める。 

「外国人招へい

研究者」では、優れ

た研究業績を有す

る外国人研究者を

招へいし、討議や

意見交換、講演等

の機会を与える。 

を高めるとともに、幅広い分野の審査員によるピアレビ

ューを適切に機能させ、優れた外国人研究者を適切に採

用する仕組みを整備した。 

・国内公募分の選考にあたっては、外国人特別研究員事

業（一般）及び外国人招へい研究者では、各研究分野から

高い見識をもつ研究者で構成される特別研究員等審査会

において、専門的見地から書面審査及び合議審査による

二段階審査を行った。また、外国人特別研究員（欧米短

期）では、年 4 回の申請機会に機動的に対応するため国

際事業委員会にて採用者を決定した。 

・平成 30年度は特別研究員等審査会における合議審査で

は、審査資料の様式を他事業と統一することにより、審

査員の負担軽減を図った。 

・審査員に対し、審査基準、審査方針等の他、利害関係者

の排除、秘密保持と研究者倫理の遵守等について明記し

た審査手引等を配布した。また、書面審査で評定が分か

れた申請については、合議審査において書面審査の妥当

性について確認することを合議審査の指針に取り入れ

た。 

・平成 30年度は審査スケジュールを見直すことにより、

採否結果の通知を前倒しした。 

・審査基準、特別研究員等審査会委員及び任期を終了し

た専門委員名簿について、ホームページ上で公開した。 

https://www.jsps.go.jp/j-ippan/senko.html 

https://www.jsps.go.jp/j-oubei-s/senko.html 

https://www.jsps.go.jp/j-inv/senko.html 

https://www.jsps.go.jp/j-pd/pd_houhou.html 

なお、採用者一覧もホームページ上で公開している。 

https://www.jsps.go.jp/j-fellow/saiyo/index.html 

https://www.jsps.go.jp/j-inv/adoptlist.html 

 

（採用期間中の運営業務） 

・外国人研究者管理システムを改修し、個々の招へい計

画に応じた効率的かつ迅速な滞在費支給等を行った。 

・平成 30 年度は英語版を含む FAQ を作成、公開すること

により、研究者や受入研究機関が事業を有効活用及び適

切に執行する環境整備を行った。また、採用後の手続き

にかかるすべての様式を日英併記とすることで外国人研

究者にとっての利便性を高めた。さらに、調査研究費を

海外出張旅費に支出できるようにするなど外国人研究者

の制限事項を緩和し、柔軟な運用を認めることで事業の
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魅力を高めた。 

・平成 30 年度は外国人研究者が来日・離日する際の国際

航空券手配業者を入札で選定することにより、業務の透

明性を確保するとともにサービスの向上に努めた。 

 

（事業の評価） 

・事業の改善を目的とし、事業終了後、外国人研究者及び

日本側受入研究者に対してアンケート調査への回答や報

告書の提出を求めることにより実績等の把握に努めてい

る。平成 30 年度中に採用期間が終了した外国人特別研究

員（一般）の日本側受入研究者へのアンケート調査にお

いては、89.4％が肯定的な評価をしている。 

・外国人特別研究員や日本側受入研究者の研究業績のデ

ータを分析することにより、事業の成果や効果について

の検証を試行的に実施した。 

 

●平成 30年度プログラム別受入実績（単位：人） 

 

申請・採用実績 受入実績 

国内公募 
海外 

推薦

* 

新規

来日

者実

数 

総滞

在者

数** 
申請

数 

採用

数 

採用 

率 

外国人特別研

究員（一般） 
2,449 240 9.8% 99 299 808 

外国人特別研

究員（定着促

進） 

- - - 0 0 6 

外国人特別研

究員（欧米短

期） 

267 60 22.5% 72 114 193 

外国人特別研

究員（戦略的

ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ） 

- - - 27 27 41 

外国人特別研

究員（ｻﾏｰ･ﾌﾟ

ﾛｸﾞﾗﾑ） 

- - - 102 102 102 

外国人招へい

研究者（長期） 
259 60 23.2% 0 57 79 

外国人招へい

研究者（短期） 
605 180 29.8% 0 170 178 

外国人招へい

研究者（短期

S） 

12 4 33.3% 0 4 4 

* 延べ約 50 の海外対応機関からの推薦。 
** 総滞在者数：前年度からの継続滞在者を含む。 

 

●平成 30年度地域別受入実績（単位：人） 

地域 
受入実績 

（総滞在者数*） 
割合 

アジア 540 38.27% 

オセアニア 34 2.41% 

アフリカ 36 2.55% 
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ヨーロッパ 579 41.03% 

北米 169 11.98% 

中南米 28 1.98% 

中東 25 1.77% 

合計 1,411 100% 

* 総滞在者数：前年度からの継続滞在者を含む。 

 

（外国人特別研究員（一般／定着促進／欧米短期／戦略

的プログラム／サマー・プログラム））・計 79国・地域か

ら計 1,150 名を招へいし、若手研究者に日本側受入研究

者の指導のもとに共同して研究に従事する機会を提供し

た。 

 

・海外対応機関との連携のもと、戦略的に重要な特定の

欧米諸国やインドから優秀な若手研究者を招へいする戦

略的プログラムを実施し、優秀な若手研究者確保に努め

た。 

・平成 28年度に新規採用した外国人特別研究員（一般）

301 名のうち 108 名（35.9%）が採用期間終了後も我が国

の大学等研究機関で研究を継続している。 

・博士号取得前後の若手研究者を夏季 2 か月招へいする

サマー・プログラムについては、海外研究連絡センター

と連携して来日前にオリエンテーションを実施した。ま

た、推薦を行う海外対応機関と綿密に調整し、採否結果

の通知を前倒しした。 

 

（外国人招へい研究者（長期／短期／短期 S）） 

・計 53 国・地域から計 261 人を招へいし、我が国の大学

等研究機関に対し、共同研究、討議、意見交換、講演等の

機会を提供した。 

・日本側受入研究者のアンケートによれば、国際共著論

文等が執筆されているなど、国際共同研究の進展に結び

ついている。 

 

 

   （ⅱ）論文博士号

取得希望者への支

援事業 

論文提出により

我が国の博士号取

得を希望するアジ

ア・アフリカ諸国

等の若手研究者を

 ■論文博士号取得希望者への支援事業 

・対象国を ODA の被支援国に限定するなど制度を見直し

た上で、アジア・アフリカ諸国等の論文博士号取得希望

者58人に対して学位取得のための研究に必要な支援を実

施した。 

・平成 27 年度に新規採用された者のうち、48%が平成 29

年度までに博士号を取得した。 

●平成 30年度支援状況 
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支援する事業を実

施する。 

申請者数 採用者数 継続者数 総被支援者数 

62 人 20 人 38 人 58 人 

 

 

   （ⅲ）招へい研究

者への交流支援 

長期に来日する

研究員に対して

は、我が国での研

究生活を円滑に開

始するためのオリ

エンテーションを

来日直後に実施

し、日本語研修支

援等を行い、日常

生活面においても

支援する。 

さらに、我が国

の将来を担う高校

生等を対象に、科

学や国際社会への

関心を深めさせる

ことを目的とし、

外国人研究者が高

等学校等におい

て、自身の研究活

動や母国について

英語で講義を行う

サイエンス・ダイ

アログ事業を実施

する。 

 

平成 30年度にお

いては、外国人研

究者招へい事業が

我が国の研究機関

の研究環境の国際

化にどの程度貢献

しているかアンケ

ート調査を実施

し、75％程度の肯

定的評価を得ると

 ■招へい研究者への交流支援 

・来日直後の外国人特別研究員に対し、年 5 回にわたり

オリエンテーションを実施し、日本語及び日本文化研修

を行った。また、日常生活で必要となる情報や学術関連

情報を記載した生活ハンドブックを配付し、日本での円

滑な研究生活を支援した。 

●オリエンテーションの実施日と参加人数実績 

実施日 参加人数 

平成 30 年 6 月 19 日～21 日 19 名 

平成 30 年 9 月 4日～6 日 16 名 

平成 30 年 11 月 6 日～8日 29 名 

平成 31 年 1 月 22 日～24 日 30 名 

平成 31 年 2 月 26 日～28 日 30 名 

延べ参加者数 124 人 

 

・外国人特別研究員創立 30 周年に際し、歩みをふりかえ

る記念誌を作成、公開するとともに、記念イベントを開

催し、現役及び過去の外国人特別研究員がネットワーク

を形成する機会を創出した。 

 

■サイエンス・ダイアログ事業 

・招へいした外国人特別研究員が、高等学校等において、

研究活動や母国について英語で講義を行うサイエンス・

ダイアログを 延べ 137 回実施し、6,577 名の生徒が参加

した。 

・多くの様々な高校生等が参加できるよう、積極的な広

報活動を行い、初めて実施する学校は 10 校に上った。 
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ともに、より事業

の質を高めるため

の方策について検

討する。 

 （３）研究者の顕

彰・研さん機会の

提供 

研究者としての

キャリアステージ

に応じ、優れた研

究能力を有する研

究者を顕彰するこ

とにより、研究者

の研究意欲を高

め、研究の発展を

促進する。また、優

れた若手研究者に

対し、シンポジウ

ムやセミナーの開

催等を通じて国際

的な研さんの機会

を提供することに

より、学術的・国際

的視野を広げ、リ

ーダーとなる人材

の育成を図る。 

（３）研究者の顕彰・

研さん機会の提供 

 優れた研究能力を

有する研究者に対す

る顕彰や、国際的な

研さんを積む機会の

提供などの取組を行

う。 

（３）研究者の顕

彰・研さん機会の

提供 

優れた研究能力

を有する研究者に

対する顕彰や、若

手研究者に対する

国際的な研さんを

積む機会の提供な

どの取組を行う。 

 

【評価指標】 

３－４ 若手研究者へ

の国際的な研さん機

会の提供に係る取組

状況（Ｂ水準：振興会

が実施するシンポジ

ウム等参加者へのア

ンケート調査により

肯定的評価を得た割

合が 95％程度） 

 

【目標水準の考え方】 

３－４ 若手研究者の

学術的・国際的視野を

広げる観点から、振興

会が実施するシンポ

ジウム等へ参加した

ことによる効果につ

いてアンケート調査

を実施し、前中期目標

期間におけるアンケ

ート調査の結果（平成

25～28 年度実績：91

～100％）を踏まえ、各

シンポジウム等にお

いて 95％程度の肯定

的評価を得ることを

達成水準とする。 

 

 

 （３）研究者の顕彰・研

さん機会の提供 

補助評定：b 

＜補助評定に至った理由

＞ 

平成 30 年度の業務が中

期計画どおり実施され、

中期目標に向かって順調

に実績を上げていると言

えることから、評定を b

とする。 

 

（b 評定の根拠） 

・第15回日本学術振興会

賞及び第 9 回日本学術振

興会育志賞の募集、選考、

授賞に係る業務を通し

て、創造性に富み優れた

若手研究者の顕彰を円滑

かつ着実に実施した。 

・国際生物学賞及び野口

英世アフリカ賞に係る事

務を円滑かつ着実に実施

した。 

・HOPE ミーティング、ノ

ーベル・プライズ・ダイ

アログ、先端科学シンポ

ジウム事業を計画どおり

実施して博士課程学生を

含む若手研究者や科学に

関心を有する一般市民に

研鑽の機会を提供した。 

・リンダウ・ノーベル賞

受賞者会議への派遣や、

ブラジルサンパウロ州立

研究財団及びインド科学

技術庁との共催によるワ

（３）研究者の顕彰・

研さん機会の提供 

補助評定：b 

＜補助評定に至った

理由＞ 

自己点検評価に記載

の内容で示された通

り、中期計画通り概

ね着実に業務が実施

されたと認められる

ため。 

 

 

（３）研究者の顕彰・研さん

機会の提供 

補助評定：b 

＜補助評定に至った理由＞ 

中期計画に定められたとお

り、概ね着実に業務が実施さ

れたと認められるため。 

 

＜今後の課題・指摘事項＞ 

― 

 

＜その他事項＞ 

本項目における一連の事業

は、優れた若手研究者の研究

能力を認め、当該研究者のさ

らなる発展に寄与していると

認められる。 
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ークショップ・セミナー

の実施を通じて日本人若

手研究者に国際的な研鑽

機会を提供した。 

以上のことから、平成

30 年度の業務は中期目

標に向かって計画どおり

に遂行されたと評価する

ことができる。 

 

 

（各評価指標等に対する

自己評価） 

・評価指標である３－４

については HOPE ミーテ

ィングは 100%、ノーベ

ル・プライズ・ダイアロ

グは 96.8%、先端科学シ

ンポジウムは 96%と、中

期目標に定められた水準

（95％）を上回ったこと

は評価できる。 

 ① 研究者の顕彰 

我が国の学術研究

の発展への寄与が期

待される研究者の養

成に資するため、優

れた若手研究者を顕

彰する「日本学術振

興会賞」及び大学院

博士課程学生を顕彰

する「日本学術振興

会育志賞」を実施す

る。 

また、国際生物学賞

委員会により運営さ

れる生物学研究に顕

著な業績を挙げた研

究者を顕彰する国際

生物学賞に係る事

務、野口英世博士の

① 研究者の顕彰 

（ⅰ）日本学術振

興会賞 

我が国の学術研

究の水準を世界の

トップレベルに発

展させるため、創

造性豊かな優れた

研究を進めている

若手研究者を見い

だし、早い段階か

ら顕彰してその研

究意欲を高め、独

創的、先駆的な研

究を支援する日本

学術振興会賞の募

集、選考、授賞に係

る業務を円滑に実

施する。 

 【優れた若手研究者の顕彰】 

■日本学術振興会賞 

・人文学、社会科学及び自然科学の全分野において、45 歳

未満で博士又は博士と同等以上の学術研究能力を有する

者のうち、論文等の研究業績により学術上特に優れた成

果をあげている研究者を対象に第15回日本学術振興会賞

受賞候補者の推薦について、我が国の学術研究機関及び

学協会に対し依頼した。 

・被推薦者について、学術システム研究センターにおけ

る 5 ヶ月に及ぶ綿密な予備選考を経て、平成 30 年 10 月

29 日開催の本賞審査会（委員長：野依良治 科学技術振興

機構研究開発戦略センター長、他 12 名で構成）における

選考結果に基づき、受賞者を決定した。 

・授賞式は、秋篠宮同妃両殿下に御臨席を賜り、平成 31

年 2月 7 日に日本学士院において挙行した。 

●第 15 回日本学術振興会賞の推薦・受賞状況 

推薦要項発送数 候補者数 受賞者数 割合 

3,659 機関 426 人 25 人 5.9％ 
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功績に因み、アフリ

カの医学研究・医療

活動分野において卓

越した業績を挙げた

研究者を顕彰する賞

（野口英世アフリカ

賞）のうち医学研究

分野の審査業務を担

当し、着実に実施す

る。 

   （ⅱ）日本学術振

興会育志賞 

我が国の学術研

究の発展への寄与

が期待される若手

研究者の養成に資

するため、優秀な

大学院博士課程学

生を顕彰する育志

賞の募集、選考、授

賞に係る業務を円

滑に実施する。 

 ■日本学術振興会育志賞 

・人文学、社会科学及び自然科学の全分野において、34 歳

未満で大学院における学業成績が優秀であり、豊かな人

間性を備え、意欲的かつ主体的に勉学及び研究活動に取

り組んでいる大学院博士後期課程学生を対象に第 9 回日

本学術振興会育志賞候補者の推薦について、我が国の大

学及び学協会に対し候補者の推薦を依頼した。 

・被推薦者について、学術システム研究センターにおけ

る面接選考を含む約 7 ヶ月に及ぶ予備選考を経て、平成

31 年 1 月 10 日開催の本賞選考委員会（委員長：清水 孝

雄 国立国際医療研究センタープロジェクト長、他 8名で

構成）における選考結果に基づき、受賞者を決定した。 

・授賞式は、秋篠宮同妃両殿下に御臨席を賜り、平成 31

年 3月 8 日に日本学士院において挙行した。 

 

●第 9回 日本学術振興会 育志賞の推薦・受賞状況 

推薦要項発送数 候補者数 受賞者数 割合 

2,460 機関 155 人 18 人 11.6％ 

 

・育志賞受賞者のネットワーク構築を図ることを目的と

して、平成 30 年 9 月 6 日に育志賞研究発表会を開催し

た。当日は、第 1～8回の受賞者及び選考委員会委員等約

40 名が参加し、第 7回受賞者受賞者 8名の口頭発表及び

第 1 回受賞者 2 名の共同研究成果発表を聞くと共に、受

賞者 24 名がポスター発表を行い、活発な交流が行われ

た。 

   

   （ⅲ）国際生物学

賞  

国際生物学賞委

員会により運営さ

れ、生物学研究に

顕著な業績を挙げ

 【国際生物学賞に係る事務】 

・国際生物学賞委員会は、授賞対象分野で著名な外国人

研究者を含む審査委員会を組織し、計 3回の会議を経て、

第 34 回国際生物学賞を、85 件の推薦からハーバード大

学のアンドリュー・ハーバート・ノール博士に授与する

ことを決定した。 
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た研究者を顕彰す

ることにより国際

的にも高い評価を

受けている国際生

物学賞の第34回顕

彰に係る事務を行

うとともに、第35

回顕彰に向けた準

備の事務を積極的

に実施する。ま

た、国内外に向け

て本賞の意義や内

容の周知活動に努

める。 

・授賞式は、平成 30 年 11 月 19 日に日本学士院において

天皇皇后両陛下の御臨席を賜り挙行した。 

・11 月 21 日、22 日には、本会と名古屋大学との共催に

よる国際生物学賞記念シンポジウムを開催し、その中で

受賞者による特別講演会を実施し、約 200 名が参加した。 

・国際生物学賞パンフレットを作成し、1,600 件を超える

関係機関、研究者に配布し広報を行った。 

・国際生物学賞基金の募金趣意書を作成し、寄付金の拡

大に努め、2,290,000 円（6 件）の寄付を受け入れた。 

・基金の管理・運用については、銀行預金のほか、利付国

債（2億円）により適切に運用した。 

・第 35回国際生物学賞の審議は、平成 30年 11 月 7 日に

基本方針を決定し、同日に第 1 回の審査委員会を開催（授

賞式は平成 31年 11～12 月頃に実施予定）した。 

 

●第 34 回及び 35 回顕彰に係る事務 

開催日 内容 

H30 年 
5月31日 

第 34 回国際生物学賞審査委員会（第 2回
会議）（受賞候補者を 10 名程度に絞込） 

H30 年 
6月25日 

第 34 回国際生物学賞審査委員会（第 3回
会議）（受賞候補者の選定） 

H30 年 
8月23日 

第 35 回授賞分野に関する会議 

H30 年 
8月23日 

第 68 回国際生物学賞委員会（第 34 回国
際生物学賞受賞者の決定） 

H30 年 
11月7日 

第 69回国際生物学賞委員会（審査委員長・
幹事・専門委員の選出等）及び第 35 回国
際生物学賞審査委員会（第 1 回会議）（専
門委員選考等） 

H30 年 
11 月 19
日 

第 34 回国際生物学賞授賞式 

H30 年 
12 月 27
日 

第 35 回国際生物学賞審査委員会（第 2回
会議）（審査委員会の日程、審査手順の確
認、受賞候補者推薦依頼状等） 

 

 

   （ⅳ）野口英世ア

フリカ賞 

野口英世博士の

功績に因み、アフ

リカの医学研究・

医療活動分野にお

いて卓越した業績

を挙げた研究者を

顕彰する野口英世

アフリカ賞の医学

 【野口英世アフリカ賞に係る事務】 

●推薦委員会の運営 

学術研究に高い識見を有し、研究評価及び経験が豊富

かつアフリカでの感染症等の疫病対策に造詣の深い研究

者から成る推薦委員会（医学研究分野のみ）を振興会に

設置し、平成 30 年度中に第 2回～第 5回の推薦委員会を

開催した。 

 

●外国人委員の選定 

内閣府との協議、第 2 回推薦委員会での検討を経て、
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研究分野の選考を 

行う「野口英世ア

フリカ賞医学研究

分野推薦委員会」

における、審査業

務を円滑に実施す

る。 

外国人委員を選定した。 

 

●審査 

 推薦委員会での検討を経て、選考方法や基準を決定、

書面審査の後、最終的に推薦委員会において「野口英世

アフリカ賞」受賞者を選考した。 

 

  ② 国際的な研さん

機会の提供 

 我が国と先進諸国

やアジア・アフリカ

諸国等の幅広い若手

研究者の育成及び相

互のネットワーク形

成を促すため、若手

研究者の集中的な討

議の機会を提供する

シンポジウム・セミ

ナー等の取組を実施

する。その際、振興

会が実施するシンポ

ジウム等に参加した

ことによる効果につ

いて、95％程度の参

加者から肯定的評価

を得る。 

② 国際的な研さ

ん機会の提供 

（ⅰ）HOPE ミーテ

ィング 

ノーベル賞受賞

者等の著名研究者

とアジア太平洋ア

フリカ地域の大学

院博士課程学生等

が参加する合宿形

式の会議を開催

し、若手研究者に

国際的環境でのリ

ーダーシップを身

につけさせるとと

もに、将来の研究

リーダー同士のネ

ットワークを作る

機会を提供する。 

 【ノーベル賞受賞者と若手研究者との対話の場の提供】 

 

■HOPE ミーティング 

・第 11回 HOPE ミーティングは、物理学、化学、生理学・

医学及び関連分野を対象分野に開催した。梶田隆章運営

委員長（2015 年ノーベル物理学賞）を始めとする 6 名の

ノーベル賞受賞者及び 1 名の著名研究者と、104 名の参

加者による講演・討議、参加者によるポスター発表やチ

ームごとの発表等が行われ、活発な質疑応答・意見交換

がなされた。 

・日本側参加者は公募により選考し、HOPE ミーティング

運営委員会にて書面審査及び最終的な参加者を決定し

た。 

・会議後に行った参加者へのアンケート調査では、回答

者の全員が HOPE ミーティングを「すばらしい」あるいは

「良い」と評価した。 

 

●第 11 回 HOPE ミーティング 

期間 平成 31 年 3 月 4日～3月 8日 

開催場所 沖縄県恩納村 

講演者 

・天野浩（2014 年ノーベル物理学賞） 
・梶田隆章（2015 年ノーベル物理学賞） 
・アーロン・チカノーバー 
（2004 年ノーベル化学賞） 
・アダ・ヨナット 
（2009 年ノーベル化学賞） 
・ベン・Ｌ・フェリンハ 
（2016 年ノーベル化学賞） 
・ティム・ハント 
（2001 年ノーベル生理学・医学賞） 

・グンナー･エクイスト 
（前スウェーデン王立科学アカデミー事務
総長）  

参加国・地
域数 

日本、バングラデシュ、中国、エジプト、イ
ンド、インドネシア、イスラエル、ケニア、
韓国、マレーシア、ミャンマー、ネパール、
ニュージーランド、フィリピン、シンガポ
ール、南アフリカ、台湾、タイ、ベトナム
（19か国・地域から104名参加）  

  

   

   （ⅱ）ノーベル・プ  ■ノーベル・プライズ・ダイアログ    
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ライズ・ダイアロ

グ 

ノーベル・メデ

ィアとの共催によ

り、若手研究者及

び一般市民向けの

講演会であるノー

ベル・プライズ・ダ

イアログを実施

し、ノーベル賞受

賞者を含む著名研

究者と社会との対

話の機会を提供す

る。 

・ノーベル・メディア（ノーベル財団広報部門）と連携

し、同団体が 2012 年よりスウェーデンにおいて毎年ノー

ベル賞授賞式の時期に開催している一般向け公開シンポ

ジウム Nobel Week Dialogue を、2015 年 3 月にスウェ

ーデン国外としては世界で初めて開催した第 1 回、2017

年 2 月、2018 年 3 月に引き続き、第 4回目となる「ノー

ベル・プライズ・ダイアログ東京 2019」を開催した。 

・当日は 5 名のノーベル賞受賞者を含む国内外の著名な

研究者・有識者 19名が登壇し、「The Age to Come 科学

が拓く明るい長寿社会」をテーマに、様々な角度から講

演、ディスカッションを行った。登壇したパネリストは、

産学から幅広く第一線で活躍する有識者が集まった。国

内外から研究者や学生を含む 1,000 名が参加するととも

に、また、特設サイトにて全セッションの同時中継を行

うとともに、開催後はノーベル財団の公式 YouTube チャ

ンネルにて全録画を公開し、全世界に向けて発信を行っ

た。（開催後約 1 ヶ月時点で各動画視聴回数計 3,700 回

超） 

・また、当日はシンポジウム後のレセプションに高円宮

妃殿下の御臨席を賜った。 

・開催後に行った参加者へのアンケート調査では、回答

者の 96.8％がノーベル・プライズ・ダイアログにまた参

加したいと評価した。 

・ノーベル・メディア ABとの間で、第 5回開催に向けて

検討を開始した。 

（主な登壇者） 

・本庶 佑（2018 年生理学・医学賞） 
・エリザベス・H・ブラックバーン（2009 年生理学・医

学賞） 
・ティム・ハント（2001 年生理学・医学賞） 
・ランディ・シェックマン（2013 年生理学・医学賞） 
・アンガス・ディートン（2015 年経済学賞） 
・川島 隆太（東北大学加齢医学研究所所長） 
・山海 嘉之（CYBERDYNE 株式会社代表取締役社長/CEO） 
・サラ・ハーパー（オックスフォード大学教授） 
・原山 優子（東北大学名誉教授） 
 

 等 

 

   （ⅲ）先端科学シ

ンポジウム事業 

次世代を担う研

究者の育成等のた

め、諸外国の学術

振興機関と連携

し、学際的な観点

 【若手研究者への国際的な研鑽機会の提供】 

■先端科学シンポジウム事業  

・フンボルト財団（ドイツ）との共催で、自然科学から人

文学・社会科学にわたる異分野間で先端科学について討

議を行う先端科学シンポジウムを実施した。日本側から

は計 30 名の若手研究者が参加した。 

・シンポジウム実施にあたり、セッショントピックやス
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から先端的な研究

課題について集中

的に議論を行う先

端科学シンポジウ

ム事業を実施す

る。 

 

ピーカー等の選定を含むセッションの構成を参加者であ

る企画委員（PGM）が自ら企画するなど、主体的に運営に

携わった。 

・先端科学シンポジウム事業委員会を 2 回開催し、事業

の運営についての検討や公募による候補者も含めた参加

者の選考等を行うとともに、平成 31 年度以降のシンポジ

ウムの枠組みについて、検討を行った。 

・平成 31年度には、英国王立協会との共催により平成 28

年度以来の開催となる第 3 回日英先端科学シンポジウム

を開催することを合意した。また、カナダ王立協会及び

カナダ先端研究機構との共催により、平成 31 年度以降に

日加先端科学シンポジウムを継続的に開催することを合

意した。加えて、フランス国立科学研究センターとの共

催により、平成 26年度以来の開催となる日仏先端科学シ

ンポジウムを平成 32 年度以降、継続的に開催することを

合意した。 

・平成 31年度に実施する日米独及び日英、日加先端科

学シンポジウム並びに平成 32年度に実施する日仏先端

科学シンポジウムに向けて、先端科学シンポジウム事業

委員会にて企画委員（PGM）が選定さた。日米独先端科

学シンポジウムについては、相手国 PGM とともにトピッ

クの選定を行う PGM 会議が開催された。 

30 年度参加者アンケート（抜粋） 回答率 

学術的な視野が広がった 100% 

同種のシンポジウムにもう一度参加したい 96% 

 

○第 14 回日独先端科学（JGFoS）シンポジウム 
日程：平成 30 年 9 月 6日～9日 
開催場所：日本・京都市 
参加者数：日本 30 名、ドイツ 26 名（計 56 名） 

 

   （ⅳ）国際的な会

議等への若手研究

者の参加支援 

国際経験を培う

べく、ノーベル賞

受賞者との討議等

を行うリンダウ・

ノーベル賞受賞者

会議など、国際的

な会議等への若手

研究者の参加を支

援する。 

 ■国際的な会議等への若手研究者の参加支援  

リンダウ・ノーベル賞受賞者会議派遣事業 

・日本人参加者候補の選考については、国際事業委員会

で審査を行った。日本人若手研究者 11名（生理学・医学

分野）に対し、同会議に参加する経費支援を行った。会議

後に行ったアンケートでは、参加者 11 名全員が「「参加

は有益だった」「他の日本人若手研究者にも本事業への参

加を勧めたい」と回答した。 

・これまでに JSPS 推薦によるリンダウ・ノーベル賞受賞

者会議への日本からの参加者は計 123 名（平成 21年度～

30 年度）にのぼる。派遣された参加者からは、「世界各国

の著名なノーベル賞受賞者や同世代の意欲的な研究者達

との交流を通じ、自分の研究を客観的に捉え、科学的素
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養を身に付けた人間としてその知識や経験をどのように

社会へ還元していくべきかを、明確に考えるきっかけを

得られた」といった声が寄せられている。 

○リンダウ・ノーベル賞受賞者会議（第 68 回生理学・医

学） 

開催期間：平成 30年 6月 24 日～29 日 

   （ⅴ）国際ワーク

ショップ及びセミ

ナーの実施 

若手研究者のた

めの国際ワークシ

ョップ及びセミナ

ーを開催し、専門

性の向上とネット

ワーク形成の機会

を提供する。 

平成 30 年度に

おいては、振興会

が実施するシンポ

ジウム等に参加し

たことによる効果

を確認するため、

各シンポジウム等

においてアンケー

ト調査を実施し、

95％程度の肯定的

評価を得る。 

 

 ■国際ワークショップ及びセミナーの実施  

・ブラジルサンパウロ州立研究財団、インド科学技術庁

との共催により、2件のワークショップ・セミナーを実施

し、121 の若手研究者が参加した。 

・若手研究者は、実施機関が幅広く周知・選考し、質の確

保に努めた。 

 

 

 

  

  （４）研究者のキャ

リアパスの提示 

全国の大学等の研

究機関をフィールド

として活躍し得る若

手研究者の新たなキ

ャリアパスを提示す

る卓越研究員事業に

ついて、国の方針を

踏まえ、審査及び交

付業務を行う。卓越

研究員候補者の審査

に関しては、審査の

（４）研究者のキ

ャリアパスの提示 

新たな研究領域

に挑戦するような

若手研究者が、大

学等において安定

かつ自立して 

研究を推進でき

るような環境を実

現するとともに、

全国の大学等の研

究機関をフィール

ドとして活躍し得

  

【卓越研究員事業】 

・平成 30年 4 月に研究者 494 名の申請を受け付け、我が

国の第一線級の研究者等からなる卓越研究員候補者選考

委員会を設置した上で、同委員会による書面審査を実施

し、審査結果を文部科学省に報告した（同省において書

面審査結果に基づき卓越研究員候補者を 200 名決定）。 

・文部科学省が定めた審査方針や審査方法をホームペー

ジ上で公開するとともに、審査終了後にホームページを

通じて、任期を終了した審査員の名簿を公表するなど、

審査の透明性の確保に努めた。 

・審査員に対して、審査の手引き等を配付して書面審査

の基準や利害関係者の取扱いについて周知し、精度の高

（４）研究者のキャリア

パスの提示 

補助評定：b 

＜補助評定に至った理由

＞ 

平成 30 年度の業務が中

期計画どおり実施され、

中期目標に向かって順調

に実績を上げていると言

えることから、評定を b

とする。 

 

 

（４）研究者のキャ

リアパスの提示 

補助評定：b 

＜補助評定に至った

理由＞ 

自己点検評価に記載

の内容で示された通

り、中期計画通り概

ね着実に業務が実施

されたと認められる

ため。 

 

 

（４）研究者のキャリアパス

の提示 

補助評定：b 

 

＜補助評定に至った理由＞ 

中期計画に定められたとお

り、概ね着実に業務が実施さ

れたと認められるため。 

 

＜評価すべき実績＞ 

卓越研究員事業における審

査業務・交付業務について、

中立的な公的機関として着実
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公正性、透明性を確

保し実施する。 

る若手研究者の新

たなキャリアパス

を提示することを

目的とした国の事

業である「卓越研

究員事業」につい

て、審査及び交付

業務を行う。 

平成 30 年度は、

卓越研究員候補者

選考委員会におい

て、新たに公募す

る卓越研究員の審

査を行うととも

に、研究機関に対

する交付業務を行

う。 

い審査を実施した。 

・ポストを提示した研究機関と卓越研究員候補者の当事

者間交渉を支援するため、候補者に関する情報提供を行

った（その後、当事者間交渉が完了した候補者 55名につ

いて、文部科学省が卓越研究員に決定）。 

・卓越研究員を採用した研究機関（新規分、継続分の計 63

機関）に対して、円滑に補助金を交付した。 

・平成 31 年度の公募に向け、申請や一覧化公開等のため

の電子申請システムを構築し、29 研究機関から 59 件の

ポストの申請を受け付け、申請結果を文部科学省に報告

するとともに、ポスト情報をホームページで一覧化し公

開した（平成 31 年 3 月末時点。ポスト申請は令和元年 12

月まで可能）。 

・平成 30 年度の本事業への理解促進のため、平成 30 年

4 月に研究者を対象とした公募説明会を東京、福岡で開催

し、合計 77 名の参加があった。また、平成 31 年度の本

事業への理解促進のため、平成 31年 3月に研究者を対象

とした公募説明会を東京、大阪で開催し、合計 113 名の

参加があった。 

・文部科学省における本事業の効果的な運営に資するよ

う、平成 30 年度の申請者、卓越研究員候補者及びポスト

提示研究機関、並びに平成 31年度公募説明会参加者及び

参加機関に対して、アンケート調査を実施した。 

・本事業を広く周知するため、公募に関する情報をホー

ムページで公開し、情報発信を行った。また、本事業の概

要や卓越研究員の声等をまとめたパンフレットを増刷す

るとともに、新たに研究機関用パンフレット、研究者用

リーフレット及び公募説明会開催案内チラシを作成し配

布した。併せて、各種パンフレット等はホームページで

公開した。 

https://www.jsps.go.jp/j-le/index.html 

 

（b 評定の根拠） 

事業の実施に当たって

は、専門家による公正な

審査体制を整備し、事業

の透明性、信頼性を確保

しながら、文部科学省の

定めた審査要領に従って

審査業務を着実に実施し

た。また、研究機関への

交付を円滑に実施した。 

これに加え、当事者間交

渉実施後や公募説明会時

等にアンケートを実施

し、文部科学省へ結果を

提供していることは、今

後の本事業の効果的な運

営に資するものと高く評

価できる。 

以上のことから、平成

30 年度の業務は中期目

標に向かって計画どおり

に遂行されたと評価する

ことができる。 

 

 

 

に実施している点は評価でき

る。 

 

＜今後の課題・指摘事項＞ 

事業の実施状況等を踏ま

え、文部科学省と協議の上、

審査基準や審査方法の改善

等、事業の改善に向けた継続

的な検討が必要である。 

 

＜その他事項＞ 

－ 

         

 

４．その他参考情報 

特になし 
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１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅰ－４ ４ 大学等の強みを生かした教育研究機能の強化 

（１）世界最高水準の研究拠点の形成促進 

（２）大学教育改革の支援 

（３）大学のグローバル化の支援 

当該事業実施に 

係る根拠 

独立行政法人日本学術振興会法第 15 条第 8号 業務に関連する

政策・施策 

 関連する政策評価・

行政事業レビュー 

 

当該項目の重要度、

難易度 

 

参考ＵＲＬ 世界トップレベル研究拠点プログラム http://www.jsps.go.jp/j-toplevel/index.html  

博士課程教育リーディングプログラム http://www.jsps.go.jp/j-hakasekatei/index.html  

卓越大学院プログラム https://www.jsps.go.jp/j-takuetsu-pro/index.html 

大学教育再生加速プログラム http://www.jsps.go.jp/j-ap/index.html  

地（知）の拠点大学による地方創生推進事業 http://www.jsps.go.jp/j-coc/index.html  

大学の世界展開力強化事業 http://www.jsps.go.jp/j-tenkairyoku/index.html  

スーパーグローバル大学創成支援事業 https://www.jsps.go.jp/j-sgu/index.html  
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２．主要な経年データ 

 ①主要なアウトプット（アウトカム）情報   

 

 

②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報） 

指標等 達成目標 
前中期目標期

間実績等 
３０年度 １年度 ２年度 ３年度 ４年度  ３０年度 １年度 ２年度 ３年度 ４年度 

評価指標          

大学教育改革の支援

及び大学のグローバ

ル化の支援における

国の方針を踏まえた

審査・評価等の実施状

況（委員会の開催実績

等を参考に判断） 

－ 42～77 回 73 回     

  決算額（千円） 620,258     

  従事人員数（人） 22     

関連指標          

 

大学等に

おける教

育研究拠

点の形成

やグロー

バル化の

取組等を

支援する

事業にお

ける採択

機関の取

組状況 

世界トップ

レベル研究

拠点プログ

ラムにおい

て、研究水

準及び運営

のいずれも

世界最高水

準であると

認定された

割合 

－ 100％ － 

    

 

 

大学教育改

革の支援及

び大学のグ

ローバル化

の支援にお

いて、想定

どおり、あ

るいはそれ

以上の成果

を上げたと

する事業の

割合 

－ 75％ 79％  

 

注１）決算額は「４ 大学等の強みを生かした教育研究機能の強化」の支出額を記載。 

注２）従事人員数については「４ 大学等の強みを生かした教育研究機能の強化」の事業担当者数を計上（重複を含む）。 
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３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己点検評価、外部評価委員による評価及び主務大臣による評価 

 
中期目標 中期計画 年度計画 主な評価指標 

法人の業務実績・自己点検評価 外部評価委員に

よる評価 
主務大臣による評価 

業務実績 自己点検評価 

 卓越した知を生

み出す環境を整備

するため、学術振

興の観点から、大

学等における教育

研究拠点の形成や

グローバル化の取

組等を支援するこ

とにより、大学等

の強みを生かした

教育研究機能の強

化を行う。 

大学等の教育研究

機能を強化するた

め、大学等における

教育研究拠点の形成

やグローバル化に関

わる国の助成事業に

ついて、審査・評価

等業務を実施する。

また、事業による成

果等について情報発

信を行う。 

 

 

 

 

 

 

 

 ＜主要な業務実績＞ 

 

評定 A 評定 A 評定 A 

＜評定に至った理由

＞ 

平成 30 年度における

中期計画の実施状況

については、下記の理

由により、中期計画を

上回って履行し、中期

目標を上回るペース

で実績を上げている

と言えることから評

定を Aとする。 

 

（A 評定の根拠） 

・各事業における審

査、フォローアップ、

評価等、計画を着実に

実施し、その上で更な

る審査・評価等業務の

改善にも積極的に取

り組んでいる。 

・海外への広報が必要

であると捉え、従来の

日本語版の事業紹介

パンフレットに加え、

新たに英語版のパン

フレットを発行する

等、事業の広報にも意

欲的に取り組んでい

る。 

・新規事業の審査、構

想の発展的な見直し

等平成 30 年度に新た

な業務を行った事業

において、事業の透明

性、信頼性、継続性の

確保にとどまらず、事

業実施主体である文

＜評定に至った理由

＞ 

平成 30 年度におけ

る中期計画の実施状

況については、以下

に示すように、中期

計画を上回って履行

し、中期目標を上回

るペースで実績を上

げていると言えるこ

とから評定を A とす

る。 

 

・WPI においては、各

種委員会における外

国人比率 30％以上

を達成し、審査・評

価・管理業務が国際

的視点で着実に行わ

れているほか、大学

教育改革の支援、グ

ローバル化の支援に

おいても適切な審

査・評価、事後評価を

着実に行い、各事業

の透明性、信頼性、継

続性を確保してい

る。 

 

・成果の公開ほか、

広報に意欲的に取り

組んでいる。 

 

・大学教育改革の支

援においては、課題

のある事業に加えて

好事例事業に対して

＜評定に至った理由＞ 

評価すべき実績の欄に示すと

おり、中期計画に定められた以

上の業務の進捗が認められるた

め。 

 

＜評価すべき実績＞ 

各プログラムに専門家による

委員会等を設置し、公正な審査・

評価に努め、審査・評価業務をす

べて滞りなく実施できた点は評

価できる。 

 

また、大学教育改革の支援に

資する取組として下記取組を講

じている点が評価できる。 

・卓越大学院プログラムにおい

て、委員へのアンケート等によ

り課題を抽出するなど、今後の

高等教育政策も見据えた事業改

善への取組 

 

さらに、大学のグローバル化

の支援に資する取組として下記

取組を講じている点が評価でき

る。 

・スーパーグローバル大学創成

支援事業において、構想の発展

的な見直しに関する審査事務を

適切に行ったこと 

・世界展開力強化事業において、

初めて、海外交流相手側機関と

の公募及び英語による審査を共

同で実施するに当たり、綿密な

連絡調整を行い、事業が円滑に

実施されるよう努めたこと 
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部科学省との綿密な

連絡調整により事業

趣旨を的確に捉えた

審査や部会運営等を

円滑に行ったことは

高く評価できる。 

・引き続き質の高い審

査を行うことができ

るよう課題を把握す

るため部会委員及び

審査意見書作成者か

らの意見聴取が必要

であると捉え、アンケ

ート調査を実施し、そ

の回答を踏まえ次年

度以降の公募に向け

て審査プロセスにつ

いて不断の見直しを

図っていることに加

え、文部科学省に対し

公募に関する改善点

の提案を行ったこと

は、計画以上の取組で

あり、高く評価でき

る。 

・フォローアップのプ

ロセスの改善にも取

り組んでおり、委員会

での議論を踏まえ、事

業の現地視察につい

て、当初計画していた

課題がある事業に加

え、好事例となる事業

についても現地視察

を行うことが重要で

あると捉え、平成30年

度は好事例となる事

業についても現地視

察を行い、そこで得ら

れた事例を各大学に

普及させたことは高

現地視察を行い、各

大学に紹介すること

により水平展開を図

っているほか、終了

プログラムについて

の事後評価を着実に

行うなど、フォロー

アップも充実してい

る。 

 

・スーパーグローバ

ル大学創成支援事業

においては、事業開

始後 5 年経過したこ

とから、発展的な見

直しを実施するな

ど、事業趣旨を的確

にとらえた運営を行

っている。 

 

以上のとおり、平成

30 年度においては

計画以上の取組を実

施しており中期目標

を上回るペースで実

績を上げていると言

える。 

 

＜指摘事項、業務運

営上の課題及び改善

方策＞ 

個々のプログラムや

事業を超えて、真に

「大学の教育研究機

能の強化」につなが

るよう、こうした事

業やプログラムのあ

り方もふくめた提案

をより積極的に行っ

てほしい。 

 

＜今後の課題・指摘事項＞ 

アウトリーチ活動等につい

て、実施した工夫の効果を適切

に評価し改善に努めることを期

待する。 

博士課程教育リーディングプ

ログラムについては国の事業支

援期間が令和元年度で終了する

ことから、各大学の取組成果の

定着、発展及び我が国全体の大

学院への波及も見据え、令和元

年度は事後評価の着実な実施等

審査・評価業務の総括に努めて

ほしい。 

また、大学教育再生加速プロ

グラム及び地（知）の拠点大学に

よる地方創生推進事業は、令和

元年度に国から各大学等に対す

る事業支援期間が終了すること

から、最終年度に向けて適切に

各取組のフォローアップを行う

と共に、令和２年度に行う事後

評価の着実な実施に向け、必要

な体制を確保してほしい。 

 

＜その他事項＞ 

－ 
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く評価できる。 

 

以上のとおり、平成 30

年度においては計画

以上の取組を実施し

ており中期目標を上

回るペースで実績を

上げていると言える。 

＜その他事項＞ 

― 

  

 

  

  

 

 

 

 （１）世界最高水

準の研究拠点の形

成促進 

国の方針を踏ま

え、国際的な体制

の下で審査・評価

等を行い、国内外

の第一線の研究者

を引きつける優れ

た研究環境と高い

研究水準を誇る研

究拠点の形成や、

その成果の最大化

に向けた取組を総

合的に支援する。 

（１）世界最高水準

の研究拠点の形成促

進 

国内外の第一線の

研究者を引きつける

優れた研究環境と高

い研究水準を誇る研

究拠点の形成を目的

とした国の助成事業

について、国の定め

た制度・方針に従い、

審査・評価等業務を

行うとともに、当該

事業で得られた成果

の最大化に向けた活

動への支援業務を行

う。 

審査・評価等の実

施に当たっては以下

の取組を行い、審査・

評価等の公正性、透

明性を確保するとと

もに、審査・評価等

を行う委員会におけ

る国際的な体制を整

備する。 

・審査・評価等を担

う委員会の設置 

・審査に関する情報

の公表 

（１）世界最高水準

の研究拠点の形成促

進 

高いレベルの研究

者を中核とした研究

拠点構想を集中的に

支援し、優れた研究

環境と高い研究水準

を誇る「目に見える

研究拠点」の形成を

目的とした国の助成

事業である「世界ト

ップレベル研究拠点

プログラム（WPI）」

について、国の定め

た制度・方針に従い、

審査及び評価・進捗

管理業務を行うとと

もに、当該事業で得

られた成果の最大化

に向けた活動への支

援業務を行う。 

平成 30 年度は、

新たな拠点の採択審

査を行うとともに、

平成 19 年度に採択

された１拠点、平成

22 年度に採択され

た１拠点、平成 24 

年度に採択された３

【評価指標】 

４－１ 世界最高水

準の研究拠点の形成

を目指す事業に係る

国際的な審査・評価

等の実施状況（審査・

評価等を行う委員会

の体制整備状況等を

参考に判断） 

 

【関連指標】 

４－Ａ 大学等にお

ける教育研究拠点の

形成やグローバル化

の取組等を支援する

事業における採択機

関の取組状況 

 

【目標水準の考え

方】 

４－１ 世界最高水

準の研究拠点の形成

を目指す事業の審

査・評価等を行う委

員会において、国の

方針を踏まえ、国際

的な観点から事業及

び研究拠点の形成に

有益な指摘を得るた

めの審査・評価等が

 

・学振において定めた「世界トップレベル研究拠点プロ

グラム委員会規程」に基づき、国内外の学術研究機関の

長・教員並びに学識経験を有する者等からなるプログラ

ム委員会等を組織し、審査・評価・管理業務を実施した。 

・業務に当たっては、国の定めた制度・方針を踏まえ、プ

ログラム・ディレクター（PD）、プログラム・ディレクタ

ー代理（DPD）及び拠点ごとのプログラム・オフィサー（PO）

を配置し、専門的な観点からプログラムの進捗状況を管

理する体制を整備している。また、平成 29 年度に文部科

学省により WPI アカデミーが設けられたが、その認定を

受けた拠点のフォローアップのため、アカデミー・ディ

レクター（AD）及び拠点ごとのアカデミー・オフィサー

（AO）を配置し進捗状況を確認している。 

・各拠点のフォローアップは、プログラム委員会及び拠

点作業部会において、いずれも構成メンバーの 30％以上

（委員 71 名中外国人 28 名、39.4％）の外国人委員の参

画を得て、国際的な視点で実施するとともに、新規拠点

採択審査においても前述のプログラム委員会に加えメー

ルレビュアにも外国人研究者を配置し、国際的な視点に

配慮した。 

 

●世界トップレベル研究拠点プログラム委員会名簿 

（平成 30年 9月現在）  

生駒 俊明 東京大学 名誉教授 

川合 眞紀 大学共同利用機関法人自然科学研
究機構 分子科学研究所長 

黒川 清 政策研究大学院大学 名誉教授 

小林 誠 大学共同利用機関法人高エネルギ
ー加速器研究機構 特別栄誉教授 

永井 良三 自治医科大学 学長 

鈴木 典比古 公立大学法人国際教養大学 理事
長・学長 

（１）世界最高水準の

研究拠点の形成促進 

補助評定：b 

＜補助評定に至った

理由＞ 

平成 30 年度における

中期計画の実施状況

については、中期計画

通り、中期目標に向か

って順調に、実績を上

げていると言えるこ

とから、自己点検評価

に記載の内容で適切

な評価が行われてい

ると認められ、評定を

b とする。 

 

（b 評定の根拠） 

・国の定めた制度・方

針を踏まえ、PD・PO 体

制を構築するととも

に、プログラム委員会

や拠点作業部会にお

いて外国人研究者も

参画した体制を整備

することにより、審

査・評価・進捗管理業

務を国際的な視点で

着実に実施した。 

 

（１）世界最高水準

の研究拠点の形成促

進 

補助評定：b 

＜補助評定に至った

理由＞ 

自己点検評価に記載

の内容で示された通

り、中期計画通り概

ね着実に業務が実施

されたと認められる

ため。 

（１）世界最高水準の研究拠点

の形成促進 

補助評定： b 

＜補助評定に至った理由＞ 

中期計画に定められたとお

り、概ね着実に業務が実施され

たと認められるため。 

 

＜今後の課題・指摘事項＞ 

総合支援事業のアウトリーチ

活動等について、十分に成果を

得られていない取組もある。改

善と発展のためには、実施した

工夫の効果を適切に評価し、そ

れに基づいて取組を改善してい

くことが重要である。 

 

＜その他事項＞ 

研究拠点形成に係る評価にあ

たっては、適切な評価指標の設

定に留意することが重要であ

る。 
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・利益相反に配慮し

た審査の実施 

・審査・評価等終了

後の委員名の公表 

・評価結果等の公表 

また、当該事業で

得られた成果の最大

化に向けた活動への

支援業務として、当

該事業全体としての

ブランドを維持・向

上させる活動を行う

とともに、世界最高

水準の研究拠点の形

成に係る情報収集・

分析や経験・ノウハ

ウの共有・展開を行

う。 

拠点、平成 29 年度

に採択された２拠点

に対して年次評価を

行う。 

審査・評価等の実

施に当たって、審査・

評価等を行う委員会

における国際的な体

制を整備するととも

に、公正な審査・評

価等が行われるよう

利益相反への配慮を

行う。また、透明性

を担保するため、審

査に関する情報に加

え、審査・評価等の

終了後にはその結果

を委員名とともにホ

ームページにおいて

公表する。さらに、

評価・進捗管理業務

を専門的な観点から

行うため、プログラ

ムを担当するプログ

ラム・ディレクター 

及び拠点ごとのプロ

グラム・オフィサー

等を配置する。 

WPI プログラムの

成果の最大化に向け

た活動への支援業務

として、WPI プログ

ラム全体が社会から

「見える」存在とな

ることを目指し、サ

イエンスシンポジウ

ムの開催や、高校生

等向けアウトリーチ

活動等の広報活動、

拠点に向けたファン

ドレイジングに係る

適切に行われたか、

委員会における外国

人委員参画割合、英

語による審査・評価

等を行う体制整備の

状況等を参考に判断

する。 

 

４－Ａ 振興会の関

与を通じ、国の方針

を踏まえた取組が適

切に行われたかを把

握するため、事業採

択機関における取組

状況について事後評

価等を通じて毎年度

確認を行うととも

に、前中期目標期間

における実績（世界

最高水準の研究拠点

の形成を目指す事業

については、研究水

準及び運営のいずれ

も世界最高水準であ

ると認定された割合

が 100％（平成 28 年

度実績）、大学教育改

革の支援及び大学の

グローバル化の支援

については、想定ど

おり、あるいはそれ

以上の成果を上げた

とする事業の割合が

75％（平成 25～28 

年度における中間評

価及び事後評価の実

績））を基 

準とした状況変化を

評価において考慮す

る。 

中村 道治 国立研究開発法人科学技術振興機
構顧問 特別主監 

野依 良治 
（委員長） 

国立研究開発法人科学技術振興機
構 研究開発戦略センター長 

濵口 道成 国立研究開発法人科学技術振興機
構 理事長 

松本 紘 国立研究開発法人理化学研究所 
理事長 

ハリエット・ウオ
ルバーグ 

カロリンスカ大学 前学長 

クラウス・フォ
ン・クリッツィン
グ 

マックス・プランク研究所 部局長 

リタ・コーウェル メリーランド大学 名誉教授 

ビクター・ヨセ
フ・ザウ 

米国医学アカデミー 会長 

ジャン・ジン－ジ
ュスタン 

原子力・代替エネルギー庁 フラン
ス宇宙基礎科学研究所学術顧問 

リチャード・ダッ
シャー 

スタンフォード大学 特任教授 

チュアン・ポー・
リム 

シンガポール科学技術研究庁 長
官 

プログラム委員名簿及び各拠点作業部会委員名簿について

は、HP で公開している。 

 

■審査・評価・進捗管理業務に加え、WPI プログラムの成

果の最大化に向けた活動支援を行うため、世界トップレ

ベル拠点形成推進センター（以下「WPI センター」とい

う。）のセンター長に WPI プログラムに深い知見を有す

る PDを委嘱し、業務を円滑に実施するための万全の体制

を敷いた。 
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研修会、国際頭脳循

環の加速・拡大に資

する取組等を実施す

る。また、WPI プログ

ラム全体の運営戦略

の検討に用いるた

め、拠点の認知度等

に関する調査分析、

過去の拠点在籍者に

係るデータの収集、

WPI プログラムの成

果の評価方法の検討

を行う。さらに、WPI 

プログラムの実施に

より得られた国際研

究拠点形成に係る経

験・ノウハウの共有・

展開を行うため、そ

れらを取りまとめた

コンテンツを掲載す

るウェブサイトの新

設等を行う。 

     ■審査 

平成 30 年度の公募について、13 件の申請に対して、プロ

グラム委員会及びプログラム委員会の下に設置された審

査委員会により、二段階の書類審査及びヒアリングを伴

う審査の三段階審査を行い、2件の採択候補拠点を決定す

るとともに審査委員会からのコメントをとりまとめ、文

部科学省に報告した（その後、同省において 2 件の採択

拠点を決定・発表）。審査においては、システムレビュア

7名及びサイエンスレビュア 40 名を選考し、国内外の研

究者によるサイエンスメリットとシステム改革面の両面

から詳細な審査を行うとともに、各審査委員の利益相反

に配慮した。また、審査結果については、事業ホームペー

ジで公開した。 

 

■フォローアップ 

以下のとおり拠点構想進捗状況の把握と適切な管理を実

施した。また、フォローアップにおいては、各委員の利益

相反に配慮した。 

□平成 19・22・24・29 年度採択拠点（7拠点） 

 

・PD 及び PO を中心と

した拠点作業部会に

よる現地視察及びプ

ログラム委員会によ

るヒアリング（視察・

ヒアリングいずれも

海外委員を含む）を経

て進捗状況等をきめ

細かく把握し、各拠点

の改善すべき点等を

とりまとめて提示す

るとともに、平成31年

度に実施する最終評

価及び延長審査の手

順をプログラム委員

会において定めてお

り適切に業務を実施

している。加えて、平
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PD 及び拠点担当の PO を中心とした拠点作業部会による

現地視察（平成 22 年度採択拠点のみ PD・PO による現地

視察）を行うとともに、プログラム委員会が進捗状況に

ついてヒアリングを実施し、フォローアップ結果として、

拠点の改善すべき点等をとりまとめた。 

加えて、平成 19年度採択拠点から拠点長交代の申し出が

あったことから、短期間のうちに審議に必要な体制を整

え、プログラム委員会において審議・了承した。 

□平成 30年度採択拠点（2拠点） 

採択決定後速やかに拠点ごとに新 PO を配し、採択時コメ

ントへの対応状況を確認するため、PD、DPD とともに拠点

訪問を行い、指導・助言を行った。 

平成 29 年度までの採択拠点に対するフォローアップ結

果は、文部科学省から各ホスト機関に通知することがで

きるよう、とりまとめて報告するとともに、事業ホーム

ページにおいて公開した。 

また、平成 31 年度に実施される平成 22 年度採択拠点の

最終評価及び平成 24 年度採択拠点の延長審査のため、

PD、DPD 及び文部科学省と協議の上、最終評価の手順及び

延長審査の手順をプログラム委員会で決定した。 

□WPI アカデミー拠点（補助金支援拠点を除く 4拠点） 

昨年度実施した AD・AO による拠点訪問の結果を、プログ

ラム委員会に報告し、フォローアップを行った。また、翌

年度のフォローアップに向けて、AD・AO による拠点訪問

を行った。 

 

成 19 年度採択拠点の

拠点長交代に係る審

議を適切かつ着実に

実施している。 

また、平成 30 年度の

新規拠点採択審査に

おいては、メールレビ

ュアに外国人研究者

を配置するなど、国際

的な視点に配慮しつ

つ、審査を適切かつ着

実に実施している。 

 

     ■WPI プログラムの成果の最大化に向けた活動への支援 

 

業務の実施にあたっては、拠点の事務部門の長を集めた

会議、またアウトリーチ担当者による会議を通じ、WPI 拠

点や文部科学省との情報・方向性の共有を図った。また

実施した取組は、アウトリーチ担当者会議、もしくは学

振理事、PD、DPD、AD 等で構成される WPI センター会議に

おいて、幅広い対象を適切にカバーできているか、認知・

理解の向上に繋がる種をどれだけまいたか、目的に則し

た取組であったか等の観点から評価し、その結果を次の

取組にフィードバックした。 

 

□アウトリーチ等 

WPI プログラム全体が社会から「見える」存在となること

を目指し、以下の取組を行った。 

・WPI プログラムの成

果の最大化に向けた

活動への支援業務を、

業務目的を踏まえた

検証を行いつつ、WPI

拠点や文部科学省と

足並みを揃えながら

適切に行っている。 

国内外の幅広い層に

向けた多様なアウト

リーチ活動や外部の

専門業者の知見を利

用したファンドレイ

ジング活動支援、国際

頭脳循環の促進に繋
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・アウトリーチ 

国内外に向けた情報発信媒体として、事業及び各拠点の

概要と成果を示したパンフレット（日英併記）を作成・配

布したほか、学振ウェブサイトにおいても日英ほぼ同内

容の情報を適宜発信した。パンフレットの作成に際して

は、アウトリーチ担当者会議において使用場面・目的に

則した内容・体裁であるか等を改めて検証し、従前はそ

れぞれ作成していた成果集との統合、紙の見直しによる

スリム化などを図った。 

国内に向けた取組としては、一般層を対象としたサイエ

ンスシンポジウムを開催し、800 人を超える参加者に分野

融合を進める WPI 拠点の取組を紹介した。高校生対象の

科学イベントと連携することで参加者の約半数を中高生

から得て、アンケートにおいては、回答者の 92％（中高

生の 92％）から WPI の研究/活動に興味を持ったとの回

答があった。若い層へのアウトリーチとしては、WPI 拠点

と協働し、スーパーサイエンスハイスクール（SSH）生徒

研究発表会へのブース出展も行った。また、企業関係者

の関心・理解を得るべく、日本経済団体連合会の協力を

得て、その部会メンバーに WPI 拠点主催イベント等の情

報の周知を行った。 

海外に向けた取組としては、アメリカ科学振興協会

（AAAS）年次総会にブース出展を行ったほか、学振の海外

研究連絡センターと連携し、センターが英国王立協会

（Royal Society）や在外公館等と共催するシンポジウム

において WPI 拠点の研究者が WPI やその成果を紹介する

機会を設けた。 

 

・ファンドレイジング活動の支援 

昨年度から引き続き、WPI 拠点の財政基盤の多様化等に資

するべく、WPI アカデミー拠点（AIMR、iCeMS、IFReC、MANA）

にファンドレイジングの専門家を派遣し、拠点が主体的

に行うファンドレイジング活動の支援を行った。また、

全ての WPI 拠点及びその所属機関関係者を対象とした研

修会を 2 回開催した。研修会の開催に当たっては、アン

ケートや事前の意見聴取により、拠点担当者の希望も取

り入れつつ実施した。 

 

・国際頭脳循環の促進に繋がる活動の支援 

日本の国際頭脳循環の加速・拡大に資するべく、WPI アカ

がる活動の支援など、

対象・内容が異なる多

岐に亘る取組を着実

に実施している。 

また、成果横展開のプ

ラットフォームとな

るウェブサイト「WPI 

Forum」の開設、研究大

学 コ ン ソー シ アム

（RUC）との共催シン

ポジウムの開催など、

WPI 拠点に蓄積された

経験・ノウハウの共

有・展開も積極的に進

めている。 

 

 

（各評価指標等に対

する自己評価） 

・評価指標である４－

１については、ノーベ

ル賞受賞者を含むプ

ログラム委員会及び

拠点作業部会のいず

れも 30％以上の外国

人委員構成比率を保

つとともに、英語によ

る資料の作成及び 会

議の運営を行ってお

り、例年どおりの水準

で達成された。 

・関連指標である４－

Ａについては、平成 30

年 度 は 最終 評 価の 

対象となる拠点がな

い。 
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デミー拠点と業務委託契約を締結し、国際シンポジウム

の開催や研究者の招へい・派遣などの活動を支援した。 

 

□情報収集・分析 

国内外の研究者及び研究開発を行う国内企業に対し、WPI

の下での「目に見える拠点」の形成状況、「国際頭脳循環

のハブ」としての認識状況を測るアンケートを実施した。 

 

□成果の共有・展開 

WPI 拠点の知見を国内の大学等と共有するためのプラッ

トフォームとしてウェブサイト「WPI Forum」を開設し、

外国人研究者の受け入れ環境整備に関するノウハウ等を

掲載した。研究大学コンソーシアム（RUC）との共催シン

ポジウム等で開設案内を行ったことで、開設当初のアク

セス数は 2,000 件と伸び、その後も月平均 300 件のアク

セスを得ている。 

外国人研究者の受入環境整備をテーマとしたセッション

を設けて、 RUC との共催シンポジウムを実施した。シン

ポジウムには 60 機関から 270 名以上の参加があり、参加

大学の一つからは、後日、大学執行部等を対象とした出

張講演の依頼が WPI 拠点にあった。 

上記に加え、新規拠点の採択にあわせ、WPI 拠点間での経

験・ノウハウ共有を促進する場となるよう、拠点の事務

担当者が集う機会を設けた。 

 

 （２）大学教育改

革の支援 

大学が自らの強

みや特色を生かし

学部や大学院の教

育改革に取り組む

ことで、我が国の

大学教育を牽引す

ることができるよ

う、国の方針を踏

まえた審査・評価

等を行う。 

（２）大学教育改革

の支援 

大学の学部や大学

院の教育改革を支援

する以下のような国

の助成事業につい

て、審査・評価等実

施機関の公募が行わ

れ、振興会の有する

審査・評価等に関す

る知見が活用できる

場合には、当該事業

への応募及び実施機

関として選定される

よう努め、審査・評

価等業務を行う。 

（２）大学教育改革

の支援 

大学の学部や大学

院の教育改革を支援

する国の助成事業に

ついて、国の定めた

制度・方針を踏まえ、

専門家による公正な

評価体制を整備し、

透明性、信頼性、継

続性 

を確保し、適切かつ

円滑な運営を図りつ

つ、情報公開に努め

る。 

平成 30 年度は、

【評価指標】 

４－２ 大学教育改

革の支援及び大学の

グローバル化の支援

における国の方針を

踏まえた審査・評価

等の実施状況（委員

会の開催実績等を参

考に判断） 

 

【関連指標】 

４－Ａ 大学等にお

ける教育研究拠点の

形成やグローバル化

の取組等を支援する

事業における採択機

・大学の学部や大学院の教育改革を支援する国の助成事

業について、事業ごとに振興会において定めた委員会規

程に基づき、大学の学長・教員並びに学識経験を有する

者等からなる委員会等を組織し審査・評価業務を実施。 

●委員会等開催実績 

博士課程教育リーディングプログラム委員会  1 回 

同 類型別審査・評価部会 36 回 

 同 PO 会議 1 回 

卓越大学院プログラム委員会 5 回 

 同 審査・評価部会 4 回 

 同 PO 会議 1 回 

大学教育再生加速プログラム委員会 4 回 

地（知）の拠点大学による地方創生推進事業委
員会 

3 回 

・上記審査・評価に当たっては、国の定めた制度・方針等

を踏まえ、事業ごとに専門家によるプログラム委員会等

の公正な審査・評価体制を整備している。 

・継続的・効果的なプログラムとなるように補助期間終

了後の継続性や発展性についての評価項目を設けた審

（２）大学教育改革の

支援 

補助評定：a 

＜補助評定に至った

理由＞ 

平成 30 年度における

中期計画の実施状況

については、下記の理

由により、中期計画を

上回って履行し、中期

目標を上回るペース

で実績を上げている

ことから評定をaとす

る。 

 

（a 評定の根拠） 

（２）大学教育改革

の支援 

補助評定：a 

＜補助評定に至った

理由＞ 

自己点検評価に記載

の内容で示された通

り、中期計画を上回

る業務の進捗が認め

られるため。 

 

（２）大学教育改革の支援 

補助評定：a 

＜補助評定に至った理由＞ 

評価すべき実績の欄に示すと

おり、中期計画に定められた以

上の業務の進捗が認められるた

め。 

 

＜評価すべき実績＞ 

多数の大型事業を円滑に推進

し、採択後のフォローアップや

評価も適切に行われている。 

国の定めた制度・方針を踏まえ、

迅速に事務体制を整えながら、

事業ごとに専門家による委員会

等を設置した。このことにより、
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・世界をリードする

教育拠点の形成支援 

・地域再生・活性化

の拠点としての大学

の取組の支援 

・革新的・先導的教

育研究プログラムを

開発・実施する意欲

的な取組の支援 

審査・評価等の実

施に当たっては国の

定めた制度・方針に

従うとともに、以下

の取組を行い、審査・

評価等の公正性、透

明性を確保する。 

・審査・評価等を担

う委員会の設置 

・審査に関する情報

の公表 

・利益相反に配慮し

た審査の実施 

・審査・評価等終了

後の委員名の公表 

・評価結果等の公表 

また、事業の成果

及び課題について情

報発信するととも

に、当該情報が事業

の改善や国における

施策の検討に活用さ

れるよう努める。 

以下の事業に係る審

査・評価等を行う。 

関の取組状況 

 

【目標水準の考え

方】 

４－２ 国の方針を

踏まえた審査・評価

等が適切に行われた

か、委員会等開催実

績や審査・評価等実

施件数等を参考に判

断する。 

 

４－Ａ 振興会の関

与を通じ、国の方針

を踏まえた取組が適

切に行われたかを把

握するため、事業採

択機関における取組

状況について事後評

価等を通じて毎年度

確認を行うととも

に、前中期目標期間

における実績（世界

最高水準の研究拠点

の形成を目指す事業

については、研究水

準及び運営のいずれ

も世界最高水準であ

ると認定された割合

が 100％（平成 28 年

度実績）、大学教育改

革の支援及び大学の

グローバル化の支援

については、想定ど

おり、あるいはそれ

以上の成果を上げた

とする事業の割合が

75％（平成 25～28 

年度における中間評

価及び事後評価の実

績））を基 

査・評価をするとともに、プログラムオフィサーと委員

会の連携の強化や、大学等に対するアンケート内容を充

実させることによる分析・活用の強化を図るなど、優れ

た取組や共通する問題点の共有などにより、より有効な

審査・評価を行ったほか、審議・評価結果の速やかなホー

ムページ掲載など、広報戦略の検討を行って積極的な情

報公開に努めた。また、審査・評価結果を文部科学省に通

知し、今後の施策検討の参考となるよう努めた。 

 

・大学の学部や大学院

の教育改革を支援す

る国の助成事業につ

いて、事業ごとに委員

会や部会等を合計 55

回開催し、審査・評価

業務に従事している。

事業の実施に当たっ

ては、事業ごとに国の

定めた制度・方針等を

踏まえ、専門家による

公正な審査・評価体制

を整備し、事業の透明

性、信頼性、継続性を

確保している。また、

審査・評価結果の速や

かなホームページ掲

載、従来の日本語版の

事業紹介パンフレッ

トに加え新たに英語

版の事業紹介パンフ

レットを作成する等、

広報戦略について検

討を行い、積極的な情

報公開を着実に実施

している。 

・事業実施主体である

文部科学省との綿密

な連絡調整により事

業趣旨を的確に捉え

た評価や部会運営等

を円滑に行ったこと

は高く評価できる。 

・アンケート調査を実

施し、その回答を踏ま

え、次年度以降の公募

に向けて審査プロセ

スについて不断の見

直しを図っているこ

とに加え、文部科学省

に対し公募に関する

透明性、信頼性、継続性を確保し

た公正な審査・評価体制が整備

でき、各事業における審査・評価

業務をすべて滞りなく実施でき

た点は評価できる。 

卓越大学院プログラムについ

ては、審査・評価の着実な実施に

留まらず、委員へのアンケート

等により課題を抽出するなど、

今後の高等教育政策も見据えた

事業の改善に積極的に貢献した

ことは高く評価できる。 

 

＜今後の課題・指摘事項＞ 

博士課程教育リーディングプ

ログラムは国の事業支援期間が

令和元年度で終了することか

ら、各大学の取組成果の定着、発

展及び我が国全体の大学院への

波及も見据え、令和元年度は事

後評価の着実な実施等審査・評

価業務の総括に努めてほしい。 

また、大学教育再生加速プロ

グラム及び地（知）の拠点大学に

よる地方創生推進事業は、令和

元年度に国から各大学等に対す

る事業支援期間が終了すること

から、最終年度に向けて適切に

各取組のフォローアップを行う

と共に、令和２年度に行う事後

評価の着実な実施に向け、必要

な体制を確保してほしい。 

 

＜その他事項＞ 

事業のフォローアップのため

の現地視察について、課題があ

る事業だけでなく、好事例とな

る事業についても現地視察を行

い、そこで得られた事例を各大

学に普及させた取組は評価でき

る。参考となる事例を示すこと
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準とした状況変化を

評価において考慮す

る。 

改善点の提案を行っ

たことは、計画以上の

取組であり、高く評価

できる。 

・事業目的の着実な達

成に資するためプロ

グラムへのフォロー

アップ体制を整備し

ている。フォローアッ

プ担当委員やプログ

ラムオフィサーによ

る現地視察、現地訪問

を計画通りに実施し

た。 

・フォローアップのプ

ロセスの改善にも取

り組んでおり、委員会

での議論を踏まえ、事

業の現地視察につい

て、当初計画していた

課題がある事業に加

え、好事例となる事業

についても現地視察

を行うことが重要で

あると捉え、平成30年

度は好事例となる事

業についても現地視

察を行い、そこで得ら

れた事例を各大学に

普及させたことは高

く評価できる。 

・事後評価及びフォロ

ーアップのための現

地視察、現地訪問を延

べ 91 回実施し、限ら

れた人員で担当委員、

プログラムオフィサ

ー及び大学との連絡

調整、現地への同行、

資料作成、事前打ち合

わせ、記録、資料整理

は、事業全体の水準を上げるこ

とにもつながるため重要であ

る。 
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等を審査・評価業務と

併行して滞りなく確

実に行ったことは高

く評価できる。 

 

 

   ① 博士課程教育リ

ーディングプログラ

ム 

俯瞰力と独創力を

備え、広く産学官に

わたりグローバルに

活躍するリーダーを

養成するため、国内

外の第一級の教員・

学生を結集し、産学

官の参画を得つつ、

専門 

分野の枠を超えて博

士課程前期・後期一

貫した学位プログラ

ムを構築・展開する

大学院教育の抜本的

改革を支援すること

を目的とした国の助

成事業である「博士

課程教育リーディン

グプログラム」につ

いて、委員会を開催

し、評価業務を行う。 

平成 30 年度は、

平成 24 年度に採択

された 24 件の事業

の事後評価を行うと

ともに、平成 25 年

度に採択された 18 

件の事業のフォロー

アップを行う。 

 【博士課程教育リーディングプログラム】 

・平成 30 年 2 月の博士課程教育リーディングプログラム

委員会（以下「委員会」という）において決定された評価

要項等に基づき、平成 24 年度に採択された 24 件のプロ

グラムについて事後評価を実施した。 

・類型別審査・評価部会（以下「部会」という）を計 36

回実施し、全 24 採択プログラムに対して書面評価、現地

調査（必要と判断された 6 件）、ヒアリングを実施し、事

後評価結果案をとりまとめた。なお、書面評価の参考と

するため、対象プログラムの全修了者 485 名（平成 29年

度末までに修了した学生）、全学生 1,288 名（平成 29 年

度末までに入学し、平成 30 年度現在在籍している学生）、

及びプログラム担当者 385 名（無作為に抽出した約 3 割

の担当者）に対してウェブサイトによりアンケート調査

を実施したほか、各採択プログラムに配置されているプ

ログラムオフィサー（PO）が、現地訪問の際に評価項目を

踏まえて確認した取組状況を各部会へ報告した。部会は

それらの結果や報告を評価に活用した。 

・とりまとめた事後評価結果案は平成 31 年 2 月の委員会

において報告され、事後評価結果を決定した。評価結果

は、24件のうち 7件が 4段階評価で最良の「S」（計画を

超えた取組が行われ、優れた成果が得られていることか

ら、本事業の目的を十分に達成できたと評価できる。）、

10 件が「A」（計画どおりの取組が行われ、成果が得られ

ていることから、本事業の目的を達成できたと評価でき

る。）、7件が「B」（概ね計画に沿った取組が行われ、一部

で十分な成果がまだ得られていない点もあるが、本事業

の目的をある程度は達成できたと評価できる。）であっ

た。 

・70.8％が目的を達成することができたとの評価結果と

なる一方、29.2％が一部で十分な成果がまだ得られてい

ない点もあるという評価結果であり、事後評価における

結果（成果や不十分な点）についての改善・充実の方策と

して、評価結果に具体的に求められる不十分な点を記し、

支援期間終了後の学位プログラムの定着等の大学院教育

【博士課程教育リー

ディングプログラム】 

・委員会が決定した評

価要項に基づき、類型

別審査・評価部会にお

いて公正な評価、その

後の委員会における

決定など、迅速かつ適

切な評価を行ってい

る。また、全修了者・

全学生・プログラム担

当者を対象としたア

ンケートを実施し評

価に活用しているこ

とは多様な視点から

の評価を可能とし、事

業へのフィードバッ

クに活用できる取組

として高く評価でき

る。さらに、評価終了

後はホームページを

通じて事後評価結果

や、優れた取組や課題

等の、関係情報の提供

について積極的に実

施しており、評価の透

明性、信頼性の確保が

認められる。 

・事後評価を実施する

に当たり、事業実施主

体である文部科学省

との綿密な連絡調整

により事業趣旨を的

確に捉えた評価や部

会運営等を円滑に行
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の水準向上を促すとともに、産学官民における博士号取

得者の活躍を促進するために各プログラムの成果等を明

らかにし、社会に公表した。 

・事後評価結果は、今後の大学院教育振興施策に資する

よう事後評価結果報告（冊子）を作成するとともに、ホー

ムページを通じて、プログラムの概要、事後評価結果、優

れた取組や課題の概要、アンケート調査結果の概要、委

員名簿、事業全体を総括した見解等を含め、積極的な関

係情報の提供を行った。 

http://www.jsps.go.jp/j-hakasekatei/jigo_kekka.html 

・委員会において、平成 25 年度採択プログラムの事後評

価に係る評価要項等について決定した。 

・委員会に諮った評価要項等、事後評価関係情報は、同委

員会終了後、ホームページを通じて迅速に提供した。 

・平成 24～25 年度採択の全 42 プログラムについて計 31

名の PO による現地訪問の実施により採択プログラムの

フォローアップを延べ 42回実施した。 

フォローアップにおいては各採択プログラムの進捗状況

及び審査意見・中間評価意見として付した留意事項等へ

の対応状況を確認するとともに、部会において POフォロ

ーアップ報告書を決定し、各大学に通知することにより、

同報告書に記載されている改善を要する点等への対応を

求めた。 

・ホームページを通じて、各プログラムから提出された

実施状況報告書を公開した。 

http://www.jsps.go.jp/j-hakasekatei/followup.html 

・平成 31 年度に実施する事後評価及びフォローアップに

先立ち、平成 31年 3 月にプログラムオフィサー会議（PO

会議）を開催し、文部科学省や委員会からの情報提供や

意見交換を行うとともに、評価結果を踏まえて優れた取

組や効果的と思われる助言等について情報交換を行っ

た。 

・文部科学省における今後の施策の参考となるよう、各

部会における事業全般に係る意見や事後評価アンケート

調査結果の概要を同省へ提供した。さらに、PO 会議や委

員会・部会においては 、文部科学省も交えて事業全体に

ついて議論を行った。 

・留学生の獲得も見据え、本プログラムを海外に向けて

広く周知する必要があると考え、新たに英語版の事業紹

介パンフレットを発行し、留学フェア等で配布した。ま

た、部会委員等からの修了者のキャリアパスの明確化及

ったことは高く評価

できる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・プログラムの着実な

実施に向けて専門的

な観点からプログラ

ムの進捗状況を管理

するため、延べ 42 回

のフォローアップ担

当委員による現地視

察及びプログラムオ

フィサーによる現地

訪問を着実に実施し

ている。さらに、プロ

グラムオフィサー会

議の開催等によるプ

ログラムオフィサー

への積極的な情報提
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びキャリアパスのより一層の拡大に向けた取組の要請を

受け、事業の成果である修了者の各界での活躍状況をま

とめた広報用成果報告書を新たに発行し、関係各所に配

布した。 

 

 

供など、フォローアッ

プ体制の充実・強化に

努めたことは高く評

価できる。 

 

 

 

 

 

・文部科学省における

今後の大学院教育振

興施策検討に当たっ

ての参考情報を提供

したことは高く評価

できる。 

 

・海外への広報が必要

であると捉え、従来の

日本語版の事業紹介

パンフレットに加え、

新たに英語版の事業

紹介パンフレットを

発行したこと、及び部

会委員等の要請を的

確に捉え広報用成果

報告書を発行し、関係

各所に配布すること

で、事業の広報に意欲

的に取り組んでいる

ことは高く評価でき

る。 

 

 

   ② 卓越大学院プロ

グラム 

各大学の持つ学術

研究・大学院教育に

おける強みを核とし

て、これまでの大学

院改革の成果を生か

し、国内外の大学・

 【卓越大学院プログラム】 

・平成 30 年 2 月のプログラム委員会（以下「委員会」）

において審査要項等を決定の上、6月に 38大学から 54件

の申請を受け付けた。その後審査・評価部会において、書

面・面接・合議による客観的かつ公正な審査を行い、9月

開催の委員会において採択候補プログラムを決定した

（その後、文部科学省が 15 件の採択を決定）。 

・審査は、審査・評価部会委員による書面審査及び面接審

【卓越大学院プログ

ラム】 

・本事業における初め

ての審査を実施する

に当たり、事業実施主

体である文部科学省

との綿密な連絡調整

により事業趣旨を的

  

94



 
 

研究機関・民間企業

等と組織的な連携を

行いつつ、世界最高

水準の教育力・研究

力を結集した５年一

貫の博士課程学位プ

ログラムを構築し、

あらゆるセクターを

牽引する卓越した博

士人材を育成するこ

とを目的とした国の

助成事業である「卓

越大学院プログラ

ム」について、委員

会を開催し、審査業

務を行う。 

平成 30 年度は、

新たに公募する事業

の審査を行う。 

 

査の２段階審査に加え、本事業ではさらに、申請プログ

ラムに深く関係する分野における知見を生かして国際的

な特色や卓越性・優位性等の観点を踏まえたより精緻な

審査を行うため、申請プログラムに関連する分野の学識

経験者が、プログラムが立脚するあるいは密接に関連す

る学問分野における「プログラムの卓越性」、「構想の実

現可能性」、「プログラムの継続性及び発展性」、「プログ

ラムの実効性」について審査意見書を作成し、書面審査

の参考資料とした。審査意見書の作成に当たっては、申

請プログラムに深く関係する分野に沿って、事務局で１

件当たり複数名の審査意見書作成者の候補者を挙げ、所

属機関を通じて審査意見書作成の依頼を行い、作成され

た審査意見書を速やかに整理した。その後、それらの審

査意見書を参考にし審査・評価部会委員が書面審査を行

った。なお、審査・評価部会委員からは、審査に当たり当

該分野における研究の最新動向や国際的な観点から見た

卓越性や優位性等を把握することに審査意見書が大変参

考になったとの評価を得ている。 

・審査終了後、ホームページ等を通じて審査結果や調書

等を含め関係資料を公表することで、審査の透明性に配

慮した。 

https://www.jsps.go.jp/j-takuetsu-pro/saitaku/saitaku_h30.html 

・次年度以降の審査に向け、引き続き質の高い審査を行

うことができるよう、課題を把握することで公募及び審

査の在り方をさらに検討し、審査プロセスについて不断

の見直しを図るため平成 30 年度の審査に関わった審査・

評価部会委員及び審査意見書作成者に「卓越大学院プロ

グラム」にかかるアンケート調査（回答率約 88％）を行

った。アンケート結果をもとに、審査プロセスの見直し

を図るとともに、申請者の事業への理解促進や負担軽減、

またより実効的な審査に資するべく、文部科学省に対し

公募に関する改善点の提案を行った。 

・平成 30 年度に採択された 15 件のプログラムが申請時

の計画に沿って着実に取組を進めることができるよう、

各プログラムのテーマに即してプログラムオフィサー

（PO）を速やかに配置し、13 件について PO 現地訪問を実

施した（残りの 2 件については平成 31 年 4 月に実施予

定）。PO 現地訪問に当たっては、採択プログラムが事業趣

旨を踏まえた取組を展開できるよう、博士課程教育リー

ディングプログラムにおける PO 制度で蓄積された知識

や経験を本事業の PO と共有したほか、事前に開催した PO

確に捉えた部会運営

等を円滑に行ったこ

とは高く評価できる。 

 

・申請プログラムに深

く関係する分野にか

かる学識経験者の意

見を取り込んで国際

的な特色や卓越性・優

位性等の観点を踏ま

えたより精緻な審査

を行ったことは高く

評価できる。また、迅

速かつ適正な審査に

資するよう、大学や学

識経験者と調整を重

ね、部会による審査に

必要な審査意見書を

速やかに整えたこと

は評価できる。 

 

 

・引き続き質の高い審

査を行うことができ

るよう課題を把握す

るために部会委員及

び審査意見書作成者

からの意見聴取が必

要であると捉え、アン

ケート調査を実施し、

その回答を踏まえ、次

年度以降の公募に向

けて審査プロセスに

ついて不断の見直し

を図っていることに

加え、文部科学省に対

し公募に関する改善

点の提案を行ったこ

とは、計画以上の取組

であり、高く評価でき

る。 

95



 
 

会議において事業趣旨や PO の役割を説明し、また資料を

作成し個別に打ち合わせを行うなどにより、PO が各プロ

グラムの準備状況に応じて的確に相談、助言等を行える

よう努めた。 

・各採択プログラムの概要をわかりやすく説明したパン

フレットを作成し広く配布することで、事業の広報に努

めた。 

 

 

・採択プログラムが申

請時の計画に沿って

着実に取組を進める

ことができるよう、採

択プログラムに PO を

速やかに配置し PO 現

地訪問を実施するな

ど、フォローアップ体

制の整備・充実に努め

たことは高く評価で

きる。 

 

 

   ③ 大学教育再生加

速プログラム 

高等学校や社会と

の円滑な接続のも

と、入口から出口ま

で質保証の伴った大

学教育を実現するた

め、先進的な取組を

実施する大学等（短

大、高専を含む）を

支援することを目的

とした国の助成事業

である「大学教育再

生加速プログラム」

について、委員会を

開催し、評価業務を

行う。 

平成 30 年度は、

平成 26 年度に採択

された 46 件、平成

27 年度に採択され

た 12 件及び平成 28 

年度に採択された

19 件の事業のフォ

ローアップを行う。 

 

 

【大学教育再生加速プログラム】 

・大学教育再生加速プログラム委員会（以下「委員会」と

いう）において決定されたフォローアップ要項等に基づ

き、平成 26 年度に採択された 46 件、平成 27 年度に採択

された12件及び平成28年度に採択された19件の事業に

ついてフォローアップを実施した。 

・フォローアップに当たっては、委員会委員による報告

書の確認及びフォローアップ報告書の開示を行った上

で、委員会において現地視察を実施する大学等（7件）を

決定した。なお、現地視察については、従来は課題がある

取組を対象としていたが、委員会での議論を踏まえ平成

30 年度は好事例のため現地を視察すべきと委員会が判断

した場合にも実施することとし、好事例の各大学への波

及を図った。現地視察では中間評価に付された留意事項

及び参考意見、開示したフォローアップ報告書の課題へ

の対応を中心に、取組の進捗状況を確認し、必要な指導、

助言等を行った。 

・フォローアップ終了後、ホームページを通じてフォロ

ーアップ結果の概要等を含め関係資料を公表すること

で、評価の透明性に配慮した。 

フォローアップ結果の概要： 

https://www.jsps.go.jp/j-ap/followup_kekka_h30.html 

委員名簿： 

https://www.jsps.go.jp/j-ap/iinkai.html 

・各プログラムの概要・成果をわかりやすく説明したパ

ンフレットを作成し広く配布することで、事業の広報に

努めた。 

【大学教育再生加速

プログラム】 

・フォローアップを実

施するに当たり、委員

会でのフォローアッ

プ要項の決定、77 件の

フォローアップに係

る報告書の確認及び

フォローアップ報告

書の開示、その後の委

員会における現地視

察に対応するため、迅

速に事務体制を整え

るとともに、適切な評

価を行ったことは高

く評価できる。 

・委員会での議論を踏

まえ、事業の現地視察

について、当初計画し

ていた課題がある事

業に加え、好事例とな

る事業についても現

地視察を行うことが

重要であると捉え、平

成 30 年度は好事例と

なる事業についても

現地視察を行い、そこ
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で得られた事例を各

大学に普及させたこ

とは高く評価できる。 

・フォローアップ結果

等をホームページで

公開することにより、

積極的な情報発信に

努めており、公正さ、

透明性、信頼性の確保

が図られたと認めら

れる。 

 

 

   ④ 地（知）の拠点大

学による地方創生推

進事業 

地方公共団体や企

業等と協働して、学

生にとって魅力ある

就職先の創出をする

とともに、その地域

が求める人材を養成

するために必要な教

育カリキュラムの改

革を断行する大学の

取組を支援すること

を目的とした国の助

成事業である「地

（知）の拠点大学に

よる地方創生推進事

業（COC＋）」につい

て、委員会を開催し、

評価業務を行う。 

平成 30 年度は、

平成 27 年度に採択

された 42 件の事業

のフォローアップを

行う。 

 【地（知）の拠点大学による地方創生推進事業】 

・地（知）の拠点大学による地方創生推進事業委員会（以

下「委員会」という）において決定されたフォローアップ

要項等に基づき、平成 27 年度に採択された 42 件の事業

についてフォローアップを実施した。 

・フォローアップに当たっては、委員会委員による報告

書の確認及びフォローアップ報告書の開示を行った上

で、委員会において現地視察を実施する大学（23 件）を

決定した。なお、現地視察については、従来は課題がある

事業を対象としていたが、委員会での議論を踏まえ平成

30 年度は好事例のため現地を視察すべきと委員会が判断

した場合にも実施することとし、好事例の各大学への普

及を図った。現地視察では中間評価に付された留意事項

及び参考意見、開示したフォローアップ報告書の課題へ

の対応を中心に、事業の進捗状況を確認し、必要な指導、

助言等を行った。 

 

 

 

・フォローアップ終了後、ホームページを通じてフォロ

ーアップ結果の概要等を含め関係資料を公表すること

で、評価の透明性に配慮した。 

フォローアップ結果の概要： 

https://www.jsps.go.jp/j-coc/followup_kekka_h30.html  

委員名簿： 

https://www.jsps.go.jp/j-coc/iinkai.html 

 

【地（知）の拠点大学

による地方創生推進

事業】 

・フォローアップを実

施するに当たり、委員

会でのフォローアッ

プ要項の決定、42 件の

フォローアップに係

る報告書の確認及び

フォローアップ報告

書の開示、その後の委

員会における 23 件に

及ぶ現地視察に対応

するため、迅速に事務

体制を整えるととも

に、適切な評価を行っ

たことは高く評価で

きる。 

・委員会での議論を踏

まえ、事業の現地視察

について、当初計画し

ていた課題がある事

業に加え、好事例とな

る事業についても現

地視察を行うことが

重要であると捉え、平

成 30 年度は好事例と

なる事業についても
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現地視察の対象とし、

全事業の半数超であ

る 23 件の現地視察を

行い、そこで得られた

事例を各大学に普及

させたことは、高く評

価できる。 

・フォローアップ結果

等をホームページで

公開することにより、

積極的な情報発信に

努めており、公正さ、

透明性、信頼性の確保

が図られたと認めら

れる。 

 

 

（各評価指標等に対

する自己評価） 

・評価指標である４－

２については 55 回で

あり、例年を上回る水

準である。 

・関連指標である４－

Ａについては、中期目

標に定められた水準

（75％）を上回る 79％

であった。 

 （３）大学のグロ

ーバル化の支援 

我が国の大学教

育の国際競争力の

向上及びグローバ

ル人材の育成を図

るため、国の方針

を踏まえた審査・

評価等を行う。 

（３）大学のグロー

バル化の支援 

大学のグローバル

化を支援する国の助

成事業について、審

査・評価等実施機関

の公募が行われ、振

興会の有する審査・

評価等に関する知見

が活用できる場合に

は、当該事業への応

募及び実施機関とし

て選定されるよう努

（３）大学のグロー

バル化の支援 

大学のグローバル

化を支援する国の助

成事業について、国

の定めた制度・方針

を踏まえ、専門家に

よる公正な評価体制

を整備し、透明性、

信頼性、継続性を確

保し、適切かつ円滑

な運営を図りつつ、

情報公開に努める。 

 ・大学のグローバル化を支援する国の助成事業について、

事業ごとに振興会において定めた委員会規程に基づき、

大学の学長・教員並びに学識経験を有する者等からなる

委員会等を組織し審査・評価業務を実施。 

●委員会等開催実績 

大学の世界展開力強化事業プログラム委員会 3 回 

同 審査部会 3 回 

同 中間評価部会 6 回 

同 事後評価部会 4 回 

スーパーグローバル大学創成支援プログラム
委員会 

2 回 

 

・上記審査・評価に当たっては、国の定めた制度・方針等

を踏まえ、事業ごとに専門家によるプログラム委員会等

の公正な審査・評価体制を整備している。 

（３）大学のグローバ

ル化の支援 

補助評定：a 

＜補助評定に至った

理由＞ 

平成 30 年度における

中期計画の実施状況

については、下記の理

由により、中期計画を

上回って履行し、中期

目標を上回るペース

で実績を上げている

ことから評定をaとす

（３）大学のグロー

バル化の支援 

補助評定：a 

＜補助評定に至った

理由＞ 

自己点検評価に記載

の内容で示された通

り、中期計画を上回

る業務の進捗が認め

られるため。 

 

（３）大学のグローバル化の支

援 

補助評定：a 

＜補助評定に至った理由＞ 

評価すべき実績の欄に示すと

おり、中期計画に定められた以

上の業務の進捗が認められるた

め。 

 

＜評価すべき実績＞ 

大学のグローバル化を支援す

る国の助成事業について、委員

会や部会等を開催し、審査・評価
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め、審査・評価等業

務を行う。 

審査・評価等の実

施に当たっては国の

定めた制度・方針に

従うとともに、以下

の取組を行い、審査・

評価等の公正性、透

明性を確保する。 

・審査・評価等を担

う委員会の設置 

・審査に関する情報

の公表 

・利益相反に配慮し

た審査の実施 

・審査・評価等終了

後の委員名の公表 

・評価結果等の公表 

また、事業の成果

及び課題について情

報発信するととも

に、当該情報が事業

の改善や国における

施策の検討に活用さ

れるよう努める。 

平成 30 年度は、

以下の事業に係る審

査・評価等を行う。 

 

・優れた取組や共通する問題点の共有などにより、より

有効な審査・評価を行ったほか、審議・評価結果の速やか

なホームページ掲載など、積極的な情報公開に努めた。

また、審査・評価結果を文部科学省に通知し、今後の施策

検討の参考となるよう努めた。 

る。 

 

（a 評定の根拠） 

・大学のグローバル化

を支援する国の助成

事業について、事業ご

とに委員会や部会等

を合計 18 回開催し、

審査・評価業務に従事

している。事業の実施

に当たっては、事業ご

とに国の定めた制度・

方針等を踏まえて、専

門家による公正な審

査・評価体制を整備

し、事業の透明性、信

頼性、継続性の確保は

もちろんのこと、審

査・評価結果を速やか

にホームページに掲

載するなど、積極的な

情報公開を着実に実

施している。 

・国の定めた方針を踏

まえ専門家による公

正な審査や中間・事後

評価実施体制と関係

要項等を整備した上

で、透明性と信頼性に

配慮した審査・評価業

務と情報公開を着実

に実施したことは高

く評価できる。 

・構想の発展的な見直

しを初めて実施する

に当たり、事業実施主

体である文部科学省

との綿密な連絡調整

により事業趣旨を的

確に捉えた委員会運

営等を円滑に行った

業務に従事している。 

特に、スーパーグローバル大

学創成支援事業については、構

想の発展的な見直しに関する審

査事務を適切に行ったことは評

価できる。 

また、世界展開力強化事業に

おいては、初めて、海外交流相手

側機関との公募・英語による審

査を共同で実施するに当たり、

文部科学省との連携により相手

側機関との間で綿密な連絡調整

を行っており、高く評価できる。 

 

＜今後の課題・指摘事項＞ 

― 

 

＜その他事項＞ 

個々の大学の特性や強みを生

かしつつ、大学改革等により徹

底した国際化を進めるスーパー

グローバル大学創成支援事業に

おいては、各大学の実情に応じ

た柔軟な対応が求められると思

われるが、事業開始後に生じた

学内外の状況や計画の進捗を踏

まえた発展的な構想の見直しが

行われたと認められる。 
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ことは高く評価でき

る。 

 

 

   ① 大学の世界展開

力強化事業 

大学教育のグロー

バル展開力の強化を

図るため、我が国に

とって戦略的に重要

な国・地域との間で、

質保証を伴った学生

交流の実施等を推進

する国際教育連携や

ネットワークの形成

の取組の支援を目的

とした国の助成事業

である「大学の世界

展開力強化事業」に

ついて、委員会を開

催し、審査・評価業

務を行う。 

平成 30 年度は、

新たに公募する事業

の審査を行う。また、

平成 28 年度に採択

された 25 件の事業

の中間評価、平成 25 

年度に採択された７

件の事業の事後評価

を行うとともに、平

成 26 年度に採択さ

れた９件、平成 27 

年度に採択された

11 件及び平成 29 

年度に採択された

11 件の事業のフォ

ローアップを行う。 

 【大学の世界展開力強化事業】 

・平成 30年 3 月のプログラム委員会（以下「委員会」）

において審査要項等を決定の上、5 月に 21 件の申請を受

け付け、審査部会において書面・面接・合議による客観的

かつ公正な審査を行い、8月の委員会において採択候補を

決定した（その後、文部科学省が 10 件の採択を決定）。 

・審査終了後、審査結果報告（冊子）やホームページを通

じて計画調書や部会委員名簿を含め関係情報を公表する

ことで、審査の透明性に配慮した。 

・平成 28 年度採択の全 25 件について、30 年 3月の委員

会において中間評価要項等を決定の上、評価部会におい

て書面・面接・現地調査（1 件）・合議による客観的かつ

公正な評価を行い、31年 3 月の委員会において評価を決

定した。結果は、4 件が 5 段階評価で最良の「S」、15 件

が標準の「A」（これまでの取組を継続することによって、

事業目的を達成することが可能と判断される）、2件が「A

⁻」、3 件が「B」、1件が「C」（「D」はなし）であり、多く

のプログラムにおいて質の保証を伴う付加価値の高い魅

力的な教育の取組が実施され、当初の計画どおり順調に

進んでいることを確認した。各プログラムに対しては、

評価コメントにおいて今後対応が求められる課題等を併

せて記し、必要な改善を促した。 

・評価終了後、中間評価結果報告（冊子）やホームページ

を通じて部会委員名簿を含め関係情報を公表すること

で、評価の透明性に配慮した。 

・平成 25 年度採択の全 7 件について、30 年 3 月の委員

会において事後評価要項等を決定の上、評価部会におい

て書面・合議による客観的かつ公正な評価を行い、31 年 

3 月の委員会において評価を決定した。結果は、2 件が 5

段階評価で最良の「S」、3件が標準の「A」、1件が「A⁻」、

1件が「B」（「C」「D」はなし）であり、個々の大学のグロ

ーバル展開力の強化に対応したきめ細やかな体制基盤の

確立と、ニーズを踏まえた事業展開によって得た実績や

経験を積み上げることで当初の計画に沿って目的を概ね

実現し、期待された成果を挙げたことを確認した。 

・評価終了後、事後評価結果報告（冊子）やホームページ

を通じて部会委員名簿を含め関係情報を公表すること

【大学の世界展開力

強化事業】 

・国の定めた方針を踏

まえ専門家による公

正な審査や中間・事後

評価実施体制と関係

要項等を整備した上

で、透明性と信頼性に

配慮した審査・評価業

務と情報公開を着実

に実施したことは高

く評価できる。 
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で、評価の透明性に配慮した。 

・平成 26 年度採択の全 9件、27年度採択の全 11件及び

29 年度採択の全 11 件の各取組内容や目標の達成に向け

た進捗についてフォローアップを行い、とりまとめた結

果を 31 年 1 月の委員会に報告した。 

・フォローアップ結果は、我が国の大学のグローバル展

開力強化のための参考となるようホームページを通じて

公表し、社会に向けた情報発信を行った。 

・次年度採択分の公募及び英語による審査を事業として

初めて海外交流相手先と共同で実施することや申請調書

の受付を平成 30 年度中に開始すること、審査日程が例年

との比較で 1 か月程度早まることに伴い、文部科学省と

の連携により相手側機関との間で綿密な連絡調整を行う

ことで、事業の円滑な実施に努めた。 

https://www.jsps.go.jp/j-tenkairyoku/index.html  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・本事業において初め

てとなる海外交流相

手側機関との公募・英

語による審査を共同

で実施するに当たり、

事業実施主体である

文部科学省との連携

により相手側機関と

の間で綿密な連絡調

整を行ったことは高

く評価できる。 

  

 

 

 

② スーパーグロー

バル大学創成支援事

業 

世界トップレベル

の大学との交流・連

携を実現、加速する

ための人事・教務シ

ステムの改革など国

際化を徹底して進め

る大学や、学生のグ

ローバル対応力育成

のための体制強化を

進める大学を支援

し、我が国の高等教

育の国際競争力の向

上及びグローバル人

材の育成を目的とし

た国の助成事業であ

 

 

【スーパーグローバル大学創成支援事業】 

・事業の公募要領において平成 30年度に構想の発展的な

見直しを実施することとなっていることを受け、26 年度

採択の全 37 大学のうち、希望する 34 大学から提出のあ

った構想見直しの申請内容を精査の上、前年度実施の中

間評価を担当した有識者に対して見直しの可否に関する

意見を照会した。 

・とりまとめた結果は 10月のプログラム委員会（以下「委

員会」）における審議を経て決定した後、平成 31 年 2 月

に委員会において構想見直し結果を総括した。委員会委

員及び有識者名簿を含め、ホームページを通じて該当す

る各大学の見直し後の構想調書を公表することで、事業

の透明性に配慮した。 

・各プログラムの取組内容や目標の達成に向けた進捗状

況についてフォローアップを行い、とりまとめた結果を

委員会において報告の上、我が国の大学の国際化に向け

た取組のための参考となるようホームページを通じて公

表することで、社会に向けた情報発信を行った。 

【スーパーグローバ

ル大学創成支援事業】 

・本事業において初め

てとなる構想の発展

的な見直しを実施す

るに当たり、事業実施

主体である文部科学

省との綿密な連絡調

整により事業趣旨を

的確に捉えた委員会

運営等を円滑に行っ

たことは高く評価で

きる。 
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る「スーパーグロー

バル大学創成支援事

業」について、委員

会を開催し、評価業

務を行う。 

平成 30 年度は、

平成 26 年度に採択

された 37 件の事業

のフォローアップ等

を行 

う。 

・行政改革推進会議による平成 30 年行政事業レビュー

（秋の年次公開検証）の指摘を受け文部科学省及び採択

大学が作成した資料やリンク先をホームページに掲載す

ることで、事業としての同会議による指摘への対応に資

するとともに、社会に向けた情報発信を行った。 

https://www.jsps.go.jp/j-sgu/index.html 

 

 

     

 

    

 

４．その他参考情報 

特になし 
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１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅰ－５ ５ 強固な国際研究基盤の構築 

（１）事業の国際化と戦略的展開 

（２）諸外国の学術振興機関との協働 

（３）在外研究者コミュニティの形成と協働 

（４）海外研究連絡センター等の展開 

当該事業実施に 

係る根拠 

独立行政法人日本学術振興会法第 15 条第 3号 業務に関連する

政策・施策 

 関連する政策評価・

行政事業レビュー 

 

当該項目の重要度、

難易度 

【難易度：高】 

強固な国際研究基盤の構築に当たっては、振興会の業務全般を横断する基盤的機能を有する組織の整備という初めての取組を行うこととしており、また、これまで長期的に実施してきた事業の在り方を検討

する際には、多様な関係者の理解を得ながら実施するプロセスが不可欠であることから、難易度は高い。 

参考ＵＲＬ グローバルリサーチカウンシル（GRC） https://www.jsps.go.jp/j-grc/index.html  

日中韓フォーサイト事業 https://www.jsps.go.jp/j-foresight/index.html  

招へい研究者への交流支援、研究者ネットワークの強化 https://www.jsps.go.jp/english/e-plaza/index.html  

外国人研究者再招へい事業（BRIDGE Fellowship Program） https://www.jsps.go.jp/j-plaza/bridge/index.html  

留日経験研究者データベース https://www.jsps.go.jp/j-affiliated/index.html  

JSPS Researchers Network(JSPS-Net) https://www.jsps.go.jp/english/e-plaza/jsps-net.html 

海外研究連絡センターにおける調査・情報収集 https://www-overseas-news.jsps.go.jp/  

 

２．主要な経年データ 

 ①主要なアウトプット（アウトカム）情報   

 

 

②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報） 

指標等 
達成 

目標 

前中期目標期

間実績等 
３０年度 １年度 ２年度 ３年度 ４年度  ３０年度 １年度 ２年度 ３年度 ４年度 

評価指標    決算額（千円） 816,454     

同窓会の活動状況及び在外

日本人研究者コミュニティ

との連携状況（同窓会イベ

ント等の開催実績等を参考

に判断） 

－ 56 56       従事人員数（人） 10     

海外研究連絡センター等に

おける活動状況（Ｂ水準：

ホームページによる情報発

信数が年間 840 件程度） 

年間

840 件

程度 

年間 652～

1,181 件 
715     

  

 

  

関連指標    

国際交流事業の採用者によ

る国際共著論文数 
－ 

年間 341～422

件 
331     

  

  

注１）決算額は「５ 強固な国際研究基盤の構築」の支出額を記載。 

注２）従事人員数については「５ 強固な国際研究基盤の構築」の事業担当者数を計上（重複を含む）。 

103



 
 

３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己点検評価、外部評価委員による評価及び主務大臣による評価 

 
中期目標 中期計画 年度計画 主な評価指標 

法人の業務実績・自己点検評価 外部評価委員に

よる評価 
主務大臣による評価 

業務実績 自己点検評価 

 国際的な競争が

激しさを増す中

で、我が国の研究

者が学術研究を先

導し、そのプレゼ

ンスを高めていく

ことができるよ

う、諸外国の学術

振興機関、海外拠

点、在外研究者等

との協働により、

強固な国際研究基

盤を構築する。 

諸外国との強固か

つ双方向の国際研究

基盤を構築・発展さ

せるため、我が国を

代表する資金配分機

関として、戦略的・

機動的に国際的な取

組を展開する体制を

整備するとともに、

諸外国の学術振興機

関、海外研究連絡セ

ンター、在外研究者

コミュニティ等と協

働する取組を推進す

る。 

  ＜主要な業務実績＞ 

 

 

評定 B 評定 B 評定 B 

＜評定に至った理由＞ 

平成 30 年度における中

期計画の実施状況につい

ては、中期計画通り、中

期目標に向かって順調に

実績を上げていると言え

ることから、評定を B と

する。 

 

（B 評定の根拠） 

・国際統括本部を新たに

設置し、振興会内の国際

的な取組について横断的

に検討しながら国際戦略

案を練り上げた。 

・グローバルリサーチカ

ウンシルを初めとする学

術振興機関長会議に積極

的に参画し、海外の学術

振興機関とのパートナー

シップを強化した。 

・研究者コミュニティ（同

窓会）、再招へい事業、ソ

ーシャルネットワークサ

ービスと様々な角度から

研究者ネットワークの形

成を支援した。 

・海外研究連絡センター

においては着実に海外情

報の収集や発信を行った

他、大学の国際化にも寄

与している。 

以上のことから、平成 30

年度の業務は中期目標に

向かって計画どおりに遂

行されたと評価すること

ができる。 

＜評定に至った理由

＞ 

平成 30 年度におけ

る中期計画の実施状

況については、以下

に示すように、中期

計画通り、中期目標

に向かって順調に実

績を上げていると言

えることから、自己

点検評価に記載の内

容で適切な評価が行

われていると認めら

れ、評定を B とする。 

 

・日本学術振興会は

伝統的に強い国際研

究支援基盤を有して

おり、各国学術振興

機関と強い連携関係

を確保している。こ

れら海外機関との国

際連携事業も順調に

なされており、日本

の学術界における国

際研究活動を支援す

る重要な役割を担っ

ていると評価され

る。 

 

・日本学術振興会に

国際統括本部が新た

に設置され、国際的

な諸事業を横断的に

情報共有してより効

果的な国際戦略案の

策定が開始されたこ

＜評定に至った理由＞ 

中期計画に定められたとお

り、概ね着実に業務が実施され

たと認められるため。 

 

＜今後の課題・指摘事項＞ 

会議の議論、取りまとめ等に

おいて、我が国のプレゼンスを

高めるよう引き続き戦略性を

持って参加するよう努めるこ

と。 

各国同窓会の活動支援や研

究者のソーシャルネットワー

クサービスである JSPS-Net を

通して登録者への情報提供を

行っており、更なるネットワー

クの構築と強化に期待する。 

 

＜その他事項＞ 

― 
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とは高く評価でき

る。 

 

・JSPS 同窓会がさら

に充実され、加入す

る会員が増加したこ

とによって国際的ネ

ットワークが強化さ

れていること、また、

ソーシャルネットワ

ー ク サ ー ビ ス

（JSPS-Net）の運用

が開始されたことは

評価される。 

 

・海外研究連絡セン

ターの組織と活動は

大変充実しており、

多くのイベント開催

や各国においての的

確な情報収集と情報

発信がなされてい

る。日本学術振興会

の国際活動や国際戦

略策定に欠かせない

存在となっている。 

 

＜指摘事項、業務運

営上の課題及び改善

方策＞ 

・国際統括本部設置

によって、国際戦略

に総合的な視点から

取り組むことが期待

されるが、現時点で

は理事長に直属する

委員会的組織のよう

に見え、シンクタン

ク的支援組織がない

ことに不安を感じ

る。必要に応じて高
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い見識を持った有識

者の意見を聴取しな

がら進めていくこと

が望ましい。 

 

・国際統括本部には

海外研究連絡センタ

ー及び国際事業部と

の連携が求められ、

グローバルな研究環

境の変化にあわせた

戦略の策定に取り組

んでいただきたい。 

 

＜その他事項＞ 

・国際戦略の中で、

アジア、とりわけ中

国に対する取り組み

が多くの分野の研究

状況をみても最も重

要で、多くの議論が

なされていることは

評価できる。 

特に、中国に関して、

学術のレベルでどの

ような協力関係を築

くかは、ますます重

要となる。 

 

・各海外研究連絡セ

ンターが個別に実施

する取り組みは、そ

れぞれに価値のある

ものであるが、拠点

により、実施回数や

参加人数に偏りもあ

るので、戦略に沿っ

たマネジメントが必

要。 

 （１）事業の国際

化と戦略的展開 

（１）事業の国際化

と戦略的展開 

（１）事業の国際化

と戦略的展開 

【評価指標】 

５－１ 前中期目標

【国際共同研究等に係る基本的な戦略】 

・国際的視点に立って国内外の垣根なく事業を推進して

（１）事業の国際化と戦

略的展開 

（１）事業の国際化

と戦略的展開 

（１）事業の国際化と戦略的展

開 
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国際的視点に立

って国内外の垣根

なく事業を推進し

ていくことを目指

し、各種事業を通

じた国際的な活動

の動向や海外関係

機関等の動きなど

を定期的に集約・

共有するととも

に、戦略的かつ機

動的に国際的な取

組を展開できる体

制を整備し、積極

的に事業の国際化

に取り組む。 

また、前中期目

標期間中に「強固

な国際協働ネット

ワークの構築」と

して実施した業務

の実績を総括する

とともに、戦略的

な国際共同研究の

在り方や外国人研

究者の招へいと定

着促進策、海外研

究連絡センターの

運営の在り方等に

ついて検討し、中

期目標期間の早期

に一定の結論を得

て、必要な改善・

強化を行う。 

さらに、中期目

標期間の早期に、

国際的な取組の種

別や内容が研究者

にとってより分か

りやすくなるよう

体系的に整理し、

 国際的視点に立っ

て国内外の垣根なく

事業を推進していく

ことを目指し、新た

に設置する国際統括

本部において、各種

事業を通じた国際的

な活動の動向や、海

外関係機関等の動向

等を集約・共有する

会合を定期的に開催

するとともに、戦略

的かつ機動的に国際

的な取組を展開する

仕組みを構築し、積

極的に事業の国際化

に取り組む。 

 前中期目標期間中

に「強固な国際協働

ネットワークの構

築」として実施した

業務の実績を総括す

るとともに、戦略的

な国際共同研究の在

り方や外国人研究者

の招へいと定着促進

策、海外研究連絡セ

ンターの運営の在り

方等について、必要

に応じて外部有識者

の意見も聴取した上

で検討し、平成 30

年度中を目途に基本

的な戦略を策定す

る。その戦略に基づ

き、事業の見直しを

要するものについて

は順次着手可能なも

のから着手し、中期

目標期間中に必要な

改善・強化を行う。 

国際的視点に立っ

て国内外の垣根なく

事業を推進していく

ことを目指し、国際

統括本部を設置し

て、各種事業を通じ

た国際的な活動の動

向や、海外関係機関

等の動向等を集約・

共有する会合を定期

的に開催する。また、

戦略的かつ機動的に

国際的な取組を展開

する仕組みを構築

し、積極的に事業の

国際化に取り組む。 

平成 30 年度は、

前中期目標期間中に

「強固な国際協働ネ

ットワークの構築」

として実施した業務

の実績を総括すると

ともに、戦略的な国

際共同研究の在り方

や外国人研究者の招

へいと定着促進策、

海外研究連絡センタ

ーの運営の在り方等

について、必要に応

じて外部有識者の意

見も聴取した上で検

討し、平成 30 年度

中を目途に基本的な

戦略を策定する。 

また、振興会の業

務に係る国際的な取

組を体系的に整理

し、ホームページ上

で示すなど、研究者

や国民にとって分か

りやすい情報発信の

期間中に「強固な国

際協働ネットワーク

の構築」として実施

した業務との比較に

よる改善・強化状況

（有識者の意見を踏

まえ判断） 

 

５－２ 国際的な取

組の内容に関する発

信状況（有識者の意

見を踏まえ判断） 

 

【関連指標】 

５－Ａ 国際交流事

業の採用者による国

際共著論文数 

 

【目標水準の考え

方】 

５－１ 事業の在り

方に係る検討を経

て、効果的な改善・

強化が行われたか、

有識者の意見を踏ま

え判断する。 

 

５－２ 国際的な取

組を体系的に整理

し、効果的な周知が

なされたか、有識者

の意見を踏まえ判断

する。 

 

５－Ａ 学術の国際

的な競争・協働の中

で我が国のプレゼン

ス向上の状況を把握

するため、国際交流

事業の採用者による

国際共著論文数につ

いくことを目指し、国際統括本部を設置して、各種事業

の国際的な活動や海外関係機関等の動向・現状を共有す

る国際統括本部会議及び連絡会を計 5回開催した。 

また、戦略的な国際共同研究の在り方や外国人研究者の

招へいと定着促進策等について、本会評議員等の外部有

識者や文部科学省の意見も聴取して「国際戦略」案を固

めた。なお、海外研究連絡センターの在り方については

検討会を開催し、今後の方針等について議論した。 

JSPS 国際戦略： 

http://www.jsps.go.jp/j-kokusai/data/JSPS_kokusaisenryaku.pdf  

 

【事業説明会の実施】 

・大学等研究機関や学会からの要望に応えて事業説明会

に赴き、学術国際交流事業の制度や募集の内容等に係る

認知度の向上と理解の促進に努めた。 

 

○平成 30年度事業説明会対応実績 

開催場所 開催月 対象・目的 

京都大学 平成 30 年 4 月 ハイデルベル
ク大学デー 

本会会議室 平成 30 年 5 月 在京大使館科
学技術アタッ
シェ対象本会
事業説明会 

横浜国立大学 平成 30 年 7 月 教職員向け本
会事業説明会 

京都市内会議場 平成 30 年 9 月 生化学会大会 

京都大学 平成30年10月 ハンブルク大
学デー 

早稲田大学 平成30年11月 バーミンガム
大学デー 

北海道大学 平成 31 年 2 月 教員・大学院生
向け本会国際
事業説明会 

湘南国際村 平成 31 年 3 月 米国電気電子
工学会（IEEE）
ロボット関連
部門（Robotic
s and Automat
ion Society）
春期スクール
（SoAIR）2019 

 

補助評定：b 

＜補助評定に至った理由

＞ 

平成 30 年度の業務が中

期計画どおり実施され、

中期目標に向かって順調

に実績を上げていると言

えることから、評定を b

とする。 

 

（b 評定の根拠） 

国際統括本部が主導して

国際統括本部会議等を開

催し、振興会内の国際的

な取組に係る事業につい

て横断的に情報共有を行

うことにより、国際戦略

案を策定したほか、情報

発信についても積極的に

行っていることから、平

成 30 年度の業務は中期

目標に向かって計画どお

りに遂行されたと評価す

ることができる。 

 

 

・大学等研究機関からの

要望に応え、学術国際交

流事業に関する説明会を

全国で実施し、積極的に

認知度の向上と理解の促

進に努めたことは評価で

きる。 

 

（各評価指標等に対する

自己評価） 

 

・評価指標である５－１

について、事業の効果的

な改善・強化に向けて研

究者を含む関係各所から

補助評定：a 

＜補助評定に至った

理由＞ 

自己点検評価に記載

の内容で示された通

り、中期計画を上回

る業務の進捗が認め

られるため。 

 自己評価では b 評

定であるが、以下に

示す通り、評定を引

き上げるべき進捗が

あったと認められる

ため評定を a とす

る。 

 

・新たに国際統括本

部が設置され、国際

事業全般を俯瞰する

仕組みが構築された

ことによって、戦略

的な国際共同研究の

あり方や外国人招へ

い事業の更なる発展

を見据え、総合的な

視点から国際戦略の

案が固まってきた。

それにより国際事業

がより充実したもの

となることが期待さ

れる。 

 

補助評定：a 

＜補助評定に至った理由＞ 

評価すべき実績の欄に示す

とおり、中期計画に定められた

以上の業務の進捗が認められ

るため。 

 

＜評価すべき実績＞ 

新たに国際統括本部が設置

され、国際事業全般を俯瞰する

仕組みが構築されたことによ

って、戦略的な国際共同研究の

あり方や外国人招へい事業の

更なる発展を見据え、総合的な

視点から国際戦略の案が固ま

ってきた。国際事業がより充実

したものとなることが期待さ

れる。 

 

＜今後の課題・指摘事項＞ 

― 

 

＜その他事項＞ 

学術情報分析センターや海

外研究連絡センターにおける

学術情報の収集・分析を踏まえ

て、国際学術情報の一体的な分

析を行い、JSPS の国際的な取組

の効率化と強化につながるこ

とを期待する。 
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発信する。  また、振興会の業

務に係る国際的な取

組を体系的に整理

し、研究者や国民に

とって分かりやすい

情報発信の在り方を

検討・実施するとと

もに、説明会の開催

等、積極的な情報発

信を行う。 

 さらに、事業の在

り方に係る検討を踏

まえ、事業の効果的

な改善・強化や周知

が行われたかについ

て、有識者の意見を

得る。 

在り方を検討・実施

するとともに、説明

会の開催等、積極的

な情報発信を行う。 

いて毎年度確認を行

うとともに、その状

況変化を評価におい

て考慮する。 

の意見を集約しつつ国際

戦略案を練り、完成に近

づけたことは評価でき

る。 

 

・評価指標である５－２

については、国際的な取

組に係る事業を目的別に

整理し、ウェブサイトに

掲載した他、学術国際交

流事業に関する説明会を

積極的に行い、研究者や

URA 等大学・研究機関関

係者から好評を得た。 

 

・関連指標である５－Ａ

については 331 件であ

り、前中期目標期間実績

等（年間 341～422 件）と

同水準である。 

 

 

 

 （２）諸外国の学

術振興機関との協

働 

地球規模課題や

世界各国の学術振

興上の共通の課題

の解決に向けた多

国間の学術振興機

関ネットワークに

おいて主導的な役

割を果たすととも

に、各国学術振興

機関とのパートナ

ーシップを形成

し、質の高い国際

的な共同研究や学

術交流を推進する

基盤を構築・強化

（２）諸外国の学術

振興機関との協働 

地球規模課題や世

界各国の学術振興上

の共通の課題の解決

に向けて議論を行う

ための学術振興機関

長会議や、多国間の

学術振興機関ネット

ワークにおいて積極

的に役割を果たす。

また、各国学術振興

機関との交流協定等

に基づくパートナー

シップを形成する。

交流協定について

は、戦略的に重要な

諸外国との交流を推

（２）諸外国の学術

振興機関との協働 

諸外国の学術振興

機関とのネットワー

クを強化・発展させ

るべく、世界各国の

主要な学術振興機関

の長によるグローバ

ルリサーチカウンシ

ル（GRC）に積極的に

参画し、各国共通の

課題に係る認識を共

有するとともに、そ

の課題解決に向けた

取組を進める。 

また、アジア 10 

か国の学術振興機関

長がアジア地域共通

【評価指標】 

５－３ 諸外国の学

術振興機関等との交

流の見直し等の状況

（有識者の意見を踏

まえ判断） 

 

【目標水準の考え

方】 

５－３ 質の高い国

際的な共同研究や学

術交流を推進する基

盤を構築する観点か

ら、各国の学術振興

機関との交流状況に

応じて適切に協定の

廃止・改訂や、新規

立ち上げが行われて

【諸外国の学術振興機関との連携】 

■グローバルリサーチカウンシル（Global Research 

Council: GRC） 

平成 30 年 5 月 15～16 日にロシア基礎科学財団（RFBR）

主催、韓国研究財団（NRF）共催により第 7 回 GRC 年次

会合がロシア（モスクワ）で開催され、振興会からは理

事長が出席した。 

「ピア／メリット・レビュー」及び「サイエンス・ディ

プロマシー：リサーチカウンシルとグローバルリサーチ

カウンシル（GRC）の役割」という 2 つの議題に沿って、

52 か国から集まった 60の学術振興機関長等が、研究支

援を取り巻く課題を共有し、学術振興機関が果たしてい

くべき役割について議論を交わした。議論の成果として

「ピア／メリット・レビューの原則に関する宣言」と題

する成果文書が採択された。 

 

（アジア・太平洋地域会合） 

・平成 30 年 11 月 21～22 日に Iran National Science 

（２）諸外国の学術振興

機関との協働 

補助評定：b 

＜補助評定に至った理由

＞ 

平成 30 年度の業務が中

期計画どおり実施され、

中期目標に向かって順調

に実績を上げていると言

えることから、評定を b

とする。 

 

（b 評定の根拠） 

グローバルリサーチカウ

ンシルは年次会合、アジ

ア・太平洋地域会合に出

席したほか、運営委員会

のアジア・太平洋地域代

（２）諸外国の学術

振興機関との協働 

補助評定：b 

＜補助評定に至った

理由＞ 

平成 30 年度におけ

る中期計画の実施状

況については、以下

に示すように、自己

点検評価に記載の内

容で示された通り、

中期計画通り概ね着

実に業務が実施され

たと認められるた

め。） 

・諸外国の学術振興

機関と強い連携関係

を確保しており、こ

（２）諸外国の学術振興機関と

の協働 

補助評定：b 

＜補助評定に至った理由＞ 

中期計画に定められたとお

り、概ね着実に業務が実施され

たと認められるため。 

 

＜今後の課題・指摘事項＞ 

― 

 

＜その他事項＞ 

― 
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する。 進し、必要性及び予

算状況に応じて廃

止、改訂又は新規立

ち上げを行う。その

際、各国の学術振興

機関等との交流状況

に応じた適切な協定

の見直し等が行われ

ているかについて、

有識者の意見を得

る。 

 

の課題解決や地域全

体の研究水準の向上

に向けて広く意見交

換を行うアジア学術

振 興 機 関 長 会 議

（ASIAHORCs）及び日

中韓によるハイレベ

ルな研究活動促進に

向けた議論を行う日

中韓学術振興機関長

会議（A-HORCs）に積

極的に参画し、関係

機関との協力を推進

する。 

さらに、A-HORCs 

の合意に基づき北東

アジアシンポジウム

及び日中韓フォーサ

イト事業を実施す

る。 

加えて、各国学術

振興機関との交流協

定等に基づくパート

ナーシップを形成す

る。交流協定につい

ては、戦略的に重要

な諸外国との交流を

推進する観点から、

交流状況を検証し、

必要性及び予算状況

に応じて廃止、改訂

又は新規立ち上げを

検討する。 

 

いるか、有識者の意

見を踏まえ判断す

る。 

 

 

Foundation (INSF)主催の GRC アジア・太平洋地域会合

がイラン（テヘラン）で開催され、6 か国 7 機関が参加

し、「社会的価値を生み出す研究へのファンディング」、

「研究が、知の進歩、社会、そして経済へ与える影響の

評価と実証」及び「女性研究者」をテーマに議論がなさ

れた。振興会は「研究成果の評価と実証」に関するプレ

ゼン発表を行い、GRC 運営委員会メンバーとして両テー

マにかかる議論の取りまとめに貢献した。 

 

（GRC 運営委員会） 

・振興会は GRC 運営委員会（Executive Support Group）

のアジア・太平洋地域代表メンバーとして、GRC 全体の

運営に貢献した。 

 

■先進 8か国学術振興機関長会議（G8-HORCs） 

・平成 30 年度も昨年に引き続き、政治情勢の悪化のた

め、G8-HORCs 自体の開催は見送られたが、GRC 年次会合

時に、G8-HORCs メンバーと個別に交流を図った。また、

6 月にカナダ（オタワ）で開催された研究評価ワーキン

ググループ・ミーティングに参加した。 

 

■アジア学術振興機関長会議（ASIAHORCs） 

・平成 30 年度は、 ASIAHORCs 自体の開催は見送られた

が、GRC 地域会合時に、ASIAHORCs メンバーと個別に交

流を図り、関係諸国との連携・協力強化に努めた。  

 

■日中韓学術振興機関長会議（A-HORCs） 

・平成 30年度は、本会の主催により、第 16回 A-HORCs

を日本（名古屋）で開催し、本会理事長が議長を務めた。

「Challenges & Policies on Support for Basic Research」

をテーマとし、プレゼン、質疑応答及び意見交換を行い、

日中韓 3カ国の連携・協力強化に努めた。 

・A-HORCs において重要とされた研究テーマに基づき、

翌年には当該テーマにおける日中韓の研究者が一同に

会し、国際共同研究開始につながるネットワーク構築を

目的とする「北東アジアシンポジウム」を開催するとと

もに、そのさらに翌年には、当該テーマに基づき、日中

韓 3 カ国を中核としたアジア地域における世界的水準

の研究拠点構築等を支援する「日中韓フォーサイト事

業」を実施。このように、A-HORCs において日中韓 3 カ

国にとって重要とされたテーマを、研究者のネットワー

表メンバーとして、GRC

全体の運営に貢献するな

ど、積極的に参画して各

国共通の課題解決に向け

て活動を続けている。そ

の他の学術振興機関長会

議やそこから派生した研

究支援事業についても着

実に実施し、各国学術振

興機関とのパートナーシ

ップを着実に強化してい

ることは評価できる。 

 

（各評価指標等に対する

自己評価） 

・評価指標である５－３

について、振興会は GRC

運営委員会メンバーとし

て GRC 全体の運営に貢献

する等、GRC に参加する

学術振興機関等との交流

を深め日本のプレゼンス

を高めていることは評価

できる。 

 

 

 

れら海外機関との国

際連携事業も順調に

なされていることは

評価できる。 

  

・グローバルリサー

チカウンシル（GRC）

とそのアジア太平洋

地域会合に積極的に

参加し、日本学術振

興会理事長が GRC の

理事会メンバーとし

てその運営に貢献し

ている。さらに、日

中韓の学術振興機関

の連携にも関与して

いる。 

 

・このように、日本

の国際研究活動を支

援すべく、各国学術

振興機関とのパート

ナーシップを強化し

て日本の国際的存在

感を高める重要な役

割を担っていると評

価される。 
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ク構築及びその後の国際交流推進による研究水準の構

築につなげるなど、学術振興機関長会議の決定内容を研

究者の取組に反映させる仕組を設けている。 

・A-HORCs において重要と認められた課題に関して開催

する北東アジアシンポジウムについては、平成 30 年 9

月 19 日～20 日に日本（名古屋）において第 20 回シン

ポジウムを開催し、「21 世紀の原子核物理学（Nuclear 

physics in the 21st century）」をテーマに 3か国から

36 名の研究者が参加し、ネットワークの構築が図られ

た。 

 

■日中韓フォーサイト事業 

・A-HORCs において重要と認められた分野において公募

を行い、新規採択 2 件を含む 7 機関 12 課題を実施し、

日中韓の枠組みで共同研究・セミナー・研究者交流を行

った。 

・採択 3年目の課題について中間評価を行った。また、

5 年間の支援期間を終了した課題について事後評価を

実施した。 

●終了時･中間・事後評価の実施・公表実績 

 実施課題数 評価結果 

中間評価 2 

B：想定どおりの成果をあ
げつつあり、現行の努力を
継続することによって目
標の達成が概ね期待でき
る／2 課題 

事後評価 2 
B：想定どおりの成果をあ
げており、当初の目標は達
成された／2 課題 

※評価は A～Dの 4 段階で実施 

評価結果： 

http://www.jsps.go.jp/j-foresight/11_hyouka.html 

 

 （３）在外研究者

コミュニティの形

成と協働 

振興会の事業を

経験した外国人研

究者や在外日本人

研究者によるコミ

ュニティの形成や

その活動支援を行

うことにより、我

が国と諸外国との

（３）在外研究者コ

ミュニティの形成と

協働 

振興会の事業によ

り我が国での研究滞

在を終えて母国に帰

国した外国人研究者

や、在外日本人研究

者によるコミュニテ

ィの形成やその活動

の支援を行う。 

（３）在外研究者コ

ミュニティの形成と

協働 

振興会事業を終え

て帰国した研究者の

ネットワーク強化を

図るため、世界 18

か国において形成さ

れた研究者コミュニ

ティ（同窓会）によ

る活動を支援すると

【評価指標】 

５－４ 同窓会の活

動状況及び在外日本

人研究者コミュニテ

ィとの連携状況（同

窓会イベント等の開

催実績等を参考に判

断） 

 

【目標水準の考え

方】 

【研究者ネットワークの強化】 

・振興会事業経験者による研究者コミュニティ（JSPS

同窓会）については、既存の 18 か国のコミュニティが

行う諸活動（シンポジウム・年次総会の開催、Web やニ

ューズレターを通じた広報など）の支援を行った。また、

アジア、アフリカ、欧州、中南米といった幅広い地域か

ら新規同窓会設立に関する問い合わせも数多く寄せら

れており、ノルウェー及びマレーシアが JSPS の同窓会

として近く正式に認定される見込みとなっている。同窓

会会員数は平成 31 年 3 月末現在で 7,873 名となってお

り（前年度 3 月末 7,759）、会員に対しては振興会の英

（３）在外研究者コミュ

ニティの形成と協働 

補助評定：b 

＜補助評定に至った理由

＞ 

既存の同窓会が着実に日

本との学術交流を発展さ

せ、日本人研究者とのネ

ットワークを強化してい

るのみならず、振興会事

業経験者による新たな同

（３）在外研究者コ

ミュニティの形成と

協働 

補助評定：b 

＜補助評定に至った

理由＞ 

平成 30 年度におけ

る中期計画の実施状

況は、以下に示すよ

うに、中期計画通り

概ね着実に業務が実

（３）在外研究者コミュニティ

の形成と協働 

補助評定：b 

＜補助評定に至った理由＞ 

中期計画に定められたとお

り、概ね着実に業務が実施され

たと認められるため。 

 

＜今後の課題・指摘事項＞ 

― 
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学術交流を持続的

に発展させる。 

在外研究者コミュ

ニティの活動の支援

においては、我が国

と諸外国との学術交

流が持続的に発展す

るよう留意する。 

ともに、海外研究連

絡センター等の協力

を得ながら、新たに

体制が整った研究者

コミュニティ（同窓

会）の活動を支援す

る。 

また、在外日本人

研究者との連携を強

化するとともに、日

本への滞在経験を持

つ諸外国の研究者

や、諸外国との研究

協力に関心を持つ在

外日本人を含む日本

人研究者等の情報を

集めたデータベース

及びソーシャル・ネ

ットワーク・サービ

ス（JSPS-Net）を運

用し、登録者間のネ

ットワーク強化を図

る。 

 

５－４ 同窓会主体

の活動が活発に行わ

れたか、また外国人

研究者と在外日本人

研究者コミュニティ

等が連携する機会が

提供されたか、同窓

会イベント等の開催

実績、会員数等を参

考に判断する。 

 

 

文ニューズレター（JSPS Quarterly）を送付するなどし

て情報提供に努めている。 

また、同窓会は主催行事としてシンポジウムや学術セ

ミナー等を現地で開催し、日本から基調講演者を招き日

本との学術交流を深めているほか、振興会事業説明会も

同時に開催し、積極的に振興会事業の広報活動を行って

いる。例えば、設立 10 周年を迎えた韓国同窓会の記念

シンポジウムは、平日に開催されたにもかかわらず、当

初の予定を大幅に上回る出席者を得た。 

・海外研究連絡センター等の協力を得ながら、各国の研

究者コミュニティに所属する研究者に対し、再度来日し

て日本人研究者との研究協力関係を形成・維持・強化す

る機会を提供することを目的に、外国人研究者再招へい

事業（BRIDGE Fellowship Program）を実施し、42名の

研究者を招へいした。今年度より事業のフォローアップ

も兼ねて、来日したフェローやホスト研究者へのインタ

ビューを実施しており、振興会事業を終えて帰国した研

究者ネットワークを改めて維持・強化することができる

ようになった。 

・日本への留学・滞在経験を有する海外の研究者との国

際的な研究協力に関心を持つ日本人研究者が情報を登

録する留日経験研究者データベース（Japan-Affiliated 

Research Community Network: JARC-Net）の運用を平成

30 年 12 月末をもって終了し、日本への滞在経験を持つ

諸外国の研究者や、諸外国との研究協力に関心を持つ在

外日本人を含む日本人研究者等の情報を集めたデータ

ベース及び平成 28 年度より開始した在外日本人研究者

等のためのソーシャル・ネットワーク・サービス

（JSPS-Net）に統合した。その結果、現在 JSPS-Net に

は 1,388 名（平成 31 年 3 月 1 日末現在）の登録を得て

いる。登録者に対して、会員間の検索機能やグループ作

成機能を提供するとともに、JSPS の公募事業の案内等

の情報提供を行った。さらに、様々な分野で活躍する研

究者が自らの研究生活について語る「My Research 

Life」機能や、若手研究者の受入を希望する研究者と若

手研究者とのマッチングするサービスを開始している。 

 

窓会設立の体制が整って

きており、研究者ネット

ワークのさらなる強化に

つながっていることか

ら、評定を b とする。 

 

（b 評定の根拠） 

・18 か国の研究者コミュ

ニティが行うシンポジウ

ム等の諸活動を支援し

た。特に、韓国で同窓会

設立 10 周年の記念シン

ポジウムを開催できたこ

とは、継続的で着実な研

究者ネットワークが構築

されていることを示すも

のであり、高く評価でき

る。他の同窓会主催のシ

ンポジウム等についても

時宜に応じたテーマで開

催しており、関係者の高

い関心が寄せられた。ま

た、同窓会会員に対して

継続的に情報提供を行う

ことで、帰国した研究者

のネットワークを維持・

強化していることも、評

価できる。 

・外国人研究者再招へい

事業を着実に実施すると

ともに、インタビューを

行うことによって、現場

のニーズを踏まえたより

効率的な事業へと転換し

ていることは評価でき

る。 

・ソーシャル・ネットワ

ー ク ・ サ ー ビ ス を

JSPS-Net に一元化し、コ

ンテンツを充実させたこ

とで運用面での効率を高

施されたと認められ

るため。 

 

・ドイツフンボルト

財団では、各国にフ

ンボルト協会が設け

られるなど、フンボ

ルト財団の国際事業

に関わった海外研究

者のネットワークが

構築されていること

は周知の事実であ

る。いわゆるフンボ

ルト財団事業の国際

的同窓会に相当する

組織であるが、その

活動は大変活発で、

フンボルト財団の国

際的認知度をあげる

のに効果的である。

その観点から、日本

学術振興会が JSPS

同窓会を積極的に充

実させようとして、

その成果が実際に上

がっていることは心

強い。 

 

・JSPS 同窓会に加入

する会員増加によっ

て、国際的ネットワ

ークが強化されてい

ること、また、ソー

シャルネットワーク

サービス（JSPS-Net）

の運用開始は評価さ

れる。 

＜その他事項＞ 

振興会事業経験者による海

外の同窓会ネットワークや在

外研究者コミュニティの形成

は、長期的視野で継続的に実施

する必要がある。引き続き、そ

れらが適切に維持されること

を期待する。 
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めたことは、高く評価で

きる。 

 

 

（各評価指標等に対する

自己評価） 

・評価指標である５－４

については、韓国同窓会

の記念シンポジウムが当

初の予定を大幅に上回る

出席者を得る等、JSPS 同

窓会という在外研究者コ

ミュニティと JSPS 本部

が協働することにより、

我が国と諸外国との学術

交流を持続的に着実に発

展させている。他の同窓

会イベントについても同

様に、同窓会が主体的に

テーマ設定から運営、広

報活動等の準備作業を行

い、日本との学術交流の

維持・発展に努めている。 

 

 

 （４）海外研究連

絡センター等の展

開 

海外研究連絡セ

ンター等が、所在

地域の学術振興機

関、在外公館、そ

の他の海外拠点等

と連携し情報の収

集と発信に努め、

我が国の大学等の

グローバル化を支

援するとともに、

我が国の学術研究

のプレゼンスの向

上に寄与する。 

（４）海外研究連絡

センター等の展開 

海外研究連絡セン

ター及び海外アドバ

イザーは、所在する

地域の学術振興機

関、在外公館、その

他の関係機関の海外

拠点等と連携し、当

該地域の学術動向等

に係る情報の収集及

び発信を行う。その

際、全センターから

の情報を集約し、ホ

ームページにおい

て、合わせて年間

（４）海外研究連絡

センター等の展開 

我が国の研究者や

大学等研究機関の国

際的なネットワーク

形成を支援する拠点

としての機能を果た

す観点から、学術振

興機関との関係構

築、セミナー・シン

ポジウムの開催、我

が国の大学の海外展

開の支援を行う。海

外の学術動向や高等

教育に関する情報収

集・調査については、

【評価指標】 

５－５ 海外研究連

絡センター等におけ

る活動状況（Ｂ水

準：ホームページに

よる情報発信数が年

間 840 件程度） 

 

【目標水準の考え

方】 

５－５ 現地の事務

所を利用した効果的

な情報収集・情報発

信を実施する観点か

ら、前中期目標期間

における実績（平成

【海外研究連絡センター等展開】 

・諸外国の学術振興機関や内外の大学等との共催で年間

を通じて 120 回の学術シンポジウム等を開催し、日本の

優れた研究者による最先端の研究成果等を世界に向け

て発信した。平成 29 年度からの取り組みである世界ト

ップレベル研究拠点プログラム（WPI プログラム）総合

支援事業との連携も着実に継続し、WPI 拠点における研

究成果について海外研究連絡センター主催シンポジウ

ムを通じて海外に発信し続けている。こうした活動によ

り、現地において関係機関との強固な協力関係を構築し

つつ積極的な広報に努めている。これらのイベントには

延べ 8,500 名を集めた。 

 

・ストックホルム研究連絡センターでは、平成 30年 11

月に、スウェーデン王立科学アカデミー（KVA）、在スウ

ェーデン日本国大使館との共催で、KVA-JSPS セミナー

（４）海外研究連絡セン

ター等の展開 

補助評定：b 

＜補助評定に至った理由

＞ 

平成 30 年度の業務が中

期計画どおり実施され、

中期目標に向かって順調

に実績を上げていると言

えることから、評定を b

とする。 

 

（b 評定の根拠） 

・海外研究連絡センター

において現地の学術振興

機関や大学等と共催でシ

（４）海外研究連絡

センター等の展開 

補助評定：b 

＜補助評定に至った

理由＞ 

平成 30 年度におけ

る中期計画の実施状

況は、以下に示すよ

うに、中期計画通り

概ね着実に業務が実

施されたと認められ

るため。 

 

・諸外国の大学等な

どと共催するなどし

て、年間 120 回の学

（４）海外研究連絡センター等

の展開 

補助評定：b 

＜補助評定に至った理由＞ 

中期計画に定められたとお

り、概ね着実に業務が実施され

たと認められるため。 

 

＜今後の課題・指摘事項＞ 

― 

 

＜その他事項＞ 

諸外国でのシンポジウムを

通して、日本の学術情報を発信

することは重要であり、新たな

国際共同研究につなげられる
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840 件程度（前中期

目標期間実績：年間

652～1,181 件）の情

報発信を行う。 

また、学術研究ネ

ットワーク形成支援

や我が国の大学等の

グローバル化支援の

拠点としての機能を

果たす観点から、世

界の学術振興機関と

の関係構築、大学の

海外展開の支援、セ

ミナー、シンポジウ

ムの開催等を実施す

る。 

体系的な情報収集及

び国内への情報発信

の充実を図り、平成

30 年度は全センタ

ーからの情報を集約

し、ホームページに

おいて、合わせて年

間 840 件程度の情報

発信を行う。 

我が国の大学等の

グローバル化支援に

おいては、海外の学

術動向や高等教育に

係る情報を大学関係

者に提供することに

加え、将来的な大学

の国際交流を担当す

る職員の育成を目的

として若手職員を対

象に「国際協力員」

として海外実地研修

を行う機会を提供す

る。 

25～28 年度実績：年

間 652～1,181 件）

を踏まえ、全センタ

ーのホームページで

年間 840 件程度の

情報発信が行われる

ことを達成水準とす

る。 

「New Windows to the Universe」を開催した。平成 27

年ノーベル物理学賞受賞者である梶田隆章東京大学教

授と東京大学カブリ数物連携宇宙研究機構の村山斉機

構長が、参加した若手研究者を含むスウェーデン側講師

と講演を行うとともに活発な意見交換を行った。 

 

・ロンドン研究連絡センターでは、英国のロイヤルソサ

エティ（王立協会）との共催で、平成 30 年 6 月にセミ

ナーを実施した。今回のシンポジウムは 2016 年の日英

先端科学シンポジウム（英国開催）の際、先方からの提

案があり、それが実ったものである。テーマは、”

Regenerative Medicine”  及び ”  Materials for 

Energy”で、WPI 拠点のひとつである京都大学 物質－

細胞統合システム拠点の北川進拠点長や、陰山洋教授を

はじめ、計 11 名の著名な研究者を招へいし、日本の高

水準で優れた研究成果を発信した。 

 

●シンポジウム等開催件数 

海外センター名 
開催件数 

参加者50名

以上 

参加者50名

未満 
合計 

ワシントン 8 1 9 件 

サンフランシスコ 6 3 9 件 

ボン 3 5 8 件 

ロンドン 8 4 12 件 

ストックホルム 6 10 16 件 

ストラスブール 2 14 16 件 

バンコク 6 0 6 件 

北京 5 7 12 件 

カイロ 9 15 24 件 

ナイロビ 4 3 7 件 

サンパウロ 1 0 1 件 

計 58 62 120 件 

 

 

・各国において現地在住の日本人研究者の会合・勉強会

の開催、データベースの整備など、海外での研究者ネッ

トワーク構築のための活動を積極的に展開した。 

・大学等の海外活動展開協力・支援事業として、6大学

等が 3研究連絡センター（ロンドン、北京及びカイロ）

を海外事務所として利用し海外拠点活動を展開した。 

・各国において、振興会事業説明会を 88 回開催するな

ど、積極的な広報活動に努めた。 

・平成 27 年 6 月に新設された、「海外学術動向ポータル

サイト」において、各海外研究連絡センター及び海外ア

ドバイザーが収集した情報を引き続き国内の大学関係

ンポジウム等を開催し、

日本の最新の学術情報を

発信することで、新たな

研究者ネットワークの構

築を促進したほか、海外

の学術動向や高等教育に

ついて、ポータルサイト

を設けて一元的に発信す

るなど、中期目標に向か

って計画どおりに事業を

遂行したと評価すること

ができる。 

・大学等海外活動展開協

力・支援事業として、計

6 の大学等に 3 箇所の海

外研究連絡センターの利

用機会を提供すること

で、大学の海外展開を支

援した。さらに各センタ

ーにおいて若手大学等職

員の実地研修を行うこと

で国際人材の育成を行

い、ハード・ソフト両面

で大学の国際化を支援し

ていることは高く評価で

きる。 

 

（各評価指標等に対する

自己評価） 

・評価指標である５－５

については 715 件であ

り、前中期目標期間実

績と同水準である。 

術シンポジウムを開

催するなど、多くの

イベントが企画実施

され、日本学術振興

会の国際活動の拠点

として高く評価され

る。 

 

・諸外国での的確な

情報収集と活発な情

報発信がなされてお

り、日本学術振興会

の国際活動と国際戦

略策定に欠かせない

存在となっている。 

よう期待する。 
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４．その他参考情報 

特になし 

 

者等に広く情報提供した。 

https://www-overseas-news.jsps.go.jp/ 

・「国際学術交流研修」として、振興会本部での 1 年間

の研修を経た国公私立大学の職員 16 名を海外研究連絡

センターで 1年間受け入れ、センター業務に従事させる

ことにより、国際交流に関する幅広い見識と高度な実務

能力を有する事務系職員の養成を図った。また、同研修

についてのパンフレットを作成して大学に配布するな

ど周知活動にも努めた。 
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１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅰ－６ ６ 総合的な学術情報分析基盤の構築 

（１）情報の一元的な集積・管理 

（２）総合的な学術情報分析の推進 

（３）学術動向に関する調査研究の推進 
当該事業実施に 

係る根拠 

独立行政法人日本学術振興会法第 15 条第 6号 業務に関連する

政策・施策 

 関連する政策評価・

行政事業レビュー 

 

当該項目の重要度、

難易度 

 

参考ＵＲＬ 学術システム研究センター（調査報告等） http://www.jsps.go.jp/j-center/chousa_houkoku.html  

グローバル学術情報センター http://www.jsps.go.jp/j-cgsi/index.html  

 

２．主要な経年データ 

 ①主要なアウトプット（アウトカム）情報   

 

 

②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報） 

指標等 達成目標 
前中期目標期

間実績等 
３０年度 １年度 ２年度 ３年度 ４年度  ３０年度 １年度 ２年度 ３年度 ４年度 

【評価指標】    

決算額（千円） 335,160     

情報の分析や調査研究

の成果の発信状況（Ｂ

水準：中期目標期間中

に 10 件程度） 

中期目標期

間中に 10

件程度 

－ 

4 件 

（適時の成

果の公表を

含む） 

    

  

  

学術動向調査の実施件

数（Ｂ水準：中期目標

期間中に 614 件程度） 

中期目標期

間中に 614

件程度 

614 件      

  

従事人員数（人） 4     
 

 

注１）決算額は「６ 総合的な学術情報分析基盤の構築」の支出額を記載。 

注２）従事人員数については「６ 総合的な学術情報分析基盤の構築」の事業担当者数を計上 

（重複を含む）。 
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３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己点検評価、外部評価委員による評価及び主務大臣による評価 

 
中期目標 中期計画 年度計画 主な評価指標 

法人の業務実績・自己点検評価 外部評価委員に

よる評価 
主務大臣による評価 

業務実績 自己点検評価 

 事業の枠を超

えた総合的視野

から研究者の活

動等を支えるこ

とができるよう、

振興会の 

諸事業等に関す

る情報を総合的

に分析・活用する

基盤を構築する。 

振興会の諸事業等

に関する情報を総合

的に活用する基盤を

構築し、事業の成果

の把握、分析を行う

とともに、事業の改

善や高度化に向けた

取組を実施する。 

 

 

 ＜主要な業務実績＞ 

 

 

 

評定 B 評定 B 評定 B 

＜評定に至った理由＞ 

平成 30 年度における中

期計画の実施状況につい

ては、中期計画どおり、

中期目標に向かって順調

に実績を上げていると言

えることから、評定を B

とする。 

 

（B 評定の根拠） 

・平成 30年度における総

合的な学術情報分析基盤

の構築について、中期目

標に向かって、システム

実装等について検討を進

めるとともに、学術情報

分析センター及び学術シ

ステム研究センターにお

いて実績を上げている。 

 

 

＜評定に至った理由

＞ 

平成 30 年度におけ

る中期計画の実施状

況については、中期

計画通り、中期目標

に向かって順調に実

績を上げていると言

えることから、自己

点検評価に記載の内

容で適切な評価が行

われていると認めら

れ、評定を Bとする。 

 

＜指摘事項、業務運

営上の課題及び改善

方策＞ 

・情報の分析が振興

会事業にどのように

フィードバックされ

ているのかを示すこ

とも必要か。 

 

＜その他事項＞ 

・学術振興会は、学

術研究の支援などの

面でこれまで多大な

データを蓄積してお

り、その分析は今後

の学術基盤の構築

や、優れた研究への

推進・助成で大きな

原動力となる可能性

がある。センターの

今後の活動に期待す

る。 

 

＜評定に至った理由＞ 

中期計画に定められたとお

り、概ね着実に業務が実施され

たと認められるため。 

 

＜今後の課題・指摘事項＞ 

学術情報分析センターにお

ける分析が、振興会内でどのよ

うに活用されているか、各事業

にどのようにフィードバック

されているのかを具体的に示

しつつ、引き続き、振興会が保

有するデータ等を有効に活用

されることを期待する。 

 

＜その他事項＞ 

― 
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・海外の学術動向の

調査は大変重要で、

特に、学際的研究の

推進についてはよく

調査して欲しい。そ

の際、海外のファン

ディングエージェン

シーの学際的研究へ

の助成のあり方や審

査体制をよく調査分

析して欲しい。 

 

 

 （１）情報の一元

的な集積・管理 

事業の枠を超

えて情報を総合

的に活用するこ

とができるよう、

情報セキュリテ

ィや個人情報保

護を徹底した上

で、振興会の諸事

業に係る情報を

一元的に集積・管

理する。 

（１）情報の一元的

な集積・管理 

 情報セキュリティ

の確保や個人情報の

保護を徹底した上

で、振興会の諸事業

に係る情報を一元的

に集積・管理する体

制を整備するととも

に、事業横断的な分

析を可能とするため

の情報の整理に取り

組む。 

（１）情報の一元的

な集積・管理体制の

構築 

事業の枠を超えて

情報を総合的に活用

することができるよ

う、振興会の諸事業

に係るデータについ

て、情報セキュリテ

ィの確保や個人情報

の保護を徹底した上

で、業務の状況を勘

案しつつ集約・共有

及び一元的な管理を

進める。 

【評価指標】 

６－１ 情報の一元

的な管理の状況（取

組実績を参考に判

断） 

 

【目標水準の考え

方】 

６－１ 事業の枠を

超えた活用を可能と

する情報基盤が構築

されているか、情報

の一元的な管理に係

る取組実績を参考に

判断する。 

 

 

 

【情報の一元的な集積・管理】 

・事業の枠を超えて情報を総合的に活用するために必要

とする情報セキュリティの確保に関する方策、システム

実装について検討を開始した。 

 

・業務基盤システムに新たな共有ファイルシステムを構

築し、データの集約、アクセス制限の見直し及び強化を

実施した。 

 

・事業の枠を超えたデータの活用が可能な環境を実現す

るにあたりデータの扱いや業務プロセスについて各課

との調整が不可欠であり、各事業課へのヒアリング等を

着実に進めているところである。 

（１）情報の一元的な集

積・管理 

補助評定：b 

＜補助評定に至った理由

＞ 

平成 30 年度における情

報の一元的な集積・管理

について、中期計画どお

り、中期目標に向かって

順調に実施していると言

えることから、補助評定

を bとする。 

 

（b 評定の根拠） 

・事業の枠を超えて情報

を総合的に活用するため

の検討を開始するととも

に、業務基盤システムへ

の新たな共有ファイルシ

ステム構築によるデータ

集約・アクセス制限の見

直しや情報の一元的な管

理に向けてヒアリング等

実施するなど計画通りに

実施されたことは評価で

きる。 

 

（各評価指標等に対する

（１）情報の一元的

な集積・管理 

補助評定：b 

＜補助評定に至った

理由＞ 

自己点検評価に記載

の内容で示された通

り、中期計画通り概

ね着実に業務が実施

されたと認められる

ため。 

 

（１）情報の一元的な集積・管

理 

補助評定：b 

＜補助評定に至った理由＞ 

中期計画に定められたとお

り、概ね着実に業務が実施され

たと認められるため。 

 

＜今後の課題・指摘事項＞ 

― 

 

＜その他事項＞ 

― 
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自己評価） 

・評価指標である６－１

については、事業の枠を

超えて情報を総合的に活

用するための土台とし

て、業務基盤システムに

新たな共有ファイルシス

テムを構築、データの集

約及びアクセス制限の強

化を実施した。これによ

り職員と業務委嘱者（審

査委員等）の権限が明確

に分離され、今後一元的

に管理を行うための基礎

を構築することができた

ことは評価できる。 

 

 （２）総合的な学

術情報分析の推

進 

振興会の諸事

業の動向や成果

を総合的、長期的

に把握・分析する

とともに、諸事業

の改善・高度化に

向けた調査研究

を行うことによ

り、総合的視点に

立った企画・立案

と事業改善に資

する。 

 

（２）総合的な学術

情報分析の推進 

 学術情報分析セン

ターにおいて、振興

会の諸事業に係る情

報を横断的に活用

し、各種事業の動向

や成果を総合的、長

期的に把握・分析す

るとともに、諸事業

の改善・高度化に向

けた調査研究を行

う。その際、関係機

関との連携協力を進

める。 

 分析や調査研究の

成果については、学

術システム研究セン

ターや諸事業の担当

部署に提供・提案す

るとともに、必要に

応じホームページ等

において情報発信を

行う。分析や調査研

（２）総合的な学術

情報分析の推進 

学術情報分析セン

ターにおいて、振興

会の諸事業に係る情

報を横断的に活用

し、各種事業の動向

や成果を総合的、長

期的に把握・分析す

るとともに、諸事業

の改善・高度化に向

けた調査研究を開始

する。その際、関係

機関との連携協力を

進める。 

分析や調査研究の

成果については、学

術システム研究セン

ターや諸事業の担当

部署に提供・提案す

るとともに、ホーム

ページ等において情

報発信を行う。情報

発信については２件

【評価指標】 

６－２ 情報の分析

や調査研究の成果の

発信状況（Ｂ水準：

中期目標期間中に

10 件程度） 

 

【目標水準の考え

方】 

６－２ 振興会の諸

事業に係る情報を横

断的に活用し、各種

事業の動向や成果を

総合的、長期的に把

握・分析する観点か

ら、10 件程度のテー

マを設定し、分析や

調査研究を行い、そ

の成果について発信

することを達成水準

とする。 

 

【学術情報分析センター】 

 

・学術情報分析センターの設置 

 学術情報分析センターは、平成 30 年 3 月末まで設置

されていたグローバル学術情報センターを改組し、平成

30 年 4 月に新たに設置された。 

 同センターは、所長の下、分析研究員及び分析調査員

により構成されており、分析研究員 3 名（大学等の学術

研究機関において教授または准教授の職にある者が兼

務。うち 1 名は副所長）は、それぞれのテーマに係る調

査分析を総括するとともに、振興会の諸事業に係る調査

分析に関し助言を行った。また、分析調査員（常勤）は

分析研究員の指導の下、当該テーマに係る調査分析の業

務を担うとともに、事業動向など事務的な調査分析業務

を処理した。 

 

・連絡会議の設置 

学術情報分析センターの業務の円滑な推進を図るた

め、学術情報の分析に係る関係機関その他の有識者の委

員により構成される連絡会議を設置し、会議を開催する

とともに、適時に学術情報分析センターの活動に対する

助言を得ることが出来る体制を整えた。 

 

・調査分析のための情報基盤の構築 

（２）総合的な学術情報

分析の推進 

補助評定：b 

＜補助評定に至った理由

＞ 

平成 30 年度における中

期計画の実施状況につい

ては、中期計画通り、中

期目標に向かって順調に

実績を上げていると言え

ることから、補助評定を

b とする。 

 

（b 評定の根拠） 

 振興会の諸事業を対象

の動向や成果の把握・分

析を実施し、また、関係

機関とも連携協力を行っ

た結果、十分に中期計画

通りの成果を上げるとと

もに、審査意見書作成候

補者選考支援システムの

開発など中期計画を上回

る成果も上げることが出

（２）総合的な学術

情報分析の推進 

補助評定：b 

＜補助評定に至った

理由＞ 

自己点検評価に記載

の内容で示された通

り、中期計画通り概

ね着実に業務が実施

されたと認められる

ため。 

 

（２）総合的な学術情報分析の

推進 

補助評定：b 

＜補助評定に至った理由＞ 

中期計画に定められたとお

り、概ね着実に業務が実施され

たと認められるため。 

 

＜今後の課題・指摘事項＞ 

― 

 

＜その他事項＞ 

― 
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究の成果の発信につ

いては、中期目標期

間中に 10 件程度の

テーマについて実施

する。 

の報告書の他、適時

に成果の公表を行

う。 

 

 

 グローバル学術情報センターから引き継いだ、科研費

の応募、審査、採択課題、研究成果に関する諸データに、

新たなデータを追加収集した。 

 また、Elsevier 社から購入した Scopus カスタムデー

タを利用し、書誌計量学的分析を実施出来る体制を整備

した。 

さらに振興会事業全体にかかる「基礎データ集」を作

成し、振興会の諸事業について基礎的なデータの収集・

蓄積を行うとともに、振興会内で情報を共有した。 

 

・審査意見書作成候補者選考支援システムの開発 

グローバル学術情報センターにおける確率的潜在意味

解析（LDA）の取組の成果を発展させ、審査委員等の選

考を支援するシステムの実装を進めた。具体的には、科

研費の特別推進研究、基盤研究(S)の応募書類の研究計

画調書の記載内容を分析し、その審査の際に参考とされ

る審査意見書を作成する候補者のリストを出力し、学術

システム研究センター研究員が行う選考の参考に提供

した。 

 

・振興会の諸事業に関する調査分析 

‐科研費助成事業に関連した調査分析 

＜研究者のネットワーク分析＞ 

科研費の申請等のデータに基づく研究者のネットワ

ークの分析を行い、分野を超えた研究者の協力関係等を

視覚化した。 

＜成果論文に記載された謝辞の分析＞ 

 科研費助成事業等の支援の成果を把握・分析するた

め、Scopus データの謝辞情報を利用し、論文等の資金

配分者を同定する取組を行った。 

 

‐研究者養成事業に関連した調査分析 

＜ポストドクター等の動向分析＞ 

 ポストドクターを中心とする若手研究者の動向の把

握・分析を実施し、フェローシップ事業や海外研鑽機会

の効果や意義等について明らかとなった内容を

JSPS-CSIA REPORT において報告した。 

 

‐振興会事業の国際性に関連した調査分析 

 国際交流事業、科研費で採択された諸課題における国

際共同研究、特別研究員の海外での活動、そして、大学

来た。 

 なお、情報発信につい

ては、JSPS-CSIA REPORT

を 4 件刊行し、報告書の

数としては年度計画の 2

件を上回っているが、こ

れに加える形で予定され

た適時の成果の公表も

JSPS-CSIA REPORT の刊行

として行われたことか

ら、概ね中期計画通りの

成果を上げた。 

 

 

・学術情報分析センター

の設置は、グローバル学

術情報センターの成果を

継承しつつ、科研費助成

事業、研究者養成事業、

国際交流事業といった広

範な事業の動向や成果

を、新たな観点や手法に

より横断的に把握・分析

することを可能としてお

り高く評価できる。 

 

・分析研究員及び分析調

査員は、学術情報の分析

について高い専門性を備

えている。 

 

・連絡会議は、振興会と

他の学術情報の分析に係

る機関との間で相互に情

報やノウハウを共有され

る新たな枠組みとして機

能している。 

 

 

・科研費の審査意見書作

成候補者選考支援システ
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の教育研究機能の向上のための事業を通した海外大学

との協力等の活動を取りまとめ、JSPS-CSIA REPORT に

おいて報告した。 

 

‐男女共同参画に関する情報の把握・分析 

 振興会の特別研究員－RPD 事業に関する各種人数デ

ータの推移、採用者の各種状況、事業の制度改善等につ

いて取りまとめ、JSPS-CSIA REPORT において報告した。 

 

・調査分析の成果の情報発信 

 調査分析の成果を、JSPS-CSIA REPORT（CSIA は、学

術情報分析センターの英文名称「Center for Science 

Information Analysis」の略）として 4件刊行した。 

号 刊行日 名称 

1 平成 30 年 
7 月 6 日 

日本学術振興会諸事業による国際的
な活動の展開 

2 平成 30 年 
12 月 26 日 

日本学術振興会特別研究員事業によ
るポストドクターのフェローシップ
と海外研鑽の効果について 
 ポストドクター等の動向分析から見
えるもの① 

3 平成 31 年 3
月 29 日 

出産・育児による研究中断を経験した
若手研究者支援への取り組み 
－ 「 特 別 研 究 員 ‐ RPD(Restart 
Postdoctoral Fellowship)」の現状と
推移－ 

4 平成 31 年 3
月 29 日 

学術情報分析センター平成 30 年度活
動報告 

 

・研究評価に関する G7ワーキンググループへの参加 

平成 30 年 6 月にオタワで開催された「研究評価に関す

る G7 ワーキンググループ会合」に参加し、学術情報分

析センターの取組を発表するとともに、各国の関係機関

の調査分析活動状況について情報を入手した。 

ムの開発は、学術システ

ム研究センター研究員の

業務の支援に向け大きな

前進となる取組と言え

る。 

 

 

（各評価指標等に対する

自己評価） 

・評価指標である６－２

については、JSPS-CSIA 

REPORT を 4 件刊行し、報

告書の数としては年度計

画の 2 件を上回る成果を

上げたことは評価でき

る。 

 

 

 

（課題と対応） 

・分析調査員について、3

名のうち 2 名が兼務また

は短時間勤務となってい

ることが調査分析活動の

制約要因となっていたこ

とから、次年度は拡充の

予定である。 

 

 （３）学術動向に

関する調査研究

の推進 

振興会の諸事

業を長期的観点

に立って効果的

に展開するため、

国内外における

学術振興施策の

現状や学術研究

の動向等の調査

研究を行うとと

（３）学術動向に関

する調査研究 

学術システム研究

センターにおいて、

学問領域の専門的な

知見に基づき、国内

外における学術振興

施策の現状や学術研

究の動向等、振興会

の業務運営に関して

必要な調査・研究を

実施する。 

（３）学術動向に関

する調査研究 

学術システム研究

センターにおいて、

国内外における学術

振興施策の現状や学

術研究の動向等に関

する調査・研究を実

施し、その結果を取

りまとめ、振興会事

業の企画・立案等に

活用する。 

【評価指標】 

６－３ 学術動向調

査の実施件数（Ｂ水

準：中期目標期間中

に 614 件程度） 

 

【目標水準の考え

方】 

６－３ 学術の振興

を図るための諸事業

を長期的観点に立っ

て効果的に展開する

【学術システム研究センター】 

・振興会事業の審査方法の在り方の検討等に当たって

は、Scopus 収録論文における科研費成果論文の分析や、

主要国のファンディングエージェンシーにおける審査

システム等の情報分析を行っている学術情報分析セン

ターと連携した。 

 

・海外研究連絡センターが取りまとめた海外の学術動向

等を学術システム研究センター研究員にも情報提供し、

国内外の学術研究動向や研究者動向等の調査･研究に活

用した。 

http://www.jsps.go.jp/j-kaigai_center/higher_education.html  

（３）学術動向に関する

調査研究の推進 

補助評定：b 

 

＜補助評定に至った理由

＞ 

平成 30 年度における中

期計画の実施状況につい

ては、中期計画通り、中

期目標に向かって順調に

実績を上げていると言え

ることから、補助評定を

（３）学術動向に関

する調査研究の推進 

補助評定：b 

＜補助評定に至った

理由＞ 

自己点検評価に記載

の内容で示された通

り、中期計画通り概

ね着実に業務が実施

されたと認められる

ため。 

 

（３）学術動向に関する調査研

究の推進 

補助評定：b 

＜補助評定に至った理由＞ 

中期計画に定められたとお

り、概ね着実に業務が実施され

たと認められるため。 

 

＜今後の課題・指摘事項＞ 

― 

 

＜その他事項＞ 
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もに、その結果を

新たな事業の企

画・立案等に活用

する。 

国内外における学

術振興施策について

は、学術振興に関す

る基本的政策、研究

助成システム、研究

者養成に対する考え

方、国際交流の戦略

等について、関係機

関のホームページや

文献、現地調査、海

外研究連絡センター

における収集情報な

どにより、調査を適

宜実施し、情報の収

集、分析を継続的に

行う。 

学術研究の動向に

ついては、研究者の

動向を含め、各種報

告書、学術ジャーナ

ル、国内外のシンポ

ジウムへの出席、関

連研究者との意見交

換等により、調査を

適宜実施し、情報の

収集、分析を継続的

に行う。特に、学術

システム研究センタ

ーの研究員全員に専

門分野についての学

術動向研究を依頼

し、毎年度報告を受

けるとともに、結果

を取りまとめ、事業

の企画・立案に活か

す。 

これらの調査・研

究については、前中

期目標期間の実績と

同程度の件数を実施

する（前中期目標期

国内外における学

術振興施策について

は、学術振興に関す

る基本的政策、研究

助成システム、研究

者養成に対する考え

方、国際交流の戦略

等について、関係機

関のホームページや

文献、現地調査、海

外研究連絡センター

における収集情報な

どにより、調査を適

宜実施し、情報の収

集、分析を行う。 

学術研究の動向に

ついては、研究者の

動向を含め、各種報

告書、学術ジャーナ

ル、国内外のシンポ

ジウムへの出席、関

連研究者との意見交

換等により、調査を

適宜実施し、情報の

収集、分析を行う。

特に、学術システム

研究センターの研究

員が専門分野に係る

学術動向研究を年間

125 件程度実施し、

その成果をより適切

な審査委員の選考や

評価システムの整備

等に反映させ、振興

会が行う審査・評価

業務等の向上に役立

てる。 

また、これらの成

果については、必要

に応じて報告書等に

取りまとめ、ホーム

観点から、国内外に

おける学術振興施策

の現状や学術研究の

動向等の調査研究に

ついて、前中期目標

期間における実績

（614 件）と同程度

実施することを達成

水準とする。 

 

 

・学術システム研究センター研究員を研究担当者として

振興会と研究員が所属する研究機関（平成 30年度は 51

研究機関（128 課題））が委託契約を締結し、各分野等

における学術動向等に関する調査研究を実施した。 

 

・学術動向等に関する調査研究は、揺籃期にある学術分

野または横断的学問分野等の派生した分野等の最新動

向、さらにはこれまでの学術分野の動向（その分野が抱

える課題）も含む学問全般に係る学術の動向調査であ

り、下記のような振興会の審査･評価業務の向上や、事

業全般に対する提案・助言等に活用した。 

＞科研費における審査システム業務改善：学術動向を

踏まえつつ、審査委員の選考や公募要領、審査の手

引き等の見直しを実施した。 

＞特別研究員事業における審査システム業務：学術動

向を踏まえつつ、審査委員の選考や分野毎の書面審

査セットの見直しを行うととともに、審査の手引、

募集要項、審査方針等の見直しを行った。 

＞審査委員等の候補者案の作成及び審査結果の検証 

＞日本学術振興会賞及び日本学術振興会 育志賞の予

備的審査 

 ＞国際交流事業に係る個別の助言等：本会と関係のあ

る諸外国の学術振興機関との協力事業等の実施に

当たって、学術動向を踏まえつつ、１）フィリップ・

フランツ・ジーボルト賞（ドイツ）の候補者となる

研究者について助言し、２）中国国家自然科学基金

（NSFC）との国際共同プログラムについて候補とな

る公募分野の提案を行った。 

 

 

 

 

 

・科研費特設分野研究及び特設審査領域代表者交流会の

実施 

特設分野研究又は特設審査領域に採択された研究代表

者が、互いの研究課題を知ることで、既存の分野を超え

た新たなネットワークが構築され、新しい学術の芽が生

まれてくることを期待し、学術システム研究センターで

b とする。 

 

（b 評定の根拠） 

・学術情報分析センター

や海外研究連絡センター

と日常的に連携すること

は情報収集の効率的な方

法であり高く評価でき

る。 

  

・研究員を研究担当者と

して、振興会と学術シス

テム研究センター研究員

が所属する研究機関との

間で、「学術動向等の調査

研究」のための委託契約

を締結し、各研究員の専

門領域にとどまらない、

全般的な学術の振興を見

据えた学術動向等に関す

る調査研究を行ってい

る。これらの成果は、審

査員選考方法をはじめと

する審査システム、評定

基準・評価方法などの

様々な面での業務の改善

等に活用しており評価で

きる。 

 

・学術動向を踏まえつつ、

研究者の視点に立った制

度運営の実現に向けて積

極的に活動しており高く

評価できる。 

 

 

 

 

 

 

 

 揺籃期にある学術分野等の

最新動向に関する調査等にお

いては、適切な情報公開と他分

野を含む研究者からのフィー

ドバックが重要であると考え

る。調査等の結果を活用し、振

興会事業の改善・発展につなげ

ることを期待する。 
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間実績：614 件）。ま

た、その成果につい

ては、必要に応じ報

告書等に取りまとめ

ホームページ等にお

いて公表する。 

ページ等において公

表する。 

は平成 28 年度、平成 29 年度及び平成 30 年度に設定さ

れた６分野・２領域（「グローバル・スタディーズ」「人

工物システムの強化」「複雑系疾病論」「オラリティと社

会」「次世代の農資源利用」「情報社会におけるトラスト」

「高度科学技術社会の新局面」「超高齢社会研究」）にお

いて研究代表者交流会を開催した。 

「グローバル・スタディーズ」 

（開催日：平成 30年 9月 11 日 23 名） 

「人工物システムの強化」 

（開催日：平成 30年 10 月 17 日  21 名） 

「複雑系疾病論」 

（開催日：平成 30年 10 月 3 日 29 名） 

「オラリティと社会」 

（開催日：平成 30年 10 月 9 日 20 名） 

「次世代の農資源利用」 

（開催日：平成 30年 10 月 10 日  19 名） 

「情報社会におけるトラスト」 

（開催日：平成 30年 10 月 22 日 13 名） 

「高度科学技術社会の新局面」（開催日：平成 30 年 10

月 1 日 8 名） 

「超高齢社会研究」 

（開催日：平成 30年 10 月 15 日 30 名） 

 

・研究発表等の実施 

主任研究員会議・専門調査班会議において、各研究分野

における歴史的発展や最新研究動向、各分野の基礎研究

の現状や人材育成の状況等について学術動向調査の結

果を踏まえつつ情報交換を行い、学術研究の現場の視点

を踏まえた業務改善に役立てるとの観点から、その意義

について発表を実施した。 

 

 

・研究成果の公開 

平成 30 年度の委託契約に基づく調査研究成果が『調査

研究実績報告書』として提出され、それらを取りまとめ、

未発表の研究情報や個人情報が含まれる場合には公開

について個別に検討を行い、ウェブサイトで公開を行う

準備をした。 

http://www.jsps.go.jp/j-center/chousa_houkoku.html  

 

 

 

 

 

 

 

・学術研究動向調査研究

の実施計画や予算の審

議、及び、前年度の報告

書の確認については、外

部有識者で構成される運

営委員会でも行ってお

り、評価できる。 

 

・科研費特設分野及び特

設審査領域研究代表者交

流会の実施は、課題の枠

組みをつくるだけでな

く、研究代表者間のネッ

トワーク構築を促すこと

は、我が国が今後国際的

に先導していくべき研究

を発掘し、育てていくと

いう新たな試みである点

で評価できる。 

 

・研究発表は、各研究員

がどのような研究を行っ

ているか理解を深めるこ

とができるとともに、特

に異分野の研究者が集ま

る場（例：主任研究員会

議）での研究発表は、異

分野融合、境界領域や揺

籃期の研究に貢献するも

のであり、評価できる。 

 

 

 

・知的所有権や個人情報

の問題に配慮しながら

も、積極的に研究成果を
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公開していることは評価

できる。 

 

（各評価指標等に対する

自己評価） 

・評価指標である６－３

については中期目標に定

められた水準（中期目標

期間中に 614 件）で実施

されている。 

 

 

４．その他参考情報 

特になし 
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１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅰ－７ ７ 横断的事項 

（１）電子申請等の推進 

（２）情報発信の充実 

（３）学術の社会的連携・協力の推進 

（４）研究公正の推進 

（５）業務の点検・評価の推進 

当該事業実施に 

係る根拠 

独立行政法人日本学術振興会法第 15 条第 5 号、

第 7号、第 9号 

独立行政法人通則法第 32条 

業務に関連する

政策・施策 

 関連する政策評価・

行政事業レビュー 

 

当該項目の重要度、

難易度 

 

参考ＵＲＬ 振興会ホームページ 和：https://www.jsps.go.jp/index.html、英：https://www.jsps.go.jp/english/index.html  

メールマガジン（バックナンバー） https://www.jsps.go.jp/j-mailmagazine/backnumber.html  

ひらめき☆ときめきサイエンス事業 https://www.jsps.go.jp/hirameki/index.html  

卓越研究成果公開事業 https://www.jsps.go.jp/j-takuetsu/index.html  

学術の社会的連携・協力の推進事業 https://www.jsps.go.jp/renkei_suishin/index.html  

不正使用・不正行為受付窓口 https://www.jsps.go.jp/j-kousei/madoguchi.html 

研究公正推進事業 https://www.jsps.go.jp/j-kousei/index.html 

 

２．主要な経年データ 

 ①主要なアウトプット（アウトカム）情報   

 

 

②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報） 

指標等 達成目標 
前中期目標期

間実績等 
３０年度 １年度 ２年度 ３年度 ４年度  ３０年度 １年度 ２年度 ３年度 ４年度 

【評価指標】    

決算額（千円） 832,517     

振興会ホームページへ

のアクセス状況（アク

セス数等を参考に判

断） 

－ 4,783,818 件 8,899,354 件       

大学と産業界の研究者

等による情報交換の場

として新たに設置した

委員会・研究会数（Ｂ

水準：中期目標期間中

に８件程度） 

８件程度 10 件 ４件      

 

従事人員数（人） 9     
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研究倫理教育の高度化

に係る支援状況（Ｂ水

準：研究分野横断的又

は研究分野の特性に応

じたセミナー若しくは

関係機関と連携したシ

ンポジウムを毎年度２

回程度開催） 

毎年度２回

程度 
６回 ２回    

 

 

 

 

 

 

 

 

 

注１）決算額は「７ 横断的事項」の支出額を記載。 

注２）従事人員数については「７ 横断的事項」の事業担当者数を計上 

（重複を含む）。 
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３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己点検評価、外部評価委員による評価及び主務大臣による評価 

 
中期目標 中期計画 年度計画 主な評価指標 

法人の業務実績・自己点検評価 外部評価委員に

よる評価 
主務大臣による評価 

業務実績 自己点検評価 

 振興会の事業

が、研究者のみな

らず社会からも

より高い支持、信

頼を得られるよ

う、横断的な取組

を行う。 

   ＜主要な業務実績＞ 

 

 

 

 

 

評定 B 評定 B 評定 B 

＜評定に至った理由＞ 

平成 30年度における中

期計画の実施状況につ

いては、中期計画通り、

中期目標に向かって順

調に実績を上げている

と言えることから、評

定を Bとする。 

 

（B 評定の根拠） 

・募集要項・応募様式

等の書類をホームペー

ジから入手可能な状態

とすること、電子申請

システムにより各事業

の応募受付、審査業務、

交付業務を実施するこ

と、e-Rad の連携活用を

推進すること、適切な

情報セキュリティ対策

を実施することなど、

計画を着実に実施して

いる。 

・ホームページ等によ

る迅速な情報発信や、

わかりやすいパンフレ

ットの作成、計画を着

実に実施している。 

・大学と産業界の研究

者等による情報交換の

場を着実に開催・運営

している。 

・研究倫理プログラム

履修義務化についての

周知や研究倫理教育教

材の開発・改修等、計

画を着実に実施してい

＜評定に至った理由

＞ 

平成 30 年度におけ

る中期計画の実施状

況については、中期

計画通り、中期目標

に向かって順調に実

績を上げていると言

えることから、自己

点検評価に記載の内

容で適切な評価が行

われていると認めら

れ、評定を Bとする。 

 

＜指摘事項、業務運

営上の課題及び改善

方策＞ 

・振興会の事業は見

えにくいこともあ

り、理解を深める一

環として、メディア

との懇談会なども検

討してはどうか。 

 

＜その他事項＞ 

・学術とイノベーシ

ョンとの関係を議論

する場が、多くの場

面で設置されている

ことは評価できる。

そのような議論の場

では、民間サイドの、

研究ニーズを学術レ

ベルまでブレイクダ

ウンして議論する姿

勢が重要。 

 

＜評定に至った理由＞ 

中期計画に定められたとお

り、概ね着実に業務が実施さ

れたと認められるため。 

 

＜評価すべき実績＞ 

各公募事業の応募・審査・

交付業務において、手続きの

電子化を図る等、利用者（研

究者、事務担当者）の負担軽

減に資する改善が図られてい

ることは評価できる。 

 

＜今後の課題・指摘事項＞ 

一部のパンフレット等につ

いては、効果的な発行時期に

ついて検討する必要がある。

また、ホームページへのアク

セス数は増加しているが、よ

りわかりやすく、見やすいホ

ームページを目指し、不断の

改善を図る必要がある。 

 

＜その他事項＞ 

― 
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る。 

・自己点検評価及び外

部評価実施し、PDCA サ

イクルを着実に実施し

ており、計画通りに着

実に実施している。 

 

 

 

 （１）電子申請等

の推進 

研究者の負担

軽減や業務効率

化の観点から、電

子申請等に必要

な情報システム

を整備する。 

 

（１）電子申請等の

推進 

公募事業について

は、研究者、審査委

員及び大学等研究機

関の負担を軽減し、

業務を効率的に実施

するため、情報シス

テムを活用する。そ

の際、応募や審査に

係る機密性の高い情

報を保護するため、

情報セキュリティを

確保する。 

公募事業の応募手

続き及び審査業務に

ついては、「電子申請

システム」を整備し、

費用対効果を勘案し

つつ、電子化を推進

する。電子化に当た

っては、府省共通研

究開発管理システム

との連携を図りつ

つ、積極的に推進す

る。 

なお、両システム

に共通する機能につ

いては、業務効率化

の観点から十分な検

証を行い、重複開発

を行わないように調

（１）電子申請等の

推進 

研究者へのサービ

ス向上等を図るた

め、募集要項・応募

様式等の書類は、原

則として全ての公募

事業においてホーム

ページから入手可能

な状態とする。 

研究者からの申請

書類を電子的に受け

付ける「電子申請シ

ステム」については、

本格運用を開始して

いる公募事業を継続

して実施する。 

なお、実施に当た

っては、文部科学省

が開発・運用を行っ

ている府省共通研究

開発管理システム

（e-Rad）の連携活用

を推進し、柔軟に対

応する。 

また、システムの

設計・開発に当たっ

ては、情報セキュリ

ティ・ポリシー及び

「政府機関の情報セ

キュリティ対策のた

めの統一基準」を含

【評価指標】 

７－１ 電子申請等の

推進状況（応募手続や

審査業務等の電子化

実績等を参考に判断） 

 

 

【目標水準の考え方】 

７－１ 研究者の負担

軽減や業務効率化を

図るための情報シス

テムが整備されてい

るか、応募手続や審査

業務等の電子化の実

績及び制度改善や研

究者等の意見を踏ま

えたシステムの改修

実績等を参考に判断

する。 

 

 

【公募事業における電子化の推進】 

・募集要項・応募様式等の書類については、全ての公募

事業においてホームページから入手可能な状態とした。 

 

・電子申請システムについては、平成 30年度も引き続き、

各事業の応募受付、審査業務、交付業務を実施した。ま

た、研究者や事務担当者の意見等に基づき、利便性の向

上等を図るとともに、適宜電子化の拡充、制度改善等に

伴う改修を実施した。 

 

・科学研究費助成事業において電子申請システムと e-Rad

の双方向連携を実施するなど、e-Rad の連携活用を推進し

た。 

 

・電子申請システムの設計・開発において、情報セキュ

リティポリシー及び「政府機関の情報セキュリティ対策

のための統一基準」を含む政府機関における一連の対策

を踏まえた情報セキュリティ対策を実施し、可能な限り

脆弱性を保有しないように努めた。また、電子申請シス

テムの基幹部分において、必要に応じてアップグレード

を行い、セキュリティを確保した。 

 

（１）電子申請等の推

進 

補助評定：b 

＜補助評定に至った理

由＞ 

平成 30年度における電

子申請等の推進につい

ては、中期計画どおり

履行し、中期目標に向

かって順調に実績を上

げていると言えること

から、補助評定を b と

する。 

 

（b 評定の根拠） 

・募集要項・応募様式

等の書類をホームペー

ジから入手可能な状態

とすること、電子申請

システムにより各事業

の応募受付、審査業務、

交付業務を実施するこ

と及び利便性の向上、

電子化の拡充、制度改

善等に伴う改修を実施

すること、e-Rad の連携

活用を推進すること、

適切な情報セキュリテ

ィ対策を実施すること

など、計画を着実に実

施している。 

 

（１）電子申請等の

推進 

補助評定：b 

＜補助評定に至った

理由＞ 

自己点検評価に記載

の内容で示された通

り、中期計画通り概

ね着実に業務が実施

されたと認められる

ため。 

（１）電子申請等の推進 

補助評定：b 

＜補助評定に至った理由＞ 

中期計画に定められたとお

り、概ね着実に業務が実施さ

れたと認められるため。 

 

＜評価すべき実績＞ 

各公募事業の応募・審査・

交付業務において、手続きの

電子化を図る等、利用者（研

究者、事務担当者）の負担軽

減に資する改善が図られてい

ることは評価できる。 

 

＜今後の課題・指摘事項＞ 

― 

 

＜その他事項＞ 

― 
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整を図る。 む政府機関における

一連の対策を踏まえ

た情報セキュリティ

対策を実施する。シ

ステムの基幹部分に

おいて必要に応じて

アップグレードを行

い、セキュリティを

確保する。 

   （ⅰ）科学研究費助

成事業 

応募手続・審査業

務・交付業務につい

て電子申請システム

を活用するととも

に、制度改善に伴う

電子申請システムの

見直しを行い、研究

者・研究機関の利便

性向上を図る。 

■科学研究費助成事業 

（全般的事項） 

・平成 30年度に「国際共同加速基金（国際共同研究強化

（B））」が新設されたことに伴い、応募手続、審査業務、

交付業務の電子化を行った。 

 また、e-Rad との双方向連携機能の本格的な運用を開始

したことで応募情報や採否情報、交付情報等を電子申請

システムから e-Rad へ送信できるようになり、迅速な

e-Rad の更新を行っている。 

 

・「競争的資金における使用ルール等の統一について（平

成 27 年 3 月 31 日競争的資金に関する関係府省連絡会申

し合わせ ）」により、研究者等に researchmap への登録

及び入力等を促すこと等が求められていることを踏ま

え、平成 30 年度研究活動スタート支援の公募において、

科研費電子申請システム（応募システム）に、応募書類

に researchmap の掲載情報を取り込む機能を設けた。当

該公募の終了後、同機能の利用状況等を踏まえ、また、

研究計画調書の業績欄の見直しに合わせ検討した結果、

平成31年度公募においては、科研費電子申請システム（審

査システム）に researchmap を連携させることとし、併

せて科学研究費助成事業データベース（KAKEN）との連携

機能を設けることで、審査委員が審査の際、審査システ

ム上のリンクからresearchmap及びKAKENにアクセスし、

その掲載情報を必要に応じて参照できることとした。（再

掲） 

 

・「国際共同加速基金

（国際共同研究強化

（B））」の新設や審査時

の researchmap 等の活

用など、制度改正に伴

う電子申請システムの

見直しを着実に実施し

ている。また、迅速な

e-Rad 更新により、競争

的資金の e-Rad による

一元的な管理に寄与し

ている。 

 

・研究計画調書の業績

欄の見直しに合わせ、

科研費電子申請システ

ム（審査システム）に

researchmap だけでな

く科学研究費助成事業

データベース（KAKEN）

との連携機能を設ける

ことで、審査委員の利

便性等の向上を図った

ことは高く評価でき

る。 

  

    （応募手続） 

・平成 30年度も引き続き、科研費の応募受付を電子申請

システムにより行った（一部の研究種目を除く。）。 

また、全ての研究種目において、応募時の研究分担者

承諾手続きを電子化した。（再掲） 

 

・科研費の応募受付を、

電子申請システムによ

り着実に実施してい

る。また、研究分担者
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 承諾手続きの電子化に

より、研究者、研究機

関の負担軽減に寄与し

ている。 

 

 

 

 

    （審査業務） 

・平成 30年度も引き続き、科研費の審査業務を電子申請

システムにより行った（一部の研究種目を除く。）。 

 また、総合審査を導入している研究種目において、審

査委員が研究計画調書を電子申請システムから一括でダ

ウンロードできるように改修した。 

 

 

・科研費の審査業務を、

電子申請システムによ

り着実に実施してい

る。また、一括ダウン

ロード機能の実装によ

り、審査委員の利便性

向上に寄与している。 

 

    （交付業務） 

・平成 30年度も引き続き、科研費の交付業務を電子申請

システムにより行った（一部の研究種目を除く。）。 

また、交付内定後の各種様式の提出方法について、電子

申請システムに対応した様式の紙媒体による提出を不要

とした。 

 

・「国際共同研究加速基金（国際共同研究強化（B））」に

ついて、交付内定後の研究分担者承諾手続きを電子化し

た。 

 

・科研費の交付業務を、

電子申請システムによ

り着実に実施してい

る。また、様式の紙媒

体による提出を不要と

したこと及び研究分担

者承諾手続きを電子化

したことにより、研究

者、研究機関の負担軽

減に寄与している。 

        

   （ⅱ）特別研究員事

業、海外特別研究員

事業 

応募手続、審査業

務について電子申請

システムを活用する

とともに、制度改善

等に伴い電子申請シ

ステムの見直しが必

要な場合は、随時開

発を行うことによ

り、申請者、審査委

員の利便性向上を図

る。 

■特別研究員事業、海外特別研究員事業 

・平成 30年度も引き続き申請受付、審査業務を電子申請

システムにより行った。 

 

・特別研究員事業においては、審査区分表を用いた審査

の導入に伴う改修等により、システムの充実を図った。 

 

・さらに、若手研究者海外挑戦プログラムの募集回数増

に伴う改修を行い、より多くの申請者の利便性向上を図

った。 

 

 

 

   （ⅲ）学術の国際交 ■学術の国際交流事業  
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流事業 

既に電子申請シス

テムを用いて応募手

続・審査業務を行っ

ている事業は、当該

システムを活用す

る。 

ただし、推薦書等

の第三者による認証

が必要な調書の提出

を伴う事業について

は、調書の提出以外

の申請手続において

電子申請システムを

活用することとす

る。 

新たに応募・審査

業務の電子化を検討

する際には、申請数

や公募を行う回数等

とシステム開発に要

する費用を比較し、

電子化することの効

率性も勘案して導入

の是非を判断する。 

・既に電子化を行っている事業については、平成 30 年度

も引き続き申請受付・審査業務を電子申請システムによ

り行った。 

 

・推薦書の添付が必要な「外国人特別研究員事業」、「外

国人研究者招へい事業」及び「論文博士号取得希望者に

対する支援事業」においても、推薦書等の提出を含めた

完全電子申請化を実現し、利便性を高めた。 

 

・半年毎に、各事業の担当から電子申請システムの改修

希望を聴取して取り纏め、システム開発業者から見積を

徴取した上で、学術国際交流事業全体としての費用対効

果を勘案し、必要部分についての改修を行った。 

 

・学術国際交流事業に

おいて、引き続き電子

申請システムを活用し

た申請受付・審査業務

を推進し、申請者・審

査員の利便性を高めた

ことは評価できる。ま

た、半年毎に事業担当

者の希望を聴取するこ

とで迅速なシステム改

修を可能とする一方

で、学術国際交流事業

全体としての費用対効

果を勘案して改修の是

非を判断できているこ

とは、業務運営の効率

性の面で評価できる。 

 

 

 

（各評価指標等に対す

る自己評価） 

・評価指標である７－

１については、各事業

とも、電子申請システ

ムにより研究者、事務

担当者、審査委員等の

負担軽減及び業務効率

化を図っている。 

 また、電子化の範囲

を適宜拡充するととも

に、制度改善や研究者

等の意見を踏まえたシ

ステムの改修を実施し

ている。 

 （２）情報発信の

充実 

振興会の活動

及びその成果を

総合的・効果的に

情報発信するこ

（２）情報発信の充

実 

① 広報と情報発信

の強化 

振興会の活動及び

その成果を総合的・

（２）情報発信の充

実 

① 広報と情報発信

の強化 

広報活動に係る体

制を整備し、振興会

【評価指標】 

７－２ 振興会ホーム

ページへのアクセス

状況（アクセス数等を

参考に判断） 

 

【広報と情報発信の強化】 

・平成 30年 4月により効果的な情報発信に向けて広報企

画室を新設した。 

・理事長を委員長とする広報委員会において、外部有識

者の意見も参考に効果的な情報発信について議論し、情

報発信戦略の方向性を取りまとめた。 

（２）情報発信の充実 

補助評定：b 

＜補助評定に至った理

由＞ 

平成 30年度における広

報と情報発信の強化に

（２）情報発信の充

実 

補助評定：b 

＜補助評定に至った

理由＞ 

自己点検評価に記載

（２）情報発信の充実 

補助評定：b 

＜補助評定に至った理由＞ 

中期計画に定められたとお

り、概ね着実に業務が実施さ

れたと認められるため。 
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とができるよう、

広報活動に係る

体制を整備する。

その上で、受け手

のニーズを踏ま

えた積極的な情

報発信に取り組

むとともに、情報

発信の在り方に

ついて更なる検

討を進め、中期目

標期間の早期に

一定の結論を得

る。 

 

効果的に情報発信す

ることができるよ

う、広報活動に係る

体制を整備するとと

もに、研究者、関係

機関、国民等の受け

手のニーズを踏まえ

た積極的な情報発信

を行う。 

情報発信に際して

は、広報誌等出版物、

メールマガジン、ホ

ームページ等の内容

充実や見やすさ・分

かりやすさの確保に

努めるほか、ホーム

ページへのアクセス

動向等を踏まえ、最

新情報を多様な媒体

を活用しながら迅速

かつ効果的に提供す

る。 

また、振興会の活

動及びその成果に係

る一層効果的な情報

発信の在り方につい

て、更なる検討を進

め、平成 30年度中を

目途に一定の結論を

得る。 

 

 

 

の活動及びその成果

に係る一層効果的な

情報発信の在り方に

ついて、外部有識者

の意見も聴取した上

で検討を行うととも

に、平成 30 年度中

を目途に一定の結論

を得る。 

また、各事業の実

施状況等、学術研究

に関わる情報につい

て、以下の方法によ

り公開し、積極的な

情報発信を行う。 

【目標水準の考え方】 

７－２ 振興会の活動

及びその成果の総合

的かつ効果的な情報

発信が行われている

か、ホームページへの

アクセス件数（平成 26

～28 年度の各年度平

均実績：478 万件）、

コンテンツごとのア

クセス動向等を参考

に判断する。 

 

 

・平成 30 年度はひらめき☆ときめきサイエンス事業や

SSH 生徒発表会において、学生や教員に積極的に研究の魅

力や振興会の役割を紹介した。また平成 29年度に賛助会

員となった日本科学技術ジャーナリスト会議の月例会と

して、振興会を会場に、科研費 100 周年を振り返る機会

を設けた。 

ついて、中期計画どお

り、中期目標に向かっ

て順調に実施している

と言えることから、補

助評定を bとする。 

 

（b 評定の根拠） 

・効果的な情報発信に

向けての枠組み作りは

概ね計画どおりであ

る。 

・ひらめき☆ときめき

サイエンス、卓越研究

成果公開事業は順調に

成果を上げている。 

 

 

 

 

の内容で示された通

り、中期計画通り概

ね着実に業務が実施

されたと認められる

ため。 

 

 

＜評価すべき実績＞ 

「ひらめき☆ときめきサイ

エンス」は、研究者が科学研

究費助成事業の研究成果を分

かりやすく説明することなど

を通じて、学術と日常生活と

の関わり等に対する理解を深

める機会を積極的に提供する

取組であり、平成 30年度は全

国 152 機関で 278 プログラム

が開催されるなど、着実な実

施が認められる。 

 

＜今後の課題・指摘事項＞ 

一部のパンフレット等につ

いては、効果的な発行時期に

ついて検討する必要がある。

また、ホームページへのアク

セス数が増加しているが、よ

りわかりやすい・見やすいホ

ームページを目指し、不断の

改善を図る必要がある。 

 

＜その他事項＞ 

― 

   （ⅰ）ホームページ

の活用 

公募情報を中心と

して、振興会の業務

内容に関する最新情

報をホームページで

迅速に提供する。ま

た、コンテンツごと

 ■ホームページの活用 

・振興会ホームページへのアクセス数が 890 万件と前年

度に比べ約 200 万件増加した。 

訪問数：8,899,354 件 

（平成 29年度：6,728,356 件） 

 

・公募情報を中心に、最新の情報を速やかにホームペー

ジにて告知し、内外の研究者や一般向けに広く迅速な情

 

【広報と情報発信の強

化】 

・研究者や国民にとっ

て必要な情報をわかり

やすく迅速に提供し、

表示の仕方が工夫され

ている。 
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のアクセス動向等を

踏まえ、一般国民や

研究者のニーズに応

える的確かつ見やす

い情報提供に努め

る。 

報発信を行った。 

 

・既存の事業については、公募が終了した後の採択に関

する情報や事業報告についてもホームページでの公開を

積極的に行い、広く国民等へ情報発信を行った。 

 

 

   （ⅱ）ブローシャー

等の発行 

振興会の事業内容

について分かりやす

く編集したブローシ

ャーを作成し、大学

等関係機関、行政機

関、海外の諸機関に

配布するほか、必要

に応じて事業ごとに

リーフレット等を発

行・配布する。また、

英語版ニューズレタ

ーを年４回発行し、

振興会の事業により

来日経験のある外国

人研究者、海外の学

術振興機関、在日大

使館等に配布する。 

 ■ブローシャー等の発行 

・ブローシャー（法人概要）のほか、科学研究費助成事

業、各種国際交流事業、HOPE ミーティング等の事業ごと

にパンフレット等を分かりやすく作成・編集し国内外の

関係者に広く周知した。また、英文ニューズレター（JSPS 

Quarterly）を年 3回（各回 7000-12,500 部程度）発行し、

国内外の外国人研究者や大学等研究機関、海外の学術振

興機関、在日大使館等に配布し、国内外の研究者、国民

への情報発信に努めた。作成したパンフレット等は以下

の振興会ホームページで電子媒体でも公開した。 

日本語版： 

https://www.jsps.go.jp/publications/index.html 

英語版： 

https://www.jsps.go.jp/english/publications/index.html 

 

●パンフレット等作成実績 

標題又は内容 発行時期 発行部数 

JSPS 2018-19（ブローシャー） H31年3月 2,600 部 

科研費パンフレット 2018（和文） H30年9月 1,300 部 

科研費パンフレット 2018（英文） 
H30 年 12

月 
400 部 

科研費 NEWS Vol.1 H30年6月 16,700 部 

科研費 NEWS Vol.2 H30年9月 －※１ 

科研費 NEWS Vol.3 
H30 年 12

月 
－※１ 

科研費 NEWS Vol.4 H31年3月 －※１ 

ひらめき☆ときめきサイエンス事業パ

ンフレット（A4 版） 
H30年6月 17,500 部 

世界トップレベル研究拠点プログラム

パンフレット第 13 版第 2刷 
H30年6月 1,000 部 

世界トップレベル研究拠点プログラム

パンフレット第 14 版 

H30 年 12

月 
4,000 部 

WPI 融合研究冊子 

「 Science Transcending Boundaries 
H31年1月 200 部 

・ブローシャーのほか、

科学研究費助成事業、

ひらめき☆ときめきサ

イエンス事業、各種国

際交流事業、HOPE ミー

ティング等の事業ごと

にパンフレット等を分

かりやすく作成・編集

し国内外の幅広い年齢

層の関係者に着実に周

知できている。 

 

・英文ニューズレター

を年 3 回発行し、国内

外の外国人研究者や大

学等研究機関、海外の

学術振興機関、在日大

使館等に配布し、振興

会ホームページにも掲

載していることは国内

外の研究者、国民への

情報発信に大きく資す

るものと考えられる。 
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-Answer from WPI-」 

JSPS Quarterly No.64 H30年6月 12,500 部 

JSPS Quarterly No.65 
H30 年 12

月 
12,500 部 

JSPS Quarterly No.66 及び 67 合併号 H31年3月 7,000 部 

第 11 回 HOPE ミーティング広報チラシ H30年6月 11,000 部 

ノーベル・プライズ・ダイアログ東京

2019（和文ちらし） 
H31年1月 5,180 部 

ノーベル・プライズ・ダイアログ東京

2019（英文ちらし） 
H31年1月 420 部 

ノーベル・プライズ・ダイアログ東京

2019 プログラム 
H31年3月 1,400 部 

平成31年度先端科学シンポジウム参加

者募集ちらし（日米独） 

H30 年 10

月 
3,200 部 

平成31年度先端科学シンポジウム参加

者募集ちらし （日英・日加） 
H31年3月 3,200 部 

JSPS International Fellowships for 

Research in Japan 2019 リーフレット

（和文） 

H31年1月 8,400 部 

JSPS International Fellowships for 

Research in Japan 2019 リーフレット

（英文） 

H31年1月 22,000 部 

JSPS Summer Program 2019（ちらし A4

版） 

H30 年 10

月 
5,500 部 

JSPS Science Dialogue Program 2019 H31年1月 1,600 部 

30th Anniversary Postdoctral 

Fellowships for Research in JAPAN 
H31年3月 300 部 

平成 32 年度海外特別研究員・海外特別

研究員―RRA 応募チラシ 
H31年2月 2,000 部 

平成 31年度第2回若手研究者海外挑戦

プログラム応募チラシ 
H31年1月 13,000 部 

平成 30 年度特別研究員-RPD 研究交流

会パンフレット 
H30年6月 170 部 

第15回日本学術振興会賞パンフレット H31年1月 400 部 

第9回日本学術振興会 育志賞リーフレ

ット 
H31年2月 300 部 

博士課程教育リーディングプログラム

パンフレット（和文） 
H30年4月 3,700 部 
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博士課程教育リーディングプログラム

パンフレット（英文） 
H30年4月 3,700 部 

博士課程教育リーディングプログラム

成果報告書 
H30年4月 4,000 部 

卓越大学院プログラムパンフレット H31年3月 2,000 部 

大学教育再生加速プログラム（AP）パ

ンフレット 
H31年3月 2,600 部 

平成30年度卓越研究員事業パンフレッ

ト（増刷） 

H30 年 10

月/11 月 
1,100 部 

2019 年度卓越研究員事業パンフレット

【研究機関用】 
H31年1月 3,000 部 

2019 年度卓越研究員事業リーフレット

【研究者用】 
H31年2月 2,000 部 

2019 年度卓越研究員事業公募説明会開

催案内チラシ 
H31年2月 －※２ 

産学協力（和文）パンフレット 2018-19 H30年8月 500 部 

産 学 協 力 （ 英 文 ） パ ン フ レ ッ ト

（University-Industry Research Cooperation） 

2018-19 

H30年8月 500 部 

第33回国際生物学賞授賞式パンフレッ

ト 

H30 年 11

月 
300 部 

第 33 回国際生物学賞授賞式記録 H31年3月 800 部 

国際生物学賞パンフレット（和文） H31年1月 1,100 部 

国際生物学賞パンフレット（英文） H31年1月 1,100 部 

国際学術交流研修 
H30 年 10

月 
2,000 部 

※１ Vol.2 より冊子化廃止。電子データ（電子ブック及び PDF フ

ァイル）をホームページに掲載。 

※２ 電子媒体にて作成・配布 

 

●ポスター作成実績 

標題又は内容 作成時期 作成部数 

ひらめき☆ときめきサイエンス事業

ポスター 
H30年6月 680 部 

第 11 回 HOPE ミーティングポスター H30年6月 1,500 部 

リンダウ・ノーベル賞受賞者会議派

遣事業ポスター 
H30年6月 1,000 部 

ノーベル・プライズ・ダイアログ東

京 2019 ポスター（和文） 
H31年1月 1,415 部 
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ノーベル・プライズ・ダイアログ東

京 2019 ポスター（英文） 
H31年1月 55 部 

第 2 回研究大学コンソーシアムシン

ポジウムのポスター（A2） 
H30年9月 10 部 

第 2 回研究大学コンソーシアムシン

ポジウムのチラシ（A4） 
H30年9月 500 部 

世界トップレベル研究拠点プログラ

ム 11 拠点ポスター 
H30年9月 2 部 

世界トップレベル研究拠点プログラ

ム 13 拠点ポスター 

H30 年 12

月 
2 部 

平成 31年度先端科学シンポジウム参

加者募集ポスター（日米独） 

H30 年 10

月 
2,500 部 

平成 31年度先端科学シンポジウム参

加者募集ポスター （日英・日加） 
H31年3月 2,500 部 

JSPS International Fellowships for 

Research in Japan 2019 ポスター 
H31年1月 4,500 部 

平成 32年度分海外特別研究員募集ポ

スター  
H31年2月 －※ 

平成32年度分海外特別研究員-RRA募

集ポスター 
H31年2月 －※ 

平成 31年度第 2回若手研究者海外挑

戦プログラム募集ポスター（A2 判） 
H31年1月 100 部 

平成 31年度第 2回若手研究者海外挑

戦プログラム募集ポスター（B2 判） 
H31年1月 10 部 

※ 平成 26 年度分募集より各機関へのポスター郵送は廃止し、作成

したポスター電子データをホームページに掲載。 

 

   （ⅲ）メールマガジ

ンの発信 

インターネットを

活用したメールマガ

ジンにより、公募案

内や行事予定等の情

報提供を行う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■メールマガジンの発信 

・毎月およそ 23,000 名の登録者にメールマガジン「学振

便り（JSPS Monthly）」を配信し、公募情報や行事予定の

紹介に加え、科研費関連ニュース等、事業内容や公募・

イベント情報の周知に努め、情報発信の強化を図った。

公募情報については、受け手にわかりやすいよう、目的

別に整理して発信した。 

 

・メールマガジンの登録者数（年度末）が 23,114 件と前

年度に比べ約 1,000 件増加した。 

 年度末登録者数：23,114 件 

 （平成 29 年度：22,141 件） 

 

 

 

・毎月メールマガジン

を配信し、公募情報や

行事予定の紹介、科研

費関連ニュース等、事

業内容の周知に努める

とともに、内容の改善

を図っており、登録者

数が着実に伸びてい

る。 
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●月別登録件数実績 

4 月 5 月 6 月 7 月 8 月 9 月 

22,200
件 

22,257
件 

22,644
件 

22,788
件 

22,840
件 

22,882
件 

10 月 11 月 12 月 1 月 2 月 3 月 

22,194
件 

22,589
件 

22,920
件 

22,932
  件 

22,946
件 

23,114
件 

 

●月別記事数 

月 
ﾄﾋﾟｯ 

ｸｽ 

公募

案内 

科研費 

関連ﾆｭｰｽ 

海外

動向 

行事

予定 

お知

らせ 

4 月 3 13 2 1 1 4 

5 月 3 14 2 1 1 3 

6 月 1 10 2 4 4 2 

7 月 2 12 2 1 2 2 

8 月 2 11 2 3 3 2 

9 月 2 7 2 9 3 3 

10 月 2 5 1 3 5 3 

11 月 2 6 1 5 4 5 

12 月 5 3 1 1 3 5 

1 月 3 4 1 1 3 4 

2 月 1 7 1 1 2 4 

3 月 4 12 1 2 1 2 
 

   

 

（ⅳ）ソーシャルメ

ディアの活用 

多様な媒体による

迅速な情報発信を行

うため、公募やイベ

ントの情報等につい

て、必要に応じてソ

ーシャル・ネットワ

ーキング･サービス

を活用する。 

 

 

 

 

■ソーシャルメディアの活用 

・WPI や HOPE ミーティング事業、先端科学（FoS）シンポ

ジウム事業、ノーベル・プライズ・ダイアログでは、公

募やイベントの情報を一元的かつ迅速に発信するため、

フェイスブック等を活用している。 

https://ja-jp.facebook.com/wpi.japan/ 

https://www.facebook.com/jspskenkyo2 

https://www.facebook.com/jspshope/ 

 

 

・ソーシャルメディア

により WPI、 HOPE ミー

ティング事業、先端科

学シンポジウム事業、

ノーベル・プライズ・

ダイアログ 等につい

て、事業活動、公募、

イベントの情報・報告

を一元的かつ迅速に発

信したことは、評価で

きる。 

 

  

  

 

② 成果の社会還

元・普及・活用 

（ⅰ）学術システム

研究センター等の調

査・研究の成果、学

術情報分析センター

の分析結果、海外研

究連絡センターの収

集情報、及び科研費

事業をはじめ振興会

が実施する各事業に

②  成果の社会還

元・普及・活用 

（ⅰ）ひらめき☆と

きめきサイエンス事

業 

我が国の将来を担

う児童・生徒を主な

対象として、研究者

が科研費による研究

について、その中に

含まれる科学の興味

 

 

【成果の社会還元・普及・活用】 

 

■ひらめき☆ときめきサイエンス事業 

・「ひらめき☆ときめきサイエンス～ようこそ大学の研究

室へ～KAKENHI」を全国各地の 152 機関で 278 プログラム

を実施した。応募件数は昨年度と比較して、5件増加した。

（平成 30年度：427 件（191 機関）） 

 

・科研費による研究成果を積極的に社会･国民に発信する

ことを奨励するため、当事業において継続的にプログラ

ムを実施し、子ども達の科学する心を育み知的好奇心の

【成果の社会還元・普

及・活用】 

 

 

・全国 152 機関で 278

プログラムが実施され

ており、研究者が科学

研究費助成事業の研究

成果を分かりやすく説

明することなどを通じ

て、学術と日常生活と
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おいて支援対象者か

ら提出された実績報

告書等については、

知的所有権等に配慮

した上で、事業の企

画立案等に活用する

とともに、ホームペ

ージへの掲載や出版

等により、研究者を

はじめ社会に積極的

に提供し、広く社会

還元を目指すととも

に普及を図る。 

深さや面白さを分か

りやすく発信する

「ひらめき☆ときめ

きサイエンス～よう

こそ大学の研究室へ

～KAKENHI」を全国各

地の大学等で実施す

る。 

向上に大きく貢献した研究者を讃える「ひらめき☆とき

めきサイエンス推進賞」を創設しており、平成 30年度は

平成29年度までに実施代表者としてプログラムを5回以

上実施した研究者の中から委員会による選定の上27名を

表彰した。 

 

 

・平成 30年度までは委託事業により実施していたが、平

成 31年度からは委託事業ではなく、科学研究費助成事業

として実施するための公募と審査を行った。 

 

の関わり等に対する理

解を深める機会を積極

的に提供するための取

組を行っている。また、

191 機関、427 プログラ

ムの応募があり、応募

件数が着実に増加して

いることは、広報や情

報発信が効果的に行わ

れ、事業の重要性が広

く認知されているとい

う点で評価できる。 

 

・科学研究費助成事業

として実施することで

研究機関と個別に締結

していた業務委託契約

手続が不要となり、交

付内定後速やかに研究

費を執行できるように

なる。このような研究

機関及び振興会におけ

る業務効率化に取り組

んだ点は評価できる。 

 

  

 

   

 

■学術システム研究センターの調査・研究 

・平成 28年度の委託契約に基づく調査研究成果が各研究

員から『調査研究実績報告書』として提出され、それら

を取りまとめ、未発表の研究情報や個人情報が含まれる

場合には公開について個別に検討を行い、ホームページ

で公開した。 

https://www.jsps.go.jp/j-center/chousa_houkoku.html 

 

 

 

 

 

■海外研究連絡センターの収集情報 

・海外研究連絡センターが収集した海外の学術・高等教

育動向に関する情報を集約した「海外学術動向ポータル

サイト」において、最新のニュースやレポートを発信し

 

・学術システム研究セ

ンターにおける調査研

究成果について、『調査

研究実績報告書』をも

とに、審査システム、

評定基準・評価方法な

どの業務の改善等に役

立てており評価でき

る。 

 

・公開に当たっては、

知的所有権等に配慮し

て、公開について個別

に検討を行っており評

価できる。 
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た。 

http://www-overseas-news.jsps.go.jp/ 

 

・平成 27 年度に開設し

たポータルサイトを活

用し、海外の学術・高

等教育動向に関する情

報をわかりやすく発信

できており評価でき

る。 

 

  

 

（ⅱ）学術研究の進

展により生じた卓越

した研究成果を広く

一般に公開すること

により、学術研究の

成果・普及及びその

重要性についての理

解促進に努める。ま

た、学術と日常生活

との関わりや学術が

もつ意味に対する理

解を深める機会を提

供する。 

（ⅱ）卓越研究成果

公開事業 

学術の進展により

生じた卓越した研究

成果をデータベース

により広く一般に公

開することを目的と

する「卓越研究成果

公開事業」を実施す

る。 

平成 30 年度は、委

員会を開催し、「発見

と発明のデジタル博

物館（卓越研究デー

タベース）」の充実方

策について検討し、

実施する。 

 

 

■卓越研究成果公開事業 

・本事業の運営体制を見直し、事業委員会を学識経験の

ある者数名で構成し、より機動的な運営体制とすること

とした。 

 

・参画機関等との調整の上、データベース公開ページの

改修を実施した。 

 

・本事業に参画している学協会の研究成果をデータベー

スに登録（累計データ登録件数：3,158 件）するとともに、

新たに 11件を公開した。 

 

・卓越研究成果公開事

業において、運営体制

を見直し事業委員会を

機動的な体制に整備し

た点やデータベース公

開ページの改修、参画

機関の新たなデータベ

ースの登録・公開を行

うなど着実に事業を実

施している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（各評価指標等に対す

る自己評価） 

・振興会ホームページ

へのアクセス状況につ

いて、平成 30 年度のア

クセス数は 8,899,354 

件と、中期目標に記載

された平成 26～28年度

の 各 年 度 平 均 実 績

（4,783,818 件）に比べ

て 1.9 倍 、 前 年 度

（6,728,356 件）に比べ
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て 1.3 倍と増加してい

ることは、ホームペー

ジによる情報提供への

ニーズが高く、それに

応えているものと評価

できる。 

 

 （３）学術の社会

的連携・協力の推

進 

大学と産業界

の研究者等によ

る情報交換等を

促進することに

より、相互のイン

ターフェイス機

能の充実を図る。 

 

（３）学術の社会

的連携・協力の推進 

大学等の研究のシ

ーズ及び産業界の研

究のニーズに応じた

情報交換、交流促進

を図るための場、ま

た学界と産業界の連

携による若手研究者

の人材育成の場とし

ての産学協力研究委

員会等を、研究者の

発意に基づいて設置

する。その際、学界

と産業界の研究者等

が協力し、平成 29

年度中に活動してい

る研究開発専門委員

会と先導的研究開発

委員会の合計８委員

会全てを刷新し、新

たなテーマを設定し

た委員会・研究会を

８件程度設置する。

委員会等の設置に当

たっては、学術の社

会的連携・協力の立

場から、学界と産業

界との連携によって

発展が期待される研

究のシーズや分野及

びその推進の方法・

体制等について検討

する産学協力総合研

（３）学術の社会的

連携・協力の推進 

学界と産業界の第

一線の研究者等から

のボトムアップによ

る発意に基づき、自

由な研究発表、情報

交換を行う場を提供

し、産学協力の橋渡

しを行う。 

平成 30 年度は、以

下の会議等を開催す

るとともに、産学協

力研究委員会等の活

動及び産学協力総合

研究連絡会議の審議

結果についての情報

発信に努める。 

・産学協力総合研究

連絡会議 

産学協力研究委員

会等諸事業の充実強

化を図るとともに、

学界と産業界との学

術の社会的連携・協

力によって発展が期

待される分野やその

推進方策を検討す

る。また、委員会・

研究会の設置にあた

って調査・審議を実

施する。 

・産学協力研究委員

会 

【評価指標】 

７－３ 大学と産業界

の研究者等による情

報交換の場として新

た に 設 置し た 委員

会・研究会数（Ｂ水

準：中期目標期間中に

８件程度） 

 

【目標水準の考え方】 

７－３ 適時適切な研

究テーマの設定によ

り、学界と産業界の交

流・連携を促進する観

点から、平成 29 年度

中に活動している研

究開発専門委員会と

先導的研究開発委員

会の合計８委員会全

てを中期目標期間中

に刷新することを達

成水準とする。 

 

 

【学術の社会的連携・協力の推進】 

■産学協力総合研究連絡会議 

産学協力総合研究連絡会議を 3 回実施し、以下の通り

産学協力に関する諸事業の充実強化を図った。 

 

 

①設置継続及び新規設置に関する審査 

平成 30年度は6件の設置継続と1件の新規設置の審査

について、活動の成果や今後の活動方針の提案に基づき

審査を行い、7件すべてにおいて継続と新規の設置が認め

られた。また、継続設置が認められた委員会に対して、

活動の方向性や委員会メンバーの強化といった各委員会

の取組みの強化につながる指摘を行った。また、新規設

置が認められた委員会について、活動方針の指摘を行っ

た。 

 

② 研究開発専門委員会の設置 

学界と産業界との学術の社会的連携と協力によって発

展が期待される分野やその推進方策について検討を重ね

た結果、平成 30 年度に下記 4 つの委員会を設置した。 

研究開発専門委員会 

：「多様性をイノベーションに繋ぐ要因の研究と新た

な評価法の提案」  

：「自律型・複合型ＡＩ先端計測の新しい価値創造」 

：「リソースロジスティクスに基づくサプライチェー

ンリスク戦略」 

：「電力と情報通信のネットワーク基盤の融合による

超スマート社会」 

 

③ 国際シンポジウム開催の支援 

産学協力に資するため、テーマの重要性、事業計画の

妥当性、成果の発信と学術の国際交流の促進、援助の必

要性といった観点で産学協力によるシンポジウムを計 4

件支援した。 

（３）学術の社会的連

携・協力の推進 

補助評定：b 

＜補助評定に至った理

由＞ 

平成 30年度における年

度計画の実施状況につ

いて、中期計画どおり

履行し、中期目標に向

かって順調に実施して

いることから、補助評

定を bとする。 

 

（b 評定の根拠） 

【学術の社会的連携・

協力の推進】 

今後の活動について、

得られる成果だけにと

どまらず、委員会の運

営を踏まえた活動方針

にまで積極的に指摘を

行った点が評価でき

る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（３）学術の社会的

連携・協力の推進 

補助評定：b 

＜補助評定に至った

理由＞ 

自己点検評価に記載

の内容で示された通

り、中期計画通り概

ね着実に業務が実施

されたと認められる

ため。 

 

 

（３）学術の社会的連携・協

力の推進 

補助評定：b 

＜補助評定に至った理由＞ 

中期計画に定められたとお

り、概ね着実に業務が実施さ

れたと認められるため。 

 

＜今後の課題・指摘事項＞ 

― 

 

＜その他事項＞ 

各委員会は産業界との情報

交換の場として一定の役割を

果たしていると考えられる。 
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究連絡会議を開催

し、審議結果を積極

的に外部に情報発信

する。また、国内外

の研究者を集めての

セミナー、シンポジ

ウムを開催するとと

もに研究成果の刊行

を通じて、これら研

究委員会の研究成果

を発信する。 

学術関係国際会議

の開催のため、免税

措置を受けられない

主催者に代わり、特

定公益増進法人とし

ての募金の事務を行

う。 

産学の研究者の要

請や研究動向に関し

幅広い角度から自由

に情報・意見交換を

行うとともに、蓄積

された成果発信の場

として国際シンポジ

ウム等の開催、活動

成果の刊行を行う。 

・研究開発専門委員

会 

将来発展が期待さ

れる分野及び解決す

べき課題について、

新たなテーマを設定

した委員会・研究会

を３件程度新規設置

し、専門的な調査審

議を行う。 

 

 

平成 30 年度の国際シンポジウムの支援について、無

機・有機エレクトロルミネッセンスといった急速に発展

を遂げている分野のシンポジウムだけでなく、成熟した

半導体デバイス関連分野の中でも真空ナノエレクトロニ

クスという次世代の社会実装に関するテーマについても

積極的に支援した。 

 

④ 事業運営改善のための検討 

学術の社会的協力連携・推進事業において、各産学協

力研究委員会は「自由でインフォーマルな活動を行う場」

であることが事業の推進のために必要である。そのため、

さらなる事業の推進を目指し現在抱える諸課題の整理と

共有を本会議にて複数回にわたり実施し、事業運営方針

の見直しも含めた今後の対応方策の検討を行った。 

課題の整理と問題意識の共有を経て、業務内容の適正

化を図り、適切な事業運営への取組みに着手した。 

 

■産学協力研究委員会の活動 

大学、企業等の研究者・技術者が学界・産業界のそれ

ぞれの要請や研究動向について情報交換等を行い、学術

の社会的連携・協力の推進を図る場を設けるなど、産学

協力の橋渡しを行った。なお、平成 31年 3月末現在、70

委員会が活動している。 

 

■研究開発専門委員会の活動 

産学協力研究による研究開発を促進するため、将来の

発展が期待される分野から選定した課題について専門的

に調査審議を行い、5 委員会により計 15 回の会議を開催

した。 

また、設置期間終了に伴う新旧委員会の入れ替えを実

施し、新たな研究課題や産業界のニーズに対応したテー

マを発信した。 

 

■情報発信 

事業の概要 

http://www.jsps.go.jp/renkei_suishin/index.html 

産学協力総合研究連絡会議委員名簿 

http://www.jsps.go.jp/renkei_suishin/index2_1.html  

産学研究協力委員会一覧 

http://www.jsps.go.jp/renkei_suishin/index2_2.html  

研究開発専門委員会・先導的研究開発委員会一覧 

 

 

 

シンポジウムで扱う

テーマについて、現時

点での重要性にとどま

らず、これから発展す

るであろうテーマにつ

いても専門的な知見で

支援を実施した点が評

価できる。 

 

 

 

 

 

産学協力総合研究連

絡会議において、現状

維持にとどまることな

く、本事業の目的・意

義を問い直す等、本質

的な議論に臆すること

なく取り組んだ点は評

価できる。 

 

 

 

 

 

 

学術の社会的連携・

協力の推進を図るた

め、「産学協力研究委員

会」を設置しており、

全 70委員会が精力的に

活動しているといえ、

評価できる。 

 

 

研究開発専門委員会

において流動的な社会

140



 
 

http://www.jsps.go.jp/renkei_suishin/index2_3.html  

 

情勢に対応すべく、今

後の発展を促すべき適

切な研究課題やニーズ

の高まりが予想される

先導的な研究課題につ

いて専門的な調査審議

を行うなど、着実に事

業を運営しており評価

できる。 

 

 

インターネットを利

用し、随時更新した情

報を発信していること

は評価できる。 

 

 

 

   また、学術関係国際

会議の開催のため、

指定寄付金による募

金、並びに特定公益

増進法人としての募

金の事務を行う。 

 【学術関係国際会議開催に係る募金事務】 

 ・指定寄附金による募金及び特定公益増進法人として

の募金について、平成 30年度中に新規受託した募金事務

はなかった。 

・引き続きホームページでの募金事務の受託基準、依頼

方法、申請書類、FAQ 等を掲載して、周知に努めている。 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

（各評価指標等に対す

る自己評価） 

評価指標である７－

３については初年度か

ら半数を達成した点が

評価できる。 

また、AI の先端計測や

電力問題といった新規

に設置した委員会の内

容が時宜にかなってお

り、それらの点が評価

できる。 

 

  

 （４）研究公正の

推進 

（４）研究公正の推

進 

（４）研究公正の推

進 

【評価指標】 

７－４ 研究倫理教育

【研究費の不正使用及び研究活動における不正行為の防

止】 

（４）研究公正の推進 

補助評定：b 

（４）研究公正の推

進 

（４）研究公正の推進 

補助評定：b 
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助成・支援事業

の実施に当たり、

研究費の不合理

な重複及び過度

の集中の排除並

びに研究費の不

正使用、不正受給

及び研究活動の

不正行為の防止

策を徹底すると

ともに、研究者の

所属機関に対し、

研究費の適切な

管理・執行を促

す。 

助成・支援事業の

マネジメントの一環

として、不合理な重

複及び過度の集中の

排除並びに不正使用

及び不正受給の防止

策を強化する。 

このため、政府等

の方針を踏まえ、研

究費の不合理な重複

及び過度の集中を排

除するため、府省共

通研究開発管理シス

テムを活用するとと

もに、同システムを

通じ、審査結果を他

の競争的資金の配分

機関に対して迅速に

提供する。 

また、研究費の不

正使用、不正受給及

び研究活動の不正行

為を防止するため、

文部科学省との適切

な役割分担の下、各

研究機関の不正防止

に対する取組につい

て、必要に応じ、事

業ごとに適切な指導

を行う。 

さらに、研究機関

を対象とする調査や

利用者を対象とする

アンケートから抽出

したニーズを踏ま

え、研究倫理教育教

材の開発・改修を進

める。また、研究機

関における研究倫理

教育の高度化を支援

する観点から、研究

研究費の不合理な

重複及び過度の集中

を排除するため、各

事業の特性に応じ、

府省共通研究開発管

理システム（e-Rad）

を活用するととも

に、同システムを通

じ、審査結果を他の

競争的資金の配分機

関に対して迅速に提

供する。 

研究費の不正使

用、不正受給及び研

究活動の不正行為を

防止するため、必要

に応じ、事業毎に各

研究機関における不

正防止に対する取組

の状況等を把握し、

指導を行う。また、

各事業に参画する全

ての研究者に対し

て、事業説明会や公

募要領への記載等の

方法により、研究費

の不正使用、不正受

給及び研究活動の不

正行為については厳

格に対応する旨周知

するともに、研究倫

理教育に関するプロ

グラムの履修を徹底

させる。 

公正な研究活動を

推進するため、研究

機関を対象とする調

査や利用者を対象と

するアンケートから

抽出したニーズを踏

まえ、学生向け研究

の高度化に係る支援

状況（Ｂ水準：研究分

野横断的又は研究分

野の特性に応じたセ

ミナー若しくは関係

機関と連携したシン

ポジウムを毎年度２

回程度開催） 

 

【目標水準の考え方】 

７－４ 研究機関にお

ける研究倫理教育の

高度化を効果的に支

援する観点から、研究

分野横断的又は研究

分野の特性に応じた

セミナー若しくは関

係機関と連携したシ

ンポジウムを毎年度

２回程度開催するこ

とを達成水準とする。 

 

 

■研究機関における研究費の管理・監査や公正な研究活

動の推進に向けた体制整備 

・「研究機関における公的研究費の管理・監査のガイドラ

イン（実施基準）」に基づく体制の整備及びその実施状況

等についてのチェックリスト並びに「研究活動における

不正行為への対応等に関するガイドライン」に基づく取

組状況等についてのチェックリストを文部科学省に提出

することを応募要件とし、研究費の管理・監査の徹底、

公正な研究活動の推進に向けた体制整備を図った。 

 

・科研費では文部科学省と連携して実地検査（60 機関）

を行い、チェックリストに基づき、各研究機関の不正防

止の取組状況や科研費管理体制の実態の把握に努めた。

また、管理体制の改善を要する点等についての検査記録

を研究機関に通知し、必要に応じてフォローアップを行

うこととした。 

 

■研究者を含む関係者の意識改革の促進 

・事業説明会等の場において、実地検査で把握した事例

の周知を通じて、研究機関の教職員に対して不正使用、

不正行為の防止策について注意喚起、指導等を実施した。 

 

■研究者の理解の明確化 

・科研費、特別研究員等の資金配分事業では、研究者の

意識改革の取組として、参画する全ての研究者に交付申

請時までに研究倫理教育プログラムを履修したことを誓

約させた。 

 

・募集要項において、研究費の不正使用及び研究活動の

不正行為があった場合は、厳しい措置で対応する旨周知

した。 

 

 

 

■その他 

・研究費の不合理な重複及び過度の集中を排除するため、

府省共通研究開発管理システムを活用するとともに、同

システムを通じ、審査結果を他の競争的資金の配分機関

に対して迅速に提供した。 

 

・競争的資金等に係る研究活動の不正行為及び研究費の

＜補助評定に至った理

由＞ 

平成 30年度の中期計画

実施状況は、中期計画

どおり、中期目標の達

成に向けて順調に実績

を上げていると言える

ことから、補助評定を b

とする。 

 

（b 評定の根拠） 

・チェックリスト提出

の応募要件化や交付申

請時までの研究倫理プ

ログラム履修義務化に

ついて、公募要領や事

業説明会において周

知・徹底することによ

り、年度計画どおり実

施している。また、研

究機関における不正防

止に対する取組状況の

把握・指導については、

科研費において実地検

査を行うことにより着

実に実施している。こ

れらの取組みは、研究

費の不正使用及び研究

活動の不正行為の防止

に実効性を持たせてい

ると考えられ、評価で

きる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

補助評定：b 

＜補助評定に至った

理由＞ 

自己点検評価に記載

の内容で示された通

り、中期計画通り概

ね着実に業務が実施

されたと認められる

ため。 

 

＜補助評定に至った理由＞ 

中期計画に定められたとお

り、概ね着実に業務が実施さ

れたと認められるため。 

 

＜今後の課題・指摘事項＞ 

引き続き、研究不正防止に

向けた取組を継続する必要が

ある。 

 

＜その他事項＞ 

― 
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分野横断的又は研究

分野の特性に応じた

セミナー若しくは関

係機関と連携したシ

ンポジウムを毎年度

２回程度開催する。 

倫理教育教材の開発

及び既存の研究倫理

教育教材の改修を進

める。また、研究分

野横断的又は研究分

野の特性に応じたセ

ミナー若しくは他の

研究資金配分機関等

と連携したシンポジ

ウムを２回程度開催

する。 

不正使用の告発受付窓口を設置している。 

 

 

【研究公正推進事業】 

■研究倫理教育教材の開発・改修 

・人文学、社会科学から自然科学までの全ての分野に共

通する標準的な研究倫理に関する教育教材として開発し

た図書教材『科学の健全な発展のために－誠実な科学者

の心得－』日本学術振興会「科学の健全な発展のために」

編集委員会編（平成 27 年 3 月 31 日発行）の改訂に着手

した。 

 

・上記図書教材をもとにした e-learning 教材 eL CoRE（日

本語版・英語版）のサービス提供を実施するとともに、

客観的な事情の変更にともなう学習コンテンツの修正等

を行った。 

https://www.jsps.go.jp/j-kousei/rinri.html 

 

・e-learning による学修について、双方向型の教育プロ

グラムと組み合わせることにより教育効果を高める工

夫・方法を開発するために、上記 e-learning 教材の履修

者を対象とした反転学習研修を、研究倫理セミナー「研

究者倫理教育にグループワークを導入する」として東京

で開催し、反転学習としてグループワークを導入する際

のポイントを講演するとともに、模擬グループワークの

体験を行った。 

 

・研究機関における大学院生向け研究倫理教育のニーズ

調査に基づき、大学院生向け e-learning 教材 eL CoRE（日

本語版）の開発を行った（令和元年度中にサービス提供

開始予定）。 

 

■研究機関における研究倫理教育の高度化に係る支援 

・e-learning による学修について、双方向型の教育プロ

グラムと組み合わせることにより教育効果を高める工

夫・方法を開発するために、上記 e-learning 教材の履修

者を対象とした反転学習研修を、研究倫理セミナー「研

究者倫理教育にグループワークを導入する」として東京

で開催し、反転学習としてグループワークを導入する際

のポイントを講演するとともに、模擬グループワークの

体験を行った。（再掲） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・既存の教材について、

年度計画どおり図書教

材 の 改 訂 に 着 手 、

e-learning 教材を改修

するとともに、年度計

画 を 超 え て 当 該

e-learning 履修者を対

象とした反転学習研修

会を試行した。また、

年度計画どおり大学院

生向け e-learning 教材

を開発した。さらに、

年度計画どおり研究倫

理セミナーを開催する

とともに、他の研究資

金配分機関と共催して

研究公正シンポジウム

を開催した。これらの

活動は、公正な研究活

動を推進するために適

切な取組と考えられ、

評価できる。 

 

（各評価指標等に対す

る自己評価） 

・評価指標である７－

４については、平成 30

年度においては中期目

標に定められた水準

143



 
 

 

・科学技術振興機構及び日本医療研究開発機構との共催

で、研究公正シンポジウム「「研究倫理教育の先進的な取

組事例に学ぶ」」を東京で開催し、先進的な取組事例を紹

介し、より効果的な教育を目指して、どのような手法が

有効かについて提案や議論を行った。 

 

・ホームページ「研究公正～Research Integrity～」に

ついて構成を見直し、研究倫理教育教材や、シンポジウ

ム・セミナーに係る情報をより分かりやすく提供した。 

 

（毎年度２回程度開

催）と同程度にセミナ

ー及びシンポジウムを

開催し、順調に実績を

あげている点は評価で

きる。 

 （５）業務の点

検・評価の推進 

自己点検評価

や外部評価を実

施し、その結果を

踏まえて業務運

営の改善を図る。 

（５）業務の点検・

評価の推進 

毎年度、自己点検

評価を実施するとと

もに、学界や産業界

などを代表する有識

者による外部評価体

制を整備し、管理運

営や各事業の実施状

況等について、効率

及び効果の両面から

評価を行う。また、

その結果について

は、業務運営の改善

に反映する。 

（５）業務の点検・

評価の推進 

独立行政法人通則

法第三十二条の規定

に基づき、自己点検

評価を実施するとと

もに、学界及び産業

界を代表する有識者

により構成される外

部評価委員会を開催

し、管理運営や各事

業の実施状況等につ

いて外部評価を行

う。 

評価の結果は、ホ

ームページ等におい

て公表するとともに

業務運営の改善に役

立てる。 

【評価指標】 

７－５ 業務の点検・

評価の実施状況（Ｂ水

準：自己点検評価及び

外部評価を毎年度実

施） 

 

【目標水準の考え方】 

７－５ 継続的な業務

運営の改善を図る観

点から、自己点検評価

及び外部評価を毎年

度実施することを達

成水準とする。 

【自己点検評価】 

■計画・評価委員会開催実績 

開催日：平成 30 年 4 月 24 日 

各部の長において、平成 29 年度事業及び第 3 期中期目

標期間における業務実績に関する自己点検評価資料を作

成後、計画・評価委員会に提出した。 

学術システム研究センターの所長、副所長及びグロー

バル学術情報センターの所長も委員として参画している

計画・評価委員会において、その評価資料を基に自己点

検評価を実施し、外部評価委員会に提出した。 

 

【外部評価】 

■外部評価委員会開催実績 

第 1 回：平成 30 年 5 月 10 日 

第 2 回：平成 30 年 6 月 7日 

第 3 回：平成 30 年 6 月 18 日 

外部評価委員会委員は、学会や産業界を代表する 6 名

の有識者に就任いただいている。 

外部評価委員会では、計画・評価委員会から提出され

た自己点検評価報告書を基に管理運営や各事業の実施状

況について総合的な評価を行った。評価結果については、

規程や自己点検要領、評価手法、外部評価委員名簿等と

共にホームページ上に公開した。 

 

・自己点検評価・外部評価結果の公表 

http://www.jsps.go.jp/j-outline/data/tenken_29.pdf 

 

●外部評価委員 

青木 克己 長崎大学国際連携研究戦略アドバイザ
ー、長崎大学名誉教授 

射場 英紀 トヨタ自動車株式会社電池材料技術・
研究部長 

（５）業務の点検・評

価の推進 

補助評定：b 

＜補助評定に至った理

由＞ 

平成 30年度における中

期計画の実施状況につ

いては、中期計画通り

に実績を上げていると

言えることから、評定

を b とする。 

 

（b 評定の根拠） 

・評価指標は目標水準

に達しており、計画通

りに実施された。 

・自己点検評価では、

計画・評価委員会が自

己点検評価報告書をま

とめ外部評価委員会に

提出するとともに、評

価結果をホームページ

で適切に公表してい

る。 

・外部評価では有識者

による委員会を計 3 回

開催し､外部評価報告

書をとりまとめた。そ

の結果を受け、業務の

現状・課題の把握・分

（５）業務の点検・

評価の推進 

補助評定：b 

＜補助評定に至った

理由＞ 

自己点検評価に記載

の内容で示された通

り、中期計画通り概

ね着実に業務が実施

されたと認められる

ため。 

 

（５）業務の点検・評価の推

進 

補助評定：b 

＜補助評定に至った理由＞ 

中期計画に定められたとお

り、概ね着実に業務が実施さ

れたと認められるため。 

 

＜今後の課題・指摘事項＞ 

― 

 

＜その他事項＞ 

― 
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巽 和行 名古屋大学特任教授 

辻 篤子 名古屋大学特任教授 

古瀬 奈津子 お茶の水女子大学基幹研究院教授 

観山 正見 広島大学学長室特任教授 
 

析を通じて業務の改善

や見直し、効率的な実

施に役立てており PDCA

サイクルを実施してい

る。 

 

（各評価指標等に対す

る自己評価） 

・評価指標である７－

５については自己点検

評価及び外部評価を平

成 30年度も実施してお

り、目標水準に達して

いる。 

 

 

         

 

 

４．その他参考情報 

特になし 
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業務運営の効率化に関する事項、財務内容の改善に関する事項及びその他業務運営に関する重要事項 

１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅱ 業務運営の効率化に関する事項 

１ 組織の編成及び業務運営 

２ 一般管理費等の効率化 

３ 調達等の合理化 

４ 業務システムの合理化・効率化 

関連する政策評価・ 

行政事業レビュー 

 

 

２．主要な経年データ 

 
評価対象となる指標 達成目標 

前中期目標期

間最終年度値 
３０年度 １年度 ２年度 ３年度 ４年度 

（参考情報） 

累積値等、必要な情報 

         

         

 

３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己点検評価、外部評価委員による評価及び主務大臣による評価 

 
中期目標 中期計画 年度計画 主な評価指標 

法人の業務実績・自己点検評価 外部評価委員に

よる評価 
主務大臣による評価 

業務実績 自己点検評価 

 １ 組織の編成及

び業務運営 

国の定めた法令

等を遵守し、事業

に対する研究者及

び国民の信頼性を

維持しつつ、機能

的・効率的な体制

整備や業務運営の

見直しを図り、経

費の効率的執行を

推進する。 

効果的かつ効率

的な業務運営を実

現するため、複数

の部署にまたがる

共通的な業務につ

いて、一元的な運

１ 組織の編成及

び業務運営 

理事長のリーダ

ーシップにより、中

期目標を達成する

ため、組織編成と資

源配分について機

動的・弾力的に運営

を行い、業務の効率

化を推進する。その

際、効果的かつ効率

的な業務運営を実

現するため、複数の

部署にまたがる共

通的な業務につい

て、一元的な運営が

可能な組織体制を

整備する。 

１ 組織の編成及び

業務運営 

理事長のリーダー

シップにより、組織

編成と資源配分につ

いて機動的・弾力的

に運営を行い、業務

の効率化を推進す

る。 

強固な国際研究基

盤の構築と総合的な

学術情報分析基盤の

構築に取り組む体制

を整備するため、平

成 30 年度中に国際

統括本部と学術情報

分析センターを設置

する。従来、各事業

 ＜主要な業務実績＞ 

【組織編成】 

・国際的な取組の戦略的かつ機動的な推進を図る体制

を整備するため、平成 30 年 4 月に国際統括本部を新

たに設置した。 

・事業の成果等の情報の把握及び分析並びに情報発信

等を図る体制を整備するため、平成 30年 4 月にグロ

ーバル学術情報センターを学術情報分析センターに

改組した。 

・各事業における情報システム・データの管理業務及

び研究公正業務を一元的に行う体制を整備するため、

平成 30年 4 月に情報企画課及び監査・研究公正室を

設置した。 

・人文学・社会科学データインフラストラクチャー構

築推進事業の実施体制を整備するため、平成 30年 11

月に人文学・社会科学データインフラストラクチャー

評定 B 評定 B 評定 B 

＜評定に至った理由＞ 

平成 30 年度における中

期計画の実施状況につ

いては、中期計画通り、

中期目標に向かって順

調に実績を上げている

と言えることから、評定

を B とする。 

（B 評定の根拠） 

【組織編成】 

・国際統括本部等を新た

に設置するなど、理事長

のリーダーシップのも

とで機動的・弾力的な組

織再編を行い、業務の効

率化が図られている。 

＜評定に至った理

由＞ 

平成 30 年度にお

ける中期計画の実

施状況について

は、中期計画通り、

実績を上げている

と言えることか

ら、自己点検評価

に記載の内容で適

切な評価が行われ

ていると認めら

れ、評定を Bとす

る。 

 

＜指摘事項、業務

運営上の課題及び

＜評定に至った理由＞ 

中期計画に定められた

とおり、概ね着実に業務

が実施されたと認められ

るため。 

＜評価すべき実績＞ 

― 

 

＜今後の課題＞ 

― 

 

＜その他の事項＞ 

調達等の合理化につい

て、公正性を保ちながら
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営が可能な組織体

制を整備する。 

また、法人の行

う業務について

は、既存事業の見

直し等により、効

率化を進める。な

お、効率化に際し

ては、長期的視点

に立って推進すべ

き学術研究を担う

振興会の事業の特

性に鑑み事業の継

続性に十分留意す

る。 

さらに、他のフ

ァンディングエー

ジェンシーや大学

等の幅広い関係機

関との適切な連

携・協力関係を構

築する。 

また、業務の運営

に当たっては、関連

する事業を実施し

ている機関との適

切な連携・協力関係

を構築する。 

の担当課で個別に対

応していた業務のう

ち、各事業に共通的

な情報システム・デ

ータの管理業務及び

研究公正業務のそれ

ぞれについて、一元

的な運営と業務の効

率化を図るため、組

織再編を行う。 

業務の運営に当た

っては、日本学術会

議や国立研究開発法

人科学技術振興機

構、国立研究開発法

人日本医療研究開発

機構、独立行政法人

日本学生支援機構、

大学等との連携・協

力関係を構築する。 

構築推進センターを新たに設置した。 

 

 

 

 

 

改善方策＞ 

― 

 

＜その他事項＞ 

― 

 

効率化を図った実績は評

価できる。 

   

  

 

 

 

  

 

【他機関との連携】 

・日本学術会議からは、会長及び各分野を代表する各

部会長に評議員に就任いただき、評議員会での審議を

通して業務運営に意見を反映させる体制を整えてい

る。 

 

・事業の実施にあたり、研究費の不合理な重複等を避

けるため、申請内容を適切に吟味することに加え、特

に、他のファンディングエージェンシーとは、府省共

通研究開発管理システム（e-Rad）への審査結果等の

提供などにより連携を図った。なお、平成 30年 2 月

以降は、e-Rad と科研費電子申請システムとの双方向

連携を開始し、より迅速に情報の提供ができるように

【他機関との連携】 

・国の政策を踏まえ、府

省共通研究開発管理シ

ステム（e-Rad）等を活

用して審査結果等をよ

り迅速に提供するほか、

KAKEN に科研費の情報

を速やかに掲載するな

ど、関連する事業を実施

している機関等との適

切な連携・協力を行って

いる。 
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している。 

また、国立情報学研究所（NII）の科学研究費助成

事業データベース（KAKEN）に科研費の採択情報や成

果等を速やかに掲載し、他のファンディングエージェ

ンシーや大学等が科研費の情報を自由に活用できる

ようにしている。 

更に、科研費では、「特別推進研究」及び「基盤研

究（S）」のヒアリング審査において、研究代表者の

競争的資金への応募･採択状況データを e-Rad から抽

出し、冊子として準備するとともに、それ以外の研究

種目に係る審査会においても、審査委員からの申し出

があった際に e-Rad を利用して、競争的資金の応募・

採択状況の確認を行っている。 

特別研究員事業においても、日本学生支援機構の奨

学金との重複受給を防止するため、採用者の内定者情

報を同機構に提供し重複チェックを行った。 

 

・国立研究開発法人科学技術振興機構（JST）とは、

科研費の「特別推進研究」及び「基盤研究（S）」に

ついて行った研究進捗評価及び研究成果の検証結果

を提供するなど、支援事業に係る情報共有を進めた。

また、NIIが主導しているJSTのデータベースとKAKEN

との間で横断的な検索を可能とする事業（プラットフ

ォーム事業）に協力し、平成 31 年度からの開始に向

けて検討を行った。 

更に、国際業務においても、JST と意見・情報交換

を行った。 

 

・研究公正に関するシンポジウムを JST 及び AMED と

共催するなど、研究助成機関として研究公正推進のた

めの連携を図った。 

 

・大学等研究機関とは各事業の説明会等における協力

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・国立研究開発法人科学

技術振興機構（JST）と

は、科研費の「特別推進

研究」及び「基盤研究

（S）」において実施し

ている研究進捗評価結

果等の提供、プラットフ

ォーム事業に向けた検

討、国際業務での意見・

情報交換など、より密接

な情報共有体制をとっ

ている。 
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の他に、大学等が主催する 5件のシンポジウム等の後

援を通して連携を図った。 

 

 

 

 

 

 

 

 ２ 一般管理費等

の効率化 

効率的な運営の

追求及び業務・経

費の合理化に努

め、運営費交付金

を充当して行う事

業は、新規に追加

されるもの、拡充

分は除外した上

で、一般管理費（人

件費、公租公課、

本部建物借料及び

特殊経費を除く。）

に関しては、中期

目標期間中、毎事

業年度、対前年度

比３％以上、その

他の事業費（人件

費、本部建物借料

及び特殊経費を除

く。）については、

中期目標期間中、

毎事業年度、対前

年度比１％以上の

業務の効率化を図

る。 

なお、新規に追

２ 一般管理費等

の効率化 

効率的な運営の

追求及び業務・経費

の合理化に努め、運

営費交付金を充当

して行う事業は、新

規に追加されるも

の、拡充分は除外し

た上で、一般管理費

（人件費、公租公

課、本部建物借料及

び特殊経費を除

く。）に関しては、

中期目標期間中、毎

事業年度、対前年度

比３％以上、その他

の事業費（人件費、

本部建物借料及び

特殊経費を除く。）

については、中期目

標期間中、毎事業年

度、対前年度比１％

以上の業務の効率

化を図る。 

なお、新規に追加さ

れるものや拡充分

は翌年度から効率

２ 一般管理費等の

効率化 

効率的な運営の追

求及び業務・経費の

合理化に努め、運営

費交付金を充当して

行う事業は、新規に

追加されるもの、拡

充分は除外した上

で、一般管理費（人

件費、公租公課、本

部建物借料及び特殊

経費を除く。）に関

しては、中期目標期

間中、毎事業年度、

対前年度比３％以

上、その他の事業費

（人件費、本部建物

借料及び特殊経費を

除く。）については、

中期目標期間中、毎

事業年度、対前年度

比１％以上の業務の

効率化を図る。 

なお、新規に追加

されるものや拡充分

は翌年度から効率化

を図るものとする。 

 

 

【業務運営についての見直し、効率化】 

・組織体制、業務分担の見直しについては、P130「■

機動的・弾力的な運営、業務の効率化の推進」に記載

のような改革を行った。 

・「独立行政法人日本学術振興会の組織運営に関する

基本規程」が施行となり、幅広い研究者との協働を重

視しつつ、理事長の意思決定のもとに能率的で公正・

公平な業務遂行のための体制により業務を実施した。 

・また、業務の合理的かつ効率的な執行に取り組んだ

結果、運営費交付金を充当して行う事業について平成

30 年度においては、一般管理費（人件費を除く。）

は平成29年度予算に対して13.9％の削減を図ったほ

か、その他の事業費（人件費を除く。）は、平成 29

年度予算に対して 1.8％の削減を図った。 

●一般管理費、その他事業費の削減状況 

 

※人件費を除く。※平成 29 年度予算は、平成 30 年度の予

算編成における業務政策計数による影響額を含む。 

※平成 29 年度予算において、本部土地建物借料、公租公

課については予算上区分していないことから、比較対照の

ため平成 30 年度支出実績についても当該経費を含んだも

のとしている。 

【人件費の効率化】 

【業務運営についての

見直し、効率化】 

・効率的な業務運営のた

めの体制整備を行った。 

 

 

 

・運営費交付金を充当し

て行う事業において一

般管理費（人件費を除

く。）については、対前

年度比 3％以上にあた

る 13.9％の削減を達成

し、その他事業費（人件

費を除く。）についても、

対前年度比 1％以上に

あたる 1.8％の削減を達

成した。 

 

 

【人件費の効率化】 

・振興会の事業を適切に

実施するためには、高度

な専門性が求められ、優

秀な人材を確保する必

 

 

 

 

(単位：百万円，％）

29年度予算 30年度実績 削減割合

一般管理費
(削減目標：3%以上) 164 141 △ 13.9
その他事業費
(削減目標：1%以上) 26,009 25,546 △ 1.8
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加されるものや拡

充分は翌年度から

効率化を図るもの

とする。 

また、給与水準

については、政府

の方針を踏まえ、

国家公務員の給与

水準を考慮して厳

しく検証を行い、

適正化に取り組む

とともに、その検

証結果や取組状況

を公表する。 

 

化を図るものとす

る。 

さらに、毎年の運

営費交付金額の算

定に向けては、運営

費交付金債務残高

の発生状況にも留

意する。 

また、給与水準に

ついては、政府の方

針を踏まえ、国家公

務員の給与水準を

考慮して厳しく検

証を行い、適正化に

取り組むとともに、

その検証結果や取

組状況を公表する。 

 

 

さらに、毎年の運

営費交付金額の算定

に向けては、運営費

交付金債務残高の発

生状況にも留意す

る。 

また、給与水準に

ついては、政府の方

針を踏まえ、国家公

務員の給与水準を考

慮して厳しく検証を

行い、適正化に取り

組むとともに、その

検証結果や取組状況

を公表する。 

・振興会は、①学術研究の助成、②若手研究者の養成、

③学術に関する国際交流の推進、④大学改革の支援の

ための事業を行う我が国唯一の学術振興機関であり、

これらの事業を適切かつ着実に実施するためには、高

度な専門性が求められる。例えば高い言語能力を有す

る職員や研究推進のため業務に高度な対応ができる

博士課程修了者を採用するなど優秀な人材を確保し

ていることから、学歴勘案では、国に比べてやや高い

給与水準となっている。 

・平成 29年度の人件費削減の進捗状況や給与水準の

在り方について主務大臣の検証を受けた結果、進捗状

況は適正であり、適正な水準に見直されている旨の意

見を受けており、検証結果はホームページで公表し

た。（平成 30 年度実績については、平成 31（2019）

年 6月 30 日までにホームページで公表予定。） 

●ラスパイレス指数（平成 29 年度実績） 

対国家公務員指数 109.6 

（参考）地域勘案 97.8 

学歴勘案 107.8 

地域・学歴勘案 96.7 

要があることなどから、

国に比べて、やや高い給

与水準となっているが、

地域差を是正した給与

水準の比較では国家公

務員の水準未満となっ

ていることから、給与水

準は適正であると評価

する。 

 

・引き続き、国家公務員

の給与改善に関する取

組を踏まえ、適正な水準

の維持に努めていくこ

とが求められる。 

 

 ３ 調達等の合理

化 

引き続き「独立

行政法人における

調達等合理化の取

組の推進につい

て」（平成 27 年５

月 25 日総務大臣

決定）に基づく取

組を着実に実施

し、外部有識者か

らなる契約監視委

員会を開催するこ

とにより契約状況

３ 調達等の合理化 

引き続き「独立行

政法人における調

達等合理化の取組

の推進について」

（平成 27年５月 25

日総務大臣決定）に

基づき、毎年度調達

等合理化計画を策

定し、調達の現状と

要因の分析、重点的

に取り組む分野の

設定、調達に関する

ガバナンスの徹底

３ 調達等の合理化 

調達案件について

は原則一般競争によ

るものとし、随意契

約による場合は、透

明性を高めるためそ

の理由等を公表す

る。 

また、「独立行政

法人における調達等

合理化の取組の推進

について」（平成 27 

年５月 25 日総務大

臣決定）に基づき、

 

 

■調達等合理化計画の取組 

 調達案件については原則一般競争により行い、随意

契約の実績については、本会ホームページで理由等を

公表した。 

「独立行政法人における調達等合理化計画の取組

の推進について」（平成 27 年 5 月 25 日総務大臣決定）

に基づき、「平成 30 年度独立行政法人日本学術振興

会調達等合理化計画」を策定し、平成 30年 6月 20

日付けで公表し、同計画に基づき、次の取組を行った。

なお、策定にあたっては、契約監視委員会を開催し、

外部委員の意見をもとに役員会において決定した。 

１．重点的に取り組む分野 
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の点検を徹底す

る。 

 

等の取組を着実に

実施することによ

り、契約の公正性、

透明性を確保する

とともに、外部有識

者からなる契約監

視委員会を開催す

ることにより契約

状況の点検を徹底

する。 

 

平成 30 年度調達等

合理化計画を策定

し、調達の現状と要

因の分析、重点的に

取り組む分野の設

定、調達に関するガ

バナンスの徹底等の

取組を着実に実施す

ることにより、公正

性・透明性を確保し

つつ、自律的かつ継

続的に調達等の合理

化に取り組む。なお、

調達等合理化計画の

策定及び自己評価結

果等については、監

事及び外部有識者か

らなる契約監視委員

会を開催することに

より契約状況の点検

を徹底するととも

に、その審議概要を

ホームページに公開

する。 

（１）一者応札・応募改善に係る取組 

●実施した取組内容 

①全ての入札公告期間を 20 日以上で運用した。 

②全ての入札公告について文科省の運営する調達情報

サイトに掲載した。 

③入札説明書（仕様書）の電子配信 

業者が来会せずに入札説明書（仕様書）を入手でき

るよう、全ての入札において電子メール請求に基づく

電子配布を引き続き実施した。 

④応札者が一者になった場合は、公告期間の延長、仕

様書の見直し等による調達のやり直しをすることが

ある旨を入札説明書に明記し、一者応札の可能性が見

込まれた 5件については、引き続き訂正公告を公示

し、公告期間を延長するとともに仕様書の一部訂正を

行った。その結果、3件については複数者による応札

を得た。 

⑤結果的に応札者が一者となった入札については、応

札しなかった者にヒアリングを行い、応札しなかった

理由等を聴取した。 

●取組の効果 

取組みの結果、一般競争入札の結果一者応札となった

件数（随契事前確認公募を実施した 6 件及び企画競争

を実施した 1 件を除いた件数）については、昨年度と同

数を維持することができた。 

○平成 30年度の振興会の一者応札・応募状況 

 平成 29 年度 平成 30 年度 

【一者応札数件数】 8 件（12.7％） 15 件（37.5％） 

うち一般競争入札の 

結果一者応札 
8 件（8.3 億円） 8 件（2.56 億円） 

うち企画競争 0 件（0 円） 1 件（0.09 億円） 

うち随契確認公募 0 件（0 円） 6 件（0.35 億円） 

 

・入札公告の長期化・広

範囲化、入札説明書の電

子配信など、様々な取り

組みを実施したことは

評価できる。 
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【競争入札総数】 63 件 40 件 

 

（２）労働者派遣契約の改善について 

●実施した取組内容 

①予定価格の積算にあたっては、業者からの参考見積

書とともに厚生労働省の発表する資料を参考に算出

した。 

②昨年度に引き続き、 厚生労働省委託事業「優良派

遣事業者認定制度」における認定事業者であることを

参加資格とし、また過去 5 年以内に本会から取引停止

の措置を受けた業者については、業務改善に関する報

告書の提出を義務づけた。 

③入札説明会において、当初の派遣労働者が交代した

場合に代替者を確保できるよう適切な価格で応札す

るよう依頼した。また、案件に応じて 総合評価落札

方式を採用した。 

④昨年度から検討していた包括契約を実施した。当該

包括契約においては、必要となる派遣職員の業務区分

を「一般事務」～「通訳・翻訳」までの 10 種類、OA

スキルを 3段階に分類し、ニーズに応じた派遣職員が

安定的に共有される仕組みを導入した。（平成 30 年

9 月～） 

●取組の効果 

包括契約の導入により、労働者派遣契約の入札件数

が大幅に減り、入札にかかる事務の効率化が図られ

た。 

なお、包括契約については、派遣期間が原則として 1

年以上のものを対象としているため、派遣期間が 1 年未

満の短期の案件については、引き続き個別に入札を実

施した。個別に入札する労働者派遣契約においては、

昨年度からの取り組みを継続して実施することにより、

適正な価格での契約を締結することができた。 

包括契約導入を含めた上記取組の結果、取引停止の

 

 

 

・労働者派遣契約の改善

のため、包括契約を導入

したことは画期的な取

り組みであり、評価でき

る。 
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措置を講じた件数は、平成 29 年度の 2 件から 0 件とな

った。 

○労働者派遣契約入札件数 

 平成 29 年度 平成 30 年度 

労働者派遣契約入

札件数 
32 件 4 件 

 

（３）契約方法等の見直しによる経費節減の推進 

●実施した取組内容 

① 外国人研究者招へい事業において来日する外国

人の国際航空券を手配する業務について、約

1,000 件を個別に発注していた方式を見直した。

国際航空券手配業務として委託業務の競争入札

を実施し、発注先を一本化した。（平成 30 年 10

月契約締結、平成 31年 4 月来日分より実施） 

② 法規集の追録を廃止した。 

③ 文書寄託等業務にかかる契約期間を3年契約から

5 年に、また、リサイクル PPC 用紙供給契約の期

間を1年から2年にそれぞれ複数年契約の期間を

延ばした。 

④会議用飲料について、これまで担当課からの依頼に

より都度個別発注していたものを、見積もり合わ

せにより、平成 31 年度より年間単価契約として

発注先を一本化する体制を整えた。 

⑤ 電子申請システム改修に係る契約及びデータベ

ースシステムに係る契約について、年間を通して

複数回行われるカスタマイズごとの個別契約の

方式を見直し、平成 31 年度より年間単価契約と

して 1 件の契約に集約させる体制を整えた。 

  

●取組の効果 

①外国人研究者招聘事業等に係る国際航空券手配業

務については、発券手数料において年間約 600 万円の

節減が見込まれる。 

②法規集の追録廃止により、約 440 万円（平成 29 年

 

 

 

 

 

 

・様々な角度から検討

し、経費節減を推進した

ことは評価できる。特

に、前年度に検討した国

際航空券手配業務につ

いて競争入札を実施し、

発注先を一本化したこ

とは評価できる。 
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度実績）が節減された。 

③文書寄託等業務の複数年契約の期間を延ばしたこ

とにより、約 60万円の節減が見込まれる。 

④会議用飲料の見積もり合わせにより、約 30 万円の

節減が見込まれる。 

⑤契約手続きの簡素化により契約件数が減り、事務の

効率化が見込まれる。 

２．調達に関するガバナンスの徹底 

（１）随意契約に関する内部統制の確立 

平成 30 年度における競争性のない随意契約の件数

は 28 件であり、そのうち平成 30 年度において新たに

締結した随意契約は 5件であった。当該 28 件の契約

締結に当たり調達等合理化検証・検討チームによりそ

の妥当性を確認した。（いずれも会計規程第 38条に

該当） 

また、昨年度から引き続き随意契約締結している案

件についても契約を締結する都度、会計規程第 38 条

に該当することを調達等合理化検証・検討チームで確

認した。 

さらに、履行できる者が 1 者しかいないとして随意契

約するものについては、あらかじめ参加者確認公募（随

意契約前事前確認公募）を新たに実施し、当該 1 者しか

履行できる者がいないことを確認した。（平成 31 年 1 月

～。該当 6 件） 

（２）不祥事の発生の未然防止のための取組 

会内向けに「契約・資産管理手続きに関するマニュア

ル」を作成し会内に周知した（平成 31 年 2 月）。また、当

マニュアルに係る e-ラーニングを構築し、平成 31 年 3 月

末までに各課室等の担当者等 94 名が受講し、調達手続

きに関する留意点について周知をはかった。 

また、会計課調達担当の職員 4 名に対して「物品等調達

事務に従事する者の留意事項」（平成 29 年 4 月作成）を

配布し留意事項の共有を図り、不正経理の防止に努め

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・新たに随意契約となっ

た案件については、調達

等合理化検証・検討チー

ムによる会計規程との

整合性の点検を受け、ま

た、競争性のない随意契

約についても計画通り

点検したことについて

評価できる。さらに、履

行できる者が 1者しか

いないとして随意契約

するものについては、あ

らかじめ参加者確認公

募（随意契約前事前確認

公募）を実施したこと

は、評価できる。 

 

 

 

・マニュアルの作成や

e-ラーニング構築によ

り、調達手続きに関する

留意点が周知され、不正
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た。 

（３）適切な予定価格の設定について 

情報システムの改修に係る予定価格については、外

部専門家による開発コスト等の妥当性の検証（1件）、

及び情報システム等の開発、改修、保守・運用に係る

契約については全件 CIO 補佐官による目的・使途と

仕様の審査を行い予定価格に反映させた。 

また、それ以外の調達案件にあっても過去の実績を

参照する他、積極的に他の独立行政法人、国立大学法

人等の納入実績を照会しそれを参考にした。 

 

●調達合理化計画に関する取組状況： 

http://www.jsps.go.jp/koukai/index5.html#id10_1

0 

●契約監視委員会： 

http://www.jsps.go.jp/koukai/contract_surveillance.html 

●監事監査による点検･見直し状況： 

http://www.jsps.go.jp/koukai/index4.html#id4_4 

 

防止の必要性・重要性に

ついて理解が深まった

ことは評価できる。ま

た、会計課調達担当職員

についても業者対応の

心構えができ不正防止

につながったことは評

価できる。 

 

・適切な予定価格の設定

のため、外部専門家によ

る開発コスト等の妥当

性の検証及び CIO 補佐

官による目的・使途と仕

様の審査並びに他機関

に積極的に契約実績の

照会を行い、それを予定

価格に反映させたこと

は評価できる。 

 ４ 業務システム

の合理化・効率化 

ICT 等を活用し

た業務システム整

備に取り組む。 

 

４ 業務システム

の合理化・効率化 

情報化統括責任

者（CIO）の指揮の

下、業務プロセス全

般について不断の

見直しを行い、業

務・システムに係る

最適化の推進、調達

についての精査を

行う。 

効率的な業務運

４ 業務・システムの

合理化・効率化 

（１）情報インフラ

の整備 

（ⅰ）業務システム

の開発・改善 

振興会外部から振

興会内ネットワーク

へ安全にアクセスす

る仕組みを強化し、

振興会外からの業務

遂行を可能とするこ

 

 

■情報インフラの整備 

 

◆業務システムの開発・改善 

・平成 30年 1 月に稼働した業務基盤システムは、業

務・システムの最適化を維持しつつ、ネットワーク分

離等により情報セキュリティレベルのより高いシス

テムである。平成 30 年度は振興会外部から振興会内

ネットワークへ安全にアクセスする仕組みを強化し、

業務効率化を推進した。 

 

・メールシステムやプロキシ等外部との接続点につい

 

 

【業務・システムの合理

化・効率化】 

・振興会外部から振興会

内ネットワークへ安全

にアクセスする仕組み

を強化することで高い

レベルの情報セキュリ

ティを保ちながら業務

を効率化できた点は評

価できる。 
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営を実現するため、

ICT等を活用した業

務システム整備に

取り組む。 

なお、業務の効率

化、人件費の効率化

等の可能性を検討

する際、研究者等へ

のサービス低下を

招かないように配

慮する。 

 

とによる業務効率化

を推進する。 

 

 

 

てセキュリティ対策を強化し、業務効率に配慮しなが

ら情報セキュリティを確保した。 

 

・Web サイト管理システム（コンテンツマネジメント

システム）を刷新し、Web サイト管理に係る業務の効

率化を実施した。 

 

 

・業務効率に配慮しなが

ら情報セキュリティ対

策を強化した点は評価

できる。 

 

・Web サイトの管理に係

る業務を効率化できた

点は評価できる。 

 

  

 

 

 

（ⅱ）情報管理シス

テムの活用推進 

振興会内に存在す

るシステムを網羅的

に把握するために情

報システム台帳を整

備し、一元的な情報

管理を推進する。 

 

 

 

◆情報管理システムの活用推進 

・情報システム台帳を整備し、一元的な情報管理を推

進した。 

 

 

 

・情報システム台帳を整

備し、一元的な情報管理

を推進したことは評価

できる。 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

（ⅲ）情報共有化シ

ステムの整備 

振興会事業全般の

情報共有をより一層

推進するため、グル

ープウェアを積極的

に活用する。また、

振興会外の関係者と

の情報共有に係る時

間やコストを削減す

るため、WEB 会議シス

テムの活用を推進す

る。 

 

 

◆情報共有化システムの整備 

・振興会内で全職員が共有すべき情報については、グ

ループウェア内の掲示板及びポータルページを活用

し、必要な情報を振興会全体で共有した。 

 

・外部との会議等で WEB 会議システムの活用を促進す

るため、利用環境の整備を実施した。 

 

 

 

・情報の共有に当たって

は、グループウェアを利

用した掲示板及び内部

ポータルページの活用

が推進され、必要な情報

を振興会全体で共有さ

れており、職員の容易か

つ安全な利用が可能と

なっている。 

 

・WEB 会議システムの活

用促進のため、利用環境
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の整備を行ったことは

評価できる。 

 

  

 

 

 

（２）業務運営の配

慮事項 

業務の効率化、人

件費の効率化等の可

能性を検討する際、

研究者等へのサービ

スの低下を招かない

よう配慮する。 

 

 

■業務運営の配慮事項 

・効率化を進めつつサービス低下を招かないための配

慮として、各事業における情報システム・データの管

理業務及び研究公正業務を一元的に行う体制を整備

するため、情報企画課及び監査・研究公正室を設置し

た。 

 

 

 

・学術研究の特性及び学

術研究支援の動向を踏

まえつつ、効率的に業務

を実施し、研究者等への

サービスの向上にもつ

ながるための体制整備

を図った。 

 

 

 

 

         

 

４．その他参考情報 

特になし 
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１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅲ 財務内容の改善に関する事項 

関連する政策評価・ 

行政事業レビュー 

 

 

２．主要な経年データ 

 
評価対象となる指標 達成目標 

前中期目標期

間最終年度値 
３０年度 １年度 ２年度 ３年度 ４年度 

（参考情報） 

累積値等、必要な情報 

         

         

 

 

３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己点検評価、外部評価委員による評価及び主務大臣による評価 

 
中期目標 中期計画 年度計画 主な評価指標 

法人の業務実績・自己点検評価 外部評価委員に

よる評価 
主務大臣による評価 

業務実績 自己点検評価 

 寄附金等の外部

資金や自己収入の

確保、予算の効率

的な執行に努め、

事業ごとに適正な

財務管理の実現を

図る。また、毎年

の運営費交付金額

の算定に向けて

は、運営費交付金

債務残高の発生状

況にも留意する。 

Ⅲ 予算（人件費

の見積り含む。）、

収支計画及び資金

計画 

 

Ⅲ 予算、収支計画

及び資金計画 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

評定 B 評定 B 評定 B 

＜評定に至った理由＞ 

平成 30 年度における中

期計画の実施状況につ

いては、中期計画通り、

中期目標に向かって順

調に実績を上げている

と言えることから、評定

を B とする。 

 

 

＜評定に至った理

由＞ 

平成 30 年度におけ

る中期計画の実施

状況については、中

期計画通り、実績を

上げていると言え

ることから、自己点

検評価に記載の内

容で適切な評価が

行われていると認

められ、評定を B と

する。 

 

＜指摘事項、業務運

営上の課題及び改

善方策＞ 

― 

＜評定に至った理由＞ 

中期計画に定められたとお

り、概ね着実に業務が実施さ

れたと認められるため。 

 

＜今後の課題＞ 

― 

 

＜その他事項＞ 

― 

 

 

（単位：百万円）

経常費用 257,517 - - - -

経常収益 257,584 - - - -

臨時損失 0 - - - -

臨時利益 0 - - - -

法人税、住民税及
び事業税 0 - - - -

当期純利益 67 - - - -

当期総利益 153 - - - -

令和3年度 令和4年度平成30年度 平成31年度 令和2年度
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＜その他事項＞ 

― 

 

  

 

 

 

 

 

 【財務状況】 

■当期総利益 

・平成 30年度は 153百万円 

 

■当期総利益の発生要因 

・当期総利益については、やむを得ず執行できなかっ

た額等であり、経営努力による利益ではないため、目

的積立金の申請は行わない。 

 

 

■利益剰余金 

・平成 30年度末利益剰余金は 155百万円である。 

■繰越欠損金 

・該当なし。 

 

■溜まり金 

・精査した結果、該当なし。 

 

 

 

 

・財務状況について、当

期総利益の発生要因は、

やむを得ず生じた未執

行額や返還金等であり、

決算処理手続きにおい

て利益としているもの

である。このため、法人

運営において事業の実

施に影響を及ぼすもの

ではないと認められる。 

 

 

・利益剰余金について

は、発生要因を的確に把

握しており、決算処理手

続きも適切に行ってい

る。 
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 【実物資産】 

■保有状況 

実物資産の名称と内容、規模 

車両：計 5 台（5カ所の海外研究連絡センターにて

保有） 

※振興会本部が所有する車両（公用車）はない。 

 

 

・実物資産（自動車）に

ついては、海外研究連絡

センターで保有してい

るが、センター所在地で

の市内移動や荷物の運

搬、日本からの訪問者の

送迎などのために頻繁

に使用されており、その

保有は必要最低限であ

ると認められる。 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 【金融資産】 

■保有状況 

①金融資産の名称と内容、規模 

・現金及び預金として、914 億円、有価証券（定期預

金）として、50億円、そのほか、投資有価証券（10

年もの国債）として 2億円(1 億円×2)である。 

 

②保有の必要性（事業目的を遂行する手段としての有

用性・有効性） 

（一般勘定） 

・国際生物学賞に要する経費は、国際生物学賞基金の

運用益等をもってまかなうとしていることから、安全

かつ効率的な運用の観点から長期国債として保有し

ている。 

（学術研究助成業務勘定） 

・学術研究助成基金から交付する助成金の支払計画を

踏まえ、支払い時期が到来するまでの間に資金を運用

し、生じた利子（平成 30 年度利息の受取額：58,769

千円）を基金に充てることにより、有効に管理してい

る。 

・資金の保有方法については、日本学術振興会法第十

 

・金融資産の保有状況

は、適切に管理され、資

産規模も適切であり、保

有目的についても明確

にされていると認めら

れる。 

 

 

・資産の運用について、

国際生物学賞基金につ

いては長期国債とし、運

用益の使途目的に従い、

安全で効率的な運用を

実施していると評価で

きる。 

 

 

・学術研究助成基金につ

いては、その運用益の効

果的な確保を図るため、

安全性の確保を最優先

としつつ、譲渡性預金等
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八条第 3項、他の基金にあっては同法附則第二条の二

第 3 項に基づき、独立行政法人通則法第四十七条に規

定する金融機関への預金により保有しており、その管

理は適切である。 

 

■資金の運用体制の整備状況 

・基金の運用責任者は理事長であり、運用業務は総務

部長が行い、運用業務に係る事務は会計課長が行うこ

とが基金管理委員会規程等で定められており、適切な

運用体制を構築している。 

・監事及び外部監査人による監査を受け適性である旨

の報告を受けている。 

 

■資金の運用に関する法人の責任の分析状況 

・上記運用体制から、責任は明確になっている。 

 

■貸付金・未収金等の債権と回収の実績 

・未収金の主なものは、科学研究費補助金等の繰越し

に伴う国庫返納のため、平成 30 年度に補助金等の交

付を受けた大学等に対し期限を定め返還を求めた。こ

れらについては、平成 31 年 5 月 8 日までに全額の回

収を終了した。 

 

■回収計画の有無とその内容（無い場合は、その理由） 

・科学研究費補助金等の繰越に係る、大学等から振興

会への返還額の回収については、返還の期限を定める

など計画的に実施した。 

 

により適切な管理・運用

が行われている。 

 

・各基金の運用体制につ

いては、適切であると認

められる。 

 

 

 

・運用体制の整備だけで

はなく、基金管理委員会

規程等により責任も明

確にされており、適切で

あると認められる。 

 

・監事監査及び外部監査

により、実際に適切に運

用管理されていること

が保証されている。 

 

 

 

・未収金については、事

業別に、債務者、債権額、

納付期限等を把握して

おり、未納の者に対して

は確認を行うなど、適切

に管理、回収していると

評価できる。 

 

     【知的財産等】    

161



 

 

    ■保有の有無及びその保有の必要性の検討状況 

・該当なし 

 

■知的財産の整理等を行うことになった場合には、そ

の法人の取組状況／進捗状況 

・該当なし 

 

■出願に関する方針の有無 

・該当なし 

 

■出願の是非を審査する体制整備状況 

・該当なし 

 

■活用に関する方針・目標の有無 

・該当なし 

 

■知的財産の活用・管理のための組織体制の整備状況 

・該当なし 

 

■実施許諾に至っていない知的財産について、 

① 原因・理由、② 実施許諾の可能性、 

③ 維持経費等を踏まえた保有の必要性、 

④ 保有の見直しの検討・取組状況、 

⑤ 活用を推進するための取組 

・該当なし 

   

  Ⅳ 短期借入金の

限度額 

Ⅳ 短期借入金の

限度額 
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短期借入金の限

度額は 78億円と

する。短期借入が

想定される事態と

しては、運営費交

付金の受入れに遅

延が生じた場合で

ある。 

短期借入金の限

度額は 75億円とす

る。短期借入が想定

される事態として

は、運営費交付金の

受入れに遅延が生

じた場合である。 

  Ⅴ 重要な財産の

処分等に関する計

画 

重要な財産を譲

渡、処分する計画

はない。 

Ⅴ 重要な財産の

処分等に関する計

画 

重要な財産等を

譲渡、処分する計画

はない。 

     

  Ⅵ 剰余金の使途 

振興会の決算に

おいて剰余金が発

生した時は、広

報・情報提供の充

実、調査・研究の

充実、情報化の促

進に充てる。 

Ⅵ 剰余金の使途 

振興会の決算に

おいて剰余金が発

生したときは、広

報・情報提供の充

実、調査・研究の充

実、情報化の促進に

充てる。 

 ＜主要な業務実績＞ 

・平成 30年度末（平成 31 年 3 月 31 日時点）におけ

る利益剰余金は 155 百万円である。その内訳として、

平成 30 年度当期未処分利益が 155 百万円である。 

 

■利益剰余金が生じた理由 

・平成 30年度当期未処分利益は、やむを得ず生じた

執行残によるものである。 

・四半期ごとに行っている予算執行（見込）調査につ

いて、平成 30 年度においては、従前の報告に加え、

その後の執行見込の裏付けとして積算資料の提出を

求めることで、より精緻な執行管理を図り、利益剰余

金の削減に努めた。 

 

■目的積立金の有無及び活用状況 

・該当なし。 

   

 

４．その他参考情報 
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特になし 

 

  

164



 

 

 

１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅳ その他業務運営に関する重要事項 

  １ 内部統制の充実・強化 

  ２ 情報セキュリティの確保 

  ３ 施設・設備 

  ４ 人事 

５ 中期目標期間を超える債務負担 

６ 積立金の使途 

関連する政策評価・ 

行政事業レビュー 

 

 

２．主要な経年データ 

 
評価対象となる指標 達成目標 

前中期目標期

間最終年度値 
３０年度 １年度 ２年度 ３年度 ４年度 

（参考情報） 

累積値等、必要な情報 

         

         

 

３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己点検評価、外部評価委員による評価及び主務大臣による評価 

 
中期目標 中期計画 年度計画 主な評価指標 

法人の業務実績・自己点検評価 外部評価委員に

よる評価 
主務大臣による評価 

業務実績 自己点検評価 

 １ 内部統制の充

実・強化 

理事長のリー

ダーシップの下

で適切な業務運

営を図るため、規

程の整備に加え、

理事長の指示が

全役職員に伝達

される仕組みを

整備・運用すると

ともに、法令遵守

（コンプライア

ンス）を徹底す

る。また、内部統

制が適切に機能

しているか継続

１ 内部統制の充

実・強化 

法令等の遵守を

徹底しつつ業務を

行い、『「独立行政

法人の業務の適正

を確保するための

体制等の整備」につ

いて』（平成 26年

11月 28日総務省行

政管理局長通知）に

基づき、業務方法書

に定めた事項を着

実に運用するとと

もに、理事長のリー

ダーシップの下で

適切な業務運営を

１ 内部統制の充

実・強化 

内部統制の推進

に関する職員の理

解増進のため、初任

者に対する研修を

実施する。また、理

事長の指示が全役

職員に伝達される

仕組みや、職員から

役員に必要な情報

が伝達される仕組

みを整備・運用し、

内部統制の充実・強

化を図る。 

職員の法令遵守

（コンプライアン

 ＜主要な業務実績＞ 

【内部統制の推進】 

・適切な業務運営を図るため、内部統制に関する規程

が整備されている。 

・平成 30年 4月 9 日に初任者研修の中で内部統制に

関する研修を実施した。 

 

【理事長のリーダーシップの下での適切な業務運営】 

・理事長の職務の遂行を補佐し、業務の適正かつ円滑

な執行を図るため、理事長及び理事で構成する役員会

を月 2 回開催した。役員会には監事、学術システム研

究センター所長等及び課長級以上の幹部職員も出席

し、年度計画、予算、規程の制定、各事業の募集要項

等の重要事項について審議した。 

・役員会の資料と議事要録は内部共有フォルダに保存

評定 B 評定 B 評定 B 

＜評定に至った理由

＞ 

平成 30 年度における

中期計画の実施状況

については、中期計画

通り、中期目標に向か

って順調に実績を上

げていると言えるこ

とから、評定を B とす

る。 

 

 

（B 評定の根拠） 

【内部統制の充実・強

＜評定に至った理

由＞ 

平成 30 年度におけ

る中期計画の実施

状況については、以

下に示すように、中

期計画通り、中期目

標に向かって順調

に実績を上げてい

ると言えることか

ら、自己点検評価に

記載の内容で適切

な評価が行われて

いると認められ、評

定を Bとする。 

 

・内部統制の推進、

業務運営、法令遵

＜評定に至った理由＞ 

中期計画に定められたとお

り、概ね着実に業務が実施され

たと認められるため。 

 

＜今後の課題＞ 

― 

 

＜その他事項＞ 

情報セキュリティに関して

念入りな対策を講じており、評

価できる。今後も油断すること

なく、情報インシデントゼロを

目指してほしい。 
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的に点検・検証

し、必要に応じて

規程及び体制の

見直しを行う。 

図るための規程を

整備する。また、内

部監査等により内

部統制が適切に運

用されているか継

続的に点検・検証

し、必要に応じて改

善する。 

ス）に対する意識向

上を図るため、研修

等により役職員倫

理規定と職員行動

規範について役職

員に周知する。 

さらに、内部監

査、監事監査及び会

計監査人による法

定監査を実施する

ことにより、内部統

制の仕組みが適切

に運用されている

か点検・検証を行

い、必要に応じて改

善する。 

され、全役職員が閲覧できる。 

・評議員会を年 2回開催し、理事長の諮問に応じ、年

度計画、予算案等の業務運営に関する重要事項につい

て審議した。 

・毎週月曜日に役員及び課長級以上の幹部職員が集ま

る会議（月曜会）を開催し、理事長から訓示を行うと

ともに、予算や他機関との協議等に関する最新の情報

共有と意見交換を行った。 

・年度初め等に全役職員を対象として理事長から訓示

を行った。 

 

【法令遵守】 

・幹部職員等を対象としたハラスメント研修を実施し

た。 

・役職員倫理規程を内部 HP に掲載し、役職員に周知

した。 

・「独立行政法人日本学術振興会行動規範」（平成

22 年 11 月策定）の遵守について内部 HPで全職員に

周知するとともに、外部 HP にも掲載している。 

・役職員の法令等違反行為に関する内部通報窓口、外

部通報窓口を設けている。外部通報窓口については外

部 HP で周知するなど、法令等違反行為を早期に発

見・対応する体制を整備している。 

 

【リスク管理】 

・リスクマネジメント委員会を 2回開催し、業務運営

上の新たなリスクの評価及び対応方策の検討、首都直

下地震対応業務継続計画及び防災マニュアルについ

て実際の運用状況を踏まえた改正を行った。 

・改正された首都直下地震対応業務継続計画及び防災

マニュアルを全役職員に周知するとともに、全役職員

化】 

・理事長の職務の適正

かつ円滑な執行を図

るため、役員会、評議

員会を設置し、重要事

項について審議して

いる。 

・役員会、月曜会等の

機会を通して理事長

の指示が全役職員に

伝達される体制が整

備され、効率的に運用

されている。 

・役職員倫理規程等の

周知や研修等により

法令遵守を徹底する

環境が醸成されてい

る。 

・首都直下地震対応業

務継続計画及び防災

マニュアルを実際の

運用状況を踏まえて

改正するなど、PDCA サ

イクルによる改善が

行われている。 

・部長以上による連絡

会議、通報窓口設置等

により、業務運営上の

リスクを早期に把握

する体制整備が図ら

れている。 

 

 

 

守、リスク管理およ

び人事などの案件

に関して、着実に実

施されている。 

 

・役員会等を通じて

理事長の指示が的

確に伝達されるな

ど、理事長がリーダ

ーシップを発揮し

て、適切な業務運営

がなされていると

評価できる。 

 

・情報セキュリティ

の確保をめざして、

様々な取り組みが

なされている。情報

セキュリティの重

要性の職員への周

知に加え、外部の専

門業者によるセキ

ュリティ監査がな

されていることが

評価できる。 

 

＜指摘事項、業務運

営上の課題及び改

善方策＞ 

― 

 

＜その他事項＞ 

― 
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を対象とした訓練を行った。 

・部長以上による連絡会議を 平成 30 年度は 4回開催

し、各部所掌業務における中期目標・計画の達成状況、

リスク生起の可能性やその防止に向けた取組等につ

いて情報を共有し、相互に確認している。 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

     【監事及び会計監査人による監査】 

■監事監査における改善点等の法人の長、関係役員に

対する報告状況 

・平成 29年度の監事監査計画に基づき、業務運営、

予算・決算及び人員に対する監査を実施し、監査内容

については、理事長及び理事に対し、役員会において

文書及び口頭で監査結果及び所見を説明、報告を行っ

た。（報告書の提出は平成 30 年 6月 22 日） 

・さらに、監査の一環として、役員会、リスクマネジ

メント委員会等に出席し、理事長によるマネジメント

に配慮しつつ意見を述べるとともに、各種情報を共有

することにより、健全な業務運営が遂行されるよう努

めた。 

 

■監事監査における改善事項への対応状況 

・平成 29年度監事監査結果報告（平成 30 年 6月 22

日）について対応を検討し、改善すべき事項について

は措置を講じるなどの取り組みを行った。 

 

■平成 29年度決算等の監査状況 

・平成 22年度決算より、独立行政法人通則法第 40
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条により文部科学大臣から選任された会計監査人に

よる法定監査を受けている。また、監事による財務諸

表及び決算報告書等の監査も受けている。 

 

■独立監査人の監査報告 

 独立行政法人日本学術振興会の平成 30年度の一般

勘定及び学術研究助成業務勘定に係る各勘定別財務

諸表並びに法人単位財務諸表が、我が国において一般

に公正妥当と認められる独立行政法人の会計の基準

に準拠して、独立行政法人日本学術振興会の各勘定及

び法人単位の財政状態、運営状況、キャッシュ・フロ

ーの状況及び行政サービス実施コストの状況をすべ

ての重要な点において適正に表示しているものと認

める。 

 

■平成 30年度の監事監査 

・監事監査に関する規程に基づきつつ、平成 29年度

フォローアップも含め監事監査を実施した。 

・重点項目として「振興会の人材確保と育成について」

及び「振興会における広報について」の監査を実施し

た。  

 

■情報の公開 

・平成 29年度決算に関する監事監査結果及び会計監

査人の監査報告書をホームページに公開した。 

・平成 30年度決算についても監事監査及び会計監査

人の監査を受け、適正であるとの意見を得た。 

 

 ２ 情報セキュリ

ティへの対応 

「政府機関等

２ 情報セキュリ

ティの確保 

 「政府機関等の情

２ 情報セキュリテ

ィの確保 

政府の情報セキ

 ◆情報セキュリティの確保 

・平成 30年度版の「政府機関等の情報セキュリティ

対策のための統一基準群」の内容を踏まえて、情報セ

【情報セキュリティ

への対応】 

・情報セキュリティ委
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の情報セキュリ

ティ対策のため

の統一基準群」を

踏まえ、情報セキ

ュリティ・ポリシ

ーを適時見直す

とともに、情報セ

キュリティ対策

を推進する。ま

た、サイバーセキ

ュリティ戦略本

部が実施する監

査において特定

される課題を解

決する。 

報セキュリティ対

策のための統一基

準群」や、サイバー

セキュリティ戦略

本部が実施する監

査において特定さ

れる課題を踏まえ、

振興会の情報セキ

ュリティ・ポリシー

を適時見直すとと

もに、研修の実施や

システム監査の実

施等、情報セキュリ

ティ対策を推進す

る。 

ュリティ対策にお

ける方針を踏まえ、

PDCA サイクルの構

築及び定着を図る

ため、情報セキュリ

ティ・ポリシーの遵

守状況についての

評価を行うととも

に、その結果を踏ま

え、必要に応じた改

善を行う。職員等に

対して情報セキュ

リティに関する意

識を高めるために、

情報セキュリティ

研修、自己点検及び

標的型メール攻撃

訓練を実施する。 

さらに、高度化す

る情報セキュリテ

ィ対策に対応する

ため、最高情報セキ

ュリティ責任者

（CISO）補佐官業務

を外部の専門家に

委託する。 

災害・事故等の非

常時に、情報システ

ムの停止を原因と

して業務の遂行が

できなくなること

を避けるため、情報

システムを早期に

復旧させ、継続して

利用することを目

的とした、情報シス

キュリティポリシーを一部改正し、職員に周知した。

また、「政府機関等の情報セキュリティ対策のための

統一基準群」と照らし合わせて未整備又は修正が必要

となっていた手順書等についても、整備・改正を行っ

た。 

 

・振興会の保有する情報システムについて、外部の専

門業者によるセキュリティ監査（「ポリシー準拠性監

査」を含む。）を実施し、その結果をもとに対策を行

った。 

 

・職員等を対象としてセキュリティ講習を毎月開催す

るとともに、ポリシーの遵守状況を確認するため、全

職員を対象とした自己点検を 10 月に実施した。また、

セキュリティ講習については、Learning Management 

System (LMS) により常時受講も可能とした。 

 

・CISO 補佐官業務については、外部の専門家に業務

を委託した。 

 

・標的型メール攻撃訓練を実施するなど、振興会の情

報セキュリティ対策の強化に資する取り組みを行っ

た。 

 

・情報システムの運用継続計画（BCP）について見直

しを行うとともに、BCP に基づきシステムの運用を行

った。 

 

・平成 30年度は情報漏えい発生事案はない。 

 

員会を開催し、「政府

機関の情報セキュリ

ティ対策のための統

一基準」に基づき、情

報セキュリティポリ

シーを改正するとと

もに、それに関連する

手順書等を整備・改正

し、職員に周知したこ

とは評価できる。 

 

・振興会の保有する情

報システムについて、

外部の専門業者によ

るセキュリティ監査

を実施し、その結果を

もとに対策を行うこ

とにより、各情報シス

テムのセキュリティ

の確保をより厳重に

行っている。 

 

・セキュリティ講習の

実施回数の増加に伴

い、より多くの職員に

対して情報セキュリ

ティ教育を実施でき

ている。また、全職員

を対象とした自己点

検が適切に実施され

ている。 

 

・CISO 補佐官業務を外

部の専門家に委託し、

また情報システムの
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テム運用継続計画

に基づき運用する。 

振興会の保有す

る個人情報及び特

定個人情報等につ

いては、日常の取扱

いや監査、及び漏え

い等の事案の発生

又は兆候を把握し

た場合の対応に関

する保護管理体制

を整備し、実施す

る。 

 

運用継続計画(BCP)を

策定している。 

 

・これらの対策によ

り、平成 30 年度に情

報漏えい発生事案が

なかった点は評価で

きる。 

 

 ３ 施設・設備 

施設・設備の整

備については、長

期的視点に立っ

て推進する。 

３ 施設・設備に関

する計画 

施設・設備に関す

る計画はない。 

 

３ 施設・設備に関

する計画 

施設・設備に関す

る計画はない。 

     

 ４ 人事 

職員の能力と

実績を適正かつ

厳格に評価し、そ

の結果を処遇に

反映させるとと

もに、適材適所の

人事配置を行う

など、職員の能力

の向上を図る。ま

た、振興会の業務

を継続的かつ発

展的に遂行する

ため、中長期的な

視点で、振興会の

４ 人事に関する

計画 

振興会の業務を

継続的かつ発展的

に遂行するため、中

長期的な視点で、以

下の取組を実施す

ることにより振興

会の核となる職員

の育成・充実を図

る。 

① 職員の業績等

の人事評価を定期

的に実施し、その結

果を処遇、人事配置

４ 人事に関する計

画 

（１）人事評定 

職員の業務等の

勤務評定を実施し、

その結果を処遇、人

事配置等に適切か

つ具体的に反映す

ることで、人材の効

果的活用や職員の

職務遂行能力・方法

の向上を図る。 

 

（２）人事交流 

 ■人事管理方針  

我が国の学術振興を担う唯一の資金配分機関として、

学術の振興を図る目的を達成するための人材を常に

確保していく必要がある。このため、経験値のある人

材の確保・配置及び人材の育成を振興会の環境の変化

に適切に応えつつ、計画的、効率的かつ公平・公正に

実施していくため、平成 30 年度の人事管理方針を策

定した。 

 

■職員の研修計画 

・新任職員語学研修：5名が英会話等研修を受講 

・海外機関研修：2 名がオーストラリアと米国の大学

等での語学研修を受講 

【人事に関する計画】 

・今後の交流人事のあ

り方や、職員の育成に

ついての方策につい

て検討し、限られた人

員で事業効果の最大

化を図れるよう体制

を整備する方針を策

定した。 

 

 

・効率的かつ適切な業

務運営のため、語学研

修をはじめとする国
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核となる職員の

育成・充実を図

る。 

等に適切かつ具体

的に反映すること

で、人材の効果的活

用や職員の職務遂

行能力・方法の向上

を図る。 

② 大学をはじめ

学術振興に関連す

る機関との人事交

流を促進して、質の

高い人材の確保・育

成を図り、職員の意

識や能力に応じた

適切な人事配置を

行う。 

③ 限られた人員

での効率的・効果的

な業務の遂行を実

現するため、国内及

び国外研修等を実

施し、職員の専門性

を高めるとともに、

意識向上を図る。 

国立大学法人等

との人事交流を行

い、質の高い人材の

確保・育成を図り、

適切な人事配置を

行う。 

 

（３）職員の研修計

画 

職員の専門性及

び意識の向上を図

るため、下記の研修

を実施する。また、

資質の向上を図る

ため、外部で実施さ

れる研修に職員を

参加させる。 

① 新任職員語学研

修 

② 海外の機関での

研修 

③ 情報セキュリテ

ィ研修 

④ コンプライアン

ス研修 

⑤ スキルアップ研

修 

⑥ 放送大学科目の

履修 

 

・情報セキュリティ研修：59 名が受講 

・コンプライアンス研修：33 名が受講 

・スキルアップ研修：19 名が受講 

・その他外部研修：82名 9 研修を受講 

 

■人事交流 

・大学等学術研究機関の研究者を支援するに当たって

は、当該機関における業務経験を持つ人材を活用する

ことが業務の効果的・効率的な運営上有益であること

から、国立大学法人等から 77 名を人事交流として受

け入れ、適切な人事配置を行った。 

 

・これらの者に振興会の業務を経験させることにより

研究助成や国際交流等の経験を積ませ、将来、国立大

学等において業務を行うための有益なスキルを身に

つけさせる等、育成することができた。 

 

■国際学術交流研修（再掲） 

・振興会本部での 1 年間の研修を経た国公私立大学の

職員16名を海外研究連絡センターで1年間受け入れ、

センター業務に従事させることにより、国際交流に関

する幅広い見識と高度な実務能力を有する大学職員

の養成を図った。 

 

■人事評定 

・〈役員〉 

理事長が文部科学大臣の行う業績評価の結果を勘

案し、期末手当の額を 100 分の 80 以上 100 分の 110

以下の範囲内で増減できることとしている。 

 

内外での研修へ職員

を参加させることに

より、職員の資質向上

を図っている。 

 

 

 

・国立大学等における

豊富な実務経験を有

する人材を確保し、そ

の経験を活かせる部

署に配置し、業務を効

率的・効果的かつ機動

的に実施できるよう

にしている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・職員の勤務評定につ

いては、勤務実績等の

評価結果を職員の処

遇に適切に反映させ、

勤務評定の実効性を

上げるとともに複数

の評定者が関わるこ
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・〈職員〉 

複数の評定者による客観的かつ公平な勤務評定を行

い、職員の勤務実績等の評価結果を勤勉手当や人事配

置等へ具体的に反映した。また、昇給については、平

成26年12月に国家公務員の給与基準を基礎とする新

たな俸給表を導入した際に、併せて平成 27 年 1月よ

り国家公務員の給与支給基準に準じたものとし適正

に実施した。 

とで、客観的かつ公平

な実施を行っている。 

 

  ５ 中期目標期間

を超える債務負担 

中期目標期間を

超える債務負担に

ついては、事業を効

率的に実施するた

め、当該期間が中期

目標期間を超える

場合で、当該債務負

担行為の必要性及

び資金計画への影

響を勘案し合理的

と判断されるもの

について行う。 

 

５ 中期目標期間を

超える債務負担 

中期目標期間中

の事業を効率的に

実施するために、次

期中期目標期間に

わたって債務負担

を行うことがある。 

 ・中期目標期間を超える債務負担はない。    

  ６ 積立金の使途 

前期中期目標の

期間の最終事業年

度における積立金

残高のうち、文部科

学大臣の承認を受

けた金額について

は、独立行政法人日

本学術振興会法に

定める業務の財源

に充てる。 

６ 積立金の使途 

前期中期目標の

期間の最終事業年

度における積立金

残高のうち、文部科

学大臣の承認を受

けた金額について

は、独立行政法人日

本学術振興会法に

定める業務の財源

に充てる。 

 ・前中期目標期間最終年度における積立金残高

960,975,378 円のうち、今中期目標期間の業務財源と

して繰越承認を受けた額は 87,464,077 円である。こ

れらは本会及び海外研究連絡センター事務所賃借料

の前払分等に充当され、31 事業年度以降に費用化さ

れる予定である。 
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